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■ 光通信分野をはじめ多岐に適用される MEMS 技術 

ＭＥＭＳは、Micro Electro Mechanical Systems の略語で、シリコンプロセス技術

により、マイクロな機械的要素と電子回路要素を融合したシステムを意味している。日

本ではマイクロマシンと称されることが多い。MEMS 技術は精密加工性などの優れた特

徴から、光通信分野や医療分野をはじめ多岐にわたる分野への適用が研究されている。 

例えば最先端の光通信分野においては、１本の光ファイバに多数の波長を多重して伝

送する波長分割多重（ＷＤＭ）方式をベースとした全光化ネットワークの構築が進めら

れている。光クロスコネクトは、大規模（例えば、1,000×1,000 規模）な光信号を、

従来は光－電気－光と、光信号を一度電気信号に変換して電気レベルでクロスコネクト

を行い、改めて光信号に変換して伝送していたものを、直接光レベルのままでクロスコ

ネクトするもので、ネットワークの全光化に不可欠の装置である。この装置の基本部分

にＭＥＭＳ技術によるミラーが使用されている（図１、図２）。 

ＭＥＭＳ技術はこの他にもバーコードリーダ用の光スキャナ、ディスプレイ用のＤＭ

Ｄ（Digital Micromirror Device）、光マイクロエンコーダ、赤外線センサ、あるいは自

動車のエアバック用の加速度センサ、エンジン制御用の圧力センサ、インクジェットプ

リンタのヘッド、マイクロポンプ・バルブ、走査型顕微鏡のマイクロプローブ、各種の

アクチュエータ、医療用の可撓管などに適用されている。 

図１ ２軸回転光スイッチ         図２ 光スイッチアレイ       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：http://www.bell-labs.com/news/1999/november/10/1.html） 
 

ＭＥＭＳ技術 
 

エグゼクティブサマリー 

■ 個人、ベンチャ企業、中小企業でも参入可能 

 ＭＥＭＳの製造には、基本的にシリコンプロセスの製造設備が必要である。しかし、

ファウンドリ・サービスと称して、ＭＥＭＳのアイデアがあれば、そのアイデアを設

計のコンサルティングも含めて試作、評価・検証などを請け負う企業や大学の受託製

造・サービス体制が整いつつある。これにより開発にかかる膨大な投資、特に設備投

資のリスクをおかすことなく、参入が可能である。 

（出典：http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/stfc/） 
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図 各技術要素の出願件数推移 

      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

MEMS 技術 
 

エグゼクティブサマリー 

■ 技術要素の出願件数動向 

ＭＥＭＳ技術は、①マイクロ構造要素技術、②マイクロ構造材料技術、③マイクロ

構造回路技術、④マイクロ構造システム技術、⑤製造・処理技術、から構成される。

下図に各技術要素の出願件数の推移を示す。 

各技術要素ともに 1992 年に出願件数の１つのピークが見られる。これは、1991

年から旧通産省工業技術院の産業科学技術研究開発プロジェクトの“マイクロマシン

技術の研究開発”が 10 年計画のプロジェクトとして開始され、参加各社が本格的に

ＭＥＭＳ技術の研究に着手したことが主因である。技術要素については、マイクロ構

造要素（アクチュエータ、変形可能要素など）とマイクロ構造システム（センサ、狭

義のＭＥＭＳ、光ＭＥＭＳなど）の出願が多く、それぞれ全体の 27％、62％を占

めている。マイクロ構造システムの 2000 年の急増は、光クロスコネクト関連の光

ＭＥＭＳの増加による。 

一方、マイクロ構造材料、マイクロ構造回路の出願は少なく、年平均で数件の出願

である。製造・処理については、全体の９％を占め、年平均で 10 件程度の出願であ

る。 

■ 今後の見通し 

 今後は、下記の３分野に注目することが必要である。 

  ・光通信分野の光クロスコネクト関連 

  ・高周波特性が要求される携帯端末分野のＲＦスイッチやフィルタ 

  ・遺伝子解明の進んでいる医学バイオ分野 
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ＭＥＭＳ技術の技術要素および各技術要素の出願件数 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＭＥＭＳ技術に関する特許分布 

MEMS 技術 
 

主要構成技術 

 ＭＥＭＳ技術は、マイクロ構造要素技術、マイクロ構造材料技術、マイクロ構造回

路技術、マイクロ構造システム技術および製造・処理技術から構成される。 

これらの技術に関連して 1990 年以降に出願され、2002 年７月までに公開され

た特許は、1,188 件であり、その内訳はマイクロ構造要素に関するもの 325 件（可

撓性または変形可能な要素：99 件、スライド・回転可能な要素：41 件、アクチュ

エータ：167 件、３次元構造体：18 件）、マイクロ構造材料に関するもの 8 件（シ

リコン材料：３件、その他材料：５件）、マイクロ構造回路に関するもの 17 件（電

磁力回路：２件、静電力回路：５件、その他回路：10 件）、マイクロ構造システム

に関するもの 737 件（マイクロ構造装置と協同するシステム（センサ）：370 件、

マイクロ電気機械システム（狭義の MEMS）：163 件、マイクロ光学電気機械シス

テム：194 件、マイクロ構造システムネットワーク：10 件、製造・処理に関する

もの：101 件となっている。 

 

MEMS
技術

マイクロ
構造要素

マイクロ
構造材料

マイクロ
構造回路

マイクロ
構造システム

製造
処理

・可撓性、または変形可能な要素
・スライド、回転可能な要素
・アクチュエータ
・３次元構造体

・シリコン材料
・その他材料

・電磁力回路
・静電力回路
・その他回路

・センサ
・ﾏｲｸﾛ電気機械ｼｽﾃﾑ
・ﾏｲｸﾛ光学電気機械ｼｽﾃﾑ
・ﾏｲｸﾛ構造ｼｽﾃﾑﾈｯﾄﾜｰｸ

・製造、処理

325件

8件

17件737件

101件
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ＭＥＭＳ技術の出願人－出願件数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

増加する参入企業と特許出願 

MEMS 技術 
 

技術開発の動向 

 ＭＥＭＳ技術に関する出願は、1991 年に立ち上がりはじめ、92 年に１つのピ

ークを示した。その後も出願人、出願件数ともに高い水準を示している。 

1992 年のピークは、主に旧通産省が 1991 年から 10 年計画で“マイクロマ

シン技術の研究開発”のプロジェクトを開始し、これに関連して参加各社が加速度

センサなどを本格的に出願開始したことによる。 

 また、出願人は広く分布しており、特定の企業に集中しておらず、出願人当たり

の出願件数は、平均１件以下である。 
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ＭＥＭＳ技術の技術要素と課題の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

マイクロ構造システムが６割強、マイクロ構造要素が３割弱を占める。ＭＥＭＳ

技術全体としては、特性向上、製造性向上が最も大きな課題となっている。次いで、

小型化、信頼性向上、高精度化についても技術を問わず主要な課題となっている。

また、マイクロ光学電気機械システムは大規模化、アクチュエータは低消費電力

化が他の技術に比べ重要となっている。 

 

マイクロ構造システムが全体の６割 

ＭＥＭＳ技術 
 

技術要素と課題 

20 14 9 8
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 マイクロ構造装置と協同するシステム（センサ）における技術開発課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

MEMS 技術の中心となる技術はマイクロ構造装置と協同するシステム（センサ）

技術である。対象とするセンサは圧力センサ、半導体センサ、加速度センサ、変位セ

ンサ、角速度センサ等多種多様である。 

このシステムに関する特許の技術開発の課題をみると特定の課題に集中すること

なく、小型化、信頼性向上、製造性向上、特性向上、経済性向上と広範囲に分布して

いる。その解決手段についても構造面による解決だけでなく、材料、基板、電子、回

路、そしてプロセス全般など多様なものとなっている。 

多様化する課題と解決手段 

MEMS 技術 
 

課題と解決手段 

6 11 11 2

6 6 7 8 17 1

5 2 8 4 5

5 2 4 1

2 7 7 11 8 1

2 5 5

7 2 11 10 1

7 2 3 2

2
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5 6 13 7 4

2 1 5 2 3

1 1 7 3

1 1 5 3

2 1

4 1 1 1 2

2 2 4
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1 13 3

1 3 1

4 2 2 7
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特異構造

配置構造

基板構造

電気・電子回路

梁構造

構造限定

熱的構造

電　極

可動構造

一体構造

密閉構造

材料限定

圧電材料

電子素子

電圧印加

錘　部

振動体

ﾌﾟﾛｾｽ・接着

ﾌﾟﾛｾｽ・一般

基板加工

その他
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精密機器、電気通信機器メーカが開発の中心 

MEMS 技術 
 

技術開発の拠点の分布 

出願件数の多い企業は、オリンパス光学工業、デンソー、キヤノン、リコー、日

本電気、日立製作所であるなどの精密機器、電気通信器メーカである。このため、

技術開発拠点も、首都圏および近畿に集中している。 

上位 20 社の出願件数 
1990 年から 2002 年 7 月

公開の出願 

⑥ 

①③④⑤⑩⑪⑱⑲⑳ 

⑬⑮ 

⑧⑨ 

⑦⑭⑯ 

⑰ 

② 

技術開発拠点地図 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合 計
1オリンパス光学工業 2 10 8 1 5 3 1 3 4 11 1 49
2デンソー 8 5 7 7 4 8 6 3 48
3キヤノン 7 10 9 4 4 3 1 1 2 2 43
4リコー 2 6 4 6 3 3 7 4 1 36
5日本電気 4 3 2 4 1 3 8 6 5 36
6日立製作所 1 4 7 2 2 1 8 3 5 2 0 35
7松下電工 3 6 0 2 2 13 8 34
8オムロン 1 2 2 4 2 10 5 7 1 34
9村田製作所 2 4 8 7 7 3 31
10日本電信電話 1 4 9 1 2 1 1 2 3 3 2 29
11セイコー　エプソン 2 6 2 1 1 1 5 1 7 26
12ルーセント　テクノロジーズ 1 6 3 15 1 26
13富士電機 1 4 8 3 3 3 2 1 1 26
14松下電器産業 1 9 1 4 2 1 1 2 4 25
15富士通 2 3 9 1 1 1 4 3 24
16シャープ 1 8 7 2 2 2 22
17三菱電機 1 4 1 3 2 1 5 2 1 2 22
18三菱マテリアル 1 2 3 6 9 21
19ニコン 5 7 1 3 2 1 19
20ソニー 4 7 1 1 5 18

年 次 別 出 願 件 数
No 出 願 人

米国

⑫ 
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出願状況 特許の課題と解決手段の分布 

 

オリンパス光学工業（株）

の出願件数は 49 件である。

このうち登録されたものは

２件である。出願対象分野

としては、アクチュエータ

と光スキャナが多い。 

特にマイクロ光学電気機

械システムに関しては小型

化、製造性向上、特性向上、

経済性向上、低消費電力化

の諸課題に対して、可動構

造、光学素子配置、電極配

置等の広範な解決手段によ

り対応している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主 IPC 

発明の名称、概要 

マ
イ
ク
ロ
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム 

機
械
的
特
性 

材料限定：形状記憶
合金 

特許 3362876 
92.09.16 

Ｂ25Ｊ 18/06 

フレキシブル電子回路基板及びその基板の製造

方法とマニユピレ－タ 

柔軟な配線によって接続され、しかも、薄膜

化された半導体集積回路チップアレーを構成

し、これに駆動体やセンサーを一体形成して極

めて微小な駆動機構を構成する。 

 

マ
イ
ク
ロ
光
学
電 

気
機
械
シ
ス
テ
ム 

個
別
素
子
デ
バ 

イ
ス
の
小
型
化 

一体構造：光偏向 特許 3308569 
91.09.24 

H04N 1/113 

光走査装置 

光偏向出射部と光検出器を同一の半導体基板

上に一体的に形成した光走査装置 
 
 
 
 
 

 

 

オリンパス光学工業株式会社 

MEMS 技術 
 

主要企業 
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1
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1
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頼
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造
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向
上
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性
向
上

高
精
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化

経
済
性
向
上

低
消
費
電
力
化

可動構造

圧電体

一体構造

基盤加工・構造

形状・構造限定

光学結合

光学電子配置

電磁可動

電気回路

光学特性

光学配置

材料限定

集積・配置構造

静電可動

積層構造

プロセス

特異構造

その他
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出願状況 特許の課題と解決手段の分布 

  

デンソーの出願件数は48

件である。そのうち登録さ

れたものは７件である。 

 出願対象分野としては、

アクチュエータ及び各種セ

ンサ分野が多い。 

 マイクロ構造装置と協同

するシステム（センサ）に

おいては、特性向上や信頼

性向上に関する課題に対し

て、電極、電気回路、梁構

造や他の構造面による解決

手段で対応している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主 IPC 

発明の名称、概要 

破
損
・
断
線
の
防
止 

構造限定 特許 3307328 
98.05.11 

G01P 12/125 

半導体力学量センサ 
可動電極と固定電極は、矩形状の貫通孔

が複数形成され、その貫通孔間に連結部を
有して形成される矩形枠状部を複数連結し
たラーメン構造形状に形成すると共に残し
幅を特定 

 
 
 
 
 
 

 

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（
セ
ン
サ
） 

電
気
的
特
性
向
上 

電極：差動出力部 特許 3269274 
94.08.29 

G01P 15/13 

加速度センサ 
 基板面と所定の間隔で梁によって支えら
れ、加速度によって変位可能な可動ゲート
電極を有する可動部と、 
可動ゲート電極とＭＩＳ構造的に位置する
ソース・ドレイン電極とを備えている 
 

 

株式会社デンソー 

MEMS 技術 
 

主要企業 
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基板構造
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電 極

熱的構造

可動構造

一体構造

密閉構造

材料限定

圧電材料

電気・電子回路

電子素子
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出願状況 特許の課題と解決手段の分布 

  

キヤノンの出願件数は

43 件である。そのうち登

録されたものは 11 件であ

る。 

 出願対象分野としては、

走 査 型 ト ン ネ ル 顕 微 鏡

（STM）のカンチレバー型

プローブや光 MEMS に関す

る出願が多い。 

 技術要素としての可撓

性、変形の要素において

は、特性向上や信頼性向上

の課題に対して、各種の構

造面や各種材料面での解

決手段で対応している。 
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題 

解決手段 
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発明の名称、概要 
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撓
性
、
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た
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変
形
可
能
な
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械
的
特
性
向
上 

薄膜材料：片持梁 特許 3060137 
91.12.16 
G11B 9/14 

カンチレバ－型プロ－ブの作製方法  

圧電体薄膜の界面および上下面に圧電体薄膜

を変位させる駆動用電極を設け、変位素子の自

由端部に情報入出力用プローブを設ける 
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イ
ク
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造
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と
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す
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テ
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ン
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集
積
・
高
密
度
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基板構造：一体形成 特許 3135721 
92.11.20 
G01P 9/04 

励振動型光検出角速度センサ  

振動子、固定子、振動子を固定子に支持する

複数のバネをそれぞれ同一基盤で一体に形成し

た Si 基板などからなる 
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基板加工
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電気特性

可動部材

残留応力

駆動構造

駆動方法

基板材料

質量体

薄膜材料

雄連結部材

小
型

化

信
頼
性

向
上

製
造
性

向
上

特
性
向

上

高
精
度

化
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出願状況 特許の課題と解決手段の分布 

 

リコーの出願件数は 36

件である。そのうち１件が

特許登録されている。 

出願対象分野としては、

インクジェットヘッドや

各種アクチュエータが多

い。 

技術要素としてのアク

チュエータ構造要素にお

いては、製造性向上、特性

向上をはじめ広範な課題

に対して、電極構造にほぼ

特化した解決手段により

対応している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主 IPC 

発明の名称、概要 

可
撓
性
、
ま
た
は 

変
形
可
能
な
要
素 

検
出
精
度
の
バ
ラ
ツ
キ 

可動板構造：可動部

配置 

特許 3270141 
92.09.29 
G01L 1/16 

力検出装置  

導電性探針への電気的配線を有する片持ち梁

と、電気的配線を有する片持ち梁とを梁先端の

変位方向に対して垂直な同一平面内で各々別個

に設け、それら同一平面内で別個に設けられた

片持ち梁の先端を一つに結合した 

 

 

 

 

 

マ
イ
ク
ロ
光
学
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気
機
械
シ
ス
テ
ム 

光
学
的
特
性
向
上 

プロセス・レーザ加
工：光学素子 

特開平 10-319221
（審査請求） 

97.05.14 
G02B 5/18 

光学素子及び光学素子の製造法 

振動板基板と電極基板とを接着剤を用いない

で直接接合し、且つ、ｷﾞｬｯﾌﾟを形成するための

側の接合面が平面になっている。 

 

 

 

リコー株式会社 

MEMS 技術 
 

主要企業 

1
2 2 1 1

2

2

1

3

課　題

解
決
手
段

小

型
化

信

頼
性
向
上

製

造
性
向
上

特

性
向
上

高

精
度
化

経
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上

低

消

費

電

力

化

可動部構造

電極構造

駆動方式

可動部材料

駆動構造

光学素子配置

ﾌﾟﾛｾｽ・ｴｯﾁﾝｸﾞ

可動方式

皇帝構造

材　料

支持部構造

感温磁性体

基板構造
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出願状況 特許の課題と解決手段の分布 

  

日本電気（株）の出願

件数は 36 件である。その

うち登録されたものは 21

件である。 

 出願対象分野としては、

半導体加速度センサ、マイ

クロマシンスイッチ等が

多い。 

技術要素としての可撓

性、変形の構造要素におい

ては、特性向上や製造性向

上の課題に対して、各種の

構造面や電気特性等の解

決手段で対応している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主 IPC 

発明の名称、概要 

３
次
元
構
造
体 

加
工
の
容
易
化 

無電解めっき：金属
薄膜 

特許 3038965 
91.03.14 

C23C 18/31 

微小機械の製造方法 

フォトリソグラフィを用いてレジストパタ

ーン工程、その上に活性化処理工程、その場

所に無電解めっきを行って金属を堆積する工

程、用いたレジストの少なくとも一部分を取

り除く工程とを含み、かつレジストにｐH 緩衝

作用を付与する 

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同 

す
る
シ
ス
テ
ム 

(

セ
ン
サ) 

機
械
的
特
性
向
上 

梁構造：中空で接続 特許 2540972 
90.03.13 

G01P 15/12 

センサ 

加速度センサの実装に係り、加速度センサ

素子とパッケージとが両者の間を接続する梁

で、中空に浮かして接続する 
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 MEMS は、Micro Electro Mechanical Systems の略語で、マイクロな電気機械システムに

関する技術の総称である。主として米国で使用されており、通常はマイクロな機械的可動

部とそれを駆動する電子回路部を持つ。ここでは、シリコンプロセス技術などを用いたマ

イクロな構造体、センサー、アクチュエータおよびデバイスなどの MEMS 関連技術全般を対

象とする。MEMS という用語については、日本ではマイクロマシン、ヨーロッパではマイク

ロシステム技術（Micro System Technologies:MST）と称することが多い。また、光技術関

連では光マイクロマシン、光 MEMSあるいは Micro Opto Electro Mechanical Systems（MOEMS）

と称することも多い。MEMS 技術は図 1.1 に示すようにマイクロ製造技術、マイクロ要素技

術およびマイクロ構造システム技術から構成される。 

 

図 1.1 MEMS の構成技術 

 

 

 

 

 

 

 

 MEMS の研究は､1970 年頃に米国スタンフォード大学の電気工学科で始まったと言われて

 

 

１. 技術の概要 

 

MEMS は、Micro Electro Mechanical Systems の略語で、シリコン 

プロセス技術により、マイクロな機械的要素と電子回路要素を融合 

したシステムを意味しており、主に米国で使用されている略語であ 

る。日本ではマイクロマシンと称することが多い。 

MEMS 技術はその精密加工性などの優れた特徴から、光スイッチや 

光クロスコネクトをはじめとする光通信分野、可撓管などの医療・ 

バイオ分野、あるいは加速度センサ、圧力センサなどの各種センサ 

分野などの広範囲な分野で技術開発が活発に行われている。 

 
 

特許流通 

支援チャート

1.1 MEMS 技術の概要 

MEMS技術

マイクロ構造システム技術

マイクロ製造技術

マイクロ要素技術
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いる。1980 年代の後半に入ると、カリフォルニア大学バークレー校、ベル研究所などで、

当時進展の目覚ましかった半導体加工技術を応用して「微小な可動部を含むシステム」の

研究が活発化した。1992 年からは、DARPA(米国防省高等計算局)支援の MEMS プログラムが

開始された。この支援プログラムにおいてテキサス・インスツルメンツ社の DMD（Digital 

Micromirror Device）が開発されている。DMD 素子はプロジェクターに使用された。 

 一方、日本では、1985 年頃からマイクロマシン技術の研究が開始され、旧通産省工業技

術院が産業化学技術研究開発制度の下に 1991 年度から 10 年計画の大型プロジェクト“マ

イクロマシン技術の研究開発”をスタートさせている。 
 これらの MEMS 技術はシリコンプロセス技術を用いることにより、デバイスの小型化はも

とより、多数のマイクロデバイスをサブミクロンの精度で製造することが可能となるので、

たとえば、光 MEMS の場合各デバイス相互の煩瑣な光軸合わせをせずに多数の機能デバイス

を製造することが可能となり、光通信ネットワーク構築の最大の課題である低コスト化を

実現できるポテンシャルを持つ技術と言える。また、多数のデバイスをアレイ化すること

が容易にでき、個々のデバイスに対応して電子回路を作りこむことにより、各々を独立に

制御することができるなどのメリットも持つ。 
 これらのメリットを生かし、MEMS 技術は医療・バイオ分野、各種センサ分野や情報通信

分野など多岐にわたる分野への適用が研究されている。例えばバーコードリーダ用の光ス

キャナ、光マイクロエンコーダ、赤外線センサ、自動車のエアバック用の加速度センサ、

圧力センサ、インクジェットプリンタのヘッド、マイクロポンプ・バルブ、走査型顕微鏡

のマイクロプローブ、各種のアクチュエータ、医療用の可撓管などに適用されている。 

特に、米国においてはブロードバンド・インターネットの成熟に伴い、光通信分野にお

いて、多数の波長の光を１本の光ファイバで伝送する波長分割多重（Wavelength Division 

Multiplexing: WDM）方式で不可欠な大規模光スイッチ（光クロスコネクト）について激し

い開発競争が進められている。WDM については、さらに高密度波長分割多重（DWDM: Dense 

WDM）が研究され、これに伴い光クロスコネクトはより大規模なものが求められている。 

ここでは、近年最も進展の著しい光クロスコネクト関連の分野を中心にして MEMS 技術の

中核となるマイクロ製造技術、マイクロ要素技術およびマイクロ構造システム技術につい

て簡単に概観する。 

 

1.1.1 マイクロ製造技術 

(1) 表面マイクロマシニング技術 

 機械的可動部を形成するには、大別すると２種類の製造方法がある。１つは表面マイク

ロマシンニング技術であり、シリコンの表面に付加的な層を加え、支持部以外を犠牲層と

し、犠牲層を除去することによって可動部を得る。 
図 1.1.1-1 の場合は、(a)シリコン基板にシリコン酸化膜を堆積し、アンカー用の凹部を

形成する、(b)その上にポリシリコンを堆積する、(c)シリコン酸化膜を除去して片持ち梁

を形成する。必要に応じ、この片持ち梁を駆動するための１対の電極を形成する。 
反射ミラーとして使用する場合は、片持ち梁上面に金の薄膜をコーティングする。電極

間に電圧を印加すると光ビームを偏向させることができる。この反射ミラーは残留応力が

なく、平坦面を維持することが重要である。また、この方法でマイクロモータなどを形成
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できる。 
 

図 1.1.1-1 表面マイクロマシニング技術 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(2) バルク・マイクロマシニング技術 

 第２の製造方法はバルク・マイクロマシニング技術であり、ウエハ本体をドライエッチ

ングまたはウエットエッチングして、所望のマイクロ構造体を形成する技術である。可動

部はウエハから切り離さなければならないので、構造体をウエハ本体からいかにきれいに

切り離すかが重要なポイントである。 
 

図 1.1.1-2 バルク・マイクロマシニング技術 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この場合、SOI（Silicon On Insulator）が有効であり、シリコン基板本体と上部に形成

されている構造体とが容易に分離できる。その例を図 1.1.1-2 に示す。図 1.1.1-2(a)は２

軸回転ミラーの平面図であり、(b)は断面図である。(b)上部の SOI では、薄く均一な単結

晶シリコン（device layer）とシリコン基板の間に数千Åの酸化シリコンが介在している。 

 可動ミラーを形成するためには、SOI 上部側の単結晶シリコンにミラー、トーションバ

ー、ジンバルリングを最初にパターンしておく。その後シリコンは、異方性 DRIE（Deep 

Reactive Ion Etching）によりウエハの裏側から除去される。最後に HF に漬けることによ

り、酸化シリコンが除去され、ミラー部が形成される。ミラー部は一般に反射率の高い金

属でコーティングされる。応力の影響を均等にするために、ミラー部の両面に対して金な

（ａ）

酸化シリコン

シリコン基板

（ｃ）

アンカ-部 片持ち梁

（ｂ）

ポリシリコン 犠牲層

単結晶シリコン ミラー

電極

（ｂ）

酸化シリコン

別のシリコン基板

（ａ）

トーションバー
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どを同じ厚さで堆積させるのが一般的である。２つの直交軸上でミラーを回転させるため

に、それぞれのミラーの下に４つの電極が配置される。図において電極は、ミラーを形成

した SOI ウエハの下に貼り付けられた別のシリコン基板上に形成されている。 
 
(3) DRIE 技術 

 MEMS 技術では通常の LSI プロセスと異なり、たとえば 600μm 厚の Si ウエハに貫通孔を

あけるような DRIE 技術が要求される場合もある。この点に関しては、最近の急速な進歩（89

度以上の垂直性など）により設計の自由度が大幅に拡大されている。 

 
1.1.2 マイクロ要素技術 

(1) マイクロ構造要素 

 「微小な可動部」を構成するもので、可撓性あるいは変形可能な要素、スライドあるい

は回転可能な要素、アクチュエータ、３次元構造体などがある。 

 

(2) マイクロ構造材料 

 通常、MEMS 技術ではシリコンを用いることが多いが、これは既に確立されたシリコンプ

ロセス技術を活用するためでもあるが、それ以外にも特に SOI などの単結晶シリコンを用

いた可動部では次のような優れた機械的特性を持つためである。シリコンプロセスにおい

ては、単結晶シリコンの機械的強度はほとんど議論されないが、機械的に極めて良好な素

材であり、バルクでは望めない単結晶シリコン特有の下記のような優れた機械的特性を

MEMS では用いることができる。 
①単結晶シリコンは、転位（dislocation）を持たないので、繰り返し変形などを行っても

実質的に疲労破壊を起こさないので長寿命性が期待できる 
②同じ理由から完全に弾性的材料であり、この点は特に繰り返して用いられ高精度な位置

決めを要求される機構で安定した機械特性が得られる 
③残留応力がないので、平坦性にすぐれ、高品質ミラー面として利用できる 
④センサなどでは、多結晶シリコンを用いた場合よりも高感度のセンサを構成できる 
⑤厚い構造体が形成できる 
 また、半導体レーザとの集積の場合には、ガリウムヒ素などをベースにし、光導波路と

の集積化では石英ガラスをベースにすることも考えられる。 
 
(3) マイクロ構造回路 

可動部の駆動には、個々の特別なアクチュエータが用いられることもあるが、ミラーな

どを用いる光 MEMS においては、構造的に簡素な次の２つの駆動系が多い。 
①一対の電極を形成して静電気力によって駆動する 
②コイル要素を形成して電磁力によって駆動する 
 また、必要に応じて制御系も設けられる。 
 
1.1.3 マイクロ構造システム技術 

 ここでは、ここ数年間で最も進歩の著しい光通信分野での光 MEMS 技術を中心に述べる。
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たとえば、多数の光スイッチを WDM 方式の光通信ネットワークの中でシステムとして使用

する場合、大別すると次のような２次元平面内で光ビームを接続する構成と３次元空間で

接続する構成があり、研究が進められている。 
 
(1) ２次元マトリクス方式 

 ２次元マトリクス方式には、光ビームを自由空間を伝搬させる構成と光導波路内を伝搬

させる２種の構成がある。 

 

a. 自由空間伝搬型 

 図 1.1.3-1 は平面的な基板上にマトリクス状にマイクロミラーを形成した光スイッチで

あり、各交差点に起立できるマイクロミラーを配設し、各行と列の端部に光ファイバを固

定配置している。光ビームは自由空間を２次元的に伝搬する（AT&T 社）。なお、光ファイ

バ相互の間隔は代表的には 125μm である。 
この構成で、L2 と R2 の光ファイバを光学的に結合させるには、対応する行と列の交差

点に配置されているマイクロミラーを起立させ、対応する行と列のその他の交差点に配置

されたマイクロミラーを非起立の状態に制御する。このようにして任意の光ファイバ間の

光学的接続を行う。 
 

図 1.1.3-1 ２次元マトリクス光スイッチ（自由空間伝搬型） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        (出典：U.S.Patent US 5,960,132) 

 また、たとえば L1 の行の全てのマイクロミラーを非起立にすると、光ビームは直進して

C1 に結合される。WDM ではこの光ビームに対してある加入者１に特有の波長λ1 を割り当

て、その波長λ1 の光ビームを取り出す（ドロップ）ことができる。なお、基板の R2 と反

対側の端部に複数の光ファイバを配置して、そのうちの１本に加入者２に特有の波長λ2

を割り当て、R2 の列のマイクロミラーを全て非起立にすると、R2 に波長λ2 の光信号を光

ネットワークに付加する（アド）ことができる。このアド／ドロップ機能は光ネットワー

クから光加入者に光信号を分配するなど、重要な機能である。 
 この構成では、マイクロミラーは起立状態と非起立状態の２つの状態にディジタル的に

動作し、制御は比較的単純である。しかし、スイッチ規模が大きくなると、それに応じて
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光路が長くなるとともに通過交差点数も多くなって交差点での損失が累積して接続損失が

大きくなるので、スイッチ規模 32×32 程度が限界と考えられている。 
 
b. 光導波路型 

 上記の構成のほかに、光ビームを石英系基板中に形成された光導波路の行列内を伝搬さ

せる構成もある。図 1.1.3-2 に各交差点の構造を示す。この場合には光導波路３の複数行

列の各交差点にスリット５を形成し、そのスリットの一部に屈折率整合液 10 を充填する。 
加熱手段９によって、表面張力の温度依存性を利用して、屈折率整合液の位置を移動させ

ることによりスイッチングを行う。スリットの交差点位置に屈折率整合液がある状態では

光ビームは直進し、屈折率整合液が交差点から外れた位置にある状態では、スリット壁面

がミラーの役割を果たし、光は内部全反射して光路が切り替えられて、所望の光学的接続

を行う。このスイッチは、スリット幅を位置に応じて変えることで双安定した位置で整合

液を保持できるため自己保持機能を有することが特徴である。日本電信電話（株）は、こ

の構成で 16×16 のマトリクス光スイッチを実現している。 
 

図 1.1.3-2 ２次元マトリクス光スイッチ（光導波路伝搬型） 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   (出典：U.S.Patent US 6,072,924) 

 なお、ミラーを使用した光スイッチは波長依存性がないので、多数の波長を扱う WDM へ

の適合性に優れている。 
 また、アジレント・テクノロジーズ社も同様構成の 32×32 のマトリクス光スイッチを実

現している。同社の光スイッチではインクジェットプリンタと同じ原理を用いて、熱で発

生した気泡によってスイッチングしている。 
 
(2) ３次元マトリクス方式 

 光を自由空間内で３次元的に伝搬させて光スイッチングを行う方式である。ここで、現

状の MEMS 技術では一つの最高峰の技術と考えられ、かつ光通信ネットワーク内で重要な機

能を果たしている光クロスコネクトの技術を紹介しておく。 
 
ａ. ２軸回転光スイッチ 

図 1.1.3-3 に直交するＸ,Ｙ２軸を中心に独立して回転可能なマイクロミラーからなる

光スイッチの例（ルーセント・テクノロジーズ社の MicroStarTM）を示す。この光スイッチ

は表面マイクロマシニング技術により製造されている。中央の円盤状の部材が金メッキを

施されたマイクロミラーであり、その外に可動内側リングと固定外側リングを持つ。ミラ
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ーの下面に駆動用の電極が設けられている。マイクロミラーと内側リングはつづら折り状

の実効長の長い梁で連結されている。この梁によりスチフネスが小さくなり、低電圧でも

駆動が可能になる。内側リングと外側リングも同様である。 
 

図 1.1.3-3 ２軸回転光スイッチ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：http://www.bell-labs.com/news/1999/november/10/1.html） 
 

このマイクロミラーは入射光ビームを任意の方向に反射させるために、アナログ的に方

向を決めることが必要である。したがって、マイクロミラーの高精度な方向制御技術が要

求される。 
図 1.1.3-4 アレイ状２軸回転光スイッチ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：http://www.bell-labs.com/news/1999/november/10/1.html） 
 

b. アレイ状２軸回転光スイッチ 

 図 1.1.3-4 は、256 個の２軸回転光スイッチをアレイ状に配置したものの一部を示して
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いる。256 個のアレイは１平方インチ以下の面積内に集積化されている。各マイクロミラ

ーには１つの波長が割り当てられており、独立に光ビームを任意の方向に偏向できる。 
 

c. 光クロスコネクト 

図 1.1.3-5 は、アレイ状光スイッチを用いて構成した光クロスコネクトの例を示す。図

右下からの入力光信号110はコリメータレンズアレイ115を経由して平行ビームなった後、

２軸回転光スイッチアレイ 104 のうち対応する第１のミラー106 で反射される。ミラーの

角度を正確に制御し、もう一つのミラーアレイ 105 中の適切な第２のミラー107 に光ビー

ムを導く。２番目のミラーはコリメータレンズアレイ 116 を介して対応する出力光ファイ

バ 112 に光ビームを結合する。したがって、任意の入力光ファイバと任意の出力光ファイ

バ間の光クロスコネクトが可能となる。 
 この方式では N×N の接続において 2N 個の光スイッチ素子で済むのに対して、２次元マ

トリクス方式では N2 個の光スイッチ素子が必要になる。さらに、２次元マトリクス方式

ではスイッチング規模が大きくなる（1,000×1,000 規模程度）と通過交差点数が増して接

続損失も大きくなる。したがって、大きいスイッチング規模では、３次元マトリクス光ス

イッチ構成が有利である。 
 

図 1.1.3-5 光クロスコネクト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   (出典：U.S.Patent US 6,411,427) 

ルーセント・テクノロジーズ社は、上記の３次元マトリクス光スイッチを用いた 256×

256 チャンネルの光クロスコネクト（LambdaRouterTM）を開発し、2000 年から実際の光ネ

ットワークに導入を開始している模様である。なお、同社は 2001 年の OFC（Optical Fiber 

Communication Conference）において、1,296×1,296 チャンネルの光クロスコネクトを発

表している。 

光クロスコネクトは、従来の光－電気－光と、光信号を一度電気信号に変換して電気レ

ベルでクロスコネクトを行い、改めて光信号に変換していたものを、電気信号に変換する

ことなく、直接光レベルのクロスコネクトを行うものである。したがって、装置構成が簡
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素化されて低価格化が期待されている。また、光クロスコネクトは従来装置と比較して 16

倍高速とされており、21 世紀の全光化ネットワークの中核装置と考えられている。 
 
1.1.4 応用分野 

 MEMS 技術は、上記の代表的な例に述べたような優れた特徴を持つ技術であり、上記の例

も含めて、主な応用分野と製品を表 1.1.4 に示す。 
 

表 1.1.4 MEMS 技術の主な応用分野と製品 

 
分野 製品 

光通信関係 光スイッチ、光クロスコネクト、波長可変フィルタ、 

波長可変半導体レーザ 

電子部品 RF リレーなど 

表示関係 ディスプレイ（DMD など）、光スキャナなど 

プリンタ インクジェットプリンタのヘッド 

 

 

通信、情報 

情報記憶 記録ヘッドなど 

慣性計測 加速度センサ、ジャイロ、カメラ手ぶれ防止など 

圧力計測 圧力センサ 

変位計測 マイクロエンコーダなど 

 

自動車、各種

民生品、環境 

その他 赤外線センサ、ガスセンサなど 

生化学 DNA チップ、マイクロリアクタなど 医学、バイオ 

医療 カテーテル、内視鏡など 

微量流体 マイクロバルブ・ポンプ、フローセンサなど 

マイクロプローブ 走査型プローブ顕微鏡など 

マイクロモータなど 静電力、電磁力、圧電など 

 

製造・検査 

マイクロエネルギ マイクロ燃料電池、マイクロ発電機など 

 
 
1.1.5 MEMS 技術の技術要素 

 以上に述べたことをまとめて MEMS 技術の技術要素を図 1.1.5 に示す。マイクロ構造シス

テムについてはさらに、①加速度センサなどのマイクロ構造装置と協同するシステム（セ

ンサ）、②電気スイッチなどのマイクロ電気機械システム（狭義の MEMS）、③光スイッチな

どのマイクロ光学電気機械システム（光 MEMS）、④光クロスコネクトなどのマイクロ構造

システムネットワーク、に細分化した。各技術要素の内容は下記の通りである。 
●マイクロ構造要素 
   ・可撓性、変形可能な要素 
   ・スライド、回転可能な要素 
   ・アクチュエータ 
   ・３次元構造体 
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図 1.1.5 MEMS 技術の技術要素 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表 1.1.5 MEMS 技術の技術要素一覧 

 
技術要素Ⅰ 技術要素Ⅱ 

可撓性、変形可能な要素 

スライド、回転可能な要素 

アクチュエータ 

 

マイクロ構造要素 

３次元構造体 

シリコン系材料 マイクロ構造材料 

その他 

電磁力回路 

静電力回路 

 

マイクロ構造回路 

その他の回路 

マイクロ構造装置と協同するシステム 

（センサ） 

マイクロ電気機械システム 

（狭義の MEMS） 

マイクロ光学電気機械システム 

（光 MEMS） 

 

 

 

マイクロ構造システム 

マイクロ構造システムネットワーク 

マイクロ構造装置と 

システムの製造・処理 

基層、基板上での装置とシステムの製造・処理 

MEMS
技術

マイクロ
構造要素

マイクロ
構造材料

マイクロ
構造回路

マイクロ
構造ｼｽﾃﾑ

製造
処理
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●マイクロ構造材料 
   ・シリコン系材料 
   ・その他の材料 
●マイクロ構造回路 
   ・電磁力回路 
   ・静電力回路 
   ・その他 
●マイクロ構造システム 
   ・マイクロ構造装置と協同するシステム（センサ）…加速度センサなど 
   ・マイクロ電気機械システム（狭義の MEMS）…電気スイッチなど 
   ・マイクロ光学電気機械システム（光 MEMS）…光スイッチなど 
   ・マイクロ構造システムネットワーク…光クロスコネクトなど 
●マイクロ構造装置とシステムの製造・処理 
   ・製造方法全般 
 MEMS 技術の技術要素Ⅰ（大項目）、技術要素Ⅱ（中項目）の一覧を表 1.1.5 にまとめて

示す。 
 
1.1.6 MEMS ファウンドリ・サービス 

 最近、MEMS の製造設備を持たない人（たとえば、個人、ベンチャ企業、小企業など）に

対しても、MEMS について具体的なアイディアがあれば、そのアイディアを受託製造するサ

ービス（ファウンドリ・サービス）を行う体制が整いつつあるので紹介しておく。 

 

(1) MEMS 技術の製造設備 

 MEMS は、高付加価値製品を創造する基盤技術としてその期待は大きい。一方で応用分野

が多岐にわたり、またそれらの市場性が未知数の場合もあり、開発にかかる膨大な投資、

特に製造設備に対する投資に二の足を踏むケースが多い。このような場合に設備投資に対

するリスクを低減し、特に小企業やベンチャービジネスを念頭に置いた、MEMS 製造の受け

皿となるファウンドリ・サービス（受託製造）に対するニーズが高まっている。このよう

な体制の確立に向け、国家レベルあるいは産学協同の具体的な動きがある。 
 

(2) ファウンドリ・サービス提供企業 

 住友金属は、1999 年に国内初の民間ファウンドリとして、SOI 基板に Si ディープ RIE

を標準プロセスとするサービスを開始している。 

（出典：http://www.semi.org/web/japan/wsemi.nsf/） 

最近ではオリンパス光学工業、オムロン、大日本印刷、松下電工などもファウンドリ・

サービスを開始している。このサービスでは、顧客の要求に合わせて MEMS 設計のコンサル

ティングや設計受託、試作、評価・検証、量産などを請け負っている模様である。 

（出典：http://www.olympus.co.jp/Special/Info/n011211.html） 

（出典：http://www.omron-ecb.com/sc/mems/index.htm） 

（出典：http://www.dnp.co.jp/jis/news/2001/20010815.html） 
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（出典：http://www.mew.co.jp/mems/index.html） 

（出典：http://www.kumikomi.net/article/report/2002/32mems/01.html） 

 また、沖電気工業、日立製作所、富士通などもファウンドリ・サービスを行っている。 

（出典：http://fsic.mmc.or.jp/members_property.html） 

（出典：http://edevice.fujitsu.com/fj/FJCOT/index_j.html）。 

 大学関係では、利用可能な施設の例として東北大学ベンチャー・ビジネス・ラボラトリ

ーや立命館大学マイクロシステム技術研究センターがある。 

（出典：http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/stfc/） 
 
1.1.7 米国における MEMS 開発の状況 

 

表 1.1.7 米国における MEMS 開発の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 米国においては、1999 年 11 月にルーセント・テクノロジーズ社が MEMS 技術で製造した

微小ミラー・アレイによる光クロスコネクト（LambdaRouter）を発表して以降、大手通信

業者による光スイッチメーカの買収が急増して、業界が再編成されている。たとえば、 
３次元マトリクス光スイッチ技術を持つ Xros 社は、1,152×1,152 光クロスコネクトを 2000 年

３月に OFC に出展して注目を集め、その直後に、Nortel Networks 社に買収されている。この

ような MEMS 先進国の米国での動きは、日本にとっても参考になると考えられるので、表 1.1.7

に日本と欧州も含めて関連業界の状況をまとめておく。表で見られるように、米国においては

デバイスメーカ コモンキャリア、大手企業 ミラー形態 商品名

Xros（カイロス）社 Nortel　Network社：
左記社を買収

３次元 Optera

Agere Systems社 Lucent Technologies社：左記
社Microelectronics
部門として吸収された

３次元 LambdaRouter

Cronos社 JDS Uniphase社：
左記社を買収

３次元

Texas Instruments社
Analog Device社

Tellium：
左記２社と提携

３次元 Aurora Optical
Switch

Onix　Microsystems社 Calient Networks社：
左記社を買収

３次元 DiamondWave

IntelliSense社 Corning社：
左記社を買収

３次元

　　　　　─ Texas Instruments社 ３次元
・DMD

　　　　　─ ＮＴＴ ３次元
・Lucent社と同様

　　　　　─ 日本電気：
米Tellium社と提携

３次元

　　　　　─ 日立 ─

　　　　　─ 富士通 ３次元
・独自構造

　
　　　　　─

沖電気：
米Calient Networks社と提携

３次元

OMM（Optical Micro
Machines）社

Siemens社が提携 ２次元

Agilent社 Alcatelが提携 ２次元
・バブル

米国

日本

欧州
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ほとんどの MEMS デバイスメーカは通信業者などの大手企業に買収されている。 

 

1.1.8 欧州における MEMS 関連企業・機関 

 欧州は米国よりも遅れて MEMS の研究開発を開始したが、現在ではファウンドリ・サービス

も含めて充実した MEMS 開発環境を持っている。欧州における代表的な MEMS 関連企業・機関と

しては、下記のものがあげられる。 

 

(1) MEMS 開発企業・機関 

・Coventor 社（米、欧州） 

・MEMSCAP 社（仏、米） 

・Kymata 社（オランダ） 

・Imego 社（スウェーデン） 

・ACREO 社（スウェーデン） 

・AML(Applied Microengineering Ltd.)社（英) 

・CEA-LETI(Electronics and Information Technology Lab.)社（仏) 

・Sintef 社（ノルウェー） 

・Sensornor 社(ノルウェー) 

・ISIT(Fraunhofer Institute for Silicon Technology)社（独） 

・STEAG microParts 社（独） 

・Colibrys 社（スイス）など 

 

(2) ファウンドリ・サービス提供企業・機関 

・Bosch 社（独） 

・Sextant 社（仏） 

・Thales Avionics 社（英） 

・Tronics 社（仏） 

・PHS MEMS 社（仏） 

・EUROPRACTICE（試作費用のユーザ負担は 1/3、Local government が 1/3、EU 全体で 1/3 負担。

世界中から発注可能）など 

 

(3) MEMS ネットワーク 

 非営利の NEXUS と称する欧州で最大の MEMS/MST のネットワークがあり、MEMS に関する市場

動向、最新情報の公開・交換などを行っている。メンバは欧州を中心に、米国、極東も含め、

500 組織以上にのぼり、フランスに本部がある。 

出典：http://www.semi.org/japan 国際会議報告：COMS2001 

   http://www.nexus-emsto.com/ 

   http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/stfc/ MEMS 研究の新展開など 
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 特許情報へのアクセスは、一般的には①国際特許分類（IPC）、②ファイル・インデック

ス（FI）、③Ｆターム（FT）および④キーワード（FK）によって可能である。 

 

● 国際特許分類 

 MEMS 技術は、国際特許分類（IPC）ではマイクロ構造技術の中にあり、具体的な内容は

下記の通りである。 
      B81B     マイクロ構造装置またはシステム、例．マイクロマシン装置 
    B81B1/00 可動の、または可撓性の要素がない装置、例．マイクロ毛細管装置 
      B81B3/00 可撓性の、または変形可能な要素、例．弾性上のある舌片または薄膜、 

からなる装置 
       B81B5/00 相互に移動可能な要素、例．スライド可能な、または回転可能な要素、 

からなる装置 
       B81B7/00 マイクロ構造システム 
           7/02 ・その機能に特に適した、別体の電気的または光学的装置を含むもの、 
          例．マイクロ電気機械装置（MEMS） 
           7/04 ・同種のマイクロ構造装置のネットワーク、または配列 
B81C   マイクロ構造装置またはシステムの製造または処理に、特に適合した 

方法または装置 
また、マイクロ構造に限定されていないが、可動部を持つ光スイッチなどに関連したも 
のとして、下記の IPC がある。 
      G02B26/00 可動または変形可能な光学要素を用いて、光の強度、色、位相、偏光 

または方向を制御、例．スイッチング、ゲーティング、変調する光学 
装置または光学配置 

 
● ファイル・インデックス 

 ファイル・インデックス（FI）によっても国際特許分類と同様の分類がなされている。 
 

● Ｆターム 

MEMS 技術に直接対応するＦターム（FT）は現状では整備されていない。なお、マイクロ

構造に限定されていないが、Ｘ－Ｙ振動、二軸まわり振動のガルバノなどに関連したもの

として、下記のものがある。 
2H045    機械的光走査系 

  2H045 AB00  振動ミラー走査手段 
 ここで、上記の MEMS 技術に直接あるいは間接的に関連する各分類のおおよその件数を予

備出力した結果、 
IC=(B81B?+B81C?)+FI=(B81B?+B81C?) →約 3,000 件 

  IC=G02B26/00+FI=G02B26/00     →約 20,000 件 

1.2 MEMS 技術の特許情報へのアクセス 
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    FT=2H045AB00                      →約 2,800 件 
であった。この結果より、MEMS 技術を直接的に含む国際特許分類およびファイル・インデ

ックスにより、B81B および B81C にアクセスした。 
 
● キーワード 

 前述のように、日本で一般的な「マイクロマシン」という用語と MEMS の日本語訳を考慮

に入れて、下記のキーワード検索を行うことも効率的に MEMS 技術を抽出する上で有効であ

る。なお、現状で「MEMS」はフリーキワードに設定されていない。 
    AB=(マイクロ W マシン+マイクロ W 機械的+マイクロ W マシニング) 
  AB=(ＭＥＭ W Ｓ+ＭＯ W ＥＭＳ) 
  WD=(ＭＥＭＳ*光) 
  WD=(ＭＯＥＭＳ*光) 

FK=(マイクロ*(エレクトロ+電気+電子)*(機械+機械的)) 
 上記、特許分類およびファイル・インデックスによる検索結果およびキーワードによる

検索結果に、出願が 1900 年以降という条件の積集合として、今回の調査対象の抄録件数は、

約 3,800 件となった。 
 
● MEMS 技術の技術要素と検索式 

 表 1.2.5 に MEMS 技術の技術要素と特許分類およびファイル・インデックスによる検索式

を示す。具体的には構造関係 B81B と製造関係 B81C によって抽出した抄録と上記のキーワ

ードによって抽出した抄録の和集合を出力した。 
 

表 1.2.5 MEMS 技術の技術要素と検索式 
 

技術要素Ⅰ 技術要素Ⅱ 検索式（IPC、FI）

可撓性の、または変形可能な要素（例：弾性
状のある舌片または薄膜） 

B81B/00 

相互に移動可能な要素（例：スライド可能な、
または回転可能な要素） 

B81B5/00 

アクチュエータ B81B 

 
マイクロ構造要素 

３次元構造体（可動の、または可撓性の要素
がない。例：マイクロ毛細管） 

B81B1/00 

シリコン系 B81B マイクロ構造材料 

その他 B81B 

電磁力回路 B81B 

静電力回路 B81B 

 
マイクロ構造回路 

その他 B81B 

マイクロ構造装置と協同するシステム 
（センサ） 

B81B7/00 

マイクロ電気機械システム 
（狭義の MEMS） 

B81B7/02 

マイクロ光学電気機械システム 
（光 MEMS） 

B81B7/02 

 
 
マイクロ構造システ
ム 

マイクロ構造システムネットワーク B81B7/04 

マイクロ構造装置の
製造方法、製造装置 

マイクロ構造装置またはシステムの製造ま
たは処理に、特に適合した方法または装置 

B81C 
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1.3.1 MEMS 技術 

 図 1.3.1-1 に MEMS 技術全体の出願人と出願件数推移を示す。MEMS 技術は 90 年以降急激

に出願件数が増加した技術のひとつであるが、特に、1992 年に最初のピークを迎えた。こ

の年、出願件数は 180 件を越え、出願人数も 200 人に達した。その後、出願件数及び出願

人数も 100 件或いは 100 人程度で推移したが、2000 年に入り再び増加傾向を示し、出願件

数で 160 件、出願人数で 165 社を示すものとなった。 

 1992 年のピークについては、旧通産省工業技術院の産業科学技術研究開発プロジェクト

の“マイクロマシン技術の研究開発”が 1991 年にスタートし 10 年計画で実施され、この

計画に参加した国立研究所、民間企業、大学などの出願人が活発に出願を行ったことが主

因である。なお、これ以降の図においても 1992 年に出願のピークが見られる図が多数ある

が、同じ理由による。 

 また、2000 年の出願件数の急増は、光クロスコネクト関連による。 

 
図 1.3.1-1 MEMS 技術全体の出願人－出願件数の推移 
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 図 1.3.1-2 に MEMS 技術関連特許の技術要素別出願件数の推移を示す。1992 年の出願の

増加と 2000 年の出願の増加を、MEMS 技術の５つの技術要素毎にみると、1992 年の増加が

マイクロ構造要素に関する出願と、マイクロ構造システムに関する出願の急増によるもの

であると見ることができる。 

 
図 1.3.1-2 MEMS 関連特許の技術要素別出願件数推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 

 

 

 表 1.3.1 に MEMS 技術の主要出願人別出願件数を示す。出願件数の多い企業を見ると、オ

リンパス光学工業、デンソー、キヤノン、リコー、日本電気、日立製作所と、精密機械メ

ーカや自動車部品メーカ、電気機器メーカなど様々な分野から参入していることがわかる。

また、前述のとおり、ルーセント・テクノロジーズ社など海外の企業も上位に位置付けて

いるのも特徴のひとつである。 

上述の 1992年と 2000年の急増を出願人の状況でみると、前者ではオリンパス光学工業、

キヤノン、日本電信電話、松下電器産業、富士通などわが国の精密機械、電気通信メーカ

等の出願が増加しているのに対して、2000 年の出願では、ルーセント・テクノロジーズ社

が最も多くの出願を行っており、第２位はオリンパス光学工業で、依然として多いが、松

下電工、セイコーエプソン、ロベルト・ボッシュなど、1992 年を牽引したものとは別の企

業も出現している。1997 年から出願を増加させているルーセント・テクノロジーズ社のほ

か、東海理化電機製作所や豊田中央研究所も 1995 年から出願が現れている。 
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表 1.3.1 MEMS 技術の主要出願人別出願件数 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1.3.2 マイクロ構造システム 
マイクロ構造システムに関する出願件数は 737 件を占め、MEMS 技術に関連する特許出願

のほぼ６割を占める。 

図 1.3.2-1 に示すマイクロ構造システム全体の技術成熟度をみると、1998 年以降、1999

年で下がっているもののその後増加傾向にあり、成長期に入っているとを見ることができ

る。2000 年のマイクロ構造技術に関する特許出願件数は 111 件に達し、出願人の数も 115

社となっている。 

しかしながら、その内容をみると、図 1.3.2-2 に示されるように、それぞれ、特徴のあ

る傾向を示している。 

最も多くの出願が行われているセンサに関しては、1992 年以降ほぼ安定した水準を続け

てきたが、1997 年を境に減少傾向を示している。マイクロ電気機械システムについては、

1992 年に出願が増加したものの、その後の出願の増加は見られなかったが、2000 年に増加

している。これに対して、マイクロ光学電気機械システムについては、1990 年代半ばまで

低い出願件数に留まっていたが、1998 年以降急増している。 

 

 

 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計
1 オリンパス光学工業 2 10 8 1 5 3 1 3 4 11 1 49
2 デンソー 8 5 7 7 4 8 6 3 48
3 キヤノン 7 10 9 4 4 3 1 1 2 2 43
4 リコー 2 6 4 6 3 3 7 4 1 36
4 日本電気 4 3 2 4 1 3 8 6 5 36
6 日立製作所 1 4 7 2 2 1 8 3 5 2 0 35
7 松下電工 3 6 0 2 2 13 8 34
7 オムロン 1 2 2 4 2 10 5 7 1 34
9 村田製作所 2 4 8 7 7 3 31
10 日本電信電話 1 4 9 1 2 1 1 2 3 3 2 29
11 セイコー　エプソン 2 6 2 1 1 1 5 1 7 26
11 ルーセント　テクノロジーズ 1 6 3 15 1 26
11 富士電機 1 4 8 3 3 3 2 1 1 26
14 松下電器産業 1 9 1 4 2 1 1 2 4 25
15 富士通 2 3 9 1 1 1 4 3 24
16 シャープ 1 8 7 2 2 2 22
16 三菱電機 1 4 1 3 2 1 5 2 1 2 22
18 三菱マテリアル 1 2 3 6 9 21
19 ニコン 5 7 1 3 2 1 19
20 ソニー 4 7 1 1 5 18
21 東芝 2 4 3 1 1 4 1 1 17
22 ローベルト　ボッシュ 4 1 2 2 6 1 16
22 三洋電機 6 6 1 2 1 16
24 セイコー電子工業 1 1 4 4 1 4 15
24 本田技研工業 5 1 1 3 2 1 2 15
26 ゼロックス コーポレーション 1 1 1 11 14
26 横河電機 1 1 1 2 1 3 3 1 1 14
26 東海理化電機製作所 1 5 6 2 14
26 豊田中央研究所 2 3 1 4 3 1 14
30 アイシン精機 1 2 1 5 4 13
30 ジーメンス　AG 2 5 1 3 2 13
30 テキサス　インスツルメンツ 2 1 2 3 2 3 13
30 住友電気工業 1 4 4 1 2 1 13

年次別出願件数
No 出願人
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図 1.3.2-1 マイクロ構造システム全体の出願人－出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3.2-2 マイクロ構造システムの技術要素別出願件数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下、各技術について、出願人の特徴等を説明する。 

(1) マイクロ光学電気機械システム(光 MEMS) 

現在、急増しているマイクロ光学機械システム技術は、光スイッチ、光クロスコネクト、
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通信部品をマイクロ構造システム化したものである。 

図 1.3.2-3 のマイクロ光学電気機械システムの出願人と出願件数の推移に示されるよう

に、この分野に関する出願は、出願人、出願件数とも、1998 年以降、右肩上がりの傾向を

示している。 

この分野の主要出願人とその出願件数の推移を示す表 1.3.2-1 によれば、マイクロ光学

電気機械システム分野における出願の増加が、有力企業の新規参入を反映していることを

見ることができる。すなわち、出願件数が２番目に多いルーセント・テクノロジーズ社が

1997 年から出願を行っていることは既に紹介のとおりであるが、アジレント・テクノロジ

ーズ社は 1999 年から、富士通は 1997 年から、日本航空電子工業は 1999 年から本格的な出

願を行っている。 

この技術の出願人の特徴として、外国企業が出願件数の多い企業の上位に位置している

ことも挙げられる。急速に拡大するこの技術分野においては、ルーセント・テクノロジー

ズ社やテキサス・インスツルメンツ社、アジレント・テクノロジーズ社、或いはゼロック

ス社など、米国企業の状況について、注目することが必要である。 

 

図 1.3.2-3 マイクロ光学電気機械システム(光 MEMS)の出願人－出願件数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 1.3.2-1 マイクロ光学電気機械システムの主要出願人別出願件数 
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90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計
1 オリンパス光学工業 2 1 1 2 3 4 9 1 23
2 ル－セント　テクノロジーズ 1 3 2 9 15
3 日本電信電話 3 2 1 1 1 2 1 11
3 テキサス　インスツルメンツ 2 2 2 2 3 11
5 オムロン 1 3 1 3 1 9
5 アジレント　テクノロジ－ズ　 2 4 3 9
7 セイコ－エプソン 1 2 5 8
7 富士通 1 1 3 3 8
9 ゼロックス 1 5 6
10 デンソー 1 1 1 2 5
10 キャノン 2 1 1 1 5
10 日本航空電子工業 1 4 5

Ｎｏ 出願人
年次別出願件数
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(2) マイクロ構造装置と協同するシステム(センサ) 

マイクロ構造装置と協同するシステムに関する特許等の出願は、マイクロ構造システム

に関する特許の半数を占め、MEMS に関する出願のほぼ３分の１を占めるものである。 

この技術分野における出願件数と出願人数の推移を示す図 1.3.2-4によれば、90年以降、

出願人数、出願件数は増加したものの、1996 年をピークに、出願件数・出願人数とも減少

していることをみることができる。1996 年には１年間に 25 件・25 社を越えていたが、2000

年には５件・５社を割るものとなった。 

このため、それまで多くの出願を行っていた企業についても、その多くが表 1.3.2-2 に

示されるように、1990 年代後半から出願を行っていない。 

 
図 1.3.2-4 マイクロ構造装置と協同するシステム（センサ）の出願人－出願件数の推移 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 1.3.2-2 マイクロ構造装置と協同するシステム（センサ）の主要出願人別出願件数 
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90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 合計
1 デンソー 6 2 4 4 1 2 4 3 26
2 日立製作所 1 3 6 2 1 5 4 1 23
2 村田製作所 2 3 8 3 4 3 23
4 三菱マテリアル 1 6 9 16
5 松下電工 2 6 1 2 3 14
6 オムロン 1 2 1 5 4 13
6 本田技研工業 5 1 1 3 1 1 1 13
8 富士電機 2 3 3 2 1 11
8 松下電器産業 2 2 1 1 2 3 11
10 三菱電機 1 1 2 1 3 1 1 10

Ｎｏ 出願人
年次別出願件数
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(3) マイクロ電気機械システム（狭義の MEMS） 

ここで扱う期間のマイクロ電気機械システムに関する出願件数は 163 件で、MEMS 技術全

体の 15％程度を占める。この技術に属する主なものとしては、静電マイクロリレー、ポン

プ、マイクログリッパ、マイクロリレー、マニピュレータ、マイクロモータ等のマイクロ

構造要素をシステム化或いは装置化したものである。 

図 1.3.2-5 に示す狭義の MEMS 技術についての出願件数と出願人数の推移をみると、1992

年をピークに出願人数、出願件数とも減少していることをみることができる。しかしなが

ら、98 年を境に、再び増加傾向を示している。 

表 1.3.2-3 に示されるように最も多くの出願件数をもつ三洋電機は、1992 年を最後に出

願を行なっておらず、ニコン、オリンパス光学工業、キヤノンも 90 年代半ばを最後に出願

していない。これとは逆に、オムロン、セイコー電子工業は、1996 年以降に出願を拡大し

ており、特にルーセント・テクノロジーズ社は 1999 年から参入している。 

 

図 1.3.2-5 マイクロ電気機械システム（狭義の MEMS）の出願人－出願件数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 1.3.2-3 マイクロ電気機械システム（狭義の MEMS）主要出願人別出願件数 
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1 三洋電機 6 5 11
2 オムロン 2 1 7 10
2 ニコン 3 2 1 2 2 10
2 セイコー　エプソン 2 2 2 1 1 2 10
5 オリンパス光学工業 5 1 1 7
6 キヤノン 1 2 3 6
6 セイコ－電子工業 1 2 3 6
8 ル－セント　テクノロジ－ズ 1 3 1 5
9 デンソー 1 2 1 4
9 日本電気 1 1 2 4

Ｎｏ 出願人
年次別出願件数
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(4) マイクロ構造システムネットワーク 

表 1.3.2-4 にマイクロ構造システムネットワークに関する出願人別の特許出願件数を示

す。特許出願件数は全体で 10 件と少ない。また、この分野の参入企業はきわめて限られて

いる。 

 

表 1.3.2-4 マイクロ構造システムネットワークの主要出願人別出願件数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
1.3.3 マイクロ構造要素 
マイクロ構造要素に関する特許・実用新案の出願は 325 件であり、MEMS 全体の 27％を占

める。 

マイクロ構造要素全体についての出願件数と出願人数の推移を示す図 1.3.3-1 にみられ

るように、1992 年に出願人数及び出願件数のピークを示した後、1995 年まで後退したが、

その後再び成長期を迎えている。2000 年時点の出願件数及び出願人数はそれぞれ 32 件・

35 社の水準にあり、非常に多くの企業が参入しているという分野ではない。 

 
図 1.3.3-1 マイクロ構造要素の出願人－出願件数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 合計

1 ル－セント　テクノロジ－ズ 3 3

2 オリンパス光学工業 1 1 2

3 日本電気 1 1

4 日本電信電話 1 1

5 テキサス　インスツルメンツ 1 1

6 ｽﾃﾌｧ ﾝー　ｴｲ　ﾃﾞ　ｼｭﾘﾊﾞｰ 1 1
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マイクロ構造要素に関する特許では、アクチュエータに関するものが最も多く（MEMS 技

術全体の 14％）、次いで可撓性または変形の要素に関するもの（同８％）、スライド・回転

可能要素（同３％）、三次元構造体(同２％)となっている。 

このマイクロ構造要素に含まれる技術要素の出願件数の推移を示す図 1.3.3-2 によれば、

1992 年のピークがすべての出願がアクチュエータを中心に、可撓性または変形の要素、及

び回転可能要素に関する出願が同時に増加したものであることが示されている。最近の増

加については、可撓性または変形の要素が比較的早く出願が増加し、アクチュエータ及び

スライド・回転可能な要素が続いている。 

三次元構造体に関する出願は少ない。 

 
図 1.3.3-2 マイクロ構造要素の技術要素別出願件数推移 
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(1) アクチュエータ 
図 1.3.3-3 は、アクチュエータに関する出願の出願件数と出願人の推移を示す。出願件

数が 21 件、出願人数が 21 社を示した 1992 年をピークに、1994 年には、出願件数、出願

人数ともに３件、３社減少し、後退時期が続いたが、その後出願件数、出願人数ともに漸

増し、2000 年時点では、いずれも 12 件・12 社まで回復した。 

表 1.3.3-1 は、アクチュエータに関する出願件数の多い出願人と、その出願件数の推移

を示す。 

 出願人別では、松下電工、リコー、東芝、デンソー、オリンパス光学工業、キヤノン、

日本電信電話等が上位を占める。そのうち、松下電工は、1999 年、2000 年に集中しており、

いずれも薄膜体ブリッジ構造（バイメタル構造）を利用した機構部品として、圧力センサ、

温度センサ、赤外線センサ等への応用を考えているものと思われる。 
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図 1.3.3-3 アクチュエータの出願人－出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

表 1.3.3-1 アクチュエータの主要出願人別出願件数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 表 1.3.3-2 にアクチュエータ駆動方式と出願人、主な用途を示す。 

 静電型が用途も広くあり、多くの企業が取り組んでおり、オリンパス光学工業の医療機

器、リコー、キヤノン、セイコーエプソン等のインクジェットプリンタヘッド駆動用があ

る。圧電型は、IBM、シャープ、セイコー電子工業等が権利を保有している。その他、振動

（バブル）型、形状記憶合金型、バイメタル型等について出願している企業もある。熱磁

気型は、日本電信電話が出願している。 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計
1 松下電工 1 9 7 17
2 リコー 5 3 2 4 1 15
3 東芝 1 2 2 1 1 3 10
4 デンソー 1 1 2 1 4 9
5 オリンパス光学工業 2 3 1 1 1 8
6 キヤノン 1 3 2 1 7
6 日本電信電話 5 1 1 7
8 富士電機 1 1 3 5
8 富士通 1 4 5
8 東海理化電機製作所 2 3 5
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表 1.3.3-2 アクチュエータ駆動方式と出願人、主な用途一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
（2）可撓性、変形の要素 

この技術には、インクジェットヘッド、マイクロマシンスイッチ、カンチレバー、マイ

クロリレー等が含まれる。 

図 1.3.3-4 は、可撓性、変形要素に関する出願の出願件数と出願人数の推移を示す。

アクチュエータと同様に、この分野においても 1992 年に出願件数・出願人数が 14 件（人）

でピークを示した。その後 1994 年まで減少傾向が続いたが、1998 年には年間 12 件(人)ま

で回復した。 

表 1.3.3-3 は、可撓性、変形要素に関する出願件数の多い出願人と、その出願件数の推

移を示す。 

 出願人別では、日本電気、キヤノン、リコー、シャープ等が上位を占める。日本電気は、

1998 年から増加しており、マイクロマシンスイッチに関するものである。キヤノン、リコ

ー、シャープは、1991 年から 1998 年にかけての出願である。それぞれ、カンチレバー、

インクジェットヘッド、マイクロリレー等についてのものである。 
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主な用途

1 静電型 ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○

・医療（筋肉動作の模擬）
・走査型トンネル顕微鏡
・インクジェットプリンタにおけ
るインク噴出し用
・液晶パネル
・バイオ

2 圧電型 ○ ○ ◎ ◎ ◎

･微小／高精度の機械構造体
・時計、カメラ、玩具等
・インクジェットヘッド用

3 積層型 ○ ◎

4 インチワーム型 ◎
・光学機器のミラーの位置決
めや半導体装置のウエハの
位置合わせ

5 電磁型 ◎

6 振動型（バブル） ○ ○ ○
・微小機械用推進装置
・自走機構、紙送り機構

7 形状記憶合金 ○ ○ ○ ○

8
バイメタル
（バイモルフ）

○ ◎

・マイクロバルブ
・マイクロリレー
・マイクロアクチュエータ

9 熱磁気 ○
･医療機器、ロボット

◎：特許登録 ○：係属中
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図 1.3.3-4 可撓性、変形要素の出願人－出願件数の推移 

  

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

表 1.3.3-3 可撓性、変形要素の主要出願人別出願件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) スライド、回転可能な要素 

 この技術には、ガルバノミラー、マイクロミラー、マイクロモータ、マイクロマニュビ

レーション等が含まれる。 
図 1.3.3-5 は、スライド、回転可能な要素に関する出願の出願件数と出願人数の推移を

示す。また、表 1.3.3-4 は、この技術に関する出願件数の多い出願人と、その出願件数の

推移を示す。 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

0 2 4 6 8 10 12 14 16

出願人数

出
願
件
数

92

98

93

00

99

90 94

95

91
96
97

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 合計
1 日本電気   1 2   1  5 4 5  18
2 キヤノン  5 4 1 1 1  1     13
3 リコー   1    3 3 5    12
3 シャープ  1 4 6  1       12
5 ローベルト　ボッシュ          1 3 1 5
6 オリンパス光学工業    2   1      3
6 藤倉電線   3           3
6 ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ　ﾋﾞｼﾞﾈｽ　ﾏｼｰﾝｽﾞ       1   1  1 3
9 日立製作所        1 1    2
9 三菱電機   1      1    2
9 科学技術振興事業団        1  1   2
9 アドバンテスト      1     1  2

Ｎｏ 出願人
年次別出願件数
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 出願人別では、ソニー、ミヨタ、三菱電機、日本電気等が上位を占める。ソニーは、1992

年と 1999 年に集中的に出願しており、マイクロミラーに関するものである。ミヨタは、1999

年に２件、2000 年に４件の出願があり、いずれもガルバノミラーに関するものである。三

菱電機、日本電気は、件数は少ないが、いずれも静電マイクロモータ等についてのもので

ある。 
図 1.3.3-5 スライド、回転可能な要素の出願人－出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.3.3-4 スライド、回転可能な要素の主要出願人別出願件数 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 
(4) 三次元構造体 

この技術に関する出願件数は、10 年間で８件に過ぎず、特徴的な傾向はみられない。 

表 1.3.3-5 に、この三次元構造体に関するすべての出願人と、その出願件数の推移を示

す。 

 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 合計
1 ソニー 1 3 1 4 9
2 ミヨタ 2 4 6
3 三菱電機 1 1 1 1 4
4 日本電気 2 1 3
5 富士電機 2 2
6 工業技術院長 1 1 2
7 神奈川科学技術アカデミ－ 2 2
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表 1.3.3-5 三次元構造体の主要出願人別出願件数 

 
 
 
 
 
 
 
1.3.4 基層、基板上での装置とシステムの製造・処理 
「基層、基板上での装置とシステムの製造・処理」に関する技術には、圧力・半導体・

小型センサ、マイクロマシン、アクチュエータ、その他の要素を製造・処理する技術が含

まれている。 

この技術に関する特許・実用新案の数は 101 件で、MEMS 技術全体の８％を占める。 

図 1.3.4 は、この技術に関する出願の出願件数と出願人数の変化を示す。この分野にお

いても 1992 年に出願件数・出願人数が 16 件（人）というピークを示したが、その後減少

傾向を続けた。1999 年を底に 2000 年以降若干の回復が見られているが、2000 年の出願人

数、出願件数は、いずれも３件(人)に留まっている。 

表 1.3.4 は、基層、基板上での装置とシステムの製造・処理に関する技術の出願件数の

多い出願人と、その出願件数の推移を示す。 

最も多くの出願を示すソニーは、1991 年と 1994 年のみの出願で、以降この分野への出

願は行われていない。続く住友電気工業についても、1992 年、1993 年及び 1996 年だけの

出願である。このような中で、ゼロックス社が光クロスコネクト関連で 2001 年に５件の出

願を行っていることが注目される。 

 

図 1.3.4 基層、基板上での装置とシステムの製造・処理の出願人－出願件数の推移 
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表 1.3.4 基層、基板上での装置とシステムの製造・処理の主要出願人別出願件数 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1.3.5 マイクロ構造回路 
マイクロ構造回路に関する出願は、11 年間であわせて 17 件で、MEMS 技術全体の１％程

度に過ぎない。出願人の数も 10 社と限定的である。マイクロ構造回路技術には、電磁力回

路、静電力回路と、その他の回路のものが含まれるが、図 1.3.5 に示されるように、静電

力回路とその他回路に関するものが多い。 

 

図 1.3.5 マイクロ構造回路 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 1.3.5-1 から表 1.3.5-3 に、それぞれ電磁力回路、静電力回路、その他の回路の出願

人と出願件数の推移を示す。 
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1 ソニー 3 4 7
2 住友電気工業 2 4 1 7
3 キヤノン 1 2 1 1 5
4 富士電機 4 1 5
5 ロ－ベルト　ボツシユ 2 1 2 5
6 ゼロツクス 5 5
7 デンソー 2 1 1 4
8 セイコ－電子工業 1 3 4
9 ジ－メンス　ＡＧ 2 2 4
10 オリンパス光学工業 1 1 1 3
10 セイコー　エプソン 1 2 3
10 東海理化電機製作所 3 3
10 住友重機械工業 3 3
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表 1.3.5-1 電磁力回路の主要出願人別出願件数 

 
 
 
 

表 1.3.5-2 静電力回路の主要出願人別出願件数 

 

 
 
 

表 1.3.5-3 その他の回路の主要出願人別出願件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.3.6 マイクロ構造材料 
マイクロ構造材料に関する出願件数は、11 年間を通して合計８件であり、MEMS 技術全

体の１％にも満たない。この中には、シリコン系材料に関するものと、とその他の材料の

ものがあるが、シリコン系材料に関するものは３件であり、残りはその他の材料に係るも

のである。 

表 1.3.6-1 及び表 1.3.6-2 は、それぞれシリコン系のマイクロ構造材料或いはその他の

マイクロ構造材料に関する出願を行っている企業及びその出願時期を示すものである。 

 

表 1.3.6-1 シリコン系材料の主要出願人別出願件数 

 

 

 

 
 

表 1.3.6-2 その他の材料の主要出願人別出願件数 

 

 

 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 合計
1 村田製作所 1 1
2 ソニー 1 1
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6 独立行政法人産業技術総合研究所 1 1
7 富士写真フイルム 1 1
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4 ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄﾞ ﾃｸﾉﾛｼﾞ  ーﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ 1 1
5 昭 和 電 線 電 纜 1 1

Ｎｏ 出 願 人
年 次 別 出 願 件 数
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特許・実用新案出願に示された MEMS 技術に関する技術開発の課題を表 1.4-1 に示す。 

特許出願には、具体的内容（課題）として記載されているが、これを体系化することによ

り、①小型化（集積化、高密度化を含む）、②信頼性向上（長寿命化、経年変化を含む）、

③製造性向上（生産性、量産性を含む）、④特性向上（性能を含む）、⑤高精度化（分解能、

解像度を含む）、⑥経済性向上、⑦低消費電力化、⑧大規模化、⑨その他の課題に整理して

いる。 
   表 1.4-1 MEMS 技術に関する技術開発の課題 

 

このような技術開発課題に対する解決手段は、技術要素ごとに異なってくる。表 1.4-2

は、上記の技術開発課題に対応する解決手段を技術要素ごとにまとめたものである。 

整理された課題 課題

1.　小型化（集積化、高密度化を含む） 1. 個別要素の小型化

2. 個別素子デバイスの小型化

3. システム・装置の小型化

4. 集積・高密度化

2.　信頼性向上（長寿命化、経年変化を含む） 1. 破損・断線の防止（高強度化も含む）

2. 温度変化への対策

3. 残留応力低減

4. 必要ギャップ・寸法の維持

5. 付着・粘着防止

6. 長期安定化（バラツキも含む）

3.　製造性向上（生産性、量産性を含む） 1. 加工の容易化（個々の技術）

2. 製造工数の削減（プロセス全体）

3. 組み立ての容易化

4. 形状・寸法のバラツキ低減

5. 歩留まり向上（再現性）

4.　特性向上（性能を含む） 1. 電気的特性向上（高周波、容量変化、損失、駆動電圧）

2. 機械的特性向上（構造）　（ストローク、支持部強化、ギャップ）

3. 運動的特性向上（力学的）　（慣性モーメント、駆動力）

4. 光学的特性向上（光反射率）

5. 熱的特性向上（熱伝導率、温度）

6. その他（無配線）

5.　高精度化（分解能・解像度を含む） 1. 検出精度のバラツキ

2. 変位/変化が微小

3. 制御/測定精度の向上

4. 解像度（光ファイバ）

5. 温度変化による検出誤差

6.　経済性向上

7.　低消費電力化（エネルギー関連） 1. 低電力駆動/電池駆動

2. 駆動変位量（容易、拡大、不安定）

3. 熱絶縁/放散

8.　大規模化 1. 2次元マトリクス

2. 3次元マトリクス

9.　その他

1.4 技術開発の課題と解決手段
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  表 1.4-2 技術開発課題に対応した技術要素別の解決手段 
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1.4.1 MEMS 技術の技術要素と課題 

 図 1.4.1は、MEMS技術に関する技術開発課題を、技術要素との関係で示したものである。 

ここで示されているように、MEMS 技術全体としては、特性の向上と製造性の向上が最も

大きな技術開発の課題となっている。次いで、小型化、信頼性向上や高精度化についても

技術を問わず主要な課題となっている。マイクロ構造要素については低消費電力化が、マ

イクロ光学機械システムにおいては大規模化が他の技術に比べ重要となっている。 

 
 

図 1.4.1 MEMS 技術の技術要素と課題の分布 
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1.4.2 マイクロ構造システムの課題と解決手段 

 マイクロ構造システムについては出願件数も多く、その課題及び解決手段も技術ごとに

多様である。 
 

(1) マイクロ構造システムと協同するシステム（センサ） 

 図 1.4.2-1 は、マイクロ構造システムと協同するシステムに関する課題と解決手段に対

応した出願の分布を示す。 

 技術開発の課題としては、制御・測定精度の向上に関するものが最も多く、配置構造、

電極により解決するものが多くなっている。 

 

図 1.4.2-1 マイクロ構造システムと協同するシステムに関する 

課題と解決手段に対応した出願の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
以下の表 1.4.2-1～表 1.4.2-5 に、この分野における主要な課題とこれに対する解決手

段、及びそれぞれの出願人を示す。 
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元
マ
ト
リ
ク
ス

3
次
元
マ
ト
リ
ク
ス

一
般
そ
の
他
一
般

低消費電力化 大規模化

梁構造

構造限定

熱的構造

電極

可動構造

一体構造

密閉構造

材料限定

圧電材料

電子素子

電圧印加

錘部

振動体

ﾌﾟﾛｾｽ・接着

ﾌﾟﾛｾｽ・一般

基板加工

その他



38 

       表 1.4.2-1 小型化に対応する解決手段と出願人 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

表 1.4.2-2 信頼性向上に対応する解決手段と出願人 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

課題

解決手段
個別要素の小型化 個別素子の小型化 システムの小型化 集積・高密度化 一　般

特異構造
ミツミ電機 本田技研工業

藤倉電線　（３）

材料限定

曙ブレ－キ工業
大阪府
大阪真空工業

日立製作所　（２）

配置構造
村田製作所

基盤構造

富士通
三菱電機
トキコ

本田技研工業 キヤノン

梁構造
デンソー
富士通

東京瓦斯 ﾕﾆﾊﾞｰｼﾃｨ ｵﾌﾞ ｶﾙﾌｫﾙﾆｱ

形状限定 東京瓦斯

構造限定
富士電機

熱的構造
日本セラミツク 本田技研工業

圧電材料

日本電産
福田　敏男
東洋化工

光学素子配置
横河電機　 日本電信電話（２） 日本電信電話

錘部

東芝
東海理化電機製作所
豊田中央研究所

日立製作所

振動体
松下電器産業 （２）

小型化

（共願）

（共願）

課題

解決手段
破損・断線の防止 温度変化への対策 残留応力低減  必要ｷﾞｬｯﾌﾟ 付着・粘着防止 長期安定化 一　般

特異構造

日本電信電話
曙ブレ－キ工業
ワコ－
藤倉電線

松下電工（２） 三星電子 ジーメンス ＡＧ
モトローラ
並木精密宝石

デンソー

材料限定

住友電気工業 デンソー 松下電器産業
横河電機
アネルバ
江刺　正喜

ｴﾇｲｰｼｰﾄｰｷﾝ

配置構造
リコー
ﾘｺｰｴﾚﾒｯｸｽ

デンソー デンソー
日立製作所

松下電工

基盤構造 横河電機 ジーメンス ＡＧ

梁構造 三菱電機 富士電機

形状限定

ﾛｰﾍﾞﾙﾄ ﾎﾞｯｼｭ 東海理化電機製作所

豊田中央研究所

構造限定

デンソー 三洋電機
ジーメンス ＡＧ
三浦　宏文
下山　勲
細川　和生

電極配置
日立製作所
アイシン精機

熱的構造

ニコン
ﾛｰﾍﾞﾙﾄ　ﾎﾞｯｼｭ
ジ－メンス ＡＧ

三菱電機
アイシン精機

圧電材料 オムロン

光学素子配置 富士電機

電極構造 デンソー 富士通（２）

錘部 ﾛｰﾍﾞﾙﾄ　ﾎﾞｯｼｭ

電子素子 ｴｽｱｲｱｲｱｰﾙｼｾﾝﾀｰ

振動体
ﾛｰﾍﾞﾙﾄ ﾎﾞｯｼｭ
豊田中央研究所

プロセス・接着 松下電工

信頼性向上

（共願）

（共願）

（共願）
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表 1.4.2-3 製造性向上に対応する解決手段と出願人 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

課題

解決手段

加工の容易化
（個々の技術）

製造工数の削減
（ﾌﾟﾛｾｽ全体）

組み立ての容易化 形状寸法 歩溜まり 一　般

特異構造

松下電器産業
シャープ
ジーメンス ＡＧ
ｴｽｱｲｱｲｱｰﾙｼｾﾝﾀｰ（２）

村田製作所 日立製作所（２）
日立製作所
日立ｶｰｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

村田製作所
日本ﾃｷｻｽ ｲﾝｽﾂﾙﾒﾝﾂ

松本　佳宣

材料限定

ｲﾝﾌｲﾈｵﾝ ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽ AG 沖電気工業 松下電工
三菱マテリアル（６）
日産自動車
富士写真フイルム

富士通

配置構造
日本碍子 ｴﾇｲｰｼｰﾄｷﾝｰ岩手 松下電工　 松下電器産業

基盤構造

ジーメンス ＡＧ
豊田中央研究所
日本航空電子工業
ｴｯｾ ｼ ﾞｴｯｾ ﾄﾑｿﾝ ﾐｸﾛｴﾚﾂﾄﾛﾆｶ SPA

日産自動車 オムロン
松下電器産業
ｴｯｾ ｼ ﾞｴｯｾ ﾄﾑｿﾝ ﾐｸﾛｴﾚﾂﾄﾛﾆｶ SPA

梁構造
ニコン 松下電器産業

村田製作所

形状限定

ｺﾐﾂｻﾘｱ ﾀ ﾚﾈﾙｼﾞｰ ｱﾄﾐｰｸ ﾁｬｰﾙｽﾞ ｽﾀｰｸ ﾄﾞﾚｲﾊﾞｰ リコー ト－キン 村田製作所（２）
沖システツク東海沖電気工業

沖電気工業

構造限定

電極配置
ｺﾐﾂｻﾘｱ ﾀ ﾚﾈﾙｼﾞｰ ｱﾄﾐｰｸ ｽﾐｽ ＩＮＤ ｴｱﾛｽﾍﾟｲｽ

ｱﾝﾄ ﾞﾃﾞｨﾌｪﾝｽ ｼｽﾃﾑ

熱的構造

圧電材料
三菱マテリアル
ニコン（２）

木村　光照 村田製作所

光学素子
配　置

日産自動車 日本電信電話（２）

電極構造

電気回路

旭化成工業

石田　誠

錘部
ローベルト ボッシュ

電子素子
デンソー

振動体

プロセス
・接着

ミツトヨ 三菱マテリアル（２）
住友精密工業

プロセス
・特異層

ｲﾝﾌｲﾈｵﾝ ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ AG（２） 三菱マテリアル（３）

プロセス
・ｴｯﾁﾝｸﾞ

日立製作所
日立ｶｰｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

プロセス
・加工

ミツトヨ 三菱マテリアル
日立製作所
日立カ－エンジニアリング

ﾌﾗｳﾝﾎｰﾌｱｰ　G

光学配置

基板加工
三菱マテリアル（２） 三菱電機

製造性向上

（共願）

（共願）

（共願）

（共願）

（共願）

（共願）
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    表 1.4.2-4 特性向上に対応した解決手段と出願人 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

課題

解決手段

電気的特性向上 機械的特性向上 運動的特性向上
光学的
特性向上

熱的特性向上
その他
（無配線）

特異構造

富士通
ｴｽｱｲｱｲ ｱｰﾙﾃﾞｲｾﾝﾀｰ

オムロン
松下電器産業
ｹｰｽ ｳｴｽﾀﾝ ﾘｻﾞｰﾌﾞ UNIV

本田技研工業

材料限定

日本電気
ニコン
ﾌｫｰﾄﾞ ﾓｰﾀｰ CO

アイシン精機
マツダ

豊田中央研究所 横河電機

配置構造

アイシン精機 富士電機
本田技研工業
日本碍子
富川　義朗

大宇電子 住友精密工業　 ｱﾅﾛｸ ﾞﾃﾞﾊﾞｲｾｽ INC

基盤構造

日本電気
富士ゼロツクス

横河電機 デンソー

梁構造

日本電気
東海理化電機製作所（２）

デンソー
富士電機

豊田中央研究所

形状限定

松下電器産業 デンソー　 ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ
ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾃｸﾉﾛｼﾞ

構造限定

日産自動車 ﾃﾞﾙｺ ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ CORP 日立製作所
村田製作所
富士電機
本田技研工業

豊田中央研究所 デンソー

電極配置

デンソー（３）
オムロン
アイシン精機（３）
バイサラ　ＯＹ

三菱電機 デンソー

熱的構造

松下電工 松下電工（４）

圧電材料

オリンパス光学工業
ｹｰ ｹｰ ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ AG

光学素子
配　置

電極構造

豊田中央研究所

電気回路

デンソー（２）
アイシン精機

ｹｱﾙﾌﾄ ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ ｱﾝﾄﾞ
ﾅｳﾞｨｹﾞｲｼｮﾝ CORP

三菱電機 豊田工機
豊田中央研究所
科学技術振興事業団

デンソー

錘部

三菱電機

プロセス
・ｴｯﾁﾝｸﾞ

ル－カス　ノバセンサ－ 村田製作所 本田技研工業

特性向上

（共願）

（共願）
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       表 1.4.2-5 高精度化に対応した解決手段と出願人 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

課題

解決手段

検出精度の
バラツキ

変位/変化
が微小

制御/測定精度の向上
温度変化
による
検出誤差

一般

特異構造
村田製作所 本田技研工業

曙ﾌﾞﾚｰｷ中央技術研究所

材料限定
モトロ－ラ（２）
豊田中央研究所

デンソー

配置構造

村田製作所 松下電工
村田製作所（２）
日産自動車
沖電気工業
自動車機器
江刺　正喜
松本　佳宣
日本ﾃｷｻｽ ｲﾝｽﾂﾙﾒﾝﾂ

藤倉電線

基盤構造

三菱電線工業
島津製作所（２）
東京瓦斯
ｴｽｱｲｱｲ ｱｰﾙﾃﾞｨｾﾝﾀｰ

梁構造
松下電器産業 村田製作所 東京瓦斯

デンソー
富士通

形状限定

日立製作所
シヤ－プ
ｺｰﾈﾙ ﾘｻｰﾁ ﾌｧｳﾝﾃﾞｰｼｮﾝ INC

シヤ－プ

構造限定

セイコ－エプソン
村田製作所
オムロン
デンソー

電極配置

デンソー
富士電機
東京瓦斯
モトロ－ラ　ＩＮＣ

熱的構造

東京瓦斯
科学技術振興事業団
本田技研工業（３）

圧電材料

キヤノン
村田製作所
日本ケミコン

光学素子配置
エルジ－電子（２）
キヤノン

電極構造

日立製作所
本田技研工業
ゼロツクス
テイ－デイ－ケイ
東京工業大学長（２）

電気回路
日立製作所

錘部
富士電機 東海理化電機製作所

電子素子
村田製作所 松下電工

ジ－メンス　ＡＧ
藤倉電線（２）

振動体
村田製作所 村田製作所（２） 沖電気工業

プロセス・接着

プロセス・特異層

プロセス・ｴｯﾁﾝｸﾞ

プロセス・加工

光学配置
日本航空電子工業 横河電機 三菱マテリアル

基板加工

光学特性
三菱電機 日本電信電話

集積配置
オムロン 福田　敏男

新井　史人

静電可動

高精度化

（共願）

（共願）

（共願）



42 

(2) マイクロ電気機械システム（狭義の MEMS） 

図 1.4.2-2 に、マイクロ電気機械システムに関する課題と解決手段に対応した出願の分

布を示す。課題と解決手段の動向としては、以下の通りである。 
①全体として課題は分散しており、これに対する解決手段も多様である。 
②個別素子および個別素子デバイスの小型化については、その解決手段としては回転

子・固定子で対応するものや、集積・配置構造で対応しているものが多い。 
③長期安定性の解決手段としては特異構造で対応しているものが多い。 
④製造性向上として製造工数の削減、加工の容易化があり、解決手段としてプロセス

で対応しているものが多い。 
⑤慣性モーメントや駆動力に関する運動的特性向上とストロークやギャップに関する

機械的（構造的）特性向上に対しては、材料限定、可動部、特異構造等の広範囲な

手段で対応しているものが多い。 
⑥制御・測定精度の向上の課題に対しては、熱的構造、材料限定、可動部、特異構造

等の広範囲な手段を用いて対応している。 
 
図 1.4.2-2 マイクロ電気機械システムに関する課題と解決手段に対応した出願の分布 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 以下の表 1.4.2-6～表 1.4.2-7 に、この分野における主要な課題とこれに対する解決手

段、及びそれぞれの出願を行っている出願人を示す。 
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      表 1.4.2-6 小型化に対応する解決手段と出願人 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

課題

解決手段

個別要素の小型化 個別素子デバイスの小型化
システム・
装置の小型化

集積高密度化の小型化

材料限定
オリンパス光学工業
ﾌｫｰﾑﾌｧｸﾀｰ INC

デンソー
ト－キン

可動部

オリンパス光学工業
日本電信電話
シチズン時計

セイコ－エプソン

特異構造
ヂ－ゼル機器　

配置構造
ハネイウエル　ＩＮＣ

回転子
キヤノン（３）
ｳｲｽｺﾝｼﾝ ｱﾗﾑﾆ ﾘｻｰﾁ ﾌｧｳﾝﾃﾞｰｼｮﾝ

集積配置

ﾌｫｰﾄﾞ ﾓｰﾀｰ CO
ﾌｪｽﾄ AG ﾌｪｽﾄ CO
ミツミ電機
フリクセル LTD

野村総合研究所

電圧材料
セイコ－電子工業

構造限定

オハイオ UNIV
ﾊﾞｸｽﾀｰITERN INC
ｱｲ ｼｰ ｾﾝｻｰ INC

日本電信電話

接点

電極配置
矢崎総業

熱的構造

回転可動
ｴｲﾁｲｰﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽＩＮＣﾃﾞｨｰﾋﾞｰｴ-

形状限定

磁気配置
ｼﾞｮｰｼﾞｱ ﾃｯｸ ﾘｻｰﾁ CORP

電圧印加

電気回路
ﾕﾆﾊﾞｰｼﾃｨ ｵﾌﾞ
ﾌﾞﾘﾃｨｯｼｭ ｺﾛﾝﾋﾞｱ

電極構造

流路

梁構造
ｼﾞｪｰﾃﾞｨｰｴｽﾕﾆﾌｪｲｽﾞ COEP キヤノン

プロセス・ｴｯﾁﾝｸﾞ

プロセス・露光

探針

密閉構造

押圧部材

基板加工

基板構造

光学特性
ハネイウエル　ＩＮＣ

超音波

電子素子

突起

梁可動
ﾕﾆﾊﾞｰｼﾃｨ ｵﾌﾞ ｶﾙﾌｫﾙﾆｱ

ダイヤフラム

プロセス・めっき

プロセス・一般
日立製作所
日立ｶｰｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

プロセス・研磨

共振構造

固定子
アスラブ　ＳＡ　

高分子

積層構造

電子回路

梁形状

その他
三洋電機 アスラブ　ＳＡ

小型化

（共願）

（共願）
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    表 1.4.2-7 特性向上に対応する解決手段と出願人 

 課題

解決手段

 電気的特性向上 機械的特性向上 運動的特性向上 熱的特性向上 その他（無配線）

材料限定 オリンパス光学工業（２） オリンパス光学工業（２） 三洋電機
セイコ－電子工業

可動部 デンソー
松下電工

日立製作所
ｶｰﾈｷﾞｰ ﾒﾛﾝ UNIV

特異構造 デンソー　 三洋電機

配置構造 ニコン オムロン

回転子 三洋電機 横河電機

圧電材料 オリンパス光学工業 三菱電線工業

構造限定 オムロン

電極配置 デンソー

熱的構造 リコ－エレメツクス

回転可動 ハネイウエル　ＩＮＣ ｾｲｺｰ電子工業
佐藤　一雄
式田　光宏

形状限定 ｼﾞｰﾒﾝｽ ｴﾚｸﾄﾛﾒｶﾆｶﾙ
ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾂ GMBH

磁気配置 富士電機総合研究所

電圧印加 富士写真フイルム 三菱電線工業

流路 三菱電線工業

梁構造 ｼﾞｪｰﾃﾞｨｰｴｽﾕﾆﾌｪｲｽﾞ CORP

探針 アイシン精機

超音波 東芝

電子素子 日本電気 三洋電機

突起 キヤノン

梁可動 ﾃｨｰ ｱｰﾙ ﾀﾞﾌﾞﾘｭｰ INC

共振構造 エルジ－電子

電子回路 日本電気

梁形状 ｸﾛﾉｽ ｲﾝﾃｸﾞﾚｲﾃｯﾄﾞ
ﾏｲｸﾛｼｽﾃﾑｽﾞ INC

その他 ｹﾞｰｼﾑ Ｇ ﾌﾕｰｱ
ｽﾞｲﾘｰﾂｲｳﾑ ﾐｸﾛﾕｽﾃｰﾒ

特性向上

（共願）
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(3) マイクロ光学電気機械システム（光 MEMS） 

 図 1.4.2-3 は、マイクロ光学電気機械システムに関する課題と解決手段に対応した出願

の分布を示す。 

この分野の技術開発は、光学の特性向上と、個別素子デバイスの小型化を課題とするも

のが多い。 
①光反射率等の光学的特性向上に対しては、光学素子配置、形状・構造限定、特異構造、

稼動構造で対応しているものが多い。 
②個別素子デバイスの小型化とシステム・装置の小型化については、その解決手段とし

て可動構造で対応しているものが多いが、基板加工・構造や電極配置で対応している

ものもある。 
③製造工数の削減や組み立ての容易化に対しては、解決手段として可動構造で対応して

いるものが多い。 
④２次元マトリクスや３次元マトリクスによる大規模化については、特異構造や集積・

配置構造、可動構造で対応しているものが多い。 
 
 図 1.4.2-3 マイクロ光学電気機械システムに関する課題と解決手段に対応した出願の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
以下の表 1.4.2-8～表 1.4.2-9 に、この分野における主要な課題とこれに対する解決手

段、及びそれぞれの出願を行っている出願人を示す。 
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表 1.4.2-8 小型化に対応する解決手段と出願人 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

課題

解決手段

個別要素の小型化 個別素子デバイスの小型化 システム・装置の小型化
集積高密度化
の小型化

可動部

富士電機
ﾃｨｰ ｱｰﾙ ﾀﾞﾌﾞﾘｭｰ INC

ゼロツクス（４）
東京計器
日立電線
江刺　正喜
矢部　正也
日本たばこ産業

光学素子配置
ゼロツクス　ＣＯＲＰ 羽根　一博

ミマキ電子部品
日本電気

特異構造
ﾙｰｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ

2軸可動
キヤノン
松下電器産業（２）

オリンパス光学工業

電極配置
デンソー オリンパス光学工業（３）

日本電信電話

基板加工

デンソー 横河電機
住友電気工業
テイ－デイ－ケイ

構造限定
三菱マテリアル

材料限定
松下電器産業 独立行政法人産業技術総合研究所

配置構造

電気回路

ニコン
ﾃｷｻｽ ｲﾝｽﾄﾙﾒﾝﾂ
テルモ
木村　光照

移動構造
オムロン

回転可動
古河電気工業 キヤノン

ﾃｷｻｽ ｲﾝｽﾄﾙﾒﾝﾂ（２）

一体構造
日本信号 オリンパス光学工業（２） 立命館

基板接合
三菱ﾏﾃﾘｱﾙ（２）

光学結合

光学配置

プロセス・ｴｯﾁﾝｸﾞ

圧電体

形状限定

静電可動
ﾃｨｰﾃﾞｨｰｹｲ
三星電子

基板構造

光学特性

集積配置
オムロン オムロン

積層構造

プロセス・ﾚｰｻﾞ加工

プロセス・熱処理

基板積層
オムロン

電磁可動
日本信号

その他

小型化

（共願）

（共願）

（共願）

（共願）
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表 1.4.2-9 特性向上に対応する解決手段と出願人 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

課題

解決手段

電気的特性向上
（高周波、容量変化、
　損失、駆動電圧）

機械的特性向上
（構造）(ｽﾄﾛｰｸ、
支持部強化、
 ｷﾞｬｯﾌﾟ）

運動的特性向上
（力学的　慣性ﾓｰ
ﾒﾝﾄ、駆動力）

光学的特性向上
（光反射率）

その他（無配線）

可動部

オムロン キヤノン
ミヨタ

オムロン オリンパス光学工業
キヤノン
日本電信電話
ﾙｰｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ

光学素子
配　置

ﾕﾆﾊﾞｰｼﾃｨ ｵﾌﾞ ｶﾙﾌｫﾙﾆｱ 日本電信電話 ﾙｰｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ（２）
ﾃｷｻｽ ｲﾝｽﾄﾙﾒﾝﾂ
住友電気工業
ｱｼﾞﾚﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ
コリブリス　ＳＡ

キヤノン

特異構造

住友大阪セメント ﾙｰｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ
ﾃｷｻｽ ｲﾝｽﾄﾙﾒﾝﾂ
ｼﾞｪｰﾃﾞｨｰｴｽﾕﾆﾌｪｲｽﾞCORP
コアテツク

2軸可動
富士電機
クセロス

ｴﾑ ｼｰ ｴﾇ ｼｰ

電極配置
ｱｼﾞﾚﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ
三星電子

日本航空電子工業

基板加工
リコ－ 富士通

構造限定

セイコ－エプソン
富士通
横河電機
ｱｼﾞﾚﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ（２）
日本航空電子工業（２）
ﾊﾞｲｻﾗ ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞINC OY

材料限定
オリンパス光学工業 セイコ－エプソン

配置構造
デンソー 日本電信電話

電気回路
ﾃｷｻｽ ｲﾝｽﾄﾙﾒﾝﾂ（２）

移動構造
セイコ－電子工業
ケイデイ－デイ－アイ

回転可動
ﾙｰｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ

一体構造

基板接合

光学結合
ﾙｰｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ（３）

光学配置
日本航空電子工業
ﾏｻﾁｭｰｾｯﾂ INST ｵﾌ ﾞﾃｸﾉﾛｼﾞｰ

プロセス
・ｴｯﾁﾝｸﾞ

テルモ　

圧電体
セイコ－エプソン
オ－ラ　システムズ

形状限定
ﾙｰｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ オリンパス光学工業

静電可動
オリンパス光学工業

基板構造
マイクロソフト CORP
日本ﾃｷｻｽ ｲﾝｽﾂﾙﾒﾝﾂ

光学特性
島津製作所

集積配置

積層構造

プロセス・
ﾚｰｻﾞ加工

リコ－

プロセス
・熱処理

基板積層

電磁可動

その他
セイコ－エプソン

特性向上



48 

(4) マイクロ構造システムネットワーク 
 図 1.4.2-4 は、マイクロ構造システムネットワークに関する課題と解決手段に対応した

出願の分布を示す。大規模化の課題における３次元マトリクスに対して、光学結合、光学

配置などの手段で対応している。 
 

図 1.4.2-4 マイクロ構造システムネットワークに関する 

課題と解決手段に対応した出願の分布 
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1.4.3 マイクロ構造要素の課題と解決手段 

マイクロ構造要素に関する出願では、特性向上を課題とするものが多いが、その他の課

題についても様々な解決がなされている。特に、電気的特性、機械的特性向上を課題とす

るものが多く、この課題に対しては基板構造をはじめ、様々な解決手段が用いられている。

また、小型化の課題を含めて、可動部構造で対応するものが多い。 
 
(1) 可撓性、変形の要素 
図 1.4.3-1 に、マイクロ構造要素の可撓性、変形の要素に関する課題と解決手段に対応

した出願の分布を示す。 

 

図 1.4.3-1 可撓性、変形の要素に関する課題と解決手段に対応した出願の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
以下の表 1.4.3-1～表 1.4.3-2 に、この分野における主要な課題とこれに対する解決手

段、及びそれぞれの出願を行っている出願人を示す。 

 
 
 

 

 

 

 

1 1 2 1 1 1 2 1 2

1 1 1 1 2 1

2

1 4 2

1 1 3

1 1 1 3

1 4 1 1

1 1 1 1 1 1 1

2 3

1 1

1 2

1 1

2

2

2

1 2 1 1 1 1

5 3
3

21
5

1

1

課　題

解
決
手
段

可動部構造

可動板構造

基板構造

電極配置

基板加工

層構造

電気特性

可動部材

残留応力

駆動構造

駆動方法

基板材料

質量体

薄膜材料

雄連結部材

その他

小型化 信頼性向上 製造性向上 特性向上 高精度化 低消費電力化

個
別
素
子
の
小
型
化

個
別
素
子
デ
バ
イ
ス
の
小
型

化 シ
ス
テ
ム
・
装
置
の

小
型
化

集
積
・
高
密
度
化

破
損
・
断
線
の
防
止

残
留
応
力
低
減

必
要
ギ
ャ
ッ

プ
・
寸
法
の
維

持 付
着
・
粘
着
防
止

長
期
安
定
化

一
般
加
工
の
容
易
化

製
造
工
数
の
削
減

組
み
立
て
の
容
易
化

形
状
・
寸
法
の
バ
ラ
ツ
キ
低

減 一
般
電
気
的
特
性
向
上

機
械
的
特
性
向
上

運
動
的
特
性
向
上

光
学
的
特
性
向
上

熱
的
特
性
向
上

そ
の
他

検
出
精
度
の
バ
ラ
ツ
キ

変
位
・
変
化
が
微
小

制
御
・
測
定
精
度
の
向
上

解
像
度

低
電
力
駆
動
・
電
池
駆
動

熱
絶
縁
・
放
散

一
般

温
度
変
化
へ
の
対
策

歩
留
ま
り
向
上

温
度
変
化
に
よ
る

検
出
出
誤
差

一
般
経
済
性
向
上
一
般

そ
の
他
一
般

駆
動
変
位
置

一
般
2
次
元
マ
ト
リ
ク
ス

3
次
元
マ
ト
リ
ク
ス

一
般

大規模化



50 

  表 1.4.3-1 信頼性向上に対応する解決手段と出願人 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

表 1.4.3-2 特性向上に対応する解決手段と出願人 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

課題

解決手段
破損・断線の防止 残留応力低減 寸法の維持 付着・粘着防止 長期安定化 一  般

可動部構造 日産自動車
シヤ－プ
キヤノン

ロ－ベルト　ボツシユ ゼロツクス　

可動板構造 　　　　　　ロ－ベルト　ボツシユ

電極配置 セイコ－エプソン

層構造 三菱マテリアル リコ－　

電気特性 キヤノン リコ－　

可動部材
シヤ－プ
キヤノン　（２）

残留応力
日本電気
キヤノン

質量体
富士電機
リコ－

その他
ロ－ベルト　ボツシユ

三菱電機

信頼性向上

課題

解決手段
電気的特性向上 機械的特性向上 運動的特性向上 光学的特性向上 熱的特性向上

その他
（無配線）

可動部構造
ロツクウエル
アドバンテスト

トヨタ自動車

可動板構造
　 シヤ－プ シヤ－プ

基板構造

横河電機
本田技研工業
ロ－ベルト　ボツシユ
東芝
日本電気

藤倉電線

電極配置

日本電気
リコ－
キヤノン　　（２）

　　　　　

基板加工
　　　　　　　　　　　　ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏｼｰﾝｽﾞ

　　　　　

層構造
　　　　　　　　　　　　キヤノン オリンパス光学工業　

　　　　　

電気特性
日本電気　　　（３）

　　　　　

残留応力
日立製作所
日本電気
キヤノン

駆動構造
日本電気 　　　　　　　　　　　　シヤ－プ　

駆動方法
　　　　　　　　　　　　日本電気

リコ－

基板材料
三菱電機　　　　　　　　　　

薄膜材料
キヤノン　　（２）

雄連結部材
藤倉電線（２）

その他
富山県 エクロス　ＩＮＣ

特性向上
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この分野に属する代表的な技術について、その特徴を紹介する。 
a. マイクロリレー 

 シャープからは、マイクロマシンとして使用できる圧電力を駆動源とするマルチチャン

ネルの圧電型リレーに関するものがある。複数個の信号が切替え可能で、個々の可動接点

と固定接点のギャップが均一となる、配線に工夫が施されている。また、静電型リレーと

して、カンチレバーにおいて、少なくとも一方端部が基板と、その基板上に形成されたニ

ッケルと鉄とを主成分とするメッキ層を含むものがあり、いずれも登録されている。 
 その他に、自己保持方式の電磁式リレー、駆動源に電鋳により積層した金属膜によるバ

イメタルを用いたもの、静電吸引力によってダイヤフラム部が変位して可動接点が固定接

点に接触すべく構成された静電型リレーがある。 
 その他に、電磁式リレーでは、日本信号、静電型リレーでは、島津製作所からのものが

それぞれ１件ある。 
b. マイクロポンプ 

 医療、化学分析における微小流体制御デバイスに用いるものとして、日立製作所から、

小型化を目的として、マイクロポンプを形成する部材を Si 基板として接合する面側全体に

金属膜を形成して接合面とした後、浄化して、真空中にて接合面を対向させて重ね合わせ

て加熱かつ加圧して接合するもの、テルモからは、マイクロマシンの作業および流体駆動

源として用いることのできる断面積が３mm２以下を実現するものとして、固定電極となる

シリンダ、シリンダ内に形成された可動電極となるピストン、このピストンを支持する導

電性サポートおよび逆流防止弁よりなり、駆動源が一体化している構造を有するもの、極

微量の生体液を高速で高精度に分析するシステムとして、科学技術振興事業団等から、中

間層 Si 基板の液体出口側に相当する基板表面に逆止弁を有し、ダイヤフラムを可動させ逆

止弁を開閉させるアクチュエータをダイヤフラムの下部に配設するもの、等がある。 
 

(2) スライド、回転可能な要素 
 図 1.4.3-2 は、スライド、回転可能な要素に関する課題と解決手段に対応した出願の分

布を示す。 
 特性向上を課題とした出願が多く、次いで小型化を課題としたものが多い。機械的特性

向上の課題に対しては、解決手段として可動板構造で対応している出願が多い。運動的特

性向上の課題については、可動部構造はじめ様々な解決手段で対応している。 
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図 1.4.3-2 スライド、回転可能な要素に関する課題と解決手段に対応した出願の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

以下の表 1.4.3-3～表 1.4.3-4 に、この分野における主要な課題とこれに対する解決手

段、及びそれぞれの出願を行っている出願人を示す。 
 

 

表 1.4.3-3 小型化の解決手段と出願人 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

課題

解決手段
個別要素の小型化 個別素子デバイスの小型化

可動板構造
並木精密宝石 神奈川科学技術アカデミ－

ソニ－
三菱電機

駆動方式
ミヨタ
ソニ－　（２）

　

基板構造 富士電機

固定部材料 オリンパス光学工業 　　
独立行政法人
産業技術総合研究所

小型化

3 1 1 2 1 1

3 1 2

4

1 2 1

1

2

1

1 1

1 9

1

1

課　題

解
決
手
段

可動板構造

駆動方式

可動部構造

基板構造

ミラー配置

可動部構成

固定部材料

可動部材料

電極配置

個
別
素
子
の
小
型
化

個
別
素
子
デ
バ
イ
ス
の
小
型

化 シ
ス
テ
ム
・
装
置
の

小
型
化

集
積
・
高
密
度
化

破
損
・
断
線
の
防
止

残
留
応
力
低
減

必
要
ギ
ャ
ッ

プ
・
寸
法
の
維

持 付
着
・
粘
着
防
止

長
期
安
定
化

一
般
加
工
の
容
易
化

製
造
工
数
の
削
減

組
み
立
て
の
容
易
化

形
状
・
寸
法
の
バ
ラ
ツ
キ
低

減 一
般
電
気
的
特
性
向
上

機
械
的
特
性
向
上

運
動
的
特
性
向
上

光
学
的
特
性
向
上

熱
的
特
性
向
上

そ
の
他

検
出
精
度
の
バ
ラ
ツ
キ

変
位
・
変
化
が
微
小

制
御
・
測
定
精
度
の
向
上

解
像
度

低
電
力
駆
動
・
電
池
駆
動

熱
絶
縁
・
放
散

一
般
温
度
変
化
へ
の
対
策

歩
留
ま
り
向
上

温
度
変
化
に
よ
る

検
出
出
誤
差

一
般
経
済
性
向
上
一
般

そ
の
他
一
般

駆
動
変
位
置

一
般
2
次
元
マ
ト
リ
ク
ス

3
次
元
マ
ト
リ
ク
ス

一
般

小型化 信頼性向上 製造性向上 特性向上 高精度化 低消費電力化 大規模化
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表 1.4.3-4 特性向上の解決手段と出願人 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 この分野に属する代表的な技術について、その特徴を紹介する。 
a. ガルバノミラー 

 ガルバノミラーはミヨタが６件、日本信号が１件出願している。プレーナー型ガルバノ

ミラーは、レーザ光を偏向走査するレーザスキャナ等に利用されるもので、例えば、プリ

ンタのレーザ光のスキャニングシステムがある。小型化を目的としたものとして、日本信

号から、半導体プロセスを利用して半導体基板にミラー可動部を形成するとともに、トー

ションバーの軸方向と可動板の対辺の平面コイル部のみに静磁界を作用させることで、効

率よく磁気力を発生させるものが登録されている。ミヨタからは、製造性向上を目的とし

て、共振周波数が狙い値よりはずれても後工程で良品化を可能にするために、レーザパル

ス数に基づきレーザを質量負荷部に照射して質量を減少して周波数を調整するもの、ヨー

ク及び永久磁石が組み込まれたカバー部材を、Si 基板が搭載されたベース基板上に配置固

定するもの、特性向上を目的として、衝撃によりトーションバーが折れるのを防ぐために、

上下絶縁基板と可動板の間に上下移動を規制する部材を設けるもの、外部応力の影響を受

け難くするために台座基板に設けたバネ部材によりチップを押圧して固定すると共に、チ

ップと台座基板との電気的導通を確保するものがある。又、経済性向上を目的としたもの

としては、ガルバノミラーにおいて、枠体、振れ体、ねじり梁の厚みを同一にすることに

よりエッチング加工を１回ですませ加工コストを下げるもの、等がある。 

b. その他 

江刺正喜他は、能動カテーテル又は能動ガイドワイヤとして人体の血管や器官等に入り

込んで診断、治療等に利用する能動細管について出願している。単純な構造で、ねじれ回

転、伸縮、屈曲運動機構及び硬さ調節機構を有する。例えば、伸縮運動機構には、形状記

憶状態自然の長さを変えた形状記憶合金製アクチュエータを弾性変形可能な外骨格の内側

で同心に固定した運動部を備えるものである。多様な運動に対処できるものとして、医療

課題

解決手段
機械的特性向上 運動的特性向上

可動板構造

神奈川科学技術アカデミ－
日本信号
ミヨタ
アイシン精機
ソニ－　（３）
日立製作所
東芝

ソニ－
ミヨタ

駆動方式
　　　　　　　　　　　　　　　

三菱電機

可動部構造

　　　　　　　　　　　　　　　

島津製作所
ソニ－　（２）
松下電器産業

ミラー配置
三菱電機　

可動部構成
江刺　正喜
ミヨタ

特性向上
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分野での広範囲な応用が期待できる。 
 
(3) アクチュエータ 
図 1.4.3-3 は、アクチュエータに関する技術開発の課題と解決手段に対応した出願の分

布を示す。機械的特性向上の課題が多く、可動部構造によって対応している例が多い。 
 

図 1.4.3-3 アクチュエータに関する課題と解決手段に対応した出願の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

以下の表 1.4.3-6～表 1.4.3-8 に、この分野における主要な課題とこれに対する解決手

段、及びそれぞれの出願を行っている出願人を示す。 
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一
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可動部構造

電極構造

駆動方式

可動部材料

駆動構造

光学素子構成

ﾌﾟﾛｾｽｴｯﾁﾝｸﾞ

ﾌﾟﾛｾｽ・犠牲層

ﾌﾟﾛｾｽ・薄膜

可動方式

固定構造

材料

支持部構造

感温磁性体

基板構造

駆動材料

その他

小型化 信頼性向上 製造性向上 特性向上 高精度化 低消費電力化 大規模化

 3
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     表 1.4.3-6 小型化の解決手段と出願人 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

表 1.4.3-7 製造性向上の解決手段と出願人 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

課題

解決手段
個別要素の小型化 個別素子デバイスの小型化 集積・高密度化 一般

可動部構造

川崎重工業
マイクロソフト
ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏｼｰﾝｽﾞ

ﾌﾗｳﾝﾎｰﾌｧｰ Ｇ ｱｲｼﾝ
コスモス研究所
テルモ　（２）
三菱電線工業　（２）

日立製作所 荏原製作所

電極構造

リコ－ キヤノン
デンソー
オリンパス光学工業

リコ－

駆動方式
セイコ－電子工業　（２）
東芝
富士通

可動部材料

アイシン精機
横河電機
本田技研工業

駆動構造

光学素子構成
日本電信電話
キヤノン

材料
江刺　正喜

小型化

課題

解決手段

加工の容易化
（個々の技術）

製造工数の削減
（プロセス全体）

組み立ての容易化
形状・寸法の
バラツキ低減

歩留まり向上
（再現性）

一般

可動部構造

ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾏｼｰﾝｽﾞ 独立行政法人産業技術総合研究所

日本信号ル－セント
テクノロジ－ズ

アイシン コスモス研究所 セイコ－電子工業

キヤノン
住友電気工業
リコ－（３）

平井　利博
テルモ

電極構造
リコ－

駆動方式

可動部材料
テルモ

駆動構造
オリンパス光学工業

光学素子構成
松下電工 工業技術院長

プロセス
エッチング

安川電機製作所
テイ－デイ－ケイ

アイシン　コスモス研究所

可動方式
セイコ－電子工業

プロセス
・犠牲層

富士ゼロツクス

プロセス
・薄膜

日産自動車

製造性向上



56 

表 1.4.3-8 特性向上の解決手段と出願人 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

課題

解決手段

電気的特性向上
（高周波、容量変化、
損失、 駆動電圧）

機械的特性向上
（構造）　（ストローク、
支持部強化、ギャップ）

運動的特性向上（力学的）
（慣性モーメント、駆動

力）

熱的特性向上
（熱伝導率、温度）

その他
（無配線）

可動部構造

カシオ計算機
ロツクウエル
富士通

ヒユ－レツト　パツカ－ド
ｻﾝﾄﾙ ﾅｼｵﾅﾙ ﾄﾞ ﾗ ﾙｼｴﾙｼｭ ｼｱﾝﾃｲﾌﾂ

メイテツク（２）
独立行政法人産業技術総合研究所
安川電機製作所（２）
豊田中央研究所
東海理化電機製作所
横河電機
東芝（４）
富士通
富士電機　（２）
セイコ－エプソン

沖電気工業
三菱電線工業
東海理化電機製作所（２）
東芝（２）

東海理化電機製作所

電極構造

オリンパス光学工業 デンソー（３）
オリンパス光学工業

リコ－
デンソー
オリンパス光学工業

駆動方式
デンソー
オリンパス光学工業

可動部材料
松下電工
日立製作所

日本電信電話（２）

駆動構造

松下電工
キヤノン（４）
デンソー

富士通

光学素子構成

プロセス
エッチング

可動方式

リコ－（２）
オリンパス光学工業

固定構造

デンソー 富士電機 シヤ－プ
松下電工

材料
セイコ－エプソン
日本電信電話（２）

支持部構造
日本電信電話（２）
日立製作所

感温磁性体
東芝（２）

基板構造

駆動材料
富士通 東海理化電機製作所

プロセス
・犠牲層

プロセス
・薄膜

その他

独立行政法人物質・材料研究機構 ｱﾀﾞﾌﾟﾀﾏﾂﾄ ｱﾀﾞﾌﾟﾃｨﾌﾞ ﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ
アイ　シ－　センサ－ズ
カシオ計算機

ｾﾙ　ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

エスエムシ－

特性向上
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(4) ３次元構造体 

 図 1.4.3-4 は、３次元構造体に関する課題と解決手段に対応した出願の分布を示す。 

３次元構造体については、出願件数も少なく、課題及び解決手段も分散している。 

 

図 1.4.3-4 ３次元構造体に関する課題と解決手段に対応した出願の分布 
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1.4.4 基層、基板上での装置とシステムの製造・処理の課題と解決手段 

図 1.4.4 は、基層、基板上での装置とシステムの製造・処理に関する課題と解決手段に

対応した出願の分布を示す。 
この技術開発の課題としては、加工の容易化等、製造性向上に関するものが多い。 

①加工や組み立ての容易化等の課題に対しては、プロセス・エッチングや特異構造で対

応しているものが多い。 

②個別素子の小型化とシステム・装置の小型化については、その解決手段としてはプロ

セス・特異層、プロセス・エッチングにより対応しているものが多い。 
  

図 1.4.4 基層、基板上での装置とシステムの製造・処理に関する課題と 

解決手段に対応した出願の分布 
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表 1.4.4 製造性向上の解決手段と出願人 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

課題

解決手段

加工の容易化
（個々の技術）

製造工数
の削減
（ﾌﾟﾛｾｽ全体）

組み立て
の容易化

形状寸法の
バラツキ低減

歩留まり向上
（再現性）

一　般

プロセス
・ｴｯﾁﾝｸﾞ

日本電信電話
ソニ－
ｺﾐﾂｻﾘｱ ﾀ ﾚﾈﾙｼﾞｰ ｱﾄﾐｰｸ
ｻｰﾌｪｲｽ ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ ｼｽﾃﾑｽﾞLTD

住友重機械工業 オリンパス光学工業 ﾛｰﾍﾞﾙﾄ　ﾎﾞｯｼｭ

特異構造

デンソー
村田製作所
富士電機
松下電器産業
ジ－メンス　ＡＧ
ｴﾂｾ ﾃ ﾐｸﾛｴﾚｯﾄﾛﾆｸｽ SRL

住友電気工業 東芝
ｲﾝｽﾁ ﾌﾕﾙ ﾐｸﾛﾃｸﾆｯｸ ﾏｲﾝﾂ

GMBH

キオニツクス　ＩＮＣ
横河電機

プロセス
・特異層

富士電機
ローベルト ボッシュ

セイコ－電子工業 ﾌｫｰﾄﾞ ﾓｰﾀｰ CO

材料限定
東海理化電機製作所
豊田中央研究所

三星電子 ﾛｰﾍﾞﾙﾄ　ﾎﾞｯｼｭ

プロセス
・部材形成

ﾌｫｰﾄﾞ ﾓｰﾀｰ CO
ワコ－

住友金属工業 シチズン時計

プロセス
・マスク

富士電機
住友電気工業（２）
ｺｰﾈﾙ ﾘｻｰﾁ ﾌｧｳﾝﾃﾞｰｼｮﾝ

ソニ－ ﾙｰｾﾝﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ

プロセス・
微粒子噴射

ソニ－（２） ソニ－ ソニ－

プロセス・
ビーム照射

住友電気工業 川崎製鉄 独立行政法人
産業技術総合研究所

プロセス
・熱処理

セイコ－電子工業 東京工業大学長 セイコ－エプソン

プロセス
・露光

住友電気工業（２）

基板接合
村田製作所 ｱｲ ｵｰ ｾﾝｻｰｽﾞ INC

プロセス
・めっき

デンソー
キヤノン

基板加工
三菱ﾏﾃﾘｱﾙｼﾘｺﾝ
三菱ﾏﾃﾘｱﾙ

光学配置 住友重機械工業

構造限定

集積配置
ｼｰｹﾞｲﾄ ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ
ｴﾙ ｴﾙ ｼｰ

富士電機
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ノズル形成

プロセス
・一般
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・微細加工
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基板構造

基板積層

積層構造 東北テクノア－チ

電極配置

その他 セイコ－電子工業

製造性向上

（共願）
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1.4.5 マイクロ構造回路の課題と解決手段  

図 1.4.5 は、マイクロ構造回路に関する課題と解決手段に対応した出願の分布を示す。 

全体としては、電気的特性向上を課題とするものが多いが、その解決手段は分散してい

る。 

 
 

図 1.4.5 マイクロ構造回路に関する課題と解決手段に対応した出願の分布 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1

1

1 1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

課　題

解
決
手
段

個

別

素

子

デ

バ

イ

ス

の

小

型

化

個
別
要
素
の
小
型
化

シ

ス

テ

ム

・

装

置

の

小

型

化

集
積
・
高
密
度
化

一
般
破
損
・
断
線
の
防
止

温
度
変
化
へ
の
対
策

残
留
応
力
低
減

必

要

ギ

ャ

ッ
プ

・

寸

法

の

維

持

付
着
・
粘
着
防
止

長
期
安
定
化

一
般

加
工
の
容
易
化

製
造
工
数
の
削
減

組
み
立
て
の
容
易
化

形

状

・

寸

法

の

バ

ラ

ツ

キ

低

減

バイアス圧電

凹形状

凹構造

固定電極

容量

光電変換素子

ｴﾈﾙｷﾞｰ変換

マイクロ波

液体

加速度

監視

光起電力

静電力

電極

梁変形

コイル

そ
の
他

熱
的
特
性
向
上

光
学
的
特
性
向
上

運
動
的
特
性
向
上

機
械
的
特
性
向
上

電
気
的
特
性
向
上

一
般

歩
留
ま
り
向
上

検
出
精
度
の
バ
ラ
ツ
キ

変
位
・
変
化
が
微
小

解
像
度

温

度

変

化

に

よ

る

検

出

出

誤

差

制

御

・

測

定

精

度

の

向

上

熱
絶
縁
・
放
散

一
般

そ
の
他
一
般

2
次
元
マ
ト
リ
ク
ス

3
次
元
マ
ト
リ
ク
ス

一
般

低

電

力

駆

動

・

電

池

駆

動

熱
絶
縁
・
放
散

経
済
性
向
上
一
般

駆
動
変
位
置

一
般

小型化 信頼性向上 製造性向上 大規模化低消費電力化高精度化特性向上



61 

1.4.6 マイクロ構造材料の課題と解決手段 

 図 1.4.6 は、マイクロ構造材料に関する課題と解決手段に対応した出願の分布を示す。 
マイクロ構造材料に関する出願は、シリコン以外の材料を中心に製造性向上を課題とする

ものが多い。 
 

図 1.4.6 マイクロ構造材料に関する課題と解決手段に対応した出願の分布 
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 最近、後続特許への引用される頻度等、サイテーションを指標として特許の重要性を分析す

る手法が注目されている。 

MEMS 技術については 148 件(12.5％)の出願が何らかの形で先行特許を引用している。引用さ

れた特許（被引用特許）についてみると、ここで対象とする MEMS 技術から引用されたものは

23 件のみであり、その他は他の技術分野あるいは対象技術分野であっても、カバー範囲に含ま

れない古い特許である。 

今回対象となっている MEMS 技術関連特許で、その後の MEMS 関連特許に引用されたものは、

合わせて 23 件であり、最も引用される頻度が高いのは、アイシーセンサーズの特開平 4-506392

号で、７件の他社特許に引用されている。複数回引用されているニコンの特許 3109220 号及び

アイシンコスモス研究所の特開平 6-257570 号は、いずれも自社の特許出願において引用され

たものである。 

表 1.5-1 に MEMS 技術分野において相互に引用された特許（及び出願）のリストと、引用が

自社の特許に引用されたのか（自社引用）、或いは他社の特許に引用されたのかを示す。なお、

図 1.5 に被引用特許－引用特許関連図を示す。また、表 1.5-2 には、引用された特許（登録さ

れたもの）について、どのような技術開発課題を有し、どのような解決手段を用いたものであ

るのかを、発明の概要を含めて説明している。ここに示す８件の特許のうちマイクロ構造要素

に関するものはあわせて７件であり、他の１件はマイクロ構造装置とシステムの製造処理に関

するものである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

1.5 サイテーション分析 
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表 1.5-1 引用特許一覧表 
 

 
被引用特許番号 出願人 発明の名称 

自社

引用 

他社

引用 
合計

1 特許 2722314 日本信号㈱ ﾌﾟﾚｰﾅ型ｶﾞﾙﾊﾞﾉﾐﾗｰ及びその製造方法  1 1 

2 特許 2810549 三洋電機 ﾏｲｸﾛﾏｼﾝ  1 1 

3 特許 2951922 韓国電子通信研究所 犠牲層を用いた微細構造体の製造方法  1 1 

4 特許 2978286 ﾃｷｻｽ ｲﾝｽﾂﾙﾒﾝﾂ 空間的光変調装置とその製造法  1 1 

5 特許 3025313 ワコー 

静電容量の変化を利用したセンサの製

造方法 1   

6 特許 3038965 日本電気 微小機械の製造方法  1  

7 特許 3109220 ニコン ﾏｲｸﾛｸﾞﾘｯﾊﾟｰ 2  2 

8 特許 3132165 松下電器産業 ﾏｲｸﾛｱｸﾁｭｴｰﾀ 1  1 

       

 
被引用公開番号 出願人 発明の名称 

自社

引用 

他社

引用 
合計

1 特開平 4-025764 日本電気 半導体加速度ｾﾝｻ  1 1 

2 特開平 4-506392 ｱｲｼｰｾﾝｻｰｽﾞ 半導体ﾏｲｸﾛｱｸﾁｭｴｰﾀ 7  7 

3 特開平 5-001669 セイコーエプソン ﾏｲｸﾛﾎﾟﾝﾌﾟ及びﾏｲｸﾛﾊﾞﾙﾌﾞの製造方法  1 1 

4 特開平 5-054782 シャープ ﾏｲｸﾛﾏｼｰﾝ  1 1 

5 特開平 5-134195 日本電信電話 ﾏﾄﾘｸｽ光ｽｲｯﾁ  1 1 

6 特開平 5-248356 セイコーエプソン ﾏｲｸﾛﾎﾟﾝﾌﾟにおける検出装置 1  1 

7 特開平 5-264575 富士通 加速度計及びその製造方法  1 1 

8 特開平 6-044883 シャープ ﾏﾙﾁﾏｲｸﾛﾘﾚｰ  1 1 

9 特開平 6-046539 三洋電機 ﾏｲｸﾛﾏｼﾝにおける電力ｼｽﾃﾑ  1 1 

10 特開平 6-112509 沖電気工業 ﾏｲｸﾛﾏｼﾝの製造方法  1 1 

11 特開平 6-131960 シャープ 

ﾏｲｸﾛｱｸﾁｭｴｰﾀ､ﾏｲｸﾛｱｸﾁｭｴｰﾀの製造方法、

電気ﾘﾚｰおよび電磁ﾘﾚｰ  1 1 

12 特開平 6-257570 ｱｲｼﾝｺｽﾓｽ研究所 

ﾏｲｸﾛﾎﾟﾝﾌﾟの流路部材およびその製造方

法 2  2 

13 特開平 7-176255 日本信号 ﾌﾟﾚｰﾅｰ型電磁ﾘﾚｰ及びその製造方法  1 1 

14 特開平 7-209105 デンソー 半導体力学量ｾﾝｻ及びその製造方法  1 1 

15 特開 2000-246676 松下電工 

半導体ﾏｲｸﾛｱｸﾁｭｴｰﾀ及び半導体ﾏｲｸﾛﾊﾞﾙ

ﾌﾞ及び半導体ﾘﾚｰ 1  1 
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図 1.5 引用特許－被引用特許関連図（その１） 

 

  被引用特許      引用特許 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特許 2722314 

日本信号 

特許 2810549 

三洋電機 

特開 2002-156598 オムロン 

名称：ｶﾞﾙﾊﾞﾉﾐﾗｰ 

特開 2002-078360 (独)産業技術総合研究所 

名称：無索電力供給方法 

特許 2951922 

(財) 韓国電子通信研究所 

特表 2000-860652 シチズン時計 

名称：薄膜基板の形成方法およびその方法によ

って形成された薄膜基板 

特許 2978286 

ﾃｷｻｽ ｲﾝｽﾂﾙﾒﾝﾂ 

特開平 9-236762 セイコーエプソン 

名称：空間光変調器およびその製造方法、並び

にその空間光変調器を用いた電子機器 

特開平 10-308519 ワコー 

名称：ｾﾝｻの製造方法 

特許 3038965 

日本電気 

特許 3025313 

ワコー 

特開平 10-148644 テイ－デイ－ケイ 

名称：微小機械素子の製造方法 

特許 3109220 

ニコン 

特開平 8-052673 ニコン 

名称：探針付き超小型ｸﾞﾘｯﾊﾟｰ 

特開平 8-257926 ニコン 

名称：ﾎﾙﾀﾞｰ付きﾏｲｸﾛｸﾞﾘｯﾊﾟｰ 

特許 3132165 

松下電器産業 

特開平 7-322649 松下電器産業 

名称：ﾏｲｸﾛｱｸﾁｭｴｰﾀ装置及びその製造方法   

特開平 8-320339 デンソー 

名称：半導体力学量ｾﾝｻ 

特開 2000-246676 松下電工 

名称：半導体ﾏｲｸﾛｱｸﾁｭｴｰﾀ及び半導体ﾏｲｸﾛﾊﾞﾙﾌﾞ

及び半導体ﾏｲｸﾛﾘﾚｰ             

特開 2002-192497 松下電工 

名称：半導体ﾏｲｸﾛﾊﾞﾙﾌﾞ           

特開 2000-309000 松下電工 

名称：半導体装置及びこれを用いたﾏｲｸﾛｱｸﾁｭｴｰ

ﾀ及び半導体ﾏｲｸﾛﾊﾞﾙﾌﾞ及び半導体ﾏｲｸﾛﾘﾚｰ並び

に半導体装置の製造方法及び半導体ﾏｲｸﾛｱｸﾁｭｴ

ｰﾀ 

特開 2001-153258 松下電工 

名称：半導体ﾏｲｸﾛﾊﾞﾙﾌﾞ 

特開 2000-317897 松下電工 
名称：熱絶縁構造体及びこれを用いた半導体ﾏｲ
ｸﾛｱｸﾁｭｴｰﾀ及び半導体ﾏｲｸﾛﾊﾞﾙﾌﾞ及び半導体ﾏｲｸ
ﾛﾘﾚｰ 

特開 2001-150394 松下電工 

名称：半導体ﾏｲｸﾛｱｸﾁｭｴｰﾀ          

特開 2001-150393 松下電工 

名称：半導体ﾏｲｸﾛｱｸﾁｭｴｰﾀ          

特開平 4-025764 

日本電気 

特開平 4-506392 

アイシーセンサーズ 
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図 1.5 引用特許－被引用特許関連図（その２） 

 

    被引用特許        引用特許 

 

 

 

 

 

 

 

 

特開平 6-046539 
三洋電機 

特開 2002-078360 (独)産業技術総合研究所 

名称：無索電力供給方法 

特開平 6-112509 
沖電気工業 

特開 2000-090801 デンソー 

名称：ﾓﾉﾘｼｯｸﾏｲｸﾛ波集積回路及びその製造方法

特開 2002-043584 富士ゼロックス 

名称：ﾀﾞｲﾔﾌﾗﾑ構造体、微小ﾄﾗﾝｽﾁﾞｭｰｻ、および

これらの製造方法 

特開平 6-131960 
シャープ 

特開平 6-257570 
アイシンコスモス研究所 

特開平 10-159811 ｱｲｼﾝｺｽﾓｽ研究所 

名称：光応答のﾏｲｸﾛｱｸｼｭｴｰﾀおよびﾏｲｸﾛﾎﾟﾝﾌﾟ 

特開平 10-159740 ｱｲｼﾝｺｽﾓｽ研究所 

名称：ﾏｲｸﾛﾎﾟﾝﾌﾟ 

特開平 7-176255 
日本信号 

特開 2000-246676 
松下電工 

特開平 7-209105 
デンソー 

特開 2002-166400 松下電工 

名称：半導体ﾏｲｸﾛｱｸﾁｭｴｰﾀ          

特開 2001-102597 富士電機 

名称：半導体構造およびその製造方法     

特開 2002-175752 ｴﾇ ｲｰ ｼｰ ﾄｰｷﾝ 岩手 

名称：ﾏｲｸﾛﾘﾚｰ 

特開 2000-090801 デンソー 

名称：ﾓﾉﾘｼｯｸﾏｲｸﾛ波集積回路及びその製造方法

特開平 5-134195 
日本電信電話 

特開 2001-296486 住友大阪セメント 

名称：ﾏﾄﾘｸｽ光ｽｲｯﾁ 

特開平 5-248356 
セイコーエプソン 

特開平 7-014479 セイコーエプソン 

名称：基板導通装置および圧力検出装置とそれ

を用いた流体吐出装置およびｲﾝｸｼﾞｪｯﾄﾍｯﾄﾞ 

特開平 7-270448 自動車機器 

名称：加速度計 

特開平 6-044883 

シャープ 

特開平 5-264575 
富士通 

特開 2000-090801 デンソー 

名称：ﾓﾉﾘｼｯｸﾏｲｸﾛ波集積回路及びその製造方法

特開平 5-054782 
シャープ 

特開平 5-001669 
セイコーエプソン 

特開 2000-343499 ｾｲｺｰｲﾝｽﾂﾙﾒﾝﾂ 

名称：ﾏｲｸﾛﾎﾟﾝﾌﾟ及びその製造方法      
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表 1.5-2 引用された主な登録特許一覧（1/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

自
　
社

他
　
社

マ
イ
ク
ロ
構
造
要
素

ス
ラ
イ
ド

、
回
転
可
能
な
要
素

可動板構造：静磁界 特許　2722314
93.12.20
G02B 26/10
日本信号

［被引用1回］

プレ－ナ－型ガルバノミラ－及びその製造方法
　半導体基板に、平板状の可動板と揺動可能に支
持するﾄｰｼｮﾝﾊﾞｰとを一体形成し、可動板の周縁部
に通電により磁界を発生する平面コイルを敷設
し、可動板の中央部に反射鏡を設ける一方、ﾄｰｼｮﾝ
ﾊﾞｰの軸方向と平行な可動板の対辺の平面ｺｲﾙ部の
みに静磁界を与える磁界発生手段を備える構成と
した

○

マ
イ
ク
ロ
構
造
要
素

3
次
元
構
造
体

無電解めっき：金属
薄膜

特許　3038965
91.3.14

C23C 18/31
日本電気

［被引用1回］

微小機械の製造方法
　フォトリソグラフィを用いてレジストパターン
工程、その上に活性化処理工程、その場所に無電
解めっきを行って金属を堆積する工程、用いたレ
ジストの少なくとも一部分を取り除く工程とを含
み、かつレジストにPH緩衝作用を付与する

○

マ
イ
ク
ロ
構
造
シ
ス
テ
ム

マ
イ
ク
ロ
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム

各機能対応の受信器 特許　2810549
91.1.24
G05D 1/02
三洋電機

［被引用1回］

マイクロマシン
　複数の機能を持つマイクロマシンにおいて、各
機能に対応して設けられた複数の電磁波受信器
と、受信した電磁波のエネルギーによって駆動さ
れる複数の機能手段などからなる

○
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表 1.5-2 引用された主な登録特許一覧（2/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

自
　
社

他
　
社

複数の電極：内側の
移動版

特許　3132165
92.7.10

H02N 11/00
松下電器産業
［被引用1回］

マイクロアクチユエ－タ
　基板上に円周状に配された複数の電極と移動板
と移動板を公転および自転させる電圧印加手段を
持つ

○

磁界内配置 特許　3109220
92.3.9

G01B　7/16
ニコン

［被引用2回］

マイクログリツパ－
　グリッパー本体の先端に、磁界内に配置される
一対の可撓性フィンガーを間隔をおいて対向配置
するとともに、可撓性フィンガーを通電で変形す
るコイル層を形成する。

○

マ
イ
ク
ロ
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム

マ
イ
ク
ロ
構
造
シ
ス
テ
ム
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表 1.5-2 引用された主な登録特許一覧（3/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

自
　
社

他
　
社

マ
イ
ク
ロ
構
造
シ
ス
テ
ム

マ
イ
ク
ロ
光
学
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム

回転可動：配置構造 特許　2978286
91.6.28

G02B 26/08
テキサス

インストルメンツ
［被引用1回］

空間的光変調装置とその製造法
　制御可能に回転可能な定められた面積領域を有
し、かつベース層と、回転可能層の平面から分離
された平面内に配置されたヒンジなどからなる

○

マ
イ
ク
ロ
構
造
シ
ス
テ
ム

マ
イ
ク
ロ
光
学
電

気
機
械
シ
ス
テ
ム

プロセス・エッチン
グ：エッチング

特許　2951922
97.7.8

H01L 49/00
韓国電子通信

研究所
［被引用1回］

犠牲層を用いた微細構造体の製造方法
　基板上から隔てられたｼﾘｺﾝ微細構造体を製造す
るために犠牲層の酸化膜を用いるﾏｲｸﾛﾏｼﾆﾝｸﾞ工程
において、犠牲層酸化膜の除去時、無水HFとﾒﾀﾉｰﾙ
との蒸気を含む蒸気相雰囲気でｴｯﾁﾝｸﾞして除去す
る段階を含む

○

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
シ

ス
テ
ム
の
　
製
造
・
処
理

基
層
・
基
板
上
で
の
装
置
と

シ
ス
テ
ム
の
　
製
造
・
処
理

プロセス・部材形
成：加工

特許　3025313
90.12.31
G01L 1/14
ワコ－

［被引用1回］

静電容量の変化を利用したセンサの製造方法
　基板の一部に重錘体あるいは磁性体が形成さ
れ、別に台座が形成され、切断することにより、
作用体と台座との両方が形成する。

○



  

２. 主要企業等の特許活動 

 

 

 

 

 

 

 

2.1 オリンパス光学工業 

2.2 デンソー 

2.3 キヤノン 

2.4 リコー 

2.5 日本電気 

2.6 日立製作所 

2.7 松下電工 

2.8 オムロン 

2.9 村田製作所 

2.10 日本電信電話 

2.11 セイコーエプソン 

2.12 ルーセント テクノロジーズ 

2.13 松下電器産業 

2.14 富士電機 

2.15 富士通 

2.16 シャープ 

2.17 三菱電機 

2.18 三菱マテリアル 

2.19 ニコン 

2.20 ソニー 
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MEMS 技術に対する出願件数の多い企業について、企業ごとに企業概要、主要製品・技

術の分析を行う。表 1.3.1 に示した主要出願人の出願件数が 18 件以上の主要企業 20 社

を抽出し、20 社の保有する特許の状況を説明する。最近 10 年間の MEMS 技術全出願件数

1,188 件であるが、ここで扱う企業 20 社の出願件数は 604 件で、ほぼ全体の５割を占め

る。 

また、上位 20 社以外の登録特許については、別添の資料４において技術要素別課題対

応に解析して示す。 

本書に掲載されている各企業の保有特許は、全てがライセンス可能な開放特許である

とは限らない。開放特許にするか、ライセンスの可能性のない非開放特許にするかは、

各企業の特許戦略によって決められている。 

企業の概要はアンケート調査を基に、有価証券報告書とホームページで補完している。 

 

 

２. 主要企業等の特許活動 

 

出願件数 1,188 件のうち登録特許は 217 件であり、 

これらの特許を中心に解析されている。 

 

特許流通 

支援チャート
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2.1.1 企業の概要 
 

商号 オリンパス光学工業 株式会社 

本社所在地 〒151-0072 東京都渋谷区幡ヶ谷2-43-2 

設立年 1919年（大正8年） 

資本金 408億32百万円（2002年3月末） 

従業員数 4,345名（2002年3月末）(連結：20,705名) 

事業内容 映像機器（カメラ、デジタルカメラ等）、医療機器（医療用内視鏡等）、

産業機器（工業顕微鏡、バーコードスキャナー等）の製造・販売、他 

 
2.1.2 製品例 

 MEMS に関連した製品としては、下記の例がある。 

 

表 2.1.2 オリンパス光学工業の製品例（出典：オリンパス光学工業のホームページ） 

製品名 発売年 概要 

走査型プローブ顕微鏡（NV2000） ─ シリコンのカンチレバー使用 

走査型共焦点レーザ顕微鏡 

（OLS1100） 

2001 年９月 １次元光スキャナ使用 

OMCL-AC160TS-C1 2001 年 10 月 シリコン製カンチレバー 

OMCL-AC240TM シリーズ 2002 年１月 白金コートカンチレバー 

マイクロマニピュレータ ─ 超音波リニアモータ駆動 

マイクロ触覚センサーカテーテル ─ 外形 1.5mm、先端にマイクロ圧覚 

センサを実装、能動湾曲部 

内視鏡ビデオスコープ 2002 年 11 月 外形 5mm、ハイビジョン画像 

URL http://www.olympus.co.jp  

 

2.1.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.1.3 に、オリンパス光学工業の出願件数と発明者数を示す。最近の発明者数は 20

名を下回っており、40 名近かった 1992 年の水準に達していないが、2000 年の出願件数は

1992 年の水準を超えている。出願件数の 1992 年のピークは、前述の旧通産省による“マ

イクロマシン技術の研究開発”プロジェクトの関連である。この第２章のオリンパス光学

工業以降のデンソー、キヤノンなどの上位 20 社の 1992 年のピークも同様の理由による。 

また、この分野のほとんどの企業の特徴のひとつであるが、出願件数に比べ発明者数が

多い。 

 
オリンパス光学工業の開発拠点 : 東京都八王子市石川町 2951  

 
 
 
 

2.1 オリンパス光学工業 
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図 2.1.3 オリンパス光学工業の出願件数と発明者数 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
2.1.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.1.4-1 に、オリンパス光学工業の技術要素と課題の分布を示す。マイクロ光学電気

機械システム（光 MEMS）、アクチュエータに関連する出願が多く、また技術開発課題とし

ては、特性の向上を図るものが多い。 

 
図 2.1.4-1 オリンパス光学工業の技術要素と課題の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

次に最も出願の集中している光 MEMS について、課題と解決手段を図 2.1.4-2 によりみ

ると、この分野では、製造性向上や小型化が技術開発の課題となっており、可動構造ある
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いは電極配置により対応していることが示されている。特性向上、経済性向上、低消費電

力化等、広範な課題がある。アクチュエータに関する技術開発の課題としては、特性向上

である。また、マイクロ電気機械システムに関する課題についても特性向上に関する特許

が多い。 

 
図 2.1.4-2 光 MEMS に関する課題と解決手段 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表 2.1.4 にオリンパス光学工業の技術要素別課題対応特許を示す。49 件の出願があり、

２件が登録となっている。登録特許は出願日、主 IPC、図および概要入りで示す。 
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表 2.1.4 オリンパスの技術要素別課題対応特許（1/3） 
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(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

 個別要素
の小型化 可撓性薄膜：複数素子 特開平7-086551 可撓性薄膜基板を有する電子デバイスの製造方法

光学的
特性向上 層構造：層処理 特開平10-048226 梁構造体

解像度
複屈折：偏波面保存ファイ
バ
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特
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デバイス
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電極材料：電極構成
特開平6-108963

（取下）
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加工の
容易化 可動部材料：形状記憶合金 特開平9-088804

二方向性形状記憶アクチュエ－タ、その製法
及び３次元アクチュエ－タ

可動部材料：強誘導体 特開平6-335270 強誘電体アクチュエ－タ

可動部材料：N.P半導体
特開平7-015982
(拒絶査定確定)

2001.11.13
半導体を用いた静電型アクチュエ－タ

機械的
特性向上 可動方式：配置構造 特開平11-090867 マイクロマニピュレ－タ

運動的
特性向上 駆動構造：形状記憶合金

特開平6-102933
（取下）

アクチュエ－タ

特　性
その他

駆動方式：イオン交換樹脂
特開平6-235376

（取下）
ケモメカニカルアクチュエータ

変位/変化
が微小 光学素子配置：集光手段 特開平10-142517 マイクロアクチュエータ

その他
材　料
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　柔軟な配線によって接続され、しかも、薄膜化された半
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表 2.1.4 オリンパスの技術要素別課題対応特許（2/3） 
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物質
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（取下）

可撓管の湾曲機構

材料限定：強誘電体
特開平6-238578

（取下）
微細物体操作装置

一体構造：光偏向 特許　3308569
91.09.24
H04N 1/113

光走査装置
　光偏向出射部と光検出器を同一の半導体基板上に一体的
に形成した光走査装置

電極配置：光導波路
特開平5-173088
（拒絶査定確定）

2000.08.22
光導波路駆動装置

一体構造 特開平11-288444 光学的スキャナ装置

電極配置：ミラー配置 特開2002-156514 可変形状鏡及びその作成方法

電極配置：ミラー配置 特開2002-169008 可変形状鏡

システム
・装置の
小型化

２軸可動：ミラー配置 特開2000-111829 映像表示装置

破損・断線
の防止 材料限定 特開2001-264677 走査ミラ－

長期安
定化
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可動部：ミラー配置 特開2002-214561 光偏向器
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表 2.1.4 オリンパスの技術要素別課題対応特許（3/3） 
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2.2.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 デンソー 

本社所在地 〒448-8661 愛知県刈谷市昭和町1-1 

設立年 1949年（昭和24年） 

資本金 1730億98百万円（2002年3月末） 

従業員数 34,453名（2002年3月末）（連結：86,639名） 

事業内容 各種自動車部品、ITS関連機器・システム等の製造・販売 

 

2.2.2 製品例 

 MEMS に関連した製品としては、下記の例がある。 

 

表 2.2.2 デンソーの製品例（出典：デンソーのホームページ） 

製品名 発売年 概要 

エアバック用Ｇセンサ ─ マイクロマシニング技術を用いた櫛場

構造静電容量式のセンサ 

車両制御用Ｇセンサ ─ マイクロマシニング技術を用いた半導

体ピエゾ抵抗式のセンサ。 

車両安定制御､ｻｽﾍﾟﾝｼｮﾝ制御ｼｽﾃﾑ 

オイルプレッシャスイッチ ─ ダイヤフラム方式 

高圧センサ ─ シリコンダイヤフラム方式 

アクチュエータ ─ 積層型ピエゾ 

バーコードスキャナ ─ ２次元 

URL http://www.denso.co.jp/ 

 

2.2.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.2.1 に、デンソーの出願件数と発明者数を示す。1992 年以降、毎年６件程度の出願

がなされていたが、最近では出願は見当たらない。発明者数については 20 名程度とほぼ一

定値である。 

 

デンソーの開発拠 :  愛知県刈谷市昭和町１丁目 1 番地 株式会社デンソー内 
 
 
 
 
 
 
 
 

2.2 デンソー 
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図 2.2.3 デンソーの出願件数と発明者数 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
2.2.4 技術開発課題対応特許の概要 
 図 2.2.4-1 に、デンソーの技術要素と課題の分布を示す。マイクロ構造装置と協同する

システム（センサ）に関する出願がきわめて多い。センサの内容は、加速度センサ、角速

度センサ等である。また、アクチュエータに関する出願やマイクロ光学電気機械システム

に関する出願もある。 
 マイクロ構造装置と協同するシステムに関する技術開発の課題としては、特性向上に関

する出願が多く、信頼性向上の出願も多い。アクチュエータに関する課題としては、特性

向上に関する出願が多い。マイクロ光学電気機械システムに関する課題としては、小型化

や信頼性向上に関する出願がある。 
 

図 2.2.4-1 デンソーの技術要素と課題の分布 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

可撓性、変形可能な要素  
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 図 2.2.4-2 に、最も件数の多いマイクロ構造装置と協同するシステムに対する課題と解

決手段の分布を示す。特性向上を課題に対しては、解決手段として電極、電気・電子回路

及び構造特定等により対応している。信頼性向上の課題に対しては、配置構造、特異構造、

電極等で対応している。また、高精度化や小型化の課題に対しても、多様な解決手段で対

応している。 
 

図 2.2.4-2 マイクロ構造装置と協同するシステムに関する課題と解決手段 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 表 2.2.4 にデンソーの技術要素別課題対応特許を示す。48 件の出願があり、７件が登録

となっている。登録特許は出願日、主 IPC、図および概要入りで示す。 
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表 2.2.4 デンソーの技術要素別課題対応特許（1/5） 
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(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

個別素子
デバイス
の小型化

電極構造：層構造 特開平11-031854 積層型アクチュエ－タとその圧電素子の製造方法

可動方式：配置構造 特開平8-207755 孔内移動装置

可動方式：配置構造
特開平8-216876

（取下）
管内移動装置

可動方式：配置構造 特開平11-026830 積層型アクチュエータ

可動方式：配置構造 特開平11-027962 積層型アクチュエ－タおよび移動装置

可動方式：配置構造 特開平11-027963 積層型アクチュエータ

運動的
特性向上

材料：加熱手段
特開平6-257557

（取下）
熱膨脹型アクチュエータ

特　性
その他

駆動方式：永久磁石 特開平9-201029 電磁駆動装置

低電力駆動
/電池駆動 可動部材料：形状記憶合金 特開平8-144932 アクチュエ－タおよびその製造方法

梁構造：第２の梁 特開平6-123631 角速度センサ

梁構造：電極 特許　3293194
92.10.13
G01C 19/56

力学量センサ
　第１梁部、第２梁部とこれらを接続する曲部を有し、こ
の曲部により第２梁部が屈曲するように配置される複数の
梁によって支持された錘を持つ

小型化
一　般

可動構造：可動部
特開平8-320339

（取下）
半導体力学量センサ
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表 2.2.4 デンソーの技術要素別課題対応特許（2/5） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

破
損
・
断
線
の
防
止

構造限定 特許　3307328
98.05.11

G01P 12/125

半導体力学量センサ
　可動電極と固定電極は、矩形状の貫通孔が複数形成さ
れ、その貫通孔間に連結部を有して形成される矩形枠状部
を複数連結したラーメン構造形状に形成すると共に残し幅
を特定

残留応
力低減 材料限定：残留応力

特開平7-231103
（取下）

半導体力学量センサ装置及びその製造方法

電極：電極 特開平8-111535 半導体力学量センサ及びその製造方法

配置構造：エアギャップ 特開平10-123166 半導体加速度センサ

付着・粘
　着防止 配置構造：センサ部 特開2000-206142 半導体力学量センサおよびその製造方法

信頼性
一　般 特異構造：電極 特開平9-211022 半導体力学量センサとその製造方法

組み立て
の容易化 電子素子：電極 特開平7-159181 半導体ヨ－レ－トセンサおよびその製造方法

電
気
的
特
性
向
上

電極：差動出力部 特許　3269274
94.08.29

G01P 15/13

加速度センサ
　基板面と所定の間隔で梁によって支えられ、加速度に
よって変位可能な可動ゲート電極を有する可動部と、可動
ゲート電極とＭＩＳ構造的に位置するソース・ドレイン電
極とを備えている

必
要
ギ
ャ
ッ

プ

・
寸
法
の
維
持

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）
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表 2.2.4 デンソーの技術要素別課題対応特許（3/5） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

電気・電子回路：第２の
フィルタ

特開平10-282136 加速度センサ

電極：複数のセンサ 特開平11-242052 半導体加速度センサ

電極：独立化 特開2001-041973 半導体力学量センサ

電気・電子回路：バンドパ
スフィルタ

特開平6-130084
（取下）

容量式半導体加速度センサ

梁構造：対向電極 特開平6-123628 半導体力学センサ

構造限定：球状の導電体 特開平11-219643 マイクロメカニカルスイッチ及びその製造方法

電極：配置 特開平8-139338 半導体力学量センサ

構造限定：歪素子の配置
特開平8-247768

（取下）
角速度センサ

基板構造：容量変化
特開平8-254428

（取下）
角速度センサ

電気・電子回路：自己診断
用信号

特開2001-099861 容量式物理量検出装置

高
精
度
化
一
般

材料限定：信号処理 特許　3367113
92.04.27
G01P 15/02

加速度センサ
　片持ち梁１３の表面、及び、片持ち梁１３と対向する単
結晶シリコン基板１がＳｉＯ2 膜５にて被覆され、容量型
加速度センサにおける電極ショートが防止されている。

特
性
そ
の
他

運動的
特性向上

電
気
的
特
性
向
上

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）
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表 2.2.4 デンソーの技術要素別課題対応特許（4/5） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

梁構造：断熱的支持梁 特許　3374498
93.12.27
G01J 1/02

赤外線センサ
　基板12に設けられた矩形空洞部11の上端四隅からのびる
梁２が各々複数方向に分岐して、矩形受光部のフローティ
ングメンブレン100 に支点を有する場合の赤外線センサ

電極：フィードバック 特開平7-231102 加速度センサ

構造限定：内部構造体 特開平11-248733 角速度センサ及びその製造方法

経済性
一　般 梁構造：対向電極

特開平6-066569
（拒絶査定確定）

2002.03.05
半導体ヨ－レイトセンサ

個別素子
デバイス
の小型化

材料限定：圧電素子 特開平7-158757 マイクロバルブ

電気的
特性向上

電極配置：対向する位置に
可動電極

特開2000-090801 モノリシックマイクロ波集積回路及びその製造方法

可動部：関節 特開平10-109284 マイクロマニピュレ－タとその駆動方法

特異構造：関節 特開平10-113887 マイクロマニピュレ－タとその駆動方法

電極配置：静電力 特開平11-133210 可変焦点レンズ

基板加工：ミラー配置 特開平10-253912 光走査装置

残留応力
低減 光学素子配置：配置構造

特開平7-167708
（取下）

赤外線センサ

信頼性
一　般 材料限定：ミラー配置 特開平8-329181 ２次元光走査装置

機械的
特性向上 配置構造 特開平7-199099

２次元光走査装置及びそれを用いた
バーコード読取装置

制
御
/
測
定

精
度
の
向
上

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）

個
別
要
素

の
小
型
化

マ
イ
ク
ロ
光

学
　
電
気
機

械
シ
ス
テ
ム

マ
イ
ク
ロ
電
気

機
械
シ
ス
テ
ム

機
械
的

特
性
向
上
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表 2.2.4 デンソーの技術要素別課題対応特許（5/5） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

システム
・装置の
小型化

プロセス・ノズル形成：加
工

特開平5-283193
（取下）

マイクロ・プラズマジェット形成装置の製造方法

加
工
の

容
易
化

特異構造：プロセス改良
特開平7-209105
［被引用1回］

半導体力学量センサ及びその製造方法

形
状
・
寸
法
の
バ
ラ
ツ
キ

プロセス・メッキ：メッキ 特許　3360331
92.12.15

C23C 18/52

マイクロマシン用の薄肉な３次元中空構造物の製造方法及
びマイクロマシン用の薄肉な３次元中空構造物
　所定の３次元形状を有する雄型１０を準備し、この雄型
の表面に第１のメッキ層３を形成し、このメッキ層を設け
た雄型を薬液に浸漬して雄型素材を溶解することにより上
記メッキ層のみからなる薄肉中空３次元のボディを製造す
る。

経済性
一　般

プロセス・エッチング：
エッチング

特開2000-004028
半導体力学量センサの製造方法
及び半導体圧力センサの製造方法

基
層
、

基
板
上
で
の
装
置
、

シ
ス
テ
ム
の
製
造
・
処
理
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2.3.1 企業の概要 
 
商号 キヤノン 株式会社 

本社所在地 〒146-0092 東京都大田区下丸子3-30-2 

設立年 1937年（昭和12年） 

資本金 1,652億87百万円（2001年12月末） 

従業員数 19,580名（2001年12月末）(連結：93,620名) 

事業内容 事務機（複写機、スキャナ等のコンピュータ周辺機器、ファクシミリ等の

情報・通信機器）、カメラ、光学機器等の開発・製造 

 
2.3.2 製品例 

 MEMS に関連した製品としては、下記の例がある。 

 

表 2.3.2 キヤノンの製品例（出典：キヤノンのホームページ） 

製品名 発売年 概要 

プリンタヘッドのノズル ─ マイクロマシニング技術により製造。

BJ プリンタで使用 

SOI（Silicon-on-insulator） ─ MEMS の構成材として使用可能 

リニアエンコーダ ─ 光源に LED を採用し、半導体微細加工

技術を駆使した超小型、高精度なリニ

アエンコーダ 

金属突起付きカンチレバー ─ 走査型プローブ顕微鏡や近接場光学顕

微鏡に使用。メモリの記録ヘッドへの

適用も可能 

URL http://canon.jp/ 

 

2.3.2 技術開発拠点と研究者 

図 2.3.2 に、キヤノンの出願件数と発明者数を示す。1991 年から 1993 年にかけて多数

の出願があるが、その後出願件数は減少している。発明者数は最大 45 名であったが、近年

は約５名である。 

 
キヤノンの開発拠点 :東京都大田区下丸子３丁目 30 番地 2 号 キヤノン株式会社内 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 キヤノン 
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5 6 2

2 1 4

1 2

3

4 1 1

1 2

1 1 1

1

2

2

課　題

技
術
要
素

小型化

スライド、回転可能な要素

アクチュエータ

3次元構造体

シルコン系材料

その他材料

電磁力回路

静電力回路

その他の回路

マイクロ構造装置と

協同するシステム

マイクロ電気機械システム

マイクロ光学電気機械ｼｽﾃﾑ

マイクロ構造

システムネットワーク

基層、基板上での装置、

システムの製造・処理

その他大規模化低消費電力化経済性向上高精度化特性向上製造性向上信頼性向上

図 2.3.2 キヤノンの出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3.4 技術開発課題対応特許の概要 
 図 2.3.4-1 に、キヤノンの技術要素と課題の分布を示す。可撓性、または変形可能な要

素に関する出願が多く、次いでマイクロ光学電気機械システムやマイクロ構造装置と協同

するシステム及びマイクロ電気機械システムに関する出願も多い。 
可撓性、または変形可能な要素の具体的な内容は、カンチレバーまたは微小プローブで

ある。可撓性、または変形可能な要素に関する課題としては特性向上や信頼性向上に関す

るものが多い。 
マイクロ光学電気機械システムやマイクロ構造装置と協同するシステムに関する課題

としては、特性向上が多い。 
 

図 2.3.4-1 キヤノンの技術要素と課題の分布 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

可撓性、変形可能な要素  
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図 2.3.4-2 に、最も件数の多い可撓性、または変形可能な要素に関する課題と解決手段

との対応の分布を示す。特性向上の課題については、電極配置あるいは薄膜材料による解

決手段がある。また、信頼性向上の課題に対しては、可動部材で対応している。 

 

図 2.3.4-2 可撓性、または変形可能な要素の課題と解決手段 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出願内容の代表例は、走査型トンネル顕微鏡（STM）において試料を探針で走査するた

めの移動機構としての圧電素子を用いたカンチレバー型変位素子に関するものである。信

頼性向上として、耐環境性に優れ、長期安定特性を得るために、Si 基板とガラス基板とを

陽極接合した構造体の中に封止して形成するもの、形成初期に薄膜に加わる歪を緩和し、

応力が蓄積されないようにするために、圧電体膜と電極間に有機単分子累積膜（LB 膜）な

どの比較的柔らかい応力緩和層を設けるもの、電気的特性の向上を図るために、支持体と

カンチレバーとの間に絶縁層を設け、その膜圧を制限するもの、機械的特性の向上ために、

圧電体薄膜の境界面及び上下面に圧電体薄膜を変位させる駆動電極を設け、変位素子の自

由端部にプローブを設けるもの等がある。 

 

表 2.3.4 にキヤノンの技術要素別課題対応特許を示す。43 件の出願があり、11 件が登

録となっている。登録特許は出願日、主 IPC、図および概要入りで示す。 

 

 

 

 
 
 
 

1

1

2

2

1 1

1

2

1

課　題

解

決

手

段

可動部構造

可動板構造

基板構造

電極配置

基板加工

層構造

電気特性

可動部材

残留応力

駆動構造

駆動方法

基板材料

質量体

薄膜材料

雄連結部材

その他

小

型

化

信

頼

性

向

上

製

造

性

向

上

特

性

向

上

高

精

度

化

経

済

性

向

上

低

消

費

電

力

化

大

規

模

化

そ

の

他
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表 2.3.4 キヤノンの技術要素別課題対応特許（1/6） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

残
留
応
力
低
減

応力緩和層：有機物質 特許　3218406
92.04.23
G01N 13/16

カンチレバ－型変位素子、及びこれを用いた
カンチレバ－型プロ－ブ、及びこのカンチレバ－型
プロ－ブを用いた走査型トンネル顕微鏡、情報処理装置
　圧電体膜と、圧電体膜を逆圧電効果により変位させるた
めの電極とを基板に積層した変位素子で、層間に応力緩和
層を設ける構成

必要ギャッ
プ・寸法
の維持

可動部構造：支持体
特開平8-250779

（取下）
マイクロ構造体、その製造方法及びそれを用いた
静電アクチュエータ

可動部材：圧電体薄膜
特開平5-079813
（拒絶査定確定）

00.06.06

カンチレバ－状変位素子、カンチレバ－型プロ－ブ
及びそれを用いた情報処理装置と走査型トンネル顕微鏡

可動部材：圧電体薄膜
特開平5-087514
（拒絶査定確定）

00.06.06

カンチレバ－状変位素子、カンチレバ－型プロ－ブ
及びそれを用いた情報処理装置と走査型トンネル顕微鏡

封止；陽極接合 特許　3168359
92.10.02
H01L 41/09

カンチレバ－型変位素子ユニット、
及びそれを用いたカンチレバ－型プロ－ブユニット、及び
それを用いた情報処理装置。
圧電体膜と、圧電体膜を逆圧電効果により変位させるため
の電極とを積層した変位素子で、Si基板とガラス基板とを
陽極接合し、１か所以上の非接着部分を有する構造体の中
に封止

長
期
安
定
化

可
撓
性
、

ま
た
は
変
形
可
能
な
要
素
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表 2.3.4 キヤノンの技術要素別課題対応特許（2/6） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

電気特性：層構造 特許　3148946
92.05.20
G12B 21/22

探針駆動機構並びに該機構を用いたトンネル
電流検出装置、情報処理装置、圧電式アクチュエータ
　支持体とカンチレバーとの間に設けられた絶縁層の膜圧
が少なくとも5000オングストローム

電子放出部：ゲート構造
特開平8-162006

（取下）
電子放出素子、電子源、及びそれを用いた
画像形成装置

層構造：電極形状 特許　2923813
91.06.11
G01B 21/30

カンチレバ－型変位素子、及びこれを用いた
走査型トンネル顕微鏡、情報処理装置
　第１の圧電体層とこれに積層した第２の圧電体層と第
１、第２の圧電体層を逆圧電効果により変位させる、櫛形
状の対電極

薄膜材料：片持梁 特許　3060137
91.12.16
G11B 9/14

カンチレバ－型プロ－ブの作製方法
　圧電体薄膜の界面および上下面に圧電体薄膜を変位させ
る駆動用電極を設け、変位素子の自由端部に情報入出力用
プローブを設ける

電
気
的
特
性
向
上

機
械
的
特
性
向
上

可
撓
性
、

ま
た
は
変
形
可
能
な
要
素
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表 2.3.4 キヤノンの技術要素別課題対応特許（3/6） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

残留応力：中心対称配置
特開平5-325274

（取下）

圧電変位素子、微小プロ－ブ、
及びこれらの製造方法、及びこれらを用いた
走査型トンネル顕微鏡並びに情報処理装置

残留応力：トリミング部材
特開平6-241781

（取下）

カンチレバ－、及びこれを利用したカンチレバ－型
プロ－ブ、及びカンチレバ－型プロ－ブを用いた
走査型トンネル顕微鏡、情報処理装置

変位/変化
が微小 基板材料：単結晶水晶基板

特開平5-018707
（拒絶査定確定）

00.11.14

微小変位素子及びその製造方法並びにそれを用いた
情報処理装置及びトンネル電流検出装置

制御/測定
精度の向上 可動部構造：抵抗体 特開平10-282130 プロ－ブとそれを用いた走査型プロ－ブ顕微鏡

駆動方式：バブル 特許　3372576
92.10.27

B63H 19/06

微小機械用推進装置
　薄膜抵抗体、薄膜抵抗体にそれぞれ通電することによ
り、それらに接する液体が過熱され、過熱により発生した
微小泡の膨張すなわち微小泡が液体を押す力の反作用によ
り、微小機械用推進装置は推進する。

駆動方式：静電力
特開平6-261558

（取下）
静電駆動装置、その駆動方法、および前記静電駆動
装置を備えた情報処理装置

形状・寸法
のバラツキ 可動部構造：可動部材料 特開2001-205599

マイクロガイド機構、マイクロアクチュエータ
およびマイクロセンサ

可動部構造：配置構造
特開平6-277624

（取下）
小型アクチュエータ

可動部構造：配置構造
特開平7-063999

（取下）
静電アクチュエータ、該静電アクチュエータを備えたアク
チュエータアレイ、光偏向器および情報処理装置

可動部構造：配置構造 特開平9-196935
静電アクチュエータ及び、該アクチュエータを用いたプロ
－ブ、走査型プロ－ブ顕微鏡、加工装置、記録再生装置

可動部構造：配置構造 特開平9-218206
静電アクチュエータおよび該アクチュエータを用いたプロ
－ブ、走査型プロ－ブ顕微鏡、加工装置、記録再生装置

ア
ク
チ
ュ

エ
ー

タ

機
械
的
特
性
向
上

個
別
素
子
デ
バ
イ
ス
の
小
型
化

可
撓
性
、

ま
た
は

変
形
可
能
な
要
素

機
械
的
特
性
向
上
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表 2.3.4 キヤノンの技術要素別課題対応特許（4/6） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

破損・断線
の防止 冷却：液流路

特開平7-221234
（取下）

半導体装置

組
み
立
て

の
容
易
化

エアブリッジ：接合 特開平9-229945

マイクロ構造体を支持するエアブリッジ型構造体の
製造方法とその雌型基板、並びに、エアブリッジ型
構造体とそれを用いたマイクロ構造体
およびトンネル電流または微小力検出

高精度化
一　般 凸部：配列 特開2001-060617

基板吸着保持装置および該基板吸着保持装置を
用いた露光装置ならびにデバイスの製造方法

そ
の
他
回
路

制
御
/
測
定
精
度
の
向
上

加速度：フィードバック 特許　2821837
92.11.06

H01L 21/027

加速度フィ－ドバック付き微動位置決め装置
　加速度センサと、加速度検出器とローパスフィルタと加
速度フィードバック回路を備えた微動位置決め装置

集
積
・
高
密
度
化

基板構造：一体形成 特許　3135721
92.11.20
G01P 9/04

励振動型光検出角速度センサ
　振動子、固定子、振動子を固定子に支持する複数のバネ
をそれぞれ同一基盤で一体に形成したSi基板などからなる

制
御
/
測
定
精
度
の
向
上

圧電材料：圧力変化 特許　3088528
91.12.04
G01F 1/34

微小液体流量検出素子、及び同素子を
用いた微小液体供給装置
　第２基板と第２基板に圧力検出部を設け、細管形成用溝
などが設けられた第１基盤を持つ

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）

3
次
元
構
造
体
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表 2.3.4 キヤノンの技術要素別課題対応特許（5/6） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

マ
イ
ク
ロ
構
造
装

置
と
協
同
す
る
シ

ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）

制
御
/
測
定

精
度
の
向
上

配置構造：反射面を持つ探
針

特開平6-267408
（取下）

微小変位検出プロ－ブの製造方法
及び微小変位検出プロ－ブ、及びこれを用いた
走査型プロ－ブ顕微鏡、情報処理装置

回転子：発熱部 特開平9-014123
マイクロマシンおよびこれを用いた液体噴射
記録ヘッドならびに該液体噴射記録ヘッドを
搭載する液体噴射記録装置

回転子：発熱部 特開平9-170590
マイクロポンプおよびこれを用いた液体噴射
記録ヘッドならびに該液体噴射記録ヘッドを
搭載する液体噴射記録装置

回転子：発熱部 特開平9-177660
マイクロマシンおよびこれを用いた液体噴射
記録ヘッドならびに該液体噴射記録ヘッドを
搭載する液体噴射記録装置

システム・
装置の
小型化

針構造：接触
特開平6-259820

（取下）
記録再生装置および記録再生方法

破
損
・
断
線
の
防
止

電気回路：貫通孔 特許　3025120
92.12.21
G11B 9/14

記録再生装置
　プローブ基板は、複数のプローブ電極にそれぞれ接続さ
れた電気配線を、プローブ基板を貫通して、プローブ基板
の一方の面から他方の面に引き出す

機械的
特性向上 突起：突起

特開平6-245551
（取下）

静電モ－タおよびその製造方法

回転可動：ミラー配置
特開平7-218845

（取下）
ミラ－デバイス及びその製造方法

２軸可動：ミラー配置 特開平6-208070 ２軸駆動装置及び回転駆動装置

機械的
特性向上 可動部：ミラー配置 特開2001-071299 電磁アクチュエータ、光スキャナ、及びその作製方法

光学的
特性向上 可動部：配置構造 特開2002-116391 薄膜型光変調装置

特　性
その他

光学素子配置：ミラー配置
特開平7-084196

（取下）
光偏向器およびそれを用いた表示装置

個
別
素
子
デ
バ

イ
ス
の
小
型
化

マ
イ
ク
ロ
光
学
電

気
機
械
シ
ス
テ
ム

個
別
素
子
デ
バ

イ
ス
の
小
型
化

マ
イ
ク
ロ
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム
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表 2.3.4 キヤノンの技術要素別課題対応特許（6/6） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

個
別
要
素
の
小
型
化

プロセス・露光：特異構造 特許　3283066
92.08.04
C23F 4/00

螺旋状部材の製造方法
　芯材に対して、絶縁膜堆積工程と、導電膜堆積工程と、
導電膜をらせん状にエッチングする工程からなるらせん状
導体を形成方法

個
別
要
素
デ
バ
イ
ス
の
小
型
化

プロセス・エッチング：圧
電動作

特許　3140223
92.11.11
H01L 41/22

マイクロアクチュエータおよびその作製方法
　基板上にメッキ用電極を設け、基板上に感光性材料を設
け、高エネルギー放射光により、所望部を現像除去し、除
去した部分に合金メッキして充填するなどの工程を含む

信頼性
一　般

プロセス・連続形成：真空
特開平5-010715
（拒絶査定確定）

01.08.21

カンチレバ－型プロ－ブ、その製造方法、
該プロ－ブを用いた走査型トンネル顕微鏡
及び情報処理装置

形状・寸法
の

バラツキ低
減

プロセス・メッキ：メッキ 特開平11-293486 マイクロ構造体の作製方法

製造性
一　般

プロセス・接着：エッチン
グ

特開平7-220994 マイクロ構造体及びマイクロ構造体の形成法

基
層
、

基
板
上
で
の
装
置
、

シ
ス
テ
ム
の
製
造
・
処
理
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2.4.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 リコー 

本社所在地 〒107-8544 東京都港区南青山1-15-5 リコービル 

設立年 1936年（昭和11年） 

資本金 1,204億61百万円（2002年3月末） 

従業員数 12,161名（2002年3月末）（連結：74,209名） 

事業内容 事務機器（複写機、ファクシミリ、プリンタ等）、光学機器（カメラ、光

学レンズ等）の製造・販売、他 

 

 

2.4.2 製品例 

 インクジェットプリンタの製品例は、近年では少ないが、以下のものがある。 

 

表 2.4.2 リコーの製品例（出典：リコーのホームページ） 

製品名 発売年 概要 

IPSiO JET300 1998 年７月 ・Win 対応、A3、ｶﾗｰ 2 枚／分 

・大量給紙、最大 350 枚･3Way 

・ネットワーク対応 

・低ランニングコスト、高耐久性 

PM7000-R 1998 年８月 ・ワープロ・パソコン複合機に搭載 

 URL http://ext.ricoh.co.jpを参照 

 

2.4.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.4.3 に、リコーの出願件数と発明者数を示す。最近、発明者数は、15 名を下回って

おり、20 名近かった 1991 年の水準に達していないが、2000 年の出願件数は、1991 年の水

準を越えている。この分野のほとんどの企業の特徴でもあるが、出願件数に比べて、発明

者数が多い。 

 

リコーの開発拠点 :  東京都大田区中馬込１丁目３番６号 （株）リコー内 

 

 

 

 

 

 

 

2.4 リコー



96 

図 2.4.3 リコーの出願件数と発明者数 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.4.4 技術開発課題対応特許の概要 

 図 2.4.4-1 に、リコーの技術要素と課題の分布を示す。出願の大半が、可撓性、変形の

要素及びアクチュエータに関してのものであり、具体的には、インクジェットプリンタヘ

ッドの駆動部である。課題としては、特性向上、製造性向上、信頼性向上を図るものが多

い。 

 

図 2.4.4-1 リコーの技術要素と課題の分布 
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スライド、回転可能な要素

アクチュエータ

3次元構造体

シリコン系素材

その他の材料

電磁力回路

静電力回路

その他の回路

マイクロ構造装置
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マイクロ電気機械システム

マイクロ光学電気機械ｼｽﾃﾑ

マイクロ構造
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 次に、最も出願の集中している可撓性、変形の要素及びアクチュエータについて、それ

ぞれ図 2.4.4-2、図 2.4.4-3 に示す課題と解決手段でみると、可撓性、変形要素では、低

消費電力化に対して電極配置、アクチュエータでは、製造性向上に対して、可動部構造、

電極構造等により対応している。 

 

図 2.4.4-2 可撓性、変形の要素に関する課題と解決手段 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4.4-3 アクチュエータに関する課題と解決手段 
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 以下に主な出願内容を例示する。 

a. インクジェットヘッド 

 静電力によってインク液室の壁面を変化させてインク滴を吐出させる静電型インクジェ

ットヘッドの高精度化の課題は、振動板と基板とのギャップの製作にある。振動板に対向

して変形／変位可能な制御板と、振動板と制御板との間隔を変化させるもの、振動板と基

板との間に比誘電率の高い物質を充填するもの、振動板と電極との微小ギャップを均一に

するものとして、振動板にて発生した圧力をインク吐出口方向に進行、集中せしめてイン

クの飛翔を効率よく行なうもの、その吐出口を炭素を主構成元素とし非晶質の硬質炭素膜

で被覆するもの、機械的強度に優れ信頼性向上を目的として、加圧室基板材を凹状に形成

し、基板と同一材料の振動板を有するもの、小型化を目的として、ヘッドを Si 基板上に中

間層、第 1 の電極層、圧電層の順に積層し、かつ、その上に層間絶縁層を施し、を用いて

層間絶縁層のコンタクト孔を介して第２の電極を圧電層に積層するもの等がある。製造性

向上として、Si 基体で構成した圧力発生ユニットとセラミック基材で構成した流路ユニッ

トとを接着剤を用いないで接合するもの、振動板基板と液室部材とを接合して加圧室を形

成し、液室部材の接合面には金属層を設け、この金属層上に振動板基板の自然酸化膜を除

去する還元層を設けるもの、等がある。 

b. カンチレバー 

高精度化を目的としたものとしては、走査型力顕微鏡や高分解能な表面電位計に用いら

れる力検出装置がある。導電性探針への電気的配線を有する片持ち梁と、電気的検出手段

を有する片持ち梁とを梁先端の変位方向に対して垂直な同一平面内で各々別個に設け、そ

れら同一平面内で別個に設けられた片持ち梁の先端を一つにしたものである。 

 

表 2.4.4 にリコーの技術要素別課題対応特許を示す。登録特許は出願日、主 IPC、図お

よび概要入りで示す。 
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表 2.4.4 リコーの技術要素別課題対応特許（1/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

集積・
高密度化

可動部構造：集積化 特開平11-207957 インクジェットヘッド及びその製造方法

付着・
粘着防止

剛性：高密度で配列 特開2000-190486 インクジェットヘッド

噴射エネルギー一定：噴射
量制御

特開平10-076643 インクジェットプリンタ

中間層：加圧室基板材を凹
状

特開平10-296974 インクジェット記録ヘッド及びその製造方法

基板接合：接着材 特開2000-108342 インクジェットヘッド及びその製造方法

接合面：二層構造 特開2000-108343 インクジェットヘッド

電気的
特性向上 電極配置：静電力 特開2000-052551 インクジェットヘッド構造

運動的
特性向上 吹出口材料：膜処理 特開平10-296973 記録ヘッド

検
出
精
度
の
バ
ラ
ツ
キ

可動板構造：可動部配置 特許　3270141
92.09.29
G01L 1/16

力検出装置
  導電性探針への電気的配線を有する片持ち梁と、電気的
配線を有する片持ち梁とを梁先端の変位方向に対して垂直
な同一平面内で各々別個に設け、それら同一平面内で別個
に設けられた片持ち梁の先端を一つに結合した

制御/
測定精度
の向上

制御板：可動部配置 特開平10-067102 インクジェットヘッド及びインクジェット記録装置

基板構造：可動部配置 特開平10-086364 インクジェット記録ヘッドおよびその製造方法

基板構造：圧電機構 特開平10-211696 インクジェットヘッド

ス
ラ
イ
ド
、

回
転
可
能

な
　
要
素

機
械
的

特
性
向
上

可動版構造：配置構造
特開平4-251579

（取下）
静電モ－タ

個
別
要
素

の
小
型
化

可動部構造：可動部材形状
特開平6-120578

（取下）
厚膜アクチュエ－タ

小型化
一　般

駆動制御：電極形状
特開平4-299076

（取下）
環状くし歯型アクチュエ－タ及び駆動伝達機構

可動電極：静電型
特開平5-056666

（取下）
アクチュエ－タのガイド機構及びその作製方法

電極構造：配置構造 特開2000-168077 インクジェットヘッド及びその製造方法

信
頼
性

一
　
般

製
造
工
数

の
　
削
減

可
撓
性
、

ま
た
は
変
形
可
能
な
要
素

低
電
力
駆
動

/
電
池
駆
動

信
頼
性

一
　
般

ア
ク
チ
ュ

エ
ー

タ
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表 2.4.4 リコーの技術要素別課題対応特許（2/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

可動部構造：スライダ
特開平5-146169

（取下）
リニアアクチュエ－タ及びその作製方法

電極構造：静電型 特開2001-310300
静電アクチュエ－タ、その製造方法及びインクジェット記
録装置

可動部構造：静電型 特開2002-046099

膜構造体及びその膜構造体の製造方法並びにその膜構造体
を具備するセンサ及び静電アクチュエ－タ及びインク
ジェット記録ヘッド及びそれらの製造方法並びにそのイン
クジェット

可動部構造：静電型 特開2002-113866

静電アクチュエ－タ及びその静電アクチュエ－タの製造方
法並びにその静電アクチュエ－タを具備する静電型マイク
ロポンプ及びその静電アクチュエ－タを具備するインク
ジェット

可動方式：共振モード
特開平4-325883

（取下）
平面型アクチュエ－タ

可動方式：バブル
特開平5-263753
　　　　（取下）

振動型アクチュエ－タ

運動的
特性向上 可動部構造：平板撓み

特開平5-306677
（取下）

アクチュエ－タ

高精度化
一　般 基板構造：シリコン酸化膜 特開2001-347658

静電型アクチュエ－タ及びその製造方法並びに液滴吐出
ヘッド

経済性
一　般

可動部構造：液滴吐出ヘッ
ド

特開2001-341314
液滴吐出ヘッド及びその製造方法、インクジェット記録装
置並びにマイクロアクチュエ－タ

低電力駆動
/電池駆動 駆動方式：一体化

特開平4-317571
（取下）

薄膜半導体装置

低
電
力
駆
動

/
電
池
駆
動

駆動方式：関節駆動 特開2000-141656 インクジェットヘッド及びその製造方法

3
次
元

構
造
体

温
度
変
化

へ
の
対
策

静電力：冷却
特開平4-368481

（取下）
熱伝達促進装置

シ
リ
コ

ン
材
料

検
出
鮮
度

の
バ
ラ
ツ
キ

単結晶シリコン：ドーピン
グ

特開平6-302831
（取下）

歪ゲ－ジの製造方法

温
度
変
化

へ
の
対
策

配置構造：振動
特開平7-181068

（取下）
フロ－センサ及び気体流量の計測方法

製
造
工
数

の
　
削
減

積層構造：ミラー配置 特開2002-048998 光走査装置

電
気
的

特
性
向
上

歩
留
ま
り
向
上

ア
ク
チ
ュ

エ
ー

タ

マ
イ
ク
ロ
　
構
造
装

置
と
　
協
同
す
る
シ

ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）
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表 2.4.4 リコーの技術要素別課題対応特許（3/3） 

 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

組
み
立
て

の
容
易
化

形状限定：突起
特開平4-115165

（取下）
加速度センサ

電
気
的

特
性
向
上

基板加工：ミラー配置 特開2001-311900 光走査装置

光
学
的

特
性
向
上

プロセス・レーザ加工：
光学素子

特開平10-319221
（審査請求）

光学素子及び光学素子の製造方法
 　

基
層
、

基
板
上
で

の
装
置
、

シ
ス
テ

ム
の
製
造
・
処
理

高
精
度
化
一
般

プロセス・加工：加工 特開2002-096300
マイクロレンズアレイ金型加工方法及びマイクロレンズア
レイ金型

マ
イ
ク
ロ

 
 
光
学
電
気
機
械

シ
ス
テ
ム
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2.5.1 企業の概要 

 
商号 日本電気 株式会社 

本社所在地 〒108-8001 東京都港区芝5-7-1 

設立年 1899年（明治32年） 

資本金 2,447億26百万円（2002年3月末） 

従業員数 31,922名（2002年3月末）（連結：141,909名） 

事業内容 コンピュータ、通信機器、電子デバイス、ソフトウェア等の製造販売を含

むインターネット・ソリューション事業 

 

 

2.5.2 製品例 

 MEMS 技術に関するプレスリリース、解説記事、成果のトピックス等数多く見られる。例

え ば 、 主 な も の と し て 、「 MEMS マ イ ク ロ ス イ ッ チ と IT 技 術 へ の 応 用 」

(http://www.semi.org/web/japan/)、「任意の超微細な３次元立体構造を実現するナノテ

ク新技術の開発について」(http://www.labs.nec.co.jp/topics/data) 等があるが、製品

例は特定できない。 

 

 

2.5.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.5.3 に、日本電気の出願件数と発明者数を示す。発明者数は、1998 年、2000 年と

もに 12 名で 1996 年以降増加傾向にあるが、出願件数は、1998 年の８件をピークにここ数

年減少している。出願件数に比べて、発明者数が多い。 

 

 

日本電気の開発拠点 : 公報上では、全ての出願が、東京都港区芝五丁目７番１号（本社）

になっている為、事業所を特定することは困難であるが、 国内の研究開発拠点は、中央研

究所（神奈川）を始め、府中事業所（東京）、相模原研究所（神奈川）、玉川事業所（神奈

川）、筑波研究所（茨城）、関西デバイス研究所（滋賀）、関西研究所（奈良）の７ケ所にあ

る (http://www.labs.nec.co.jp)。 

2.5 日本電気
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図 2.5.3 日本電気の出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.5.4 技術開発課題対応特許の概要 

 図 2.5.4-1 に、日本電気の技術要素と課題の分布を示す。可撓性、変形の要素、具体的

には、マイクロマシンスイッチの構造と製造方法に関するものが多い。課題は、特性向上、

製造性向上を図るものが多い。 

 

図 2.5.4-1 日本電気の技術要素と課題の分布 
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課　題

技
術
要
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低消費電力化小型化 信頼性向上 製造性向上 特性向上 　高精度化 経済性向上

スライド、回転可能な要素

アクチュエータ

3次元構造体

シリコン系素材

その他の材料
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静電力回路
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マイクロ光学電気機械ｼｽﾃﾑ

マイクロ構造
システムネットワーク
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とシステムの製造・処理
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 次に、最も出願の集中している可撓性、変形の要素について、課題と解決手段の分布を

図 2.5.4-2 に示す。特性向上に対しては、電気的特性、製造性向上に対しては、可動部構

造でそれぞれ対応している。 

 

図 2.5.4-2 可撓性、変形の要素に関する課題と解決手段 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

36 件中、登録特許 21 件で全体の約６割を占め、その大半はマイクロ構造要素に関する

ものである。 
主な技術を紹介すると、以下の通りである。 

a. マイクロマシンスイッチ 

 ミリ波帯ないしマイクロ波帯で使用するスイッチ素子に要求される低損失、小型化、高

集積化に有利な本方式に着目しており、例えば、①可動子は、平面視略矩形の１つの角を

切り欠いて形成された突起部をマイクロストリップ線路の少なくとも１本の側に有し、マ

イクロストリップ線路の幅方向と平行方向長さである幅がこの線路幅よりも小さくしたも

の、②可動子は、端縁が切り欠かれて形成された突起部を分布定数回路の１本の側に２個

ずつ備え、各突起部は、対応する各分布定数回路と対向しているもの、③基板上に形成さ

れかつ制御信号に基づいて動作するスイッチにおいて、制御信号を第 1/2 の高周波信号線

に印加してカンチレバーの動作を制御するようにしたもの、梁部材構造に絶縁部材を使用

したもの、等がある。また、特性向上を目的とした MMIC 等の半導体高周波回路に関しては、

スイッチ手段は、第 1/2 の信号線の端部の一方に設けられ、かつ導電部材からなる支持部

材と、導電性部材からなる片持ちアームと、第 1/2 の信号線の端部間における片持ちアー

ムの直下に設けた制御電極を有する回路がある。 
b. ３次元構造体 

製造性、特性向上を目的とした、微小可動機械の製造方法が２件ある。 
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c. センサ 

加速センサ素子とパッケージとが両者間を接続する梁で中空に浮かせて接続する加速

度センサ、ピエゾ抵抗素子を用いた半導体加速度センサ等がある。 
d. ダイヤフラム 

 梁部構造自体の内部応力を熱処理により低減するダイヤフラム構造の形成方法がある。 
e. マイクロモータ 

静電気力を利用する静電マイクロモータにおいて、モータの駆動力を減少させることな

く、他の機械要素にモータの動きを伝達させる特性向上を目的とした一つの構成として、

ロータが複数層からなり、上層部のロータがステータよりも高い位置になるように、一方、

下層部のロータは、ステータとほぼ同じ高さに位置するように作製する。こうすることで、

ロータの駆動力は、下層部のロータの側壁とステータとの間に働く静電気力と、上層部の

ロータの下側表面とステータの上表面間に働く静電気力の二通りの方法によって得られる

ものである。同じく、制御電極を電気的に操作して、ロータの上あるいは下側に設けられ

た浮遊電極とロータとの間に生じる反発の静電気力を制御してロータの連続的な運動を行

わせるものがあり、いずれも登録されている。 
f. 光 MEMS 

 光 MEMS に関しては、外部からの信号によって減衰量を制御することができる可変光減衰

器が１件登録されている。 
 
 表 2.5.4 に日本電気の技術要素別課題対応特許を示す。36 件の出願があり、21 件が登録

となっている。出願したもののうち約 58％が登録されており、非常に高い登録率を示して

いるが特徴的である。登録特許は出願日、主 IPC、図および概要入りで示す。 
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表 2.5.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（1/9） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

集
積
・
高
密
度
化

プロセスエッチング：異方
性エッチング

特許　2560629
93.12.08

H01H 51/24

シリコン超小形リレ－
　金属蒸着や高濃度の不純物イオン打ち込み等によって、
シリコン表面に微細な渦巻き状の平面コイルを形成すると
ともに、シリコンの異方性エッチング加工によって可動コ
イル、接点バネ、ヒンジバネの微細な形状を形成する

残
留
応
力
の
低
減

熱処理工程：梁部構造 特許　2900993
96.07.30
G01L 9/04

ダイアフラム構造の形成方法
　梁部構造を形成後、梁部構造を構成する膜に対して、加
熱処理と冷却処理との繰り返しからなる熱処理を施し、膜
中の残留応力を低減する処理を行なう

加
工
の
容
易
化

可動板構造：弾性体 特許　2943477
92.01.30

H01L 99/84

微小可動機械とその作製方法
　支持ばねは、基板表面と平行な方向に変位し、支持ばね
の厚さが可動部本体の厚さと異なる

可
撓
性
、

ま
た
は
変
形
可
能
な
要
素
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表 2.5.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（2/9） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

組
み
立
て
の
容
易
化

制御信号：電極不要 特許　3137112
99.04.27
H01H 59/00

マイクロマシンスイツチおよびその製造方法
　カンチレバーと第２の高周波信号線との対向領域に形成
された第２の絶縁手段と、第１の絶縁手段が形成された方
の第１／第２の高周波信号線の端部と第１の絶縁手段との
間に接続されかつ直流電圧のレベル変化からなる制御信号
を印加する第１の制御信号線とを有する

梁部材構造：温度制御 特開2000-188049 マイクロマシンスイッチおよびその製造方法

梁部材構造：絶縁性部材 特許　3119255
98.12.22
H01H 59/00

マイクロマシンスイッチおよびその製造方法
　梁部材は、支持部材との接続部分から少なくとも下部電
極と対向する位置までの領域が導電性部材からなり、この
導電性部材と接触電極までの領域が絶縁性部材のみからな
る

梁部材構造：絶縁性部材
特開2001-126603
（拒絶査定確定）

02.08.20
マイクロマシンスイッチ

可
撓
性
、

ま
た
は
変
形
可
能
な
要
素

製
造
性
一
般
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表 2.5.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（3/9） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

可動部構造：突起部形状 特許　3087741
98.11.04
H01H 59/00

マイクロマシンスイッチ
　可動子は、平面視略矩形の少なくとも１つの角を切り欠
いて形成された突起部をマイクロストリップ線路の少なく
とも1本の側に有し、この突起部は、マイクロストリップ線
路の幅方向と平行な方向の長さである幅がマイクロスト
リップ線路の幅よりも狭い

可動部構造：突起部特性 特許　3112001
98.11.12
H01H 59/00

マイクロマシンスイッチ
　稼働子は、端縁が切り欠かれて形成された突起部を分布
定数線路の少なくとも１本の側に少なくとも２個ずつ備
え、各突起部は、対応する各分布定数線路と対向している

可動部材料：電極配置 特許　3221420
98.12.18
H01L 27/04

半導体高周波集積回路およびその製造方法
　スイッチ手段は、第１／第２の信号線の端部の一方に設
けられ、かつ導電性部材からなる支持部材と、この支持部
材の上に設けられ他方の信号線の上方まで延在し、かつ導
電性部材からなる片持ちアームと、第１／第２の信号線の
端部間における片持ちアームの直下に設けられた制御電極
とを有する

可
撓
性
、

ま
た
は
変
形
可
能
な
要
素

電
気
的
特
性
向
上
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表 2.5.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（4/9） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

電極配置：制御線路
特開2000-200533
（拒絶査定確定）

00.08.22
マイクロマシンスイッチ

駆動手段：高周波回路
特開2001-136002
（拒絶査定確定）

02.09.10
高周波回路

電極配置：高周波回路 特開2001-266727 マイクロマシンスイッチ

機
械
的
特
性
向
上

可動部配置：駆動電圧 特許　2555922
93.02.26
G09F 9/37

静電駆動マイクロシャッターおよびシャッタ－アレイ
　浮遊ゲートとの間に互いに反発するように働く静電気力
によって、機械式シャッターが基板表面に対して平行に動
く

運動的
特性向上

駆動構造：駆動方法
特開2000-268517
（拒絶査定）
02.11.06

磁気ディスク装置とそのスライダ機構

可動板構造：梁構造 特開2000-348594 マイクロマシンスイッチおよびその製造方法

電極配置：配置構造 特開2000-348595 マイクロマシンスイッチおよびその製造方法

電極配置：配置構造 特開2002-075156 マイクロスイッチおよびその製造方法

機
械
的
特
性
向
上

可動板構造：ミラー配置 特許　3129219
97.01.14
G02B 26/10

光スキャナ
　ミラーは、一対の回転支持体を含み、ミラーと平行な面
に対して表裏非対称な質量分布を有し、装置の並進振動
は、ミラーと平行で一対の回転支持体を結ぶ直線と直交す
るＹ軸方向に沿って発生される

運
動
的
特
性
向
上

駆動方式：静電気 特許　2500748
93.05.14
H02N 1/00

静電マイクロモ－タ
　ロータの動きを制限するベアリングと、ロータの上下の
少なくとも一方に設けられ、ロータと同種類の電荷をもつ
浮遊電極と、この浮遊電極の上下のすくなくとも一方に制
御電極を設ける

電
気
的
特
性
向
上

可
撓
性
、

ま
た
は
変
形
可
能
な
要
素

ス
ラ
イ
ド
、

回
転
可
能
な
要
素

低
電
力
駆
動

/
電
池
駆
動
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表 2.5.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（5/9） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

ス
ラ
イ
ド
、

回
転
可
能
な
要
素

運
動
的
特
性
向
上

可動板構造：配置構造 特許　2626460
93.04.23
H02N 1/00

静電マイクロモ－タ
　ロータが複数の層から構成され、上層部のロータがス
テータよりも高い位置になるように、一方、下層部のロー
タは、ステータとほぼ同じ高さに位置するように作製する

3
次
元
構
造
体

機
械
的
特
性
向
上

３次元構造体：可動部 特許　3060639
91.09.05
H02N 1/00

微小可動機械の製造方法
　別々に作製した複数の可動部の固定軸同士を接合する
隣接する可動部と嵌合するための突起を有する第一の可動
部と、その突起と嵌合するための空隙を有する第二の可動
部とを積層する
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表 2.5.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（6/9） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

3
次
元
構
造
体

加
工
の
容
易
化

無電解めっき：金属薄膜 特許　3038965
91.03.14
C23C 18/31

［被引用1回］

微小機械の製造方法
　フォトリソグラフィを用いてレジストパターン工程、そ
の上に活性化処理工程、その場所に無電解めっきを行って
金属を堆積する工程、用いたレジストの少なくとも一部分
を取り除く工程とを含み、かつレジストにPH緩衝作用を付
与する

そ
の
他
回
路

制
御
/
測
定
精
度
の
向
上

静電力：変形 特許　2800561
92.05.27
G01N 3/00

薄膜機械特性の測定装置
　片持ち梁構造体及び薄膜からなるブリッジ構造体と、そ
の構造体を静電気力により変形させ、これを検出して、薄
膜のヤング率、残留応力等の機械特性を測定する

電
気
的
特
性
向
上

機
械
的
特
性
向
上

材料限定：ピエゾ抵抗素子 特許　2540973
90.03.13
G01P 15/12

半導体加速度センサ
　錘が接続された梁を有し、梁にピエゾ抵抗効果素子が形
成されているセンサにおいて、梁全体をピエゾ抵抗素子と
し、梁の少なくとも片面の一部分を金属で被い電気的に短
絡させる
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表 2.5.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（7/9） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

機
械
的
特
性
向
上

梁構造：中空で接続 特許　2540972
90.03.13
G01P 15/12

センサ
　加速度センサの実装に係り、加速度センサ素子とパッ
ケージとが両者の間を接続する梁で、中空に浮かして接続
する

運動的
特性向上

基板構造：ドレイン電極
特開平4-025764

（取下）
［被引用1回］

半導体加速度センサ

マ
イ
ク
ロ
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム

加
工
の
容
易
化

電極構造：単結晶 特許　2639154
90.02.02
H02N 1/00

微小可動機械
　電極のうち少なくとも１つの電極が単結晶半導体からな
り、かつ少なくとも可動電極にストッパを設ける

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）
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表 2.5.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（8/9） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

歩
留
ま
り
向
上

熱的構造：熱絶縁 特許　3097591
97.03.31
G01J 1/02

熱型赤外線検出素子
　読出回路を有する下層部と絶縁保護膜に覆われた熱ー抵
抗値変換を行なうボロメータ薄膜を有する上層部からな
り、上層部と下層部とは真空又は封入ガスにより空間的に
隔てられた熱分離構造を形成する

電子回路：高周波信号線 特許　3137108
99.04.02
H01H 59/00

マイクロマシンスイッチ
　制御信号に基づきコンタクトを変位させる駆動手段と、
駆動手段に制御信号を与える第１の制御信号線と、第１の
制御信号線に接続されかつ高周波信号線に流れる高周波信
号の通過を阻止する第１の高周波信号阻止手段を有する

電子素子：結合
特開2000-295030
（拒絶査定確定）

02.08.27
高周波装置およびその製造方法

マ
イ
ク
ロ
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム

電
気
的
特
性
向
上



114 

表 2.5.4 日本電気の技術要素別課題対応特許（9/9） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

　
集
積
・

　
高
密
度
化

光学素子配置：配置構造
特開2000-162516
（拒絶査定確定）

01.03.06
波長可変フィルタ

組
み
立
て

の
容
易
化

光学結合：自動組立て
特開平11-068243
（拒絶査定確定）

00.06.06
光モジュ－ル及び光軸調整方法

回転可動：ミラー配置 特許　3219057
98.09.24
G02B 26/08

可変光減衰器
　終端部において第１の湾曲部を有する第１の光導波路
と、終端部において第１の光導波路の近傍にあって、第１
の湾曲部と反対側に湾曲する第２の湾曲部を有する第２の
光導波路と、第１の光導波路から終端部において出射され
た光を反射して第２の光導波路に結合させる反射部を有す
る光反射手段とを備える

可動部：ミラー配置
特開2000-131626
（拒絶査定確定）

01.05.23
可変光減衰器と光減衰方法

マ
イ
ク
ロ
構
造
シ
ス

テ
ム
ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク

シ
ス
テ
ム
・
装

置
の
　
小
型
化

特異構造
特開平5-050383
　　　　（取下）

マイクロロボット

マ
イ
ク
ロ
光
学
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム

低
電
力
駆
動
/
電
池
駆
動
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2.6.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 日立製作所 

本社所在地 〒101-8010 東京都千代田区神田駿河台4-6 

設立年 1920年（大正9年） 

資本金 2,820億32百万円（2002年3月末） 

従業員数 48,590名（2002年3月末）（連結：306,989名） 

事業内容 総合電機（情報・通信システム、電子デバイス、電力・産業システム、デ

ジタルメディア、民生機器等の製造・販売・サービス） 

 
2.6.2 製品例 

 MEMS に関する研究は、日立製作所機械研究所内の MEMS シミュレーションプロジェクト

で行なわれている。また、マイクロマシン加工をサポートする部署があり、日立製作所半

導体グループ那珂地区内の日立 LSI テクノロジ株式会社で行なっている 

（URL http://www.hitachi-lsi-tech.co.jp）。 

 

表 2.6.2 日立製作所の製品例（出典：日立製作所のホームページ） 

製品例 発売年 概要 

ピエゾ抵抗型 3 軸加速度

センサ 

─ 1 チップで 3 軸方向の加速度を同時に検出可能

で、世界最小・最薄で高感度、高耐衝撃性を実

現した。 

・定格加速度±3G 

・ﾊﾟｯｹｰｼﾞｻｲｽﾞ：4.8×4.8×1.25mm 

・傾きの検出が可能（DC～数百 Hz の周波数に応

答） 

・問い合わせ先：日立金属 OE 事業推進部 

光通信用機械式光スイッ

チ（日立製作所機械研究所

で開発中のマイクロマシ

ン技術と組み合わせ） 

─ 光ファイバを機械的に駆動し、光の経路を高速

かつ低損失で切り替えるもの。 

・スイッチタイプ 

 ＊MS202：2×2 タイプ（新規開発品） 

 ＊MS104：1×4 タイプ（新規開発品） 

・スイッチ切替え後に無電力の自己保持が可能

・問い合わせ先：日立金属 OE 事業推進部 

電子ビームシステム 

S-4300SE 

─ 熱電子型と冷陰極電界放出型の双方の特徴を併

せもつので、超微細加工（ナノ描画）等の研究

開発に適する。 

・マイクロマシン：数 nm～数μm オーダー） 

・問い合わせ先：日立ﾊｲﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ 

        ﾃﾞﾊﾞｲｽ製造装置事業統括本部

 

2.6.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.6.3 に、日立製作所の出願件数と発明者数を示す。発明者数は、1992 年、1998 年

にいずれも 30 名のピークを示したが、近年は、減少している。それに伴って、出願件数も

2.6 日立製作所
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同様に 1996 年をピークに減少傾向にある。当該技術が、関連会社からの出願に移行してい

るものと思われる。出願件数に比べて、発明者数が多い。 
 

図 2.6.3 日立製作所の出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日立製作所の開発拠点 :  茨城県勝田市大字高場 2520 番地 （株）日立製作所 

                            自動車機器事業部内 

             茨城県日立市久慈町 4026 番地 （株）日立製作所 

日立研究所内 

             茨城県日立市大みか町七丁目１番１号 （株）日立製作所 

日立研究所内 

            東京都国分寺市東恋ヶ窪一丁目 280 番地（株）日立製作所 

中央研究所内 

            茨城県土浦市神立町 502 番地 （株）日立製作所 

機械研究所内 

            埼玉県比企郡鳩山町赤沼 2520 番地 （株）日立製作所 

基礎研究所内 

            茨城県ひたちなか市高場 2477 番地  

（株）日立カーエンジニアリング内 

            茨城県ひたちなか市市毛 882 番地 （株）日立製作所 

計測機器事業部内 
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2.6.4 技術開発課題対応特許の概要 

 図 2.6.4-1 に、日立製作所の技術要素と課題の分布を示す。マイクロ構造装置と協同す

るシステム（センサ）に出願が多く、課題では、製造性向上、信頼性向上、高精度化、小

型化を図るものが多い。 

 

図 2.6.4-1 日立製作所の技術要素と課題の分布 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 次に、最も出願の集中しているマイクロ構造装置と協同するシステム（センサ）につい

て、課題と解決手段の分布を図 2.6.4-2 に示す。製造性向上に対しては、特異構造、プロ

セス一般、信頼性向上に対しては、電極、電圧印加で、それぞれ対応している。 
 以下に、主な出願内容を例示する。 
 信頼性向上として長寿命化を目的とした微細なパターンを大量に描画することができる

走査プローブリソグラフィー用探針に関するものが１件出願されている。 

 マイクロポンプに関して、医療、化学分析における微小流体制御デバイスに用いるもの

として、小型化を目的として、マイクロポンプを形成する部材を Si 基板として接合する面

側全体に金属膜を形成して接合面とした後、浄化して、真空中にて接合面を対向させて重

ね合わせて加熱／加圧して接合するもの、がある。 

 静電型アクチュエータに関しては、特性向上を目的としたものが２件あり、いずれも係

属中である。 

 ダイヤフラムに関しては、日立は、特性向上を目的とした化学分析等に用いる静電駆動

型微量吐出装置に関し、静電気力を発生したときに送液ダイヤフラムを変形し、送液室内

の液体を吐出し、静電気力を取り除いた時に流体を吸引するように構成するもの、等があ

る。前者は、既に登録されている。 

1 1

1

1 2 1

1

4 6 7 1 5

1 1 1

1

課　題

技
術
要
素

低消費電力化小型化 信頼性向上 製造性向上 特性向上 　高精度化 経済性向上

スライド、回転可能な要素

アクチュエータ

3次元構造体

シリコン系素材

その他の材料

電磁力回路

静電力回路

その他の回路

マイクロ構造装置

と協同するシステム

マイクロ電気機械システム

マイクロ光学電気機械ｼｽﾃﾑ

マイクロ構造

システムネットワーク

基層、基板上での装置

とシステムの製造・処理

大規模化 その他

可撓性、変形の要素  
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図 2.6.4-2 センサに関する課題と解決手段 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 センサは、23 件中４件が登録となっている。加速度センサ、圧力センサ、角速度検出セ

ンサに係るものである。 

 加速度センサに関しては、登録特許が３件ある。自動車等の移動体の衝突の際に動作さ

せるエアバッグ用や車体制御用でのアクティブサスペンションに用いる三次元加速度セン

サに関し、連結部材が中心部の周囲に設けられたダイヤフラムと梁との組み合わせにより

構成したもの、静電容量式加速度センサに関し、簡単な構成で自己診断あるいは較正でき

るものが２件ある。 

 また、マイクロセンサに関して、可動部と固定部との動作不能を防止するものが１件あ

る。 

 エアバッグ関連のダイヤフラムを用いた加速度センサ４件、カーナビ等に用いる角速度

センサが２件あり、いずれも係属中である。 

 

 表 2.6.4 に、日立製作所の技術要素別課題対応特許を示す。35 件の出願があり、８件が

登録となっている。登録特許は出願日、主 IPC、図および概要入りで示す。 
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造

性

向

上

特

性

向

上

高

精

度

化

経

済

性

向
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化

大

規

模

化

そ

の

他

特異構造

配置構造

基板構造

梁構造

構造限定

電極

熱的構造

可動構造

一体構造

密閉構造

材料限定

圧電材料

電気・電子回路

電子素子

電圧印加

錘部

振動体

ﾌﾟﾛｾｽ・接着

ﾌﾟﾛｾｽ一般

基板加工

その他
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表 2.6.4 日立製作所の技術要素別課題対応特許（1/4） 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

システム
・装置の
小型化

可動部構造：金属膜 特開2000-154783 マイクロポンプとその製

機械的
特性向上 流体制御：静電気力 特開平11-082309 微量吐出装置

ス
ラ
イ
ド
、

回
転
可
能

な
要
素 長　期

安定化 構造限定：部材配置 特開2001-062791 描画用探針及びその製作方法

集積・
高密度化 可動板構造：静電力

特開平9-065491
（取下）

電気－機械変換装置

電気的
特性向上 電極構造：誘電体 特開平9-285143 誘電体電極アクチュエ－タ

運動的
特性向上 可動部構造：配置構造 特開平10-337049 静電型微小アクチュエ－タとその製造方法

経済性
一　般

可動部構造：配置構造 特開平9-265738 ヘッド支持機構及び情報記録装置

シ
リ
コ

ン
材
料

加工の
容易化 犠牲層：レジスト 特開平11-054452

深溝底面または高段差部底面における電極パタ－ン形成方
法

材料限定 特開平10-048246 半導体加速度センサ

材料限定：多結晶シリコン 特開平10-062447 半導体加速度センサおよびその製造方法

プロセス一般 特許　3331173
98.07.03

G01P 15/12

半導体センサの製造方法
　シリコン単結晶基板の所定領域に水素イオンを打ち込
み、その後、熱処理して打ち込み層を飛散除去することに
より分離用空隙が形成されることにより成形加工する。

集積・
高密度化 錘部：重心部

特開平5-264577
（取下）

加速度センサ及びそれを使用したエアバッグ装置並びに車
体制御装置

個
別
素
子
デ
バ
イ
ス
の
小
型
化

可
撓
性
、

ま

た
は
変
形
可

能
な
　
要
素

ア
ク
チ
ュ

エ
ー

タ

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）
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表 2.6.4 日立製作所の技術要素別課題対応特許（2/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

電極：２種類の材料 特許　2118527
90.06.15

G01P 15/125
日立カ－

エンジニアリング

半導体加速度センサ
　可動電極に対向する導電性固定電極は２種以上の金属材
料を用いて、２層に形成され、固定電極を支持する基板と
直接接触する第１の層は、第２の層の材料より低融点材料
からなる

電極：接合
特開平5-215770
　　　　（取下）

半導体容量式加速度センサ

付
着
・
粘
着
防
止

配置構造：梁 特許　2773495
91.11.18

G01P 15/125

三次元加速度センサ
　固定電極が配置された支持体と、支持体に固定された中
心部と、可動電極となる質量部と、中心部と質量部とを接
続する連結部材とを備え、連結部材は中心部の周囲に設け
られたダイヤフラムと梁との組み合わせによる

温
度
変
化
へ
の
対
策

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
す
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）
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表 2.6.4 日立製作所の技術要素別課題対応特許（3/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

電圧印加：較正 特許　3145040
89.10.20

G01P 21/00

静電容量式加速度センサ
　第１の電極と第２の電極との間に電圧を印加する印加手
段を設け、電圧の印加に対する出力手段の出力に基づい
て、出力手段の較正を行なう

電圧印加：較正 特許　3173504
89.10.20

G01P 21/00

加速度検出装置および静電容量式加速度検出装置
　第３の電極と、第２の電極との間に静電気力を印加する
印加手段を設け、静電気力の印加に対する出力手段の出力
に基づいて、出力手段の較正を行なう

電極：配置 特開2000-131071 回転角速度センサ

加工の
容易化

プロセス一般：ドライエッ
チング

特開平5-142247
　　　　（取下）

半導体加速度センサ

組み立て
の容易化 可動構造：片持ち梁

特開平5-149971
　　　　（取下）

加速度センサ

歩
留
ま
り
向
上

特異構造：突起 特許　2804196
92.03.19

G01P 15/125
日立カ－

エンジニアリング

マイクロセンサ及びそれを用いた制御システム
　可動電極部と可動電極部との間の静電容量に基づいた信
号を出力するマイクロセンサにおいて、突起は、絶縁性を
有し、可動電極部と固定電極部との間に複数個設けられ、
複数個の突起と可動電極部の支持部とが同一直線上にない
こと

信
頼
性
一
般

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）
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表 2.6.4 日立製作所の技術要素別課題対応特許（4/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

特異構造：凸部
特開平5-340961

（取下）
加速度センサ

プロセス一般：エッチス
トップ

特開平6-160425
（取下）

半導体容量式加速度センサ

プロセス一般：段差
特開平6-249875

（取下）
加速度センサ

特異構造：溝 特開平10-104265 加速度センサ

運
動
的
特
性
向
上

構造限定 特許　3310216
98.03.31

H01L 21/306

半導体圧力センサ
　ダイアフラムのうち被測定流体が接触する受圧面に絶縁
膜が被覆され、さらに絶縁膜の上に電磁シールド用導電膜
が接地状態で被覆されている。

電極
特開平5-232135

（取下）
加速度センサ

電気・電子回路
特開平7-012667

（取下）
物理量センサおよび物理量センサシステム

形状限定：アルミニウム 特開平10-142086
半導体圧力センサとその製造方法及びこれを用いた差圧伝
送器

制御/測定
精度の向上 梁構造：断面が点対称 特開2000-055668 角速度検出センサ

温
度
変
化
に
よ
る
検
出
誤
差

電気・電子回路：所定電位 特許　3319173
94.09.19
G01F 1/68

センサ
　シールド薄膜の厚さを薄肉部に形成した絶縁層の厚さよ
り薄くし、接続膜部の構造を工夫しシールド薄膜を一定電
位に保持する。

集積・
高密度化 プロセス一般：ヘッド

特開平5-250708
（取下）

光学式情報記録再生装置

加工の
容易化

電圧印加：電極 特開平9-236907 パタ－ン形成装置およびそれを用いたリソグラフイ装置

運動的
特性向上 可動構造：選択的作動

特開平5-048038
（取下）

半導体装置

マ
イ
ク
ロ
光

学
電
気
機
械

シ
ス
テ
ム

2
次
元
マ

ト
リ
ク
ス

配置構造：プリズム
特開平8-163031

（取下）
導波路型光スイツチ及び導波路型マトリクス光スイッチ

マ
イ
ク
ロ
電
気

機
械
シ
ス
テ
ム

歩
留
ま
り
向
上

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）

制
御
/
測
定

精
度
の
向
上
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2.7.1 企業の概要 

 

商号 松下電工 株式会社 

本社所在地 〒571-8686 大阪府門真市大字門真1048 

設立年 1935年（昭和10年） 

資本金 1,383億49百万円（2002年11月末） 

従業員数 15,302名（2002年11月末）（連結：48,091名） 

事業内容 照明器具、情報機器（配線器具等）、電器（美容・健康家電等）、住設建

材、電子材料（プリント配線材料等）、制御機器の製造・販売、他 

 
松下電工は照明、情報機器、電器、住設建材、電子材料、制御機器など、企業体と

して世界でも稀な幅広い分野の商品を扱っている。この商品群の多様さに応じて、市

場も住宅をはじめ、ビル、商業施設、公共施設、工場など広範囲に及んでいる。「IT

革命」「地球環境」「少子高齢化」といった社会トレンドを的確にとらえ、既存事業の

革新を推し進めるとともに、R&D やニュービジネスの課題として、新しい市場、商品、

サービスの創造に取り組んでいる。 

 
2.7.2 製品例 

 松下電工では、MEMS ファウンダリーサービスとして、マイクロ加工デバイス試作・生産

受託を行っている。社内向けセンサ、アクチュエータの開発、量産実績により、検証試作

段階から量産時点のプロセスの品質を意識したプロセス設計やサービス提供を行うもので

ある。その主要技術としては、回路設計・設計／解析・３次元微細加工・接合・実装・評

価などがある。 

 
表 2.7.2 松下電工の製品例（出典：松下電工のホームページ 

http://www.mew.co.jp/mems/index.html MEMS ファウンダリーサービス ） 

   製品名    発売年             概要・特徴 

 圧力センサ     ─  MEMS 開発着手時点より取り組んでおり、累積 1,000 万個の生産 

生産実績。血圧計、FA 用圧力計等に応用されている。 

 加速度センサ    ─  車載用として納入実績があり、厳しい品質要求に対応している。  

複雑な構造を持つ熱駆動アクチュエータの試作開発に取り組ん 

でいる。SOI 技術応用による小型化を実現。 

マイクロリレー   ─  複雑な構造を持つ熱駆動アクチュエータの試作開発に取り組ん 

でいる。2000 年国際リレー学会にて発表。 

 

 

 

2.7 松下電工
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2.7.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.7.3 に、松下電工の出願件数と発明者数を示す。出願傾向としては、1993 年頃およ

び 1999 年頃にピークが認められ、最近では特に研究開発が活発化されていることが想定さ

れる。発明者数の特徴的な動向として、1999 年では 100 名にも及んでいる。 
 

松下電工の開発拠点 :  大阪府門真市大字門真 1048 番地 松下電工株式会社内 

 
図 2.7.3 松下電工の出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
2.7.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.7.4-1 に、松下電工の技術要素と課題の分布を示す。技術要素としてはアクチュエ

ータとマイクロ構造装置と協同するシステムに関する出願にほぼ２極化している。マイク

ロアクチュエータの内容は半導体マイクロアクチュエータである。マイクロ構造装置と協

同するシステムの内容は、赤外線・圧力・加速度等の各種センサに関する出願が多い。 
アクチュエータの課題としては、低消費電力化に関する出願が多く、信頼性向上や特性

向上の課題もある。また、マイクロ構造装置と協同するシステムについての課題としては、

信頼性向上と特性向上に関する出願が多い。 
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図 2.7.4-1 松下電工の技術要素と課題の分布 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 2.7.4-2 には松下電工の第一の特徴的な技術要素アクチュエータに関する課題と解決

手段の対応を示したものである。課題として低消費電力に着目すると、その解決手段とし

て可動部構造で対応した特許が多い。 
 

図 2.7.4-2 アクチュエータに関する課題と解決手段 
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図 2.7.4-3 には松下電工の第二の特徴的な技術要素マイクロ構造装置と協同するシステ

ムに関する課題と解決手段との対応を示したものである。課題として特性向上に着目する

と、その解決手段として熱的構造で対応した特許が多い。 

 
図 2.7.4-3 マイクロ構造装置と協同するシステムに関する課題と解決手段 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 表 2.7.4 に、松下電工の技術要素別課題対応特許を示す。34 件の出願があり、１件が登

録となっている。登録特許は出願日、主 IPC、図および概要入りで示す。 
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表 2.7.4 松下電工の技術要素別課題対応特許（1/2） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

残留応力
低減 薄膜形成：パターン処理

特開平5-231970
（取下）

薄膜体ブリッジ構造

可動部構造：配置構造 特開2002-166400 半導体マイクロアクチュエ－タ

可動部構造：可動制御 特開2002-192496 マイクロアクチュエ－タ

可動部材料：温度制御 特開2002-192497 半導体マイクロアクチュエ－タ

製造工数
の削減

可動部構造：可動部材料 特開2002-103297 マイクロアクチュエ－タ

電気的
特性向上

可動部構造：熱絶縁部 特開2001-150394 半導体マイクロアクチュエ－タ

機械的
特性向上

可動部構造：配置構造 特開2001-153257 半導体マイクロバルブ

熱　的
特性向上

駆動材料：ポリイミド膜
特開2000-246676
［被引用1回］

半導体マイクロアクチュエ－タ及び半導体マイクロバルブ
及び半導体マイクロリレ－

駆動方式：熱絶縁 特開2000-309000

半導体装置及びこれを用いた半導体マイクロアクチュエ－
タ及び半導体マイクロバルブ及び半導体マイクロリレ－並
びに半導体装置の製造方法及び半導体マイクロアクチュエ
－タ

駆動方式：熱絶縁 特開2000-317897
熱絶縁構造体及びこれを用いた半導体マイクロアクチュエ
－タ及び半導体マイクロバルブ及び半導体マイクロリレ－

可動部構造：配置構造 特開2001-150391 半導体マイクロアクチュエ－タ

可動部構造：配置構造 特開2001-150392 半導体マイクロアクチュエ－タ

可動部構造：配置構造 特開2001-150393 半導体マイクロアクチュエ－タ

可動部構造：配置構造 特開2002-160197 半導体マイクロアクチュエ－タ

可動部構造：熱絶縁 特開2001-138295 半導体マイクロアクチュエ－タ

可動部構造：熱絶縁 特開2001-153258 半導体マイクロバルブ

可動部構造：熱絶縁 特開2002-160199
半導体マイクロアクチュエ－タの製造方法、
半導体マイクロアクチュエ－タ

その他：付着 特開平10-038730 圧力センサ並びに圧力センサを用いた圧力検出装置

プロセス・接着：応力 特開2001-041837 半導体センサおよびその製造方法

配置構造：温度 特開2001-141092 半導体マイクロバルブ

材料限定：タングステン
特開平6-258338

（取下）
半導体加速度センサ

配置構造：ダメージ
特開平7-106643

（取下）
赤外線検出素子及びその製造方法

長
期
安
定
化

マ
イ
ク
ロ
構
造
装

置
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協
同
す
る
シ

ス
テ
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（
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サ
）

長
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ュ
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ー
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低
電
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/
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池
駆
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変
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量
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絶
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散

歩
留
ま
り
向

上
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表 2.7.4 松下電工の技術要素別課題対応特許（2/2） 

 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

電気的
特性向上 熱的構造：基板除去

特開平7-128140
（拒絶査定確定）

02.04.02
赤外線検出素子

熱　的
特性向上 熱的構造 特開平9-243492 圧力センサ

熱的構造：減圧構造 特許　2725965
92.10.15

G01J　1/02

赤外線センサ
　温度による抵抗値の変化を利用して赤外線を検出するも
ので、検出素子をパッケージに封入し、１Torr以下の減圧
状態として、熱絶縁する。

熱的構造：検出部距離大
特開平6-137935

（拒絶査定確定）
01.09.04

赤外線センサ

熱的構造：ポリイミド膜
特開平6-241890

（取下）
赤外線センサ

電子素子：サーミスタ設置
特開平7-092187

（取下）
加速度センサ

配置構造：配線接続 特開平9-138173 半導体圧力センサ

特異構造：電極
特開平7-128139

（取下）
赤外線検出素子

特異構造 特開2001-138296 半導体マイクロバルブ

マ
イ
ク
ロ

電
気
機
械

シ
ス
テ
ム

機械的
特性向上 可動構造：撓み 特開2002-170470 半導体マイクロリレ－及びその製造方法

破
損
・
断
線

の
　
防
　
止

基板接合：プロセス改良 特開平9-153626 ３軸半導体加速度センサの製造方法

温
度
変
化

へ
の
対
策

プロセス・特異層：材料限
定

特開2001-150398 シリコンウエハの接合方法

　
基
層
、

基
板
上
で
の

　
装
置
、

シ
ス
テ
ム
の

　
製
造
・
処
理

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）

温
度
変
化

へ
の
対
策

制
御
/
測
定

精
度
の
向
上

熱
的
特
性
向
上
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2.8.1 企業の概要 

 
商号 オムロン 株式会社 

本社所在地 〒600-8530 京都市下京区塩小路通堀川東入南不動堂町801 

設立年 1948年（昭和23年） 

資本金 640億82百万円（2002年3月末） 

従業員数 6,020名（2002年3月）(連結：25,124名) 

事業内容 電気機械器具、電子応用機械器具、精密機械器具、医療用機械器具および

その他の一般機械器具の製造・販売・附帯業務 

 

2.8.2 製品例 

オムロンではさまざまな特性をもつ静電容量型圧力、加速度センサの開発に取り組んで

きた。圧力によって変形した可動電極と固定電極間の静電容量の微細な変化を読み取り検

出する静電容量型の場合、構造的に感度を落とすことなく小型化するには限界があり、オ

ムロンが独自に開発したドーナツダイヤフラム構造の採用により、高い出力直線性を実現

した。従来品の 1/10 の超小型サイズとなった。 

また、オムロンでは、マイクロマシニング技術により、リレー、スイッチ等の制御機器

の小型化／高速化の研究開発をしている。マイクロマシニングリレーは、独自の高効率ア

クチュエータ（EAGLE）と高周波低損失構造（HF 構造）を用いることで、世界最小サイズ

でありながら優れた高速性を達成している。 
 

表 2.8.2 オムロンの製品例（出典：オムロンのホームページ） 

      製品名        発売年          概要・特徴 

圧力センサ             ─    半導体 MEMS チップを採用した微圧センサ 

サ形 D8M-A1 

圧力センサと加速度センサの 1996～2000 

年の実績累計 800 万個 

 マイクロマシンドリレー       ─    高効率 MEMS アクチュエータ(EAGLE)により 

表面実装 IC レベルの小型化を実現 

URL http://www.omron.co.jp/ecb/tec/index.html 

 
2.8.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.8.3-1 に、オムロンの出願件数と発明者数を示す。出願傾向としては、1996 年をピ

ークとして、毎年２～６件程度が出願されている。発明者数と出願件数はほぼ比例してお

り、数名の発明者による出願である。 
オムロンの開発拠点 : 京都府京都市右京区花園土堂町 10 番地 オムロン株式会社内 

 

2.8 オムロン
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図 2.8.1 オムロンの出願件数と発明者数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

2.8.4 技術開発課題対応特許の概要 
図 2.8.4-1 に、オムロンの技術要素と課題の分布を示す。マイクロ構造装置と協同する

システムに関する出願が最も多く、その具体的な内容は静電リレー、マイクロリレーに関

する出願であり、製品と直結していることがわかる。次に、マイクロ電気機械システムに

関する出願が多く、さらにマイクロ光学電気機械システムに関するものも多い。 

 
図 2.8.4-1 オムロンの技術要素と課題の分布  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 図 2.8.4-2 に、オムロンのマイクロ構造装置と協同するシステムに関する課題と解決手
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段との対応を示す。特性向上、小型化、信頼性向上、高精度化と広範な課題があり、その

解決手段としても構造、電極、材料、プロセスと広範な解決手段で対応している。 
 

図 2.8.4-2 マイクロ構造装置と協同するシステムに関する課題と解決手段 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.8.4-3 に、オムロンのマイクロ電気機械システムに関する課題と解決手段との対応

を示す。信頼性向上、製造性向上及び特性向上の課題に対して、解決手段として接点改良

で対応した特許が多く、電極構造・配置により対応したものもある。 
 

図 2.8.4-4 に、オムロンのマイクロ光学電気機械システムに関する課題と解決手段との

対応を示す。課題として小型化、信頼性向上、製造性向上、特性向上等と広範囲であるが、

その解決手段としては可動構造、静電可動、基板加工・構造で対応した特許が多い。 
 
 表 2.8.4 に、オムロンの技術要素別課題対応特許を示す。34 件の出願があり、９件が登

録となっている。登録特許は出願日、主 IPC、図および概要入りで示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1
1

1

1 1

1 1

1

1
1 1

1

1

課　題

解

決

手

段

小

型

化

信

頼

性

向

上

製

造

性

向

上

特

性

向

上

高

精

度

化

経

済

性

向

上

低

消

費

電

力

化

大

規

模

化

そ

の

他

特異構造

配置構造

基板構造

梁構造

構造限定

電極

熱的構造

可動構造

一体構造

密閉構造

材料限定

圧電材料

電気・電子回路

電子素子

電圧印加

錘部

振動体

ﾌﾟﾛｾｽ・接着

ﾌﾟﾛｾｽ一般

基板加工

その他



132 

図 2.8.4-3 マイクロ電気機械システムの課題と解決手段 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.8.4-4 マイクロ光学電気機械システムの課題と解決手段 
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表 2.8.4 オムロンの技術要素別課題対応特許（1/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

ア
ク
チ
ュ

エ
ー

タ

変
位
/
変
化
が
微
小

可動部構造：横歪発生 特許　3042333
94.10.18

G01B　7/16

電気信号変位変換装置、当該変換装置を用いた機器、およ
び当該変換装置を用いた流体搬送装置の駆動方法
　電界方向と垂直な方向に横歪を発生する動作部により、
動作部の厚み変化を生じさせる

個別素子
デバイス
の小型化

電気・電子回路：空乏層
特開平5-249134

（取下）
加速度センサ

小型化
一　般

可動構造：電極
特開平7-167885

（取下）
半導体加速度センサ及びその製造方法、ならびに当該半導
体加速度センサによる加速度検出方式

破損・断線
の防止 基板加工 特開平9-251030

静電容量型圧力センサおよびそのパッケ－ジング構造およ
び静電容量型圧力センサの製造方法

長　期
安定化 圧電材料：圧電材 特開平10-022509 センサ装置

組み立て
の容易化 基板構造：パッケージ 特開2000-019042 半導体センサ及び実装構造

電気的
特性向上 電極：配置 特開2000-113792 静電マイクロリレ－

機械的
特性向上 特異構造：静電容量 特開平11-201848 静電容量型センサ及び検出方法

運動的
特性向上 可動構造：２方向

特開平9-269335
（拒絶査定確定）

01.02.13
加速度センサおよびそれに用いる振動子

変
位
/
変
化
が
微
小

配置構造：各種検出手段 特許　3102320
95.09.29

G01D　21/02

センサ装置
　共振振動子、加振手段、振動検出手段からなり、一つの
振動子で２種類以上の物理量を検出する。

制御/測定
精度の向

上

構造限定：導入圧力抵抗の
差異

特開平7-167724
（取下）

圧力検出方法及び圧力検出器

経済性
一　般

密閉構造 特開平9-304211
静電容量型圧力センサのパッケ－ジング構造
およびパッケ－ジング方法

駆　動
変位量 構造限定：変形部 特開2000-164105

マイクロマシン、マイクロアクチュエ－タ及びマイクロリ
レ－

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）
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表 2.8.4 オムロンの技術要素別課題対応特許（2/4） 
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題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同

す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）

そ
の
他

電気・電子回路：共振 特許　3147772
96.03.29

G01D　21/02

センサ装置
　光ビームを利用して温度等の検知箇所と信号処理箇所を
離し、通信手段を必要としないセンサ装置である。

組み立て
の容易化 梁構造：幅変形 特開平10-106184 マイクロアクチュエ－タ

機械的
特性向上 配置構造：駆動手段 特開平10-162713 マイクロリレ－

接点：接触 特開2000-173375 マイクロリレ－用接点構造及びその製造方法

電極構造：湾曲 特開2000-306484 静電リレ－

残留応力
低　減 接点：固定接点 特開2000-243202 マイクロリレ－

接点：凹部 特開2000-348593 マイクロリレ－

積層構造：遮蔽 特開2001-023497 静電マイクロリレ－

破損・断
線の防止 電気回路：接点 特開2001-014997 静電リレ－

歩留まり
向　上 電極構造：分割 特開2001-014998 静電リレ－

電気的
特性向上 構造限定 特開2001-052587 マイクロリレ－

マ
イ
ク
ロ
光
学
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム

個
別
素
子
デ
バ
イ
ス
の
小
型
化

集積化：絶縁分離 特許　2981590
94.10.18

G02B　26/10

光スキャナ及びその製造方法
　光反射面を有する可動部と同じ薄さのフレームの一部に
絶縁物を介して半導体回路を設ける。

マ
イ
ク
ロ
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム

長
期
安
定
化

付
着
・
粘

着
　
防
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表 2.8.4 オムロンの技術要素別課題対応特許（3/4） 
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解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

個
別
素
子
デ
バ
イ
ス
の
小
型
化

移動構造：光学素子配置 特許　2924738
95.09.29

G02B　26/08

光偏向装置
　平行に配置され格子間隔が等しい２つの回折格子と、そ
の回折格子を垂直な方向に移動させる駆動手段を備える。

シ
ス
テ
ム
・
装
置
の
小
型
化

集積化：光学配置 特許　3235760
94.10.18

G11B　7/09

光学装置
　発光素子、結像光学素子、光反射面の光軸を一致させて
配置し、結像光学素子の集光位置を可変とする。

集
積
・
高
密
度
化

基板積層：集積化 特許　2981601
96.03.29

H01L　31/12

センサ装置
　振動子、加振部、光源、受光素子等の部品を基板上に設
け、基板を積層し、３次元的に集積する。

マ
イ
ク
ロ
光
学
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム
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表 2.8.4 オムロンの技術要素別課題対応特許（4/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

破損・断
線の防止 基板接合：配置構造

特開平6-167664
（取下）

振動子及び光スキャナ

組
み
立
て
の
容
易
化

可動部：特性制御 特許　2981600
96.01.17

G02B　26/10

光スキャナおよびそれを用いた光センサ装置
　光スキャナの振動子の共振特性を調整するために、弾性
変形部にばね定数可変素子を設ける。

電気的
特性向上

可動部：電気特性 特開平10-104543 光走査装置および方法

運動的
特性向上 可動部：配置構造 特開2002-156598 ガルバノミラ－

高
精
度
化
一
般

基板加工：構造限定 特許　2973272
94.05.10

G02B　26/08

可変光学面及び光スキャニングシステム
　電圧変化における可変光学面において、基板は矩形状
で、基板対向２辺のみがフレームに固定されている。

基

層

、

基

板

上

で

の

装

置

、

シ

ス

テ

ム

の

製

造

・

処

理

個
別
要
素
の
小
型
化

プロセス・エッチング：材
料限定

特開平5-027191
（取下）

振動子プレ－トの製造方法

マ
イ
ク
ロ
光
学
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム
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2.9.1 企業の概要 

 
商号 株式会社 村田製作所 

本社所在地 〒617-0824 京都府長岡京市天神2-26-10 

設立年 1950年（昭和25年） 

資本金 693億76百万円（2002年3月末） 

従業員数 5,065名（2002年3月末）（連結：27,386名） 

事業内容 電子部品の製造・販売（セラミックコンデンサ、圧電製品、高周波デバイ

ス、モジュール製品等） 

 

2.9.2 製品例 

 MEMS に関連した製品としては、下記の例がある。 

 

表 2.9.2 村田製作所の製品例（出典：村田製作所のホームページ

http://www.murata.co.jp/catalog/catalog.html#12 センサ） 

     製品名       発売年           概要・特徴         

圧電振動ジャイロ        ─    ジャイロスターENC シリーズ 

                    振動体に回転角速度が加わるとコリオリ力が発 

生するという原理を応用した角速度センサであ 

る。センサ素子部には独自の超小型セラミック 

バイモルフ振動子を採用し、さらに回路部のカ 

スタム IC かにより、超小型、超軽量、高速応 

答性を実現した。用途：ビデオカメラ、スチル 

カメラ等の手振れ検出、各種防振台、防振装置 

の揺れ検出 

 

2.9.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.9.3 に、村田製作所の出願件数と発明者数を示す。出願件数は 1994 年から 1996 年

にかけて高い傾向にあったが、最近は MEMS 関連の出願はみられない。発明者数は、年間最

高人数として 35 名を超えた出願年もあった。 
 

村田製作所の開発拠点 :  京都府長岡京市天神２丁目 26 番地 10 号  

株式会社村田製作所内 
 

2.9 村田製作所
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図 2.9.3 村田製作所の出願件数と発明者数 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2.9.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.9.4-1 に、村田製作所の技術要素と課題の分布を示す。マイクロ構造装置と協同す

るシステムに関する出願が多く、その内容は角速度センサに関する出願が圧倒的に多い。

マイクロ構造装置と協同するシステムに関する課題としては、高精度化がきわめて多く、

次いで製造性向上である。 
 

図 2.9.4-1 村田製作所の技術要素と課題の分布 
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 図 2.9.4-2 には、村田製作所のマイクロ構造装置と協同するシステムに関する課題と解

決手段との対応を示したものである。課題としては、高精度化及び製造性向上が多く、こ

れらの解決手段としては、特異構造、配置構造、構造限定、振動体等で対処した特許が多

いが、このほかに広範な解決手段で対応している。 

 

 

図 2.9.4-2 マイクロ構造装置と協同するシステムに関する課題と解決手段 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 2.9.4 に村田製作所の技術要素別課題対応特許を示す。31 件の出願があり、11 件が

登録となっている。登録特許は出願日、主 IPC、図および概要入りで示す。 
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表 2.9.4 村田製作所の技術要素別課題対応特許（1/4） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

可
撓
性
、

ま
た
は
変
形
可
能
な
要
素

形
状
・
寸
法
の
バ
ラ
ツ
キ
低
減

積層振動体：共振周波数 特許　3230359
93.12.16

G01C　19/56

共振型振動素子
　振動体が弾性材料基板と圧電体の積層構造からなる梁の
材料基板表面に形成され、圧電体への電圧印加で振動体の
共振周波数を調整する。

電磁力
回　路

個別要素
の小型化 コイル：磁束密度

特開平8-204139
（取下）

可変インダクタンス素子

個別要素
の小型化 固定電極：駆動電極 特開平10-149950 可変容量コンデンサ

凹構造：可動電極
特開平8-213282

（取下）
可変容量コンデンサ

凹形状：電極 特許　3351180
95.06.12
H01G 5/16

可変容量コンデンサ
　絶縁支持台９上に駆動電極10を固定形成し、その両側に
検出電極４を固定形成し、これらの各固定の電極４，10と
間隙を介して可動電極６を対向配置し、可動電極６と検出
電極４とにより容量コンデンサを形成する。

バイアス電圧：可動電極
特開平9-055337

(取下）
可変容量コンデンサ

可動構造：変位 特許　3307200
95.11.01

G01P　9/04

角速度センサ
　振動発生手段でＸ軸方向の振動を与えている状態で、角
速度による第二の振動体の変位量をＹ軸・Ｚ軸の２方向か
ら検出する。

配置構造：補償 特開平10-048018 流量センサ及び流量検出装置
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表 2.9.4 村田製作所の技術要素別課題対応特許（2/4） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

組
み
立
て
の
容
易
化

可動構造：振動体 特許　3336730
94.02.28
G01P 9/04

角速度センサ
　 センサ基板11にＹ軸方向に振動する第１の振動体10とＸ
軸方向に振動する第２の振動体16とＺ軸方向に振動する第
３の振動体17を形成する。

構造限定：保護膜
特開平8-105748

（拒絶査定確定）
01.12.25

角速度センサ及びその共振周波数の調整方法

構造限定：隙間 特開平8-219795 角速度センサ

特異構造：静電引力 特許　3090024
96.01.22

G01C　19/56

角速度センサ
　振動発生手段を枠状に形成した振動子と、振動子内に位
置して基板に固着して設けられ、振動子の高さより低い寸
法の柱状に形成された電極からなる。

製造性
一　般

圧電材料：ニオブ酸系
特開平5-256652

（取下）
振動ジャイロ

プロセス一般：圧電膜
特開平6-147903

（取下）
角速度センサ

構造限定：節を支持部 特許　3329068
94.04.28
G01P 9/04

角速度センサ
　支持枠３３に第１の支持梁部３５を介して枠状の検出用
捩れ振動子４０を支持する。また、検出用捩れ振動子４０
からは第２の支持梁部３６を介して枠状の音叉振動子３７
を支持する。

マ
イ
ク
ロ
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造
装
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）
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ま
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表 2.9.4 村田製作所の技術要素別課題対応特許（3/4） 
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課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

振動体：振動調整手段 特許　3230331
93.04.16

G01C　19/56

角速度センサ
　振動調整手段を設け、第一の振動子と第二の振動子の固
有振動数とが常に一致するよう制御する。

梁構造：振動
特開平8-054242

（拒絶査定確定）
01.02.04

振動ジャイロ

特異構造：バランス
特開平8-136575

（取下）
加速度検出装置

振動体：一体形成 特許　3265792
94.01.28

G01P　9/04

角速度センサ
　下側基板と絶縁層を介して接合された上側基板に２つの
振動体を一体形成する。

振動体 特許　3123301
93.04.16

G01C　19/56

角速度センサ
　音叉振動子と検出捩れ振動子からなり、さらに検出捩れ
振動子の外側に捩れ振動の外部伝搬エネルギ損失を緩和す
る緩衝捩れ振動子を設ける。

電子素子：容量変化 特開平8-050022 角速度センサ
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表 2.9.4 村田製作所の技術要素別課題対応特許（4/4） 
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題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

配置構造：空気流
特開平8-068637

（拒絶査定確定）
02.05.14

捩れ振動型ジャイロ

その他：共振周波数 特許　3307130
94.12.28

G01C　19/56

角速度センサ
　Ｘ方向とＺ方向の振動を分離し、Ｘ・Ｚ方向のコリオリ
力が同時に平面振動体に加えられても、Ｚ軸回り角速度検
出電極である第二の移動くし歯電極が第二の固定くし歯電
極に対してＺ方向にずれることを防止する。

特異構造：気体の流通 特開平10-096633 角速度検出装置

梁構造：支持梁 特開平11-064001 角速度センサ

圧電材料：空隙調整 特許　3230347
93.07.27

G01C　19/56

角速度センサ
　振動梁の両端固定の付け根領域の一方側に空隙を設け、
この空隙の幅を空隙調整手段で振動梁の振動方向と直行す
る方向に可変調整する。

構造限定：静電容量 特開平10-062177 角速度検出装置

配置構造：正三角形配置 特開平10-221085 角速度検出装置

配置構造：点対称配置 特開平10-221086 角速度検出装置
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化
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2.10.1 企業の概要 

 
商号 日本電信電話 株式会社 

本社所在地 〒100-8116 東京都千代田区大手町2-3-1 

設立年 1985年（昭和60年） 

資本金 9,379億50百万円（2002年3月末） 

従業員数 3,165名（2002年3月末）（連結：213,062名） 

事業内容 NTTグループ会社の発行株式の引き受け・保有、NTTグループ会社への助言・

あっせん・援助、電気通信技術に関する研究、これらの附帯業務 

 
2.10.2 製品例 
 MEMS に関連した製品としては、下記の例がある。 

 

表 2.10.2 日本電信電話の製品例（出典：日本電信電話のホームページ） 

製品名 発売年 概要 

光クロスコネクト ─ MEMS ミラー。 

研究開発中 

マトリクス光スイッチ ─ 16×16 程度 

光マイクロエンコーダ ─ レーザ部と受光部を一体形成。 

製品化済 

URL http://www.ntt.co.jp/ 

 

2.10.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.10.3 に、日本電信電話の出願件数と発明者数を示す。出願動向としては、1992 年

に件数のピークがあるが、近年の出願は１～２件である。発明者数は 10 名程度である。 

日本電信電話の開発拠点 :  東京都武蔵野市緑町 3-9-11 武蔵野研究開発センタ内 

 

図 2.10.3 日本電信電話の出願件数と発明者数 
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2.10.4 技術開発課題対応特許の概要 
 図 2.10.4-1 に、日本電信電話の技術要素と課題の分布を示す。マイクロ光学電気機械シ

ステム（光 MEMS）に関する出願が多い。光 MEMS の内容は、マトリクス光スイッチ、光ス

キャナ、波長可変半導体レーザ、光エンコーダなどである。アクチュエータやマイクロ構

造装置と協同するシステムに関する出願も多い。 

 マイクロ光学電気機械システムに関する課題としては、大規模化が多く、次いで特性向

上がある。アクチュエータに関する課題としては、特性向上が多い。 
 

図 2.10.4-1 日本電信電話の技術要素と課題の分布 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 2.10.4-2 に最も件数の多い光 MEMS に対する課題と解決手段との対応の分布を示す。

大規模化の課題に対しては、可動構造あるいは集積・配置による解決手段で対応している。

また、特性向上の課題に対しても、可動構造あるいは集積・配置構造による解決手段で対

応している。 

 表 2.10.4 に日本電信電話の技術要素別課題対応特許を示す。29 件の出願があり、８件

が登録となっている。登録特許は出願日、主 IPC、図および概要入りで示す。 
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その他の回路

マイクロ構造装置
と協同するシステム

マイクロ電気機械システム

マイクロ光学電気機械ｼｽﾃﾑ

ﾏｲｸﾛ構造ｼｽﾃﾑﾈｯﾄﾜｰｸ

基層、基板上での装置
とシステムの製造・処理

その他低消費電力化小型化 信頼性向上 製造性向上 特性向上 　高精度化 経済性向上 大規模化

可撓性、変形の要素  
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図 2.10.4-2 光 MEMS に関する課題と解決手段 
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電
力
化

可動構造

圧電体

一体構造

基板加工・構造

形状・構造限定

光学結合

光学素子配置

光学特性

光学配置

材料限定

集積・配置構造

静電可動

積層構造

プロセス

電気回路

電極配置

電磁可動

特異構造

その他
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表 2.10.4 日本電信電話の術要素別課題対応特許（1/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

個
別
素
子

デ
バ
イ
ス

の
小
型
化

可動部材料：温度制御
特開平5-268782

（拒絶査定確定）
01.06.13

マイクロアクチュエ－タ

可動部材料：圧電材料
特開平5-244782

（取下）
マイクロアクチュエ－タ及びその作製法とマイクロハンド

駆動構造：光圧発生
特開平6-213139

（拒絶査定確定）
01.07.31

光圧アクチュエ－タ及びその製造方法

感温磁性体：加熱手段
特開平5-268783

（取下）
マイクロ・アクチュエ－タ

感温磁性体：加熱手段
特開平5-300771

（拒絶査定確定）
02.12.03

双安定型制御スイッチ

材料：焦電体
特開平6-197559

（取下）
光制御形静電気駆動アクチュエ－タ

材料：特定結晶材料
特開平7-213077

（取下）
光制御型静電気駆動アクチュエ－タ

シ
ス
テ
ム
・
装
置
の
小
型
化

配置構造：両端出射 特許　3034899
90.04.09
G01D 5/38

エンコ－ダ
　励振方向の途中に２つの全反射面を有し、両端面から出
射する２つの光ビームが交差するように形成された半導体
レーザと、光検出器をを備え、半導体レーザと光検出器を
同一基板上に一体的に形成

システム
・装置の
小型化

配置構造：光検出器一体 特開2000-028316 集積型マイクロ変位計

機
械
的
特
性
向
上

運
動
的
特
性
向
上

ア
ク
チ
ュ

エ
ー

タ

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）
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表 2.10.4 日本電信電話の技術要素別課題対応特許（2/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

集　積・
高密度化 配置構造：光検出器一体 特開2001-021314 変位測定装置

破損・断線
の　防止 特異構造：電極 特開2000-081406 極微少量フロ－セル、及びその製造方法

配置構造：両端出射 特許　3290888
96.05.27

G01B 11/00

レ－ザ測長器およびその製造方法
　同一基板上に配置された第1、第2の端面から出射する半
導体レーザと少なくとも2個のフォトダイオードと光導波路
を設け、光導波路の一端は半導体レーザの端面と光結合
し、他端は測定対象物に対向

配置構造：一体形成 特開平11-133042 速度測定装置およびその製造方法

制御/測定
精度の向上 その他 特開2001-336953 エンコ－ダおよびその製造方法

個別素子
デバイス
の小型化

可動部：コイル
特開平6-076716

（取下）
電磁駆動リレ－

集　積・
高密度化 構造限定：封止 特開平10-313139 微小機械装置およびその製造方法

個別素子
デバイス
の小型化

電極配置：ミラー配置 特開平9-159939 戻り光制御装置

組
み
立
て
の
容
易
化

可動部：光学素子配置 特許　3053146
92.10.15

G02B 26/10

光スキャナ
　半導体基板上に、振動子と、振動子を励振する半導体
レーザを集積化

組
み
立
て
の
容
易
化

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）

マ
イ
ク
ロ
光
学
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム

マ
イ
ク
ロ

電
気
機
械

シ
ス
テ
ム
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表 2.10.4 日本電信電話の技術要素別課題対応特許（3/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

組
み
立
て
の
容
易
化

可動部：ミラー配置 特許　3196791
92.12.16
H01S 5/14

波長可変半導体発光装置
　半導体レーザと、外部ミラーと、外部ミラーを半導体
レーザ光軸方向に駆動するマイクロアクチュエータを同一
基板上に集積化

運動的
特性向上 光学素子配置：配置構造 特開2002-156586 波長可変光フィルタ

可動部：ミラー配置 特開平11-243246 外部共振器半導体レーザ

配置構造：液体 特許　3061134
99.05.20

G02B 26/08

光スイッチ
　交差導波路の溝の中心線を第１、第２の導波路の光点に
おける内角等分線と一致させる

2
次
元
マ
ト
リ
ク
ス

配置構造：液体 特許　3077758
99.05.11

G02B 26/08

光スイッチ
　交差する光導波路の交差点に溝を設け、屈折率整合液の
移動するための加熱手段を交差点近傍に設けた光スイッチ
で、両端開放を持つ

光
学
的
特
性
向
上

マ
イ
ク
ロ
光
学
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム
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表 2.10.4 日本電信電話の技術要素別課題対応特許（4/4） 

 技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

配置構造：液体 特許　3068415
94.08.19

G02B 26/08

表面張力熱制御型導波路光スイッチ
及びマトリクス型光スイッチ
　交差光導波路の交差点に溝を持ち、屈折率整合液を移動
させる加熱ヒータを持つ構成

移動構造：ミラー配置
特開平5-113543

（拒絶査定確定）
00.12.12.

マトリクス光スイッチ

光学素子配置：集積化
特開平5-130038

（拒絶査定確定）
00.10.24

大規模マトリクス光スイッチ

移動構造：ミラー配置
特開平5-134195

（取下）
［被引用1回］

マトリクス光スイッチ

マ
イ
ク
ロ
構
造
シ
ス

テ
ム
ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク

運
動
的
特
性
向
上

配置構造：電気制御 登録　2549789
92.01.13
G05D 3/00

複数アクチュエ－タの協調制御方法
　複数アクチュエータにおいて隣接したアクチュエータに
対の状態量の差と所定の協調係数との積に比例した駆動力
を発生

基
層
、

基
板
上
で
の

装
置
、

シ
ス
テ
ム
の

製
　
造
　
・
　
処
理

加
工
の
容
易
化

プロセス・エッチング：
エッチング

特開平5-037082
（取下）

化合物半導体の加工方法

2
次
元
マ
ト
リ
ク
ス

マ
イ
ク
ロ
光
学
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム
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2.11.1 企業の概要 

 
商号 セイコーエプソン 株式会社 

本社所在地 〒392-0001 長野県諏訪市大和3-3-5 

設立年 1942年（昭和17年） 

資本金 125億31百万円（2002年3月末） 

従業員数 13,104名（2002年3月末）（連結：68,786名） 

事業内容 情報関連機器（PC、ﾌﾟﾘﾝﾀ・ｽｷｬﾅ等ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ周辺機器、液晶ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ等映像

機器）、電子ﾃﾞﾊﾞｲｽ、精密機器（ｳｵｯﾁ、眼鏡ﾚﾝｽﾞ）等の製造・販売 

 
2.11.2 製品例 
 MEMS に関連した製品としては、下記の例がある。 

 

表 2.11.2 セイコーエプソンの製品例（出典：セイコーエプソンのホームページ） 

製品名 発売年 概要 

プリンタヘッド ─ カラリオシリーズに使用されていると

考えられる。HP に具体的な記載は見当

たらない。 

 URL http://www.epson.co.jp/  

 

2.11.3 技術開発拠点と研究者 
図 2.11.3 に、セイコーエプソンの出願件数と発明者数を示す。出願動向として、1992

年および 1998 年に出願ピークがあり、2000 年においても出願件数の増加が認められる。

発明者数は 10 名程度である。 
セイコーエプソンの開発拠点 : 東京都新宿区西新宿２丁目４番１号  

 セイコーエプソン（株）内 
 

図 2.11.3 セイコーエプソンの出願件数と発明者数 
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0

1

2

3

4

5

6

7

8

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00

出願年

出
願
件
数

0

2

4

6

8

10

12

14

16

発
明
者
数

出願件数

発明者数



152 

1

1 2

1

1 5 4

2 2 4

2 1

課　題

技
術
要
素

スライド、回転可能な要素

アクチュエータ

3次元構造体

シリコン系素材

その他の材料

電磁力回路

静電力回路

その他の回路

マイクロ構造装置
と協同するシステム

マイクロ電気機械システム

マイクロ光学電気機械ｼｽﾃﾑ

マイクロ構造
システムネットワーク

基層、基板上での装置
とｼｽﾃﾑの製造・処理

その他低消費電力化小型化 信頼性向上 製造性向上 特性向上 　高精度化 経済性向上 大規模化

2.11.4 技術開発課題対応特許の概要 
 図 2.11.4-1 に、セイコーエプソンの技術要素と課題の分布を示す。マイクロ電気機械シ

ステム（狭義の MEMS）と、マイクロ光学電気機械システム（光 MEMS）に関する出願が多い。 

 マイクロ電気機械システムに関する課題としては、信頼性向上、製造性向上が多い。ま

たマイクロ光学電気機械システムに関する課題としては、特性向上が多い。 
 

図 2.11.4-1 セイコーエプソンの技術要素と課題の分布 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 2.11.4-2 に、マイクロ電気機械システムに対する課題と解決手段との対応の分布を示

す。課題としては信頼性向上、製造性向上が多く、これらの解決手段としては前者に対し

ては特異構造、後者に対しては形状・構造限定によるものが多い。 
図 2.11.4-3 に、マイクロ光学電気機械システム（光 MEMS）に関する課題と解決手段と

の対応の分布を示す。特性向上の課題については、圧電体、形状・構造限定など多様な解

決手段で対応している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

可撓性、変形の要素  
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図 2.11.4-2 マイクロ電気機械システムに関する課題と解決手段 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

図 2.11.4-3 マイクロ光学電気機械システムに関する課題と解決手段 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 表 2.11.4 にセイコーエプソンの技術要素別課題対応特許を示す。26 件の出願があり、

２件が登録となっている。登録特許は出願日、主 IPC、図および概要入りで示す。 

1
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1

課　題

解
決
手
段

小
型
化

信
頼
性
向
上

製
造
性
向
上

特
性
向
上

高
精
度
化

経
済
性
向
上

大
規
模
化

そ
の
他

低
消
費
電
力
化

圧電材料

押圧部材

回転可動

回転子・固定子

可動部

基板加工・構造

特異構造

形状・構造限定

光学特性

高分子

材料限定

探　針

磁気配置

集積・配置構造

接　点

プロセス

ダイヤフラム

超音波

電気・電子回路

電極構造・配置

突　起

熱的構造

梁構造

その他

1

1

1 1

1

1

1

1

課　題

解
決
手
段

小
型
化

信
頼
性
向
上

製
造
性
向
上

特
性
向
上

高
精
度
化

経
済
性
向
上

大
規
模
化

そ
の
他

低
消
費
電
力
化

可動構造

圧電体

一体構造

基板加工・構造

形状・構造限定

光学結合

光学素子配置

光学特性

光学配置

材料限定

集積・配置構造

静電可動

積層構造

プロセス

電気回路

電極配置

電磁可動

特異構造

その他
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表 2.11.4 セイコーエプソンの技術要素別課題対応特許（1/2） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

可
撓
性
、

ま

た
は
　
変
形

可
能
な
要
素

破
損
・
断
線

の
　
防
　
止

電極表面層：プラチナ
特開平6-131936
　（取下）

対向電極

信頼性
一　般

電極構造：配線形式 特開2000-286265

単結晶シリコンウエハにおける配線構造、
狭ピッチ用コネクタ、マイクロマシン、
圧電アクチュエ－タ、静電アクチュエ－タ、
インクジェットヘッド、インクジェットプリンタ、

機
械
的
特
性
向
上

電極構造：高誘電率物質 特許　3263971
92.05.14
H02N 1/00

静電アクチュエ－タ－
　静電アクチュエータにおいて、振動板と対向電極間に高
誘電率物質と自由空間を持つ

運動的
特性向上 輸送形状：圧電体膜 特開2000-167787

微小物体輸送装置、微小物体輸送装置の
製造方法、および微小物体の輸送方法

マ
イ
ク
ロ
　
構
造
装

置
と
　
協
同
す
る
シ

ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）

制
御
/
測
定

精
度
の
向
上

構造限定：突起
特開平5-248356

（取下）
［被引用1回］

マイクロポンプにおける検出装置

シ
ス
テ
ム
・
装
置
の
小
型
化

可動部：制御部 特許　3028607
92.11.02

B25J 　5/00

マイクロロボット
　互いに独立して駆動するように装着され、移動方向に対
し直角方向に離れた駆動点を持つ薄板状に構成された一対
の駆動部などからなる

破損・断
線の防止 材郎限定：エッチング 特開平9-123448 インクジェット式記録ヘッド

材料限定：プラスチック
フィルム

特開平5-079460
（取下）

マイクロポンプの製造方法

特異構造：段差
特開平6-093972

（取下）
マイクロポンプ及びその製造方法

マ
イ
ク
ロ
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム

付
着
・
粘

着
　
防
止

ア
ク
チ
ュ

エ
ー

タ
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表 2.11.4 セイコーエプソンの技術要素別課題対応特許（2/2） 

 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

流路：振動板 WO00/58204

狭ピッチ用コネクタ、ピッチ変換装置、
マイクロマシン、圧電アクチュエ－タ、
静電アクチュエ－タ、インクジェットヘッド、
インクジェットプリンタ、液晶装置、電子機器

流路：振動板 WO00/58205

狭ピッチ用コネクタ、静電アクチュエ－タ、
圧電アクチュエ－タ、インクジェットヘッド、
インクジェットプリンタ、マイクロマシン、
液晶パネル、電子機器

製造工数
の　削減

構造限定：異方性エッチン
グ

特開平7-156399 インクジェット式記録ヘッド、及びその製造方法

組み立て
の容易化 形状限定：凹凸

特開平6-173856
（取下）

マイクロポンプ

ダイヤフラム：圧力検出
特開平7-014479

（取下）

基板導通装置および圧力検出装置と
それを用いた流体吐出装置
およびインクジェットヘッド

プロセス・エッチング：窒
化膜

特開平5-001669
（取下）

［被引用1回］
マイクロポンプ及びマイクロバルブの製造方法

形状限定 特開2001-318325
光スイッチングユニット、光スイッチング
デバイス、光ガイド、および光スイッチング
ユニットの製造方法、映像表示装置

電極配置：ミラー配置 特開2000-075224
マイクロアクチュエ－タ、能動型マイクロ
光学素子、及び、画像表示装置

加工の容
易化

光学素子配置：ミラー配置 特開2001-281567 光スイッチングデバイス及び画像表示装置

歩
留
ま

り
向
上

基板接合：ミラー配置 特開平9-236762
空間光変調器およびその製造方法、
並びにその空間光変調器を用いた電子機器

圧電体：ミラー配置 特開2001-350107 薄膜ミラ－素子及び薄膜ミラ－アレイ

発熱体：液体 特開2000-105345
アクチュエ－タ、光スイッチング素子
および画像表示装置

材料限定：ミラー配置 特開2001-272613
光スイッチング素子、光スイッチングデバイス、
それらの製造方法、光スイッチングユニット
および映像表示装置

構造限定 特開2001-281564
微細構造体、その製造方法、光スイッチング
デバイス、光スイッチングユニット
および画像表示装置

形状・寸
法のバラ
ツキ低減

プロセス・型転写：型転写 特開2000-121966
マイクロマシン及びマイクロマシンの製造方法
及び空間光変調装置
及び空間光変調装置の製造方法

製造性
一　般

熱処理：陽極接合 特開平11-192712 基板の陽極接合方法及び基板の接合装置

特　性
その他

プロセス・エッチング：
エッチング

特開平5-306683
（取下）

マイクロポンプの製造方法
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2.12.1 企業の概要 
 
商号 日本ルーセント・テクノロジー株式会社 

本社所在地 東京都港区六本木 1-4-30 第 25 森ビル  

設立年 1985 年 9 月 3 日 

資本金 4 億円 

従業員数 約 77,000 人（全世界） 

事業内容 IP サービス 

光学機器（光クロスコネクト、ADM システムなど） 

VoIP など  
 
 米国ベル研究所を買収した世界最大級の通信機器メーカーであり、世界に先駆けて MEMS

ミラーに基づく大規模光クロスコネクトを実用化している。 
 
2.12.2 製品例 
 MEMS に関連した製品としては、下記の例がある。 

 

表 2.12.2 ルーセント テクノロジーズの製品例（出典：ルーセントのホームページ） 

製品名 発売年 概要 

光クロスコネクト 

（Lambda Router） 

─ MEMS ミラー。 

256×256 規模。 

実際のネットワークに試験的に導入 

マトリクス光スイッチ ─ 16×16 程度 

（出典：日本ルーセント社の URL http://www.lucent.co.jp/jp/co/index.html 

出典：米国のルーセント社の URL http://www.lucent.com/） 
 

2.12.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.12.1 に、ルーセント・テクノロジーズ社の出願件数と発明者数を示す。出願動向

としては、1997 年以降より増加傾向となり、MEMS 技術分野では出願年間件数が 10 件を超

えることは少ないことから、2000 年の出願件数 15 件は技術開発の展開期と解釈すること

もできる。発明者数は出願件数に比例しており、一定数の研究者での技術開発と想定され

る。 
 

ルーセント・テクノロジーズの開発拠点 : 米国  
 
 
 
 
 
 

2.12 ルーセント テクノロジーズ 
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図 2.12.3 ルーセント テクノロジーズの出願件数と発明者数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
2.12.4 技術開発課題対応特許の概要 
 図 2.12.4-1 に、ルーセント・テクノロジーズ社の技術要素と課題の分布を示す。マイク

ロ光学電気機械システム（光 MEMS）に関する出願が多い。光 MEMS の内容は、光スイッチ、

光クロスコネクト、波長可変半導体レーザ、アド・ドロップ装置などである。 
 

図 2.12.4-1 ルーセント テクノロジーズの技術要素と課題の分布 
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 図 2.12.4-2 に、最も件数の多いマイクロ光学電気機械システムに対する課題と解決手段

との対応の分布を示す。特性向上に関する課題が多く、これに対しては光学結合の工夫に

よる解決手段で対応している出願が多い。 
 

図 2.12.4-2 光 MEMS に関する課題と解決手段 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 表 2.12.4 にルーセント・テクノロジーズ社の技術要素別課題対応特許を示す。26 件の

出願があり、３件が登録となっている。登録特許は出願日、主 IPC、図および概要入りで

示す。 
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表 2.12.4 ルーセント テクノロジーズの技術要素別課題対応特許（1/2） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

ア
ク
チ
ュ

エ
ー

タ

製
造
工
数
の
削
減

可動板構造：ヒンジ 特許　3313656
98.12.21
F16S 1/02

自己組立型マイクロ機械部品
　アクチュエータにより駆動力が加えられると、ビームの
自由端が持ち上げられる。第１と第２の傾斜エッジが、互
いにスライドしてヒンジ付きプレート２は基板６から離れ
るようにヒンジを中心に上方向に回転する。

2
次
元

構
造
体

個別要素
の小型化

液滴 特許　3333451
98.05.15
B05D 1/26

超小型電気機械装置を形成する方法
　形成しようとする液滴のサイズ以下の内径を有するマイ
クロピペットをその内部に正圧と、場合に応じ負圧と、を
与えるシステムに接続する。このマイクロピペットの先端
部を液体に接触させる。この液体をマイクロピペットの中
に毛管作用によりまたはシステムが与える負圧で吸わせ
る。

付着・粘着
防　止 電極配置：２個 特開2001-179699 二重マイクロ－電子機械アクチュエ－タ装置

密閉構造：封止 特開2001-185635
MEMSデバイスを有能するキャビティ
を具備するパッケ－ジ

密閉構造：密閉 特開2002-043449 マイクロメカニカルパッケ－ジング装置

高精度化
一　般 電極配置：可動プレート 特開2000-100659 回路素子及びその使用方法

経済性
一　般

接点：接点 特開2001-198897 混成集積回路

個別素子
デバイス
の小型化

特異構造：ミラー配置 特開2001-201699 光学スイッチ

長　期
安定化 電気回路：ミラー配置 特開2001-117025 光クロス接続ファブリクのための光学的監視

電気的
特性向上 形状限定：電気回路 特開平10-078548

マルチ電極形マイクロ機械的構成の
光変調器のための方法と装置

機械的
特性向上 回転可動：光学素子 特開2001-117029 マイクロ電気機械光学デバイス

光学結合：ミラー配置 特開平11-289562 波長選択性追加－ドロップ装置

光学結合 特開2000-010028 光学装置

特異構造：ミラー配置 特開2000-244057 調節可能レ－ザを含むデバイス

可動部：ミラー配置 特開2001-091866 変形可能ミラ－を含む物品
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表 2.12.4 ルーセント テクノロジーズの技術要素別課題対応特許（2/2） 

 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

光学素子配置 特開2001-117027 マイクロ電気機械光学デバイス

光学素子配置 特開2001-117028 マイクロ電気機械光学デバイス

光学結合 特開2000-111815 傾斜端部を有する微細加工光スイッチ

経
済
性
一
般

移動構造：光学素子配置 特許　3212554
98.05.15

G02B 26/08

光学的スイッチ
　往復運動をするアクチュエータの先端に光デバイスを設
け、光信号のパスに位置させ、光をスイッチする

低電力駆動
/電池駆動 光学素子配置 特開平11-154447 光作動微小機械光子スイッチを備える物品

低消費電
力化一般 配置構造：ミラー配置 特開2001-194597 MEMSオプティカル・アイソレ－タ

3次元
ﾏﾄﾘｸｽ ２軸可動：配置構造 特開2001-221962 マイクロ電気機械式光学装置

光学結合：経路選択 特開2001-148875

光クロスコネクトおよび光信号が光クロスコネクト
の入力から出力に経路選択されたことを確認
する方法および光クロスコネクトにおける接続
を確認する方法

電気回路：光電気結合 特開2001-174723 光学交差接続監視デバイス

光学配置：光学素子配置 特開2001-174724 光学クロスコネクト
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2.13.1 企業の概要 
 
商号 松下電器産業 株式会社 

本社所在地 〒571－8501 大阪府門真市大字門真1006 

設立年 1935年（昭和10年） 

資本金 2,587億37百万円（2002年3月末） 

従業員数 49,513名（2002年3月末）（連結：267,196名） 

事業内容 電気機械器具の製造・販売・サービス（映像・音響機器、情報通信機器、

家庭電化・住宅設備機器、産業機器、電子部品） 

 
2.13.2 製品例 
 MEMS に関連した製品としては、下記の例がある。 

 
表 2.13.2 松下電器産業の製品例（出典：松下電器産業のホームページ） 

製品名 発売年 概要 

原子間力プローブ ─ 超高精度３次元測定器に使用。 

MEMS 技術との明確な関連は記載さ

れていない 

ナノインデンター（微小硬さ試験器） ─ MEMS 構成部材の機械的特性試験 

URL http://www.matsushita.co.jp/ 

 

2.13.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.13.3 に、松下電器産業の出願件数と発明者数を示す。出願動向としては、1992 年

に出願ピークがあり、その後減少傾向であったが、近年、出願が増加傾向に転じているよ

うである。発明者数は出願件数に比例しており、数名の研究者による技術開発である。 
松下電器産業の開発拠点 : 大阪府門真市大字門真 1006 番地 松下電器産業（株）内 

 

図 2.13.1 松下電器産業の出願件数と発明者数 
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マイクロ構造
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とシステムの製造・処理

2.13.4 技術開発課題対応特許の概要 
 図 2.13.4-1 に、松下電器産業の技術要素と課題の分布を示す。マイクロ構造装置と協同

するシステム（センサ）に関する出願が多い。センサの内容は、加速度センサ、角速度セ

ンサ、変位センサなどである。 
 

図 2.13.4-1 松下電器産業の技術要素と課題の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 2.13.4-2 に、最も件数の多いマイクロ構造装置と協同するシステムに関する課題と解

決手段との対応の分布を示す。課題は製造性向上が多く、これに対しては特異構造や配置

構造の工夫による解決手段で対応している。 
 
 
 表 2.13.4 に松下電器産業の技術要素別課題対応特許を示す。25 件の出願があり、８件

が登録となっている。登録特許は出願日、主 IPC、図および概要入りで示す。 
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図 2.13.4-2 マイクロ構造装置と協同するシステムに関する課題と解決手段 
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表 2.13.4 松下電器産業の技術要素別課題対応特許（1/4） 
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(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

可
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素
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工
数

の
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減

基板加工：多層膜構造
特開平8-116101

（取下）
圧電素子及びその製造方法

ス
ラ
イ
ド
、

回

転
可
能
な
要
素

機
械
的
特
性
向
上

可動部構成：部材配置 特許　2501250
91.02.27
B32B 9/00

低摩擦抵抗性機械部品
　表面に炭化フッ素基を含み、基部がシロキサン結合に
よって化学結合した、厚さがナノメータレベルの化学吸着
膜を形成

付着・粘着
防　止 可動部構造：層構造

特開平7-322649
（取下）

マイクロアクチュエ－タ装置及びその製造方法

変位/変化
が　微　小 可動部構造：一体化 特開平6-178565 マイクロポジショナ

可動部構造：止め機構
特開平5-191963

（取下）
間欠駆動装置

可動部構造：止め機構
特開平5-199733

（取下）
間欠駆動装置

振動体：静電容量 特許　2991033
94.04.28
G01C 19/56

角速度センサ
　基板と、基板面内の第１の軸方向に可動な振動体と振動
体と平行で対を成す駆動電極などからなる

振動体：単結晶シリコン 特開平9-196682 角速度センサと加速度センサ

長
期
安
定
化

材料限定：微粒子 特許　3248606
95.10.04
H01L 49/00

力学量センサ－および歪抵抗素子及びそれらの製造方法
　力学量センサで、絶縁性物質層中には、一対の電極間に
電圧が印加されているときにトンネル電流を流すように通
電性微粒子が分散されている

ア
ク
チ
ュ

エ
ー

タ

個
別
素
子
デ
バ
イ
ス
の
小
型
化

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）

低
消
費
電

力
化
一
般
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表 2.13.4 松下電器産業の技術要素別課題対応特許（2/4） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

加
工
の
容
易
化

特異構造：電極層 特許　2838049
94.12.05
G01L 9/12

静電容量型センサ及びその製造方法
　厚さ方向に貫通孔を有する絶縁体と絶縁体の一方の表面
を覆う導電性薄膜と他方の面の電極層からなる

組み立て
の容易化

基板構造：接合 特開2001-349732
マイクロマシンデバイスおよび角加速度センサ
および加速度センサ

形状・寸
法のバラ
ツキ低減

梁構造：第２の梁 特開2001-194153 角速度センサ、加速度センサおよび製造方法

製造性
一　般

配置構造：コンタクト部 特開2001-349731
マイクロマシンデバイスおよび角加速度センサ
および加速度センサ

電気的
特性向上 構造限定：電極 特開2001-183140 振動子駆動機構および角速度センサ

機械的
特性向上

特異構造：磁界変化 特開平11-352143 加速度センサ

光学的
特性向上 その他：共振器 特開平10-335693 波長選択受光素子

検出精度
のバラツキ 梁構造：歪抵抗素子

特開平9-061453
（取下）

変位センサおよび変位測定方法

付着・
粘着防止 接点：圧力 特開2002-100276 微小機械スイッチ

回転子
特開平6-038561

（取下）
静電型マイクロウォブルモ－タ

電極配置：内側の移動版 特許　3132165
92.07.10
H02N 11/00

［被引用1回］

マイクロアクチュエ－タ
　基板上に円周状に配された複数の電極と移動板と移動板
を公転および自転させる電圧印加手段を持つ

マ
イ
ク
ロ
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）

製
造
性
一
般
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表 2.13.4 松下電器産業の技術要素別課題対応特許（3/4） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

２軸可動：ミラー配置
特開平6-043368
（拒絶査定確定）

96.04.09
二次元光スキャナ

２軸可動：ミラー配置 特許　2579111
92.12.15
G02B 26/10

静電力駆動小型光スキャナ
　ＸＹ２軸方向に走査可能なミラー部材とミラーの中心部
でピボット状に支持されている構成

材料限定：ミラー配置

特許　2773604
93.09.02
G02B 26/10

静電力駆動光走査装置とその製造方法
　シリコン基板の鏡面仕上げ面に金属コーティングし、
レーザ項を反射するミラー面とし、さらにその裏面も金属
コーティングしているなどの構成

組
み
立
て

の
容
易
化

可動部：圧電動作
特開平6-046207
（拒絶査定確定）

96.03.19
圧電駆動マイクロスキャナ

マ
イ
ク
ロ
光
学
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム

個
別
素
子
デ
バ
イ
ス
の
小
型
化
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表 2.13.4 松下電器産業の技術要素別課題対応特許（4/4） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

基
層
、

基
板
上
で
の
装
置
、

シ
ス
テ
ム
の
　
製
造
・
処
理

加
工
の
容
易
化

特異構造：配置構造 特許　2068474
92.01.17
H02N 1/00

静電モ－タの製造方法
　外周のフォトレジストマスクにステータ電極パターンを
形成し、フォトレジストマスクに下層の金属薄膜エッチン
グしてステータ電極を形成するなどの工程を含む
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2.14.1 企業の概要 

 
商号 富士電機 株式会社 

本社所在地 〒141-0032 東京都品川区大崎1-11-2 ゲートシティ大崎イーストタワー

設立年 1923年（大正12年） 

資本金 475億86百万円（2002年3月末） 

従業員数 8,576名（2002年3月末）（連結：24,505名） 

事業内容 各種電機システムの製造・販売・据付・エンジニアリング・サービス 

各種制御機器、電子部品、流通機器・システムの製造・販売、他 

 
2.14.2 製品例 
 MEMS 関連の記載は、ホームページには特に見当たらなかった。 

http://www.fujielectric.co.jp/ 

 

2.14.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.14.1 に、富士電機の出願件数と発明者数を示す。出願動向として、1992 年にピー

クがあり、その後出願件数は減少し、近年での出願件数は少ない。発明者数は、出願件数

に比例しており、数名の研究者である。 

 

富士電機の開発拠点 :神奈川県川崎市川崎区田辺新田１番１号 富士電機（株）内 

 

図 2.14.3 富士電機の出願件数と発明者数 
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2.14.4 技術開発課題対応特許の概要 
 図 2.14.4-1 に、富士電機の技術要素と課題の分布を示す。マイクロ構造装置と協同する

システム（センサ）、および基層、基板上での装置、システムの製造・処理に関する出願が

多い。 
図 2.14.4-1 富士電機の技術要素と課題の分布  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図 2.14.4-2 に、マイクロ構造装置と協同するシステムについて課題と解決手段との対

応の分布を示す。信頼性向上や特性向上の課題があり、解決手段として配置構造、梁構造

などで対応している。 
 

図 2.14.4-2 マイクロ構造装置と協同するシステムに関する課題と解決手段 
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マイクロ構造
システムネットワーク

基層、基板上での装置
とシステムの製造・処理
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そ
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電
力
化

特異構造

配置構造
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梁構造

構造限定

熱的構造

電　極
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圧電材料
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電子素子

電圧印加

錘　部

プロセス・接着

プロセス一般

基板加工

その他

振動体
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図 2.14.4-3 に、基層、基板上での装置、システムの製造・処理について課題と解決手

段との対応の分布を示す。課題としては製造性向上にあり、解決手段としては各種プロセ

ス技術の工夫により対応している。 
 

図 2.14.4-4 基層、基板上での装置、システムの製造・処理に関する課題と解決手段 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 表 2.14.4 に富士電機の技術要素別課題対応特許を示す。26 件の出願があり、４件が登

録となっている。登録特許は出願日、主 IPC、図および概要入りで示す。 
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表 2.14.4 富士電機の技術要素別課題対応特許（1/3） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

可
撓
性
、

ま

た
は
　
変
形

可
能
な
要
素

付
着
・

　
粘
着
防
止

可動板構造：凸形状 特開2001-102597 半導体構造およびその製造方法

可動板構造：配置構造
特開平5-091691

（取下）
マイクロマシンの軸受構造

可動板構造：配置構造
特開平5-122919

（取下）
マイクロマシンの可動子案内支持構造

電極構造：配置構造
特開平4-304984

（取下）
マイクロマニピュレ－タ

可動部構造：可動部形状
特開平5-220680
（拒絶査定確定）

99.07.06
静電式アクチュエ－タ

運動的
特性向上

可動部構造：ネジ
特開平6-105532

（取下）
ワブルモ－タ応用の直動型アクチュエ－タ

変位/変
化が微小 可動部構造：圧電素子

特開平4-030989
（拒絶査定確定）

97.03.04
位置決めアクチュエ－タ装置

制御/測定
精度の向上 可動部構造：偏差制御

特開平5-224751
（拒絶査定確定）

00.06.06
静電式アクチュエ－タ

個別素子
デバイス
の小型化

構造限定：肉厚 特開平10-148593 圧力センサ及び静電容量型圧力センサチップ

その他：電極 特許　3125546
93.12.01
G01P 15/02

加速度センサ
　シリコンを微細加工して形成した真空管

梁構造：集電極 特許　3158825
93.12.21
G01P 15/08

加速度センサ
　電界放出型電子放出部は加速度の印加により、変位可能
な片持ち梁構造

信頼性
一　般

配置構造：補償 特開2000-221085 ブラッググレ－ティング圧力センサ

加工の
容易化

一体構造：接合
特開平8-122359
（拒絶査定確定）

01.07.24
半導体加速度センサとその製造方法および試験方法

ス
ラ
イ
ド
、

回
転
可
能
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要
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機
械
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向
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械
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表 2.14.4 富士電機の技術要素別課題対応特許（2/3） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

梁構造：支持梁 特開平7-245413 加速度センサ

配置構造：平行に振動 特開平10-122867 マイクロジャイロ

構造限定：駆動電極の方向 特開平10-311728 振動ジャイロ

変位/変
化が微小 錘部：可動電極

特開平7-218534
（取下）

容量形加速度センサおよびその製造方法

制御/測定
精度の向上 電極：電極

特開平9-210824
（取下）

静電容量形圧力センサ

経済性
一　般

電子素子：電荷 特開平10-281909 流体圧力測定方法及び流体圧力測定装置

個
別
素
子
デ
バ
イ
ス
の
小
型
化

可動部・振動子：電気特性 特許　3003429
92.10.30

G02B　26/10

ねじり振動子および光偏向子
　第１、第２の振動子を持ち、第１振動子の共振周波数近
傍で動作させる

機械的
特性向上 ２軸可動：可動配置

特開平4-211217
（拒絶査定確定）

99.04.06
光偏向子

運
動
的
特
性
向
上

マ
イ
ク
ロ
光
学
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同

す
る
シ
ス
テ
ム
　
（

セ
ン
サ
）
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表 2.14.4 富士電機の技術要素別課題対応特許（3/3） 

 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

プロセス・特異層：材料限
定

特許　3178123
92.11.13
B81C 1/00

櫛歯式アクチュエ－タの製造方法
　シリコン酸化膜のエッチングストップ層を介して重ねら
れたシリコン基体を用い、両側からそのエッチングストッ
プ層をまで達する凹部を形成する工程を含む

プロセス・マスク：メッキ
特開平6-010159

（取下）
金属膜パタ－ン形成方法

特異構造：プロセス改良
特開平6-046548

（取下）
電磁モ－タ－の製造方法

プロセス・堆積：堆積
特開平6-212409

（取下）
マイクロマシニング方法および装置

製
造
性
一
般

集積化：特異構造
特開平6-046542

（取下）
電磁モ－タ－の製造方法

基
層
、

基
板
上
で
の
装
置
、

シ
ス
テ
ム
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造
・
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易
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2.15.1 企業の概要 

 
商号 富士通 株式会社 

本社所在地 〒100-8211 東京都千代田区丸の内1-6-1 丸の内センタービル 

設立年 1935年（昭和10年） 

資本金 3,246億24百万円（2002年3月末） 

従業員数 40,483名（2002年3月末）（連結：170,111名） 

事業内容 通信システム、情報処理システム、電子デバイスの製造・販売およびこれ

らに関するサービスの提供 

 
2.15.2 製品例 

 MEMS に関連した製品としては、下記の例がある。 

 

表 2.15.2 富士通の製品例（出典：富士通のホームページ） 

製品名 発売年 概要 

光クロスコネクト ─ MEMS ミラー。SOI 使用。 

80×80 の光スイッチ 

 URL http://jp.fujitsu.com/ 

 

2.15.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.15.3 に、富士通の出願件数と発明者数を示す。出願動向としては、1992 年に出願

のピークが見られ、その後減少していたが、近年増加傾向に転じている。発明者数も出願

件数に比例しており、数名での研究者である。 
 

富士通の開発拠点 :神奈川県川崎市中原区小田中 1015 番地 富士通（株）内  
 

図 2.15.3 富士通の出願件数と発明者数 
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2.15.4 技術開発課題対応特許の概要 

 図 2.15.4-1 に、富士通の技術要素と課題の分布を示す。マイクロ構造装置と協同するシ

ステムとマイクロ光学電気機械システムに関する出願が比較的多い。マイクロ構造装置と

協同するシステムは、いずれも拒絶査定確定または取下となっている。マイクロ光学電気

機械システムの内容は光スイッチ、光クロスコネクトなどである。 

 
図 2.15.4-1 富士通の技術要素と課題の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図 2.15.4-2 に、出願件数の多いマイクロ光学電気機械システムに対する課題と解決手

段との対応の分布を示す。大規模化に関する課題が多く、これに対しては集積・配置構造、

光学素子配置等による解決手段などで対応している。 
 図 2.15.4-3 に、アクチュエータに対する課題と解決手段との対応の分布を示す。特性向

上の課題が多く、可動部構造による解決手段などで対応している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

可撓性、変形の要素  

1 4

3 2 1 2 1

1 2 5
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その他の回路

マイクロ構造装置
と協同するシステム

ﾏｲｸﾛ電気機械ｼｽﾃﾑ

ﾏｲｸﾛ光学電気機械ｼｽﾃﾑ
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基層、基板上での装置
とシステムの製造・処理
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アクチュエータ

3次元構造体

シリコン系素材

その他の材料

電磁力回路

静電力回路
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図 2.15.4-2 マイクロ光学電気機械システムに関する課題と解決手段 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 2.15.4-3 アクチュエータに関する課題と解決手段 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 表 2.15.4 に富士通の技術要素別課題対応特許を示す。24 件の出願があり、１件が登録

となっている。登録特許は出願日、主 IPC、図および概要入りで示す。 
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表 2.15.4 富士通の技術要素別課題対応特許（1/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

個別素子
デバイス
の小型化

可動部材料：伸縮可能部材
特開平5-026149

（取下）
物体駆動装置

電気的
特性向上

可動部構造：固定子コイル
特開平5-344705

（取下）
マイクロリニアモ－タ

機械的
特性向上

可動部構造：配置構造
特開平5-300758

（取下）
マイクロモ－タ

可動部構造：振動
特開平6-024537

（取下）
面アクチュエ－タ

電極構造：液晶 特許　2763988
92.06.04
G11B 25/04

磁気記憶装置
　径方向に往復運動する磁気ヘッド

個
別
要
素

の
小
型
化

基板構造：張り合わせ
特開平4-213048
（拒絶査定確定）

99.10.26
小型ガラス電極とその製造方法

可動構造：抵抗素子
特開平5-018702

（取下）
変位センサ

梁構造：錘部
特開平5-264575

（取下）
［被引用1回］

加速度計及びその製造方法

電極：補助電極
特開平6-138142

（取下）
加速度検出素子

電極：突起
特開平6-151889

（取下）
半導体装置

製造性
一　般

材料限定：金属薄膜
特開平6-003369

（取下）
加速度計

特異構造：貫通孔
特開平4-208846

（取下）
マイクロ化学センサの装着方法

可動構造：往復手段
特開平6-046584

（取下）
マイクロマシン駆動装置

高精度化
一　般

梁構造：片持ち梁
特開平5-018987

（取下）
加速度センサ

個
別
素
子

デ
バ
イ
ス

の
小
型
化

ア
ク
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ュ

エ
ー

タ

付
着
・
粘
着
防
止
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動
的
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上
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造
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と
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す
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（
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サ
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表 2.15.4 富士通の技術要素別課題対応特許（2/2） 
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術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

加工の
容易化

可動部：ミラー配置 特開2001-013443 ガルバノマイクロミラ－

基板加工：静電力 特開平10-213756 光スイッチング素子

構造限定：ミラー配置 特開2001-249286 ガルバノマイクロミラ－とその製造方法

2
次
元
マ

ト
リ
ク
ス

配置構造：ミラー配置 特開2002-258177 光スイッチ

光学素子配置：ミラー配置 特開2002-169107 ティルトミラ－を用いた光スイッチ

光学特性・制御 特開2002-262318 光スイッチ

特異構造：微小プリズム 特開2002-250871 光スイッチング方法および光スイッチング装置

配置構造：集積化 特開2002-124918
光スイッチ拡張方法および光スイッチ、
ならびに、光クロスコネクト装置

破
損
・
断

線
の
防
止

プロセス・特異層：特異構
造

特開平9-162462
マイクロマシン及び電子回路をもつ
半導体装置の製造方法

経済性
一　般

光学配置：積層化 特開2002-139691 ガルバノミラ－の製造方法およびガルバノミラ－

3
次
元
マ
ト
リ
ク
ス

基
層
、

基
板
上
で

の
装
置
、

シ
ス
テ

ム
の
製
造
・
処
理

マ
イ
ク
ロ
光
学
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム

光
学
的
特
性
向
上
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2.16.1 企業の概要 

 
商号 シャープ 株式会社 

本社所在地 〒545-8522 大阪市阿倍野区長池町22-22 田辺ビル 

設立年 1935年（昭和10年） 

資本金 2,046億76百万円（2002年3月末） 

従業員数 22,710名（2002年3月末）（連結：46,518名） 

事業内容 エレクトロニクス機器（音響・映像・通信機器、電化機器、情報機器）、

電子部品（IC、液晶等）の製造・販売 

 
 
2.16.2 製品例 

 MEMS に関連した製品としては、下記の例がある。 

 
表 2.16.2 シャープの製品例（出典：シャープのホームページ） 

製品名 発売年 概要 

カラーインクジェットプリ

ンタ AJ-2200 

─ ・オンデマンド型サーマルインクジェット方式 

・高速印字：モノクロ 17 枚/分、カラー10 枚/分

・高解像度：2400×1200dpi 

・印字ヘッド：計 632 ノズル 

フォトインタラプタ 

GP1A44E1 

─ ・バネ式レバー型アクチュエータ付コネクタ一 

 体型 

・動作電圧：4.5～5.5 

・レバー始動トルク：0.00001N･m 以下 

URL http://www.sharp.co.jp/ 

 

2.16.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.16.3 に、シャープの出願件数と発明者数を示す。発明者数は、1992 年、1993 年の

35 名をピークに減少傾向にあり、近年においても多くない。出願件数も同様な傾向を示し、

1992 年の８件をピークに減少したが、2000 年に、２件出願された。 

 
 
 

シャープの開発拠点 :  大阪市阿倍野区長池町 22 番 22 号 シャープ株式会社内 

 
 

 

 

 

2.16 シヤープ
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図 2.16.3 シャープの出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.16.4 技術開発課題対応特許の概要 

 図 2.16.4-1 に、シャープの技術要素と課題の分布を示す。内訳は、圧電型、静電型マイ

クロリレーに関して、それぞれ１件、インクジェットヘッド用圧電アクチュエータ、電子

レンジやオーブンレンジ等の食品調理装置に使用されるセンサ素子が２件である。 

 

図 2.16.4-1 シャープの技術要素と課題の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3 2 2 3 2

1 1 1

1

1 2

1

1

1

課　題

技

術

要

素

低消費電力化小型化 信頼性向上 製造性向上 特性向上 　高精度化 経済性向上 大規模化 その他

スライド、回転可能な要素

アクチュエータ

3次元構造体

シリコン系素材

その他の材料

電磁力回路

静電力回路

その他の回路

マイクロ構造装置

と協同するシステム

マイクロ電気機械システム

マイクロ光学電気機械ｼｽﾃﾑ

マイクロ構造

システムネットワーク

基層、基板上での装置

とｼｽﾃﾑの製造・処理

可撓性、変形の要素  

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00

出願年

出
願
件
数

0

5

10

15

20

25

30

35

40

発
明
者
数

出願件数

発明者数



181 

 技術要素でみると、可撓性、変形の要素が 12 件で最も多く、課題は、小型化、特性向上

が多い。 

 図 2.16.4-2 に最も件数の多い可撓性、変形の要素について、課題と解決手段の分布を示

す。課題は、全般にわたり、解決手段としては、可動部接点、可動板構造で対応している。 
 

図 2.16.4-2 可撓性、変形の要素に関する課題と解決手段 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 マイクロリレーに関する出願が大半を占め、課題では、小型化、特性向上に対して、解

決手段は、可動部構造、可動板構造、等が多い。 
 登録特許は、マイクロマシンとして使用できる圧電力を駆動源とするマルチチャンネル

の圧電型リレーに関するものがある。複数個の信号が切替え可能で、個々の可動接点と固

定接点のギャップが均一となる配線に工夫が施されている。また、静電型リレーとして、

カンチレバーにおいて、少なくとも一方端部が基板と、その基板上に形成されたニッケル

と鉄とを主成分とするメッキ層を含むものがある。 
 その他に、自己保持方式の電磁式リレー、駆動源に電鋳により積層した金属膜によるバ

イメタルを用いたもの、静電吸引力によってダイヤフラム部が変位して可動接点が固定接

点に接触すべく構成された静電型リレーがある。 
 マイクロリレー以外の登録特許は、インクジェットヘッドに用いられる圧電アクチュエ

ータに関して、マトリックス駆動によりドライバの簡素化を図ったもの、また、電子レン

ジやオーブンレンジ等の食品調理装置に使用されるセンサ素子が２件ある。いずれも、セ

ンサの検出応答が良好で、検出精度が高く、長期安定性を図ったものである。 

 表 2.16.4 にシャープの技術要素別課題対応特許を示す。22 件の出願があり、５件が登

録となっている。登録特許は出願日、主 IPC、図および概要入りで示す。 
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表 2.16.4 シャープの技術要素別課題対応特許（1/3） 
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術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

可動部構造：凹凸加工
特開平5-054782

（取下）
［被引用1回］

マイクロマシ－ン

可動部構造：配線 特許　2891594
92.08.31

H01H 57/00

リレ－
　外枠部分の絶縁基板に対向する部分の可動接点の形成さ
れていない部分には、可動接点と同じ高さのダミー配線を
施し、絶縁基板の外枠部分に対向する部分の固定接点の形
成されていない部分には、固定接点と同じ高さのダミー電
極を施す

可動部構造：金属膜
特開平6-267383

（取下）
マイクロリレ－およびその製造方法

必要ギャ
ップ・寸
法の維持

複数組の固定/可動接点：突
起を形成

特開平5-342965
（拒絶査定確定）

98.02.17
マイクロリレ－

長　期
安定化

可動部構造：圧電素子を積
層形成

特開平9-104109 インクジェットヘッドおよびその製造方法

組み立て
の容易化 電圧印加：静電力

特開平6-044883
（取下）

［被引用1回］
マルチマイクロリレ－

製
造
性
一
般

梁部材構造：層構造 特許　2875128
93.01.22

H01L 29/84

梁およびその製造方法
　一方端部が微小変位可能で他方端部が固定された梁部に
おいて、少なくとも一方端部が基板と、その基板の上に形
成されたニッケルと鉄とを主成分とするメッキ層を含む

可
撓
性
、
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た
は
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形
可
能
な
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素
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別
素
子
デ
バ
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ス
の
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表 2.16.4 シャープの技術要素別課題対応特許（2/3） 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

駆動方法：バイメタル構造
特開平6-338244

（取下）
マイクロリレ－

駆動方法：バイメタル構造
特開平6-338245

（取下）
マイクロリレ－

熱的特
性向上

可動板構造：材料選定
特開平7-057603

（取下）
マイクロリレ－

低電力駆動
/電池駆動 可動板構造：圧電式

特開平6-060788
（取下）

圧電式リレ－

熱絶縁
/放散 可動板構造：電磁式

特開平6-251684
（取下）

電磁式リレ－

長
期
安
定
化

電極構造：配置構造 特許　3192357
95.09.29

B41J 2/045

インクジェット記録ヘッド用圧電アクチュエ－タ及び
製造方法
　互い
するシリコン基板と、貫通孔の位置に配置される圧電体
と、シリコン基板の裏面全体に貫通孔と接する面に共通電
極を有し、他方の面に信号電極を有する

熱的特
性向上

可動部構造：金属膜積層
特開平6-283083

（取下）
マイクロアクチュエ－タおよびマイクロリレ－

駆動変
位　量

可動部構造：配置構造
特開平6-131960

（取下）
［被引用1回］

マイクロアクチュエ－タ、マイクロアクチュエ－タの
方法、電気リレ－および電磁リレ－

そ
の
他

材
　
料

製造性
一　般 ＰＧＯ膜：２層 特開2000-357691 多相鉛ゲルマネ－ト膜および堆積方法

可
撓
性
、

ま
た
は
変
形
可
能
な
要
素
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ク
チ
ュ

エ
ー

タ

運
動
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向
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表 2.16.4 シャープの技術要素別課題対応特許（3/3） 
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(経過情報）
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共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

加工の
容易化 特異構造：アライメント

特開平6-045615
（取下）

マイクロマシンの製造工程におけるアライメント方法

制
御
/
測
定
精
度
の
向
上

構造限定：連通部 特許　2860086
88.12.29

G01N 27/18

湿度センサ用マイクロキャップ及び湿度センサ
　第１／第２の凹部が共通の半導体基板の一方側面に設け
られ、一方面側と他方面側とを連通する連通部が第１の凹
部の底に設ける

温
度
変
化
に
よ
る
検
出
誤
差

構造限定：肉厚 特許　2865939
92.04.10

G01N 27/18

センサ－素子
　表面に第１／第２凹部を有する第１基板と、第１凹部内
に設けられた湿度検出用抵抗と、第２凹部内に設けられた
湿度参照用抵抗と、第１凹部の一部を露出させると共に、
第２凹部を密閉するように第１基板を覆う第２基板を設
け、第２凹部の底部肉厚が第１凹部の底部肉厚よりも薄く
設定する

マ
イ
ク
ロ

電
気
機
械

シ
ス
テ
ム

製造性
一　般

光学特性：光学素子 特開2001-328100
光デバイスとその作製方法及びこれを用いた光モジュ－ル
並びに光ピックアップ

マ
イ
ク
ロ
光

学
電
気
機
械

シ
ス
テ
ム

解
像
度

光学素子配置：配置構造 特開平9-326130
光導波素子及びその製造方法並びにそれを用いた光情報記
録再生装置

基
層
、

基
板
上
で

の
装
置
、

シ
ス
テ

ム
の
製
造
・
処
理

制
御
/
測
定

精
度
の
向
上

基板構造：形状限定
特開平6-148861

（取下）
フォトマスク及びその製造方法

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）
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2.17.1 企業の概要 

 
商号 三菱電機 株式会社 

本社所在地 〒100-0005 東京都千代田区丸の内2-2-3 

設立年 1921年（大正10年） 

資本金 1,758億20百万円（2002年3月末） 

従業員数 38,363名（2002年3月末）（連結：116,192名） 

事業内容 重電システム、産業メカトロニクス、情報通信システム、電子デバイス、

家庭電器等の製造・販売、他 

 
マイクロマシンに関する解説記事として、「基礎から応用へ広がるマイクロマシン」三

菱電機技報 Vol.75・No.11・2001、ニュースリリースとして、「オール光ネットワーク対応

光クロスコネクト技術」開発 No.0211・2002 年２月６日等がある。三菱電機の HP（URL：

http://www.melco.co.jp）より。 

 

2.17.2 製品例 

 MEMS に関連した製品としては、下記の例がある。 

 
表 2.17.2 三菱電機の製品例（出典：三菱電機のホームページ） 

製品名 発売年 概要 

加速度センサ（MAS1370P） 開発中 ・ナビゲーションシステム 

・供給電圧：5V 

・動作範囲：-14.7～14.7（m×s*2） 

圧力センサ（MPS1201S） 新製品 ・Atomospheric detector 

・供給電圧：5V 

圧力センサ（MPS5401S） 新製品 ・0.3atm,gauge puressure,cleaner 

・供給電圧：5V 

 

 

 

2.17.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.17.3 に、三菱電機の出願件数と発明者数を示す。1997 年に出願件数、発明者数と

もにピークを示しているが、近年は少ない。 

 
 
 
 

 

 

2.17 三菱電機
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三菱電機の開発拠点 :  東京都千代田区丸の内二丁目２番３号 三菱電機（株）内 

           尼崎市塚口本町８丁目１番１号 三菱電機（株） 

中央研究所内 

伊丹製作所内 

産業システム研究所内 

           伊丹市瑞原４丁目１番地 三菱電機（株） 

光・マイクロ波デバイス開発研究所内 

 

図 2.17.3 三菱電機の出願件数と発明者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.17.4 技術開発課題対応特許の概要 

 図 2.17.4-1 に、三菱電機の技術要素と課題の分布を示す。全体で 22 件あり、登録特許

が５件である。技術要素では、マイクロ構造装置と協同するシステム（センサ）が 10 件と

最も多い。課題は特性向上、信頼性向上が多い。 
 登録特許の主なものは、マイクロミラーに関して、低消費電力化を目的として、低駆動

電圧でミラー部の走査角度を大きくするために、ミラー形成基板と分離して駆動フレーム

を形成し、ミラー形成基板を直接駆動させずに駆動フレームを介してミラー形成基板を間

接的に駆動させるものがある。回転電動機やリニアモータ等の電磁応用機器の巻線固定子

の製造方法に関するものがある。単位空間当たりのコイルの占積率が大きい状態で、小型

化、高効率化したコイル体に必要な形状のコアを簡易に高精度に形成できるものである。

残りの３件は、いずれもセンサ関連で、容量型センサインタフェース回路、角度センサ、

センサ素子である。 

 

 図 2.17.4-2 に最も件数の多いマイクロ構造装置と協同するシステム（センサ）について、

課題と解決手段を示す。 
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図 2.17.4-1 三菱電機の技術要素と課題の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.17.4-2 センサに関する課題と解決手段 
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 課題では特性向上、信頼性向上があり、解決手段は、前者において電極、電気・電子回

路、錘部、後者において梁構造、熱的構造等である。 

 登録特許は３件ある。①加速度センサや角速度センサなどの容量検出回路に関するもの

で、簡単な構成で低コストのインタフェース回路が示されている。②振動ジャイロ方式の

角速度センサに関して、低い駆動電圧でも検出感度が高くとれ、しかも駆動による検出誤

差を生じないものである。③センサ素子の製造方法に関して、所望の領域だけの基板除去

ができ、高集積化ができるものである。 

 最近では、耐環境性が高く、小型、低コストを目的とした角速度センサ、信頼性向上を

目的とした赤外線検出器、過剰に加速度が印加されたときであっても電極が損傷し難い構

造の静電容量型加速度センサ等が出願されている。また、磁界の影響を受けずに、小型で

結合損失の小さい多チャンネル光スイッチが１件ある。 

 

 

 表 2.17.4 に三菱電機の技術要素別課題対応特許を示す。22 件の出願があり、５件が登

録となっている。登録特許は出願日、主 IPC、図および概要入りで示す。 
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表 2.17.4 三菱電機の技術要素別課題対応特許（1/3） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

信頼性
一　般

電圧：静電力 特開2000-065855 半導体加速度スイッチ、半導体加速度スイッチの製造方法

　
機
械
的

　
特
性
向
上

基板材料：加工法
特開平6-011335

（取下）
走査型顕微鏡のマイクロチップ付きカンチレバ－及びマイ
クロチップの製造方法

基板構造：電極層 特許　2938379
95.10.23

H02K 15/04

巻線固定子の製造方法
　基板上に磁性材から形成する工程と、電極層上に絶縁層
を形成し、絶縁層にコイルパターンの溝を形成する工程
と、コイルパターンの溝に導電材を充填して貫通孔を有す
るコイル体を形成する工程と、貫通孔に磁性材を充填して
巻芯部を形成する工程を備える

駆動源構成：磁気吸引力 特開平10-264666 小型走行ロボット

運動的
特性向上 可動板構造：配置構造

特開平4-364380
（取下）

マイクロ静電モ－タ

低
電
力
駆
動
/
電
池
駆
動

可動板構造：ミラー配置 特許　3065611
99.05.28

G02B 26/10

マイクロミラ－装置およびその製造方法
　対向する２辺と直交する線上にねじれ梁を有するミラー
形成基板と、ねじれ梁の端部を支持してミラー形成基板を
支持基板上に固定するアンカー部と、ねじれ梁の片側外周
を囲むように設けられ、ねじれ梁の軸方向と平行に一端を
ミラー形成基板に接続したリンク梁を有する駆動フレーム
と、この駆動フレームに駆動力を与える駆動力発生手段と
を有する

個
別
要
素
の
小
型
化

ス
ラ
イ
ド
、

回
転
可
能
な
要
素

可
撓
性
、

ま

た
は
変
形
可

能
な
　
要
素
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表 2.17.4 三菱電機の技術要素別課題対応特許（2/3） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

ア
ク
チ
ュ

エ
ー

タ

温
度
変
化

へ
の
対
策

電極構成：気体処理
特開平6-050311
（拒絶査定確定）

98.11.10
アクチュエ－タ

静
電
力
回
路

製
造
工
数
の
削
減

容量：短絡 特許　3125675
96.03.29
G01P 21/00

容量型センサインタ－フェ－ス回路
　容量Ｃ１，Ｃ２の他端は、それぞれ電源、グランド、ま
たは、正負２電源に接続されると共に、容量Ｃ３は短絡さ
れ、タイミングΦ２において、容量Ｃ１，Ｃ２の他端、Ｏ
ＰアンプＡ１の出力端子はそれぞれＯＰアンプＡ１の非反
転入力端子に接続される

個別要素
の小型化 基板構造

特開平8-320342
（取下）

慣性力センサおよびその製造方法

破損・断
線の防止 梁構造：静電容量 特開2002-082127

静電容量型加速度センサ、静電容量型角加速度センサおよ
び静電アクチュエ－タ

長　期
安定化 熱的構造：疎吸着

特開平6-273303
（取下）

ガスセンサ

製
造
性
一
般

基板加工：酸化珪素 特許　3301334
97.01.31
G01D 21/00

センサ素子及びその製造方法
　半導体回路と中空部との間の珪素基板に溝を形成し、形
成された溝に酸化珪素、窒化珪素、フォトレジスト、アル
ミニウムの少なくとも一つからなる耐除去領域を埋め込む

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）
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表 2.17.4 三菱電機の技術要素別課題対応特許（3/3） 

 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

電極：側面に固定電極
特開平8-032090

（拒絶査定確定）
00.07.25

慣性力センサ

錘部：中性点 特開平10-267663 角速度センサ

光学的
特性向上

電気・電子回路：単結晶シ
リコン

特開2000-088640 熱型赤外線検出器アレイおよびその製造方法

検出精度
のバラツ

キ
その他：質量変化

特開平6-167451
（取下）

ガス検出センサ

経済性
一　般

電子素子：感熱抵抗体 特開平10-318843 赤外線検出器及び赤外線アレイ

低
電
力
駆
動
/
電
池
駆
動

電極・検出電極 特許　3212804
94.08.15

G01C 19/56

角速度センサおよび角速度検出装置
　振動片の水平方向に対し、相互に重なり合う面積が不変
な１対の駆動電極と、振動片及びこれに対向する基板にそ
れぞれ設けられて、振動片の水平方向の振動に対し相互に
重なり合う面積が変化する少なくとも２対の検出電極とを
設ける

加工の
容易化 材料限定：半径方向 特開平6-003507 マイクロレンズ及びその製造方法

製造性
一　般

プロセス・エッチング：二
弗化キセノン

特開平10-209088 マイクロエレクトロメカニカルデバイスの作製方法

経済性
一　般

可動構造：コンデンサ
特開平7-303003

（取下）
集積回路用容量素子、及びその製造方法

マ
イ
ク
ロ
光

学
電
気
機
械

シ
ス
テ
ム

2
次
元

マ
ト
リ
ク
ス

電気回路・制御：可動部 特開2001-264652 光スイッチ

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）

マ
イ
ク
ロ

電
気
機
械

シ
ス
テ
ム

機械的
特性向上
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2.18.1 企業の概要 

 
商号 三菱マテリアル 株式会社 

本社所在地 〒100-0004 東京都千代田区大手町1-5-1 

設立年 1950年（昭和25年） 

資本金 993億96百万円（2002年3月末） 

従業員数 5,885名（2002年3月末）（連結：22,381名） 

 
2.18.2 製品例 

 MEMS 関連の記載は、ホームページには特に見当たらなかった。 
http://www.mmc.co.jp/japanese/top_j.html 

 

2.18.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.18.3 に、三菱マテリアルの出願件数と発明者数を示す。1994 年から出願が増加傾

向であったが、最近は MEMS 関連技術の出願は見当たらない。また、発明者については最高

18 名であった。 

 
三菱マテリアルの開発拠点 :  埼玉県大宮市北袋町一丁目 297 番地  

三菱マテリアル株式会社総合研究所内 

（但し、現在は上記において開発を行っていない。） 

              埼玉県秩父郡横瀬町大字横瀬 2270 番地  

三菱マテリアル株式会社セラミックス工場内 
 

 

図 2.18.3 三菱マテリアルの出願件数と発明者数 
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2.18.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.18.4-1 に、三菱マテリアルの技術要素と課題の分布を示す。マイクロ構造装置と

協同するシステムに関する出願が多く、具体的な内容としては半導体慣性センサに関する

出願である。マイクロ構造装置と協同するシステムにおける課題としては、製造性向上に

関する出願が圧倒的に多い。 
 

     図 2.18.4-1 三菱マテリアルの技術要素と課題の分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

図 2.18.4-2 には、三菱マテリアルのマイクロ構造装置と協同するシステムに関する課

題と解決手段との対応を示したものである。課題としては製造性向上が圧倒的に多く、そ

の解決手段としては材料限定、プロセス等で対処した特許が多い。 
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図 2.18.4-2 マイクロ構造装置と協同するシステムに関する課題と解決手段 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 表 2.18.4 に、三菱マテリアルの技術要素別課題対応特許を示す。出願件数 21 件を示す。

登録となった特許はない。 
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表 2.18.4 三菱マテリアルの技術要素別課題対応特許（1/1） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

可
撓
性
、

ま

た
は
変
形
可

能
な
　
要
素

破
損
・
断

線
の
防
止

金層形成：曲げ強度補強
特開平7-221323

（取下）
半導体センサおよびその製造方法

そ
の
他

回
　
路

そ
の
他

電極：薄膜
特開平5-151989

(取下)
マイクロ蓄電池およびその製造方法

加工の
容易化 圧電材料：荷重体 特開平8-320333 加速度センサ

材料限定：ポリシリコン 特開平10-163505 半導体慣性センサ及びその製造方法

材料限定：シリコン系 特開平10-178184 半導体慣性センサ及びその製造方法

材料限定：シリコン系 特開平10-178185 半導体慣性センサ及びその製造方法

材料限定：シリコン系 特開平10-190005 半導体慣性センサ及びその製造方法

材料限定：単結晶シリコン 特開平10-190006 半導体慣性センサ及びその製造方法

プロセス一般：結晶方位 特開平10-214976 半導体慣性センサ及びその製造方法

プロセス一般：ポリシリコ
ン

特開平10-214977 半導体慣性センサ及びその製造方法

基板加工：凹部 特開平10-242483 半導体慣性センサの製造方法

プロセス・接着 特開平10-256568 半導体慣性センサの製造方法

プロセス・接着 特開平10-256569 半導体慣性センサの製造方法

プロセス一般 特開平10-256571 半導体慣性センサの製造方法

材料限定：単結晶シリコン 特開平10-270714 半導体慣性センサの製造方法

基板加工：接合 特開平10-270718 半導体慣性センサの製造方法

プロセス一般：電極 特開平10-270719 半導体慣性センサ及びその製造方法

温度変化
による

検出誤差
配置構造：反射方向 特開平9-257828 加速度センサ

基板接合：検出室設置
特開平8-122251

（取下）
赤外線式ガス分析装置

基板接合：検出室設置
特開平8-210977

（取下）
赤外線式ガス分析装置

構造限定：光照射
特開平8-271426

（取下）
赤外線式ガス分析装置

個
別
要
素
の
小
型
化

マ
イ
ク
ロ
光
学
電

気
機
械
シ
ス
テ
ム

歩
留
ま
り
向
上

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）
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2.19.1 企業の概要 

 
商号 株式会社 ニコン 

本社所在地 〒100-8331 東京都千代田区丸の内3-2-3（富士ビル） 

設立年 1917年（大正6年） 

資本金 366億60百万円（2002年3月末） 

従業員数 4,818名（2002年3月末）（連結：14,328名） 

事業内容 精密機器（特に光学機器）の製造・販売（半導体露光装置、カメラ、顕微

鏡、メガネ、測量機等） 

 
 ニコンは光利用技術と精密技術というコア技術を軸に、精機カンパニーではステッパー

事業を、映像カンパニーでは、カメラ事業・デジタル画像機器を、そしてインスツルメン

ツカンパニーでは、光学測定・検査機器、顕微鏡事業を展開している。 
 これら３つのカンパニーを事業の核として、多彩な技術を融合し、その他の事業や新た

な事業を展開し、創造活動に励んでいる。 
 
2.19.2 製品例 

 MEMS 関連の記載は、ホームページには特に見当たらなかった。 

http://www.nikon.co.jp/main/ 

 

 

2.19.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.19.3 に、ニコンの出願件数と発明者数を示す。出願傾向としては、1992 年から始

まって 1993 年でピークとなるが、最近では MEMS 関連技術の出願は見当たらない。発明者

数は最高で 14 名であった。 
 

ニコンの開発拠点 :東京都品川区西大井一丁目 6 番 3 号  

株式会社ニコン大井製作所内 

茨城県つくば市東光台 5-9-9 筑波研究コンソーシアム  

第一サテライト 

神奈川県相模原市麻溝台一丁目 10 番 1 号 株式会社ニコン  

相模原製作所内 

東京都千代田区丸の内 3 丁目 2 番 3 号 株式会社ニコン内 

 
 
 
 

2.19 ニコン
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図 2.19.3 ニコンの出願件数と発明者数 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2.19.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.19.4-1 に、ニコンの技術要素と課題の分布を示す。マイクロ電気機械システムに

関する出願が最も多く、次にマイクロ構造装置と協同するシステムに関する出願が多い。

マイクロ光学電気機械システムの内容は角速度計に関する出願であり、マイクロ構造装置

と協同するシステムの内容はマイクログリッパーに関する出願が多い。 
マイクロ電気機械システムに関する課題としては、高精度化が圧倒的に多い。また、マ

イクロ構造装置と協同するシステムに関する課題としては製造性向上が多い。 
 

図 2.19.4-1 ニコンの技術要素と課題の分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1 8 1

1 4 1 1

1 1

課　題

技
術
要
素

スライド、回転可能な要素

アクチュエータ

3次元構造体

シリコン系素材

その他の材料

電磁力回路

静電力回路

その他の回路

マイクロ構造装置

と協同するシステム

マイクロ電気機械システム

マイクロ光学電気機械ｼｽﾃﾑ

マイクロ構造

システムネットワーク

基層、基板上での装置

とｼｽﾃﾑの製造・処理

低消費電力化小型化 信頼性向上 製造性向上 特性向上　高精度化 経済性向上 大規模化 その他

可撓性、変形の要素  

0

1

2

3

4

5

6

7

8

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00

出願年

出
願
件
数

0

2

4

6

8

10

12

14

16

発
明
者
数

出願件数

発明者数



198 

図 2.19.4-2 には、ニコンのマイクロ電気機械システムに関する課題と解決手段との対

応を示したものである。マイクロ電気機械システムの課題である高精度化については、圧

電材料、熱的構造のほか電極構造・配置等の広範な解決手段で対応した特許がある。 

 
図 2.19.4-2 ニコンのマイクロ電気機械システムに関する課題と解決手段 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 表 2.19.4 に、ニコンの技術要素別課題対応特許を示す。19 件の出願があり、２件が登

録となっている。登録特許は出願日、主 IPC、図および概要入りで示す。 
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表 2.19.4 ニコンの技術要素別課題対応特許（1/2） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

圧電材料：圧電薄膜
特開平7-113643

（取下）
圧電振動角速度計

圧電材料：圧電
特開平7-151550

（取下）
振動角速度計

製造工数
の　削減 針構造：２方向

特開平7-190783
（取下）

振動角速度計

組み立て
の容易化 梁構造：圧電

特開平7-190782
（取下）

振動角速度計

電気的
特性向上 材料限定：単結晶シリコン

特開平7-134037
（取下）

振動角速度計及びその製造方法

検出精度
のバラツ

キ
その他：配置

特開平8-201190
（取下）

力検出装置

温度変化
への対策 熱的構造：応力 特開2001-056343 マイクロマシン、およびその製造方法

電
気
的
特
性
向
上

配置構造 特許　3109220
92.03.09

G01B　7/16
［被引用2回］

マイクログリッパ－
　グリッパー本体の先端に、磁界内に配置される一対の可
撓性フィンガーを間隔をおいて対向配置するとともに、可
撓性フィンガーを通電で変形するコイル層を形成する。

変化/変位
が微小 電極構造：電極 特開平10-118965 マイクログリッパおよびその製造方法

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）

マ
イ
ク
ロ
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム

加
工
の
容
易
化
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表 2.19.4 ニコンの技術要素別課題対応特許（2/2） 

 
 
 
 
 
 
 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

可動部：金属プレート
特開平7-032276

（拒絶査定確定）
02.03.05

超小型グリッパ－及び超小型グリッパ－駆動装置

熱的構造
特開平7-156083

（拒絶査定確定）
02.03.05

超小型グリッパ－

探針：導体の探針
特開平8-052673

（拒絶査定確定）
02.03.05

探針付き超小型グリッパ－

熱的構造：発熱体 特開平8-192382 マイクログリッパ－

材料限定：無機材料梁 特開平10-027391 情報記録用プロ－ブ

圧電材料：電極・電歪
特開平6-074752

（取下）
薄膜型変位センサ－を設けたカンチレバ－

圧電材料：電極・電歪 特許　3240692
92.07.08

G01B　7/16

薄膜型変位センサ－を設けたカンチレバ－
　可撓性プレートとその先端付近に固定された針状チップ
からなるカンチレバーにおいて、可撓性プレート上に圧電
または電歪特性の薄膜型変位センサを設ける。

そ
の
他

配置構造：接合 特開平8-257926 ホルダ－付きマイクログリッパ－

個別素子
デバイス
の小型化

電気回路・電源：駆動機構
特開平5-265553

（取下）
自走式マイクロマシン

制御/測定
精度の向上 材料限定：特性向上

特開平6-098572
（取下）

光マイクロモ－タ及びその回転方向制御方法

マ
イ
ク
ロ
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム

高
精
度
化
一
般

制
御
/
測
定
精
度
の
向
上

マ

イ

ク

ロ

光

学

電

気

機

械

シ

ス

テ

ム
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2.20.1 企業の概要 

 
商号 ソニー 株式会社 

本社所在地 〒141-0001 東京都品川区北品川6-7-35 

設立年 1946年（昭和21年） 

資本金 4,761億5百万円（2002年3月末） 

従業員数 17,090名（2002年3月末）（連結：168,000名） 

事業内容 音響・映像・情報・通信関係の各種電子・電気機械器具・部品の製造・販

売、他 

 

2.20.2 製品例 

 MEMS 関連の記載は、ホームページには特に見当たらなかった。 

http://www.sony.jp/ 

 
2.20.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.20.3 に、ソニーの出願件数と発明者数を示す。出願動向としては、1992 年および

1999 年にピークがあるが、MEMS 技術に関しては通年的な出願は見当たらない。発明者数は

最高で 20 名弱であった。 

 

ソニーの開発拠点 :東京都品川区北品川 6 丁目 7 番 35 号 ソニー株式会社内 
 

図 2.20.3 ソニーの出願件数と発明者数 
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2.20.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.20.4-1 に、ソニーの技術要素と課題の分布を示す。スライド、回転可能な要素に

関する出願が多く、次に基層、基板上での装置とシステムの製造・処理に関する出願が多

い。出願の多いスライド、回転可能な要素の内容は、基板形状加工等の出願である。また、

基層、基板上での装置とシステムの製造・処理の内容はマイクロマシニングに関する微粒

子高速噴射等の特定の製造プロセスに関する出願である。 

スライド、回転可能な要素の課題としては、特性向上と信頼性向上が多く、基層、基板

上での装置とシステムの製造・処理に関する課題としては、製造性向上に関する出願が多

い。 

 
          図 2.20.4-1 ソニーの技術要素と課題の分布 

 
 
 

表 2.20.4 ソニーの技術要素と課題の分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 2.20.4-2 には、ソニーのスライド、回転可能な要素に関する課題と解決手段との対応

を示したものである。課題として特性向上があり、その解決手段としては可動板構造で対

応した特許が多い。 
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図 2.20.4-2 スライド・回転可能な要素に関する課題と解決手段 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 2.20.4-3 には、ソニーの基層、基板上での装置、システムの製造・処理に関する課題

と解決手段との対応を示したものである。課題としては製造性向上の課題に対して、フォ

トプロセス、あるいは微粒子噴射プロセスで対応した特許が多い。 
 

図 2.20.4-3 基層、基板上での装置とシステムの製造・処理に関する課題と解決手段 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 表 2.20.4 に、ソニーの技術要素別課題対応特許を示す。18 件の出願があり、４件が登

録となっている。登録特許は出願日、主 IPC、図および概要入りで示す。 
以下に主な出願内容を例示する。 

a. マイクロミラー 

 マイクロミラーとは、光を反射する機械要素としてのミラーの小型化を図ったものをさ
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低

消

費

電

力

化

基板加工・構造

光学配置

構造限定

材料限定

集積・配置構造

電極配置

特異構造

プロセス・一般

プロセス・堆積

フォトプロセス

プロセス・転写型

プロセス・特異層

プロセス・ﾉｽﾞﾙ形成

プロセス・ﾋﾞｰﾑ照射

プロセス・微粒子噴射

プロセス・部材形成

プロセス・放電加工

プロセス・陽極酸化

その他
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す。利用分野では、光走査式の形状認識センサ、バーコードリーダ、レーザプリンタ用の

スキャニングミラー等において光ビームを走査させるときに使用される。低消費電力化を

目的として、低駆動電圧でミラー部の走査角度を大きくするために、三菱電機から、ミラ

ー形成基板と分離して駆動フレームを形成し、ミラー形成基板を直接駆動させずに駆動フ

レームを介してミラー形成基板を間接的に駆動させるものがあり、登録されている。信頼

性向上を目的として、光ディスクに記録された情報を読み取るために、光反射面を介して

光を光ディスクの記録部に導く振動体装置における振動体が空気の粘性により駆動力の減

衰を防止するために、振動体の振動時に内空間に生じる流体圧を貫通孔から外部へ放出す

るもの、がある。また、マイクロミラー装置を微動アクチュエータとして用いた光ディス

ク装置に関しては、ヒンジ部の寸法精度を高精度に保って可動部を回動させるものがあり、

ヒンジ部の厚みをヒンジ部の幅よりも小さくすると共に、可動部の値を所定の値以上とす

るもの、サーボ帯域を広帯域化するために、ヒンジ部の少なくとも一部に、その厚み方向

に突部を形成して、ヒンジ部の曲げ剛性を大幅に高めている。 
b. マイクロモータ 

 マイクロモータの駆動方式は、電磁気力で回転駆動するものと、静電気力を利用してロ

ータが基板上を平行に動くものの２つに大別される。 
表 2.20.4 にマイクロモータの駆動方式の比較表を示す。 

 
表 2.20.4 マイクロモータの駆動方式の比較表 

駆動方式 動作原理／構成 主な課題 権利者 

電磁気力 回転自在なロータに駆動コイル

で回転力を付与する 
・小型化 
 

ソニー 
 

静電気力 
静電気力を利用してロータが基

板上を平行に動く 
 

・摺動部の耐摩耗性の向上 
・モータの駆動力向上 
・ロータの連続的運動 

ソニー 
日本電気 
島津製作所 

○ 電磁型マイクロモータ 
小型化を目的として、従来小型化のネックとされていた駆動コイルをロータ自体に組込

み、支軸を通して検出される誘導電流を基に駆動コイルへの供給電流の流れ方向を制御す

ることで支軸を中心としたロータの回転を可能とするものがある。本方式の件数は少ない。 
○ 静電型マイクロモータ 
微小回転機構は、固定子に電圧を印加すると、回転子の外側に反対の電荷が寄ってきて

集まり、固定子と回転子は引きつけ合うこととなる。この電圧を交流として、固定子の電

圧を順に回していくと、回転子はそれぞれ次の固定子にひきつけられて回転する。特性向

上を目的として、回転子の安定回転時において、回転子が回転軸と、アキシャル方向のみ

でなく、ラジアル方向にも摩擦接触することなく、回転ロスを減少させるもの、信頼性の

向上を目的として、摺動部の耐久性が高く、円滑な摺動を可能にするものとして Si 基板と

Si 軸の全面にダイヤモンド膜を形成し、その膜上に絶縁膜を堆積して Si 軸の周囲に多結

晶シリコンからなる回転ロータを形成するもの、島津製作所からは、摺動部の摩耗特性の

改善として、材料に着目し、メカニクスを構成する部材例えば多結晶 Si 膜にＣイオンを注

入して化合物 SiC を用いるものがある。 
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表 2.20.4 ソニーの技術要素別課題対応特許（1/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ

共同出願人
［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

個
別
要
素
の
小
型
化

駆動源構成：駆動コイル 特許　3166378
93.01.19

H02K　29/00

マイクロモ－タ及びその駆動方法
　ロータに回転力を付与するための駆動コイルがロータ自
体に組み込まれ、支軸を通して検出される誘導電流を基に
駆動コイルへの供給電流の流れ方向を制御することで、支
軸を中心としたロータの回転が可能となる。

基板構造：凸部形成
特開平6-017822

（拒絶査定確定）
01.06.12

微小回転機構

基板構造：貫通孔形成 特開2000-314846 振動体装置及びその作動方法

長
期
安
定
化

可動部材料：回転ロータ 特許　3200857
91.03.19

H02N　1/00

マイクロマシンの製造方法
　シリコン基板上に円柱状シリコン軸をダイヤモンド膜で
形成し、さらに絶縁膜を堆積させた後に、多結晶シリコン
の回転ロータを形成し、絶縁膜を除去して、回転ロータを
回転可能とする。

加工の
容易化 装置構成：走行装置

特開平6-151547
（取下）

走行装置、走行装置を具備したウエハ、
及びかかるウエハの作製方法

可動板構造：ミラー配置 特開2001-142009 マイクロミラ－装置及び光ディスク装置

可動板構造：可動部材料 特開2001-188187
マイクロミラ－装置及びこれを用いた光ディスク装置並び
にマイクロミラ－装置の製造方法

付　着・
粘着防止

　
機
械
的

　
特
性
向
上

ス
ラ
イ
ド
、

回
転
可
能
な
要
素
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表 2.20.4 ソニーの技術要素別課題対応特許（2/2） 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許/公開番号
(経過情報）

出願日
主ＩＰＣ
共同出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

可動部構造：可動部材形状 特許　3297755
92.07.03

H01L　49/00

微小回転機構
　基板上に回転軸を有し、回転子により回転する機構で
あって、回転軸の回転子と対向する面と、回転軸の中心軸
を含む平面との交線は中心軸に対して斜めとなっている。

可動部構造：可動部材形状 特開2001-117026 マイクロミラ－装置及び光ディスク装置

3
次
元

構
造
体

電気的
特性向上 ヘッド：接触面積 特開平11-066649

情報信号の記録再生方式、その記録再生装置、
記録再生用ヘッド装置、メモリ媒体、ヘッド素子
及びそのヘッド素子の製造方法

電
磁
力

回
　
路

個別要素
の小型化 梁変形：磁性薄膜 特開2001-111131 磁気機能素子および磁気機能装置

個別要素
の小型化

プロセス・微細加工：材料
限定

特開平4-262132
（拒絶査定確定）

02.07.09
微小らせん構造体の製造方法

プロセス・微粒子噴射：イ
オン

特開平6-055445
（取下）

エアロマイクロマシ－ニングの方法及びその装置

プロセス・微粒子噴射：振
動動作

特開平6-071566
（取下）

エアロマイクロマシニングの方法とその装置、
並びにこの方法を用いて加工したマイクロスライダ

プロセス・エッチング：加
熱処理

特許　3175354
92.10.30

C23F　4/00

微小機械の製造方法
　イオウとハロゲン系の化学種のプラズマ用エッチングガ
スを用い、シリコン系基体を室温以下に保持して、遊離し
たイオウを堆積しつつエッチングするプロセス。

プロセス・マスク：砥粒噴
射

特開平4-304967
（取下）

感光性複合材及びそれを用いた部品の加工方法

プロセス・微粒子噴射：微
粒子噴射

特開平5-285836
（取下）

エアロマイクロマシ－ニングの方法
及びこの方法を用いて加工した薄板

歩留ま
り向上

プロセス・微粒子噴射：微
粒子噴射

特開平4-360770
（取下）

エアロマイクロマシニングの方法とその装置

基
層
、

基
板
上
で
の
装
置
、

シ
ス
テ
ム
の
製
造
・
処
理

運
動
的
特
性
向
上

ス
ラ
イ
ド
、

回
転
可
能
な
要
素

加
工
の
容
易
化

形
状
・
寸
法
の

バ
ラ
ツ
キ
低
減



３. 主要企業の技術開発拠点 
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図 3.1 に MEMS 技術についての主要企業の技術開発拠点を示す。また、表 3.1 に技術開発拠

点の住所一覧表を示す。この図や表は主要企業 20 社が保有している特許公報から発明者の住

所・居所を集計したものである。 

集計の結果は、出願上位 20 社の開発拠点を発明者の住所・居所でみると川崎市、勝田市等

の関東地方に 12 拠点、京都市、伊丹市等の関西地方に６拠点、刈谷市等の中部地方に１拠点、

ある。 

技術開発の拠点は、関東地方と関西地方に集中している。 

3.1 MEMS 技術の技術開発拠点

 

 

３. 主要企業の技術開発拠点 

 

関東地方と関西地方に技術開発の拠点は集中している。 

 

特許流通 

支援チャート
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図3.1 MEMS技術に関する主要企業の技術開発拠点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3.1 技術開発拠点一覧表 
 

No 企 業 名 住  所 

1 オリンパス光学工業 東京都八王子市石川町2951 オリンパス光学工業株式会社内 

2 デンソー 愛知県刈谷市昭和町１丁目1番地 株式会社デンソー内 

3 キヤノン 東京都大田区下丸子３丁目30番地2号 キャノン株式会社内 

4 リコー 東京都大田区中馬込1-3-6 株式会社リコー内 

5 日本電気 東京都港区芝5-7-1 日本電気株式会社内 

6 日立製作所 茨城県勝田市大字高場2520 株式会社日立製作所自動車機器事業部内 

7 松下電工 大阪府門真市大字門真１０４８番地 松下電工株式会社内 

8 オムロン 京都府京都市右京区花園土堂町10 オムロン株式会社内 

9 村田製作所 京都府長岡京市天神2-26-10 株式会社村田製作所内 

10 日本電信電話 東京都武蔵野市緑町3-9-11 NTT武蔵野研究開発センタ内 

11 セイコー エプソン 東京都新宿区西新宿２丁目４番１号 セイコーエプソン株式会社内 

12 ルーセント テクノロジーズ 米国 

13 富士電機 神奈川県川崎市川崎区田辺新田１番１号 富士電機株式会社内 

14 松下電器産業 大阪府門真市大字門真1006 松下電器産業株式会社内 

15 富士通 神奈川県川崎市中原区小田中1015番地 富士通株式会社内 

16 シャープ 大阪府大阪市阿倍野区長池町22-22 シャープ株式会社内 

17 三菱電機 兵庫県伊丹市瑞原4-1 三菱電機株式会社 光・ﾏｲｸﾛロ波ﾃﾞﾊﾞｲｽ開発研究所

18 三菱マテリアル 東京都千代田区大手町１－５－１ 三菱マテリアル株式会社内 

19 ニコン 東京都千代田区丸の内３－２－３（富士ビル） 株式会社ニコン内 

20 ソニー 東京都品川区北品川６－７－３５ ソニー株式会社内 

 

⑥

①③④⑤⑩⑪⑱⑲⑳ 

⑬⑮

②

⑧⑨

⑰ 

⑦⑭⑯ 

米国 

⑫ 
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資料 1-1 

資料１．特許流通促進事業 
 

独立行政法人工業所有権総合情報館では、特許庁の特許流通促進施策の実施機関として、開放意

思のある特許（開放特許）を企業間及び大学・公的試験研究機関と企業の間において円滑に移転させ、

中小・ベンチャー企業の新規事業の創出や新製品開発を活性化させることを目的とした特許流通促進

事業を実施しております。ここでは皆さまに利用可能な本事業の一部を紹介します。 

 

（１）特許流通アドバイザーの派遣 

中小企業等への特許を活用した円滑な技術移転を促進するため、知的財産権や技術移転に関する

豊富な知識・経験を有する専門人材である特許流通アドバイザーを、各都道府県や技術移転機関

（TLO）からの要請により派遣し、全国の特許流通アドバイザーやその他の専門家の人的ネットワークを

活用した各種相談や情報提供を行うことで、地域産業の活性化を図っています。（資料.２参照） 

 

（２）特許電子図書館情報検索指導アドバイザーの派遣 

中小企業による特許情報の有効な活用を支援するため、特許電子図書館情報検索指導アドバイ

ザーを全国の都道府県に派遣し、特許情報の検索方法や活用方法についての相談、企業等への出張

相談や講習会を無料で実施しています。（資料.２参照） 

 

（３）特許流通データベースの整備 

開放特許を中小・ベンチャー企業に円滑に流通させ、その実用化を推進するため、企業や大学・公的

研究機関が保有する開放意思のある特許をデータベース化し、インターネットを通じて公開しています。

（http://www.ryutu.ncipi.go.jp/db/index.html） 
 

特特許許流流通通促促進進事事業業のの実実施施体体制制  

特特
許許
庁庁

（（独独
法法
））工工
業業
所所
有有
権権
総総
合合
情情
報報
館館  

  発発明明協協会会  

○○特特許許流流通通ＡＡＤＤ

    派派遣遣事事業業  

  

  

  

○○検検索索ＡＡＤＤ派派遣遣

    事事業業  

ＪＪａａｐｐｉｉｏｏ  

○○流流通通ＤＤＢＢ  

  整整備備事事業業 

都道府県

ＴＬＯ等

中中
小小
企企
業業
等等  

事事
業業
委委
託託  

運運
営営
費費
交交
付付
金金  

特特許許流流通通ＤＤＢＢのの整整備備・・提提供供  

検検索索ＡＡＤＤのの派派遣遣  

特特
許許
流流
通通
ＡＡ
ＤＤ
のの
派派
遣遣  

  
相相談談  
アアドドババイイスス  



都道府県 派遣先 　　　　　　所在地 電話

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 杉谷　克彦 〒060-0807 札幌市北区北７条西２丁目北ビル８階 011-708-5783

北海道 北海道立工業試験場 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 宮本　剛汎 〒060-0819 札幌市北区北１９条西１１丁目 011-747-2358

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 白幡　克臣

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 平野　徹

青森県 （社）発明協会青森県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 内藤　規雄 〒030-0112 青森市第二問屋町４－１１－６ 017-762-3912

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 佐々木　泰樹 青森県産業技術開発センター内

岩手県 岩手県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 阿部　新喜司 〒020-0852 盛岡市飯岡新田３－３５－２ 019-635-8182

（社）発明協会岩手県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 中嶋　孝弘 〒020-0852 盛岡市飯岡新田３－３５－２ 019-656-4114

岩手県工業技術センター内

宮城県 東北経済産業局 　特許室 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 三澤　輝起 〒980-0014 仙台市青葉区本町３－４－１８ 022-223-9761

太陽生命仙台本町ビル７階

宮城県産業技術総合センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 小野　賢悟 〒98１-3206 仙台市泉区明通２丁目２番地 022-377-8725

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 小林　保

秋田県 秋田県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 石川　順三 〒010-1623 秋田市新屋町字砂奴寄４－１１ 018-862-3417

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 田嶋　正夫

山形県 山形県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 冨樫　富雄 〒990-2473 山形市松栄１－３－８ 023-647-8130

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 大澤　忠行 山形県産業創造支援センター内

福島県 （社）発明協会福島県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 相澤　正彬 〒963-0215 郡山市待池台１－１２ 024-959-3351

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 栗田　広 福島県ハイテクプラザ内

茨城県 （財）茨城県中小企業振興公社 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 齋藤　幸一 〒312-0005 ひたちなか市新光町３８ 029-264-2077

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 猪野　正己 ひたちなかテクノセンタービル内

栃木県 （社）発明協会栃木県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 坂本　武 〒322-0011 鹿沼市白桑田５１６－１ 0289-60-1811

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 中里　浩 栃木県工業技術センター内

群馬県 群馬県工業試験場 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 三田　隆志 〒371-0845 前橋市鳥羽町１９０ 027-280-4416

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 金井　澄雄

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 神林　賢蔵

関東経済産業局　特許室 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 村上　義英 〒330-9715 さいたま市上落合２－１１ 048-600-0501

さいたま新都心合同庁舎１号館

埼玉県 埼玉県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 野口　満 〒333-0848 川口市芝下１－１－５６ 048-269-3108

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 清水　修

（社）発明協会埼玉県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 鷲澤　　栄 〒331-8669 さいたま市桜木町１－７－５ 048-644-4806

ソニックシティ10階

千葉県 （社）発明協会千葉県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 稲谷　稔宏 〒260-0854 千葉市中央区長洲１－９－１ 043-223-6536

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 阿草　一男 千葉県庁南庁舎内

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 中原　照義

東京都 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 鷹見　紀彦 〒144-0035 大田区南蒲田１－２０－２０ 03-3737-1435

（社）発明協会東京支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 福澤　勝義 〒105-0001 東京都港区虎ノ門２－９－１４ 03-3502-5521

神奈川県 （財）神奈川高度技術支援財団 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 小森　幹雄 〒213-0012 川崎市高津区坂戸３－２－１ 044-819-2100

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 大井　隆 かながわサイエンスパーク内

神奈川県産業技術総合研究所 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 森　啓次 〒243-0435 海老名市下今泉７０５－１ 046-236-1500

（社）発明協会神奈川県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 蓮見　亮 〒231-0015 横浜市中区尾上町５－８０ 045-633-5055

神奈川中小企業センター10階

新潟県 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 小林　靖幸 〒940-2127 長岡市新産４－１－９ 0258-46-9711

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 石谷　速夫 長岡地域技術開発振興センター内

山梨県 山梨県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 廣川　幸生 〒400-0055 甲府市大津町２０９４ 055-220-2409

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 山下　知

長野県 （社）発明協会長野県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 徳永　正明 〒380-0928 長野市若里１－１８－１ 026-229-7688

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 岡田　光正 長野県工業試験場内

（財）信濃川テクノポリス開発
機構

東京都城南地域中小企業振
興センター

資料２．特許流通・特許検索アドバイザー一覧（平成１５年３月１日現在）

○各都道府県等への派遣（１/３）

氏名

北海道経
済産業局

関東経済
産業局

（財）北海道科学技術総合振
興センター
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都道府県 派遣先 　　　　　　所在地 電話

静岡県 （社）発明協会静岡県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 神長　邦雄 〒421-1221 静岡市牧ヶ谷２０７８ 054-278-6111

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 山田　修寧 静岡工業技術センター内

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 高橋　幸生

富山県 富山県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 小坂　郁雄 〒933-0981 高岡市二上町１５０ 0766-29-2081

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 齋藤　靖雄

石川県 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 一丸　義次 〒920-8203 金沢市鞍月２丁目２０番地 076-267-1001

石川県地場産業振興センター新館１階

（社）発明協会石川県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 辻　寛司 〒920-8203 金沢市鞍月２丁目２０番地 076-267-5918

石川県地場産業振興センター

岐阜県 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 松永  孝義 〒509-0108 各務原市須衛町４－１７９－１ 0583-79-2250

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 木下　裕雄 テクノプラザ５Ｆ

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 林　邦明

中部経済産業局 特許室 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 原口　邦弘 〒460-0008 名古屋市中区栄２－１０－１９ 052-223-6549

名古屋商工会議所ビルＢ２階

愛知県 愛知県産業技術研究所 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 森　孝和 〒448-0003 刈谷市一ツ木町西新割 0566-24-1841

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 三浦　元久

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 加藤　英昭

三重県 三重県科学技術振興センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 馬渡　建一 〒514-0819 津市高茶屋５－５－４５ 059-234-4150

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 長峰　隆

福井県 福井県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 上坂　旭 〒910-0102 福井市川合鷲塚町６１字北稲田１０ 0776-55-2100

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 田辺　宣之

滋賀県 滋賀県工業技術総合センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 新屋　正男 〒520-3004 栗東市上砥山２３２ 077-558-4040

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 森　久子

京都府 （社）発明協会京都支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 衣川　清彦 〒600-8813 京都市下京区中堂寺南町１３４番地 075-326-0066

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 中野　剛 京都ﾘｻｰﾁﾊﾟｰｸ京都高度技術研究所ビル４階

近畿経済産業局 特許室 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 下田　英宣 〒543-0061 大阪市天王寺区伶人町２－７ 06-6776-8491

関西特許情報センター１階

大阪府 大阪府立特許情報センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 梶原　淳治 〒543-0061 大阪市天王寺区伶人町２－７ 06-6772-0704

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 小林　正男 関西特許情報センター内

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 板倉　正

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 秋田　伸一

（社）発明協会大阪支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 戎　邦夫 〒564-0062 吹田市垂水町３－２４－１ 06-6330-7725

シンプレス江坂ビル２階

兵庫県 (財)新産業創造研究機構 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 園田　憲一 〒650-0047 神戸市中央区港島南町１－５－２ 078-306-6808

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 島田　一男 神戸キメックセンタービル６階

（社）発明協会兵庫県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 山口　克己 〒654-0037 神戸市須磨区行平町３－１－３ 078-731-5847

兵庫県立産業技術センター４階

奈良県 奈良県工業技術センター 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 北田　友彦 〒630-8031 奈良市柏木町１２９－１ 0742-33-0863

和歌山県 （社）発明協会和歌山県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 北澤　宏造 〒640-8214 和歌山県和歌山市寄合町２５ 073-432-0087

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 木村　武司 和歌山市発明館４階

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 桑原　良弘 〒730-0017 広島市中区鉄砲町１－２０ 082-221-2929

第３ウエノビル７階

広島県 （財）ひろしま産業振興機構 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 壹岐　正弘 〒730-0052 広島市中区千田町３－７－４７ 082-240-7714

広島県情報プラザ３Ｆ

（社）発明協会広島県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 砂田　知則 〒730-0052 広島市中区千田町３－１３－１１ 082-544-0775

広島発明会館内

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 渡部　武徳 〒720-0067 福山市西町２－１０－１ 084-921-2349

福山商工会議所内

呉地域産業振興センター 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 三上　達矢 〒737-0004 広島県呉市阿賀南２－１０－１ 0823-76-3766

広島県立西部工業技術センター内

鳥取県 （社）発明協会鳥取県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 五十嵐　善司 〒689-1112 鳥取市若葉台南７－５－１ 0857-52-6728

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 奥村　隆一 新産業創造センター１階

島根県 （社）発明協会島根県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 佐野  馨 〒690-0816 島根県松江市北陵町１ 0852-60-5146

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 門脇　みどり テクノアークしまね内

（社）発明協会広島県支部備
後支会

○各都道府県等への派遣（２/３）

氏名

（社）中国地域ニュービジネ
ス協議会

(財)石川県産業創出支援機
構

岐阜県科学技術振興セン
ター

近畿経済
産業局

中国経済
産業局

中部経済
産業局
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都道府県 派遣先 　　　　　　所在地 電話

岡山県 （社）発明協会岡山県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 横田　悦造 〒701-1221 岡山市芳賀５３０１ 086-286-9102

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 佐藤　新吾 テクノサポート岡山内

山口県 （財）やまぐち産業振興財団 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 滝川　尚久 〒753-0077 山口市熊野町１－１０ NPYビル１０階 083-922-9927

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 徳勢　允宏

（社）発明協会山口県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 大段　恭二 〒753-0077 山口市熊野町１－１０ NPYビル１０階 083-922-9927

四国経済産業局 特許室 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 西原　昭 〒761-0301 香川県高松市林町２２１７－１５ 087-869-3790

香川産業頭脳化センタービル２階

香川県 （社）発明協会香川県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 谷田　吉成 〒761-0301 香川県高松市林町２２１７－１５ 087-869-9004

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 福家　康矩 香川産業頭脳化センタービル２階

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 中元　恒

徳島県 徳島県立工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 武岡　明夫 〒770-8021 徳島市雑賀町西開１１－２ 088-669-0117

（社）発明協会徳島県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 平野　稔 〒770-8021 徳島市雑賀町西開１１－２ 088-636-3388

徳島県立工業技術センター内

愛媛県 （社）発明協会愛媛県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 成松　貞治 〒791-1101 松山市久米窪田町３３７－１ 089-960-1489

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 片山　忠徳 テクノプラザ愛媛

高知県 （財）高知県産業振興センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 吉本　忠男 〒781-5101 高知市布師田３９９２－２ 0888-46-7087

高知県中小企業会館２階

高知県工業技術センター 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 柏井　富雄 〒781-5101 高知市布師田３９９２－２ 088-845-7664

九州経済産業局 特許室 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 簗田　克志 〒810-0022 福岡市中央区薬院４－４－２０ 092-524-3501

九州地域産学官交流センター内

福岡県 （社）発明協会福岡県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 道津　毅 〒812-0013 福岡市博多区博多駅東２－６－２３ 092-415-6777

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 浦井　正章 住友博多駅前第２ビル１階

（財）北九州産業学術推進機構 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 沖 　宏治 〒804-0003 北九州市戸畑区中原新町２－１ 093-873-1432

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 重藤　務 北九州テクノセンタービル

佐賀県 佐賀県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 光武　章二 〒849-0932 佐賀市鍋島町大字八戸溝１１４ 0952-30-8161

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 塚島　誠一郎

長崎県 （財）長崎県産業振興財団 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 嶋北　正俊 〒856-0026 大村市池田２－１３０３－８ 0957-52-1138

長崎県工業技術センター内

（社）発明協会長崎県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 川添　早苗 〒856-0026 大村市池田２－１３０３－８ 0957-52-1144

長崎県工業技術センター内

熊本県 熊本県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 深見　毅 〒862-0901 熊本市東町３－１１－３８ 096-331-7023

（社）発明協会熊本県支部 検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 松山　彰雄 〒862-0901 熊本市東町３－１１－３８ 096-360-3291

熊本県工業技術センター内

大分県 大分県産業科学技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 古崎　宣 〒870-1117 大分市高江西１－４３６１－１０ 097-596-7121

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 鎌田　正道

宮崎県 （社）発明協会宮崎県支部 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 久保田  英世 〒880-0303 宮崎県宮崎郡佐土原町東上那珂16500-2 0985-74-2953

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 黒田　護 宮崎県工業技術センター内

鹿児島県 鹿児島県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 橋口　暎一 〒899-5105 鹿児島県姶良郡隼人町小田１４４５－１ 0995-64-2056

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 大井　敏民

沖縄総合事務局 特許室 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 下司　義雄 〒900-0016 那覇市前島３－１－１５ 098-941-1528

大同生命那覇ビル５階

沖縄県 沖縄県工業技術センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 木村　薫 〒904-2234 具志川市州崎１２－２ 098-939-2372

検索指導ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 和田　修 中城湾港新港地区トロピカルテクノパーク内

氏名

○各都道府県等への派遣（３/３）

沖縄総合
事務局

四国経済
産業局

九州経済
産業局
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派遣先 電話

北海道ティー・エル・オー（株） 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 山田　邦重 〒060-0808 札幌市北区北８条西５丁目 011-708-3633

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 岩城　全紀 北海道大学事務局分館２階

（株）東北テクノアーチ 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 井硲　弘 〒980-0845 仙台市青葉区荒巻字青葉４６８番地 022-222-3049

東北大学未来科学技術共同センター

(株)筑波リエゾン研究所 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 関　　淳次 〒305-8577 茨城県つくば市天王台１－１－１ 0298-50-0195

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 綾　　紀元 筑波大学共同研究棟A303

（財）日本産業技術振興協会 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 坂　　光 〒305-8568 茨城県つくば市梅園１－１－１ 0298-61-5210

産総研イノベーションズ つくば中央第二事業所D-７階

日本大学国際産業技術 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 斎藤　光史 〒102-8275 東京都千代田区九段南４-８-２４ 03-5275-8139

ビジネス育成センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 加根魯 和宏

学校法人早稲田大学 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 菅野　淳 〒169-8555 東京都新宿区大久保３-４-１ 03-5286-9867

産学官研究推進センター（大久保オフィス） 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 風間　孝彦

（財）理工学振興会 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 鷹巣　征行 〒226-8503 横浜市緑区長津田町４２５９ 045-921-4391

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 千木良　泰宏 フロンティア創造共同研究センター内

よこはまティーエルオー（株） 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 小原　郁 〒240-8501 横浜市保土ヶ谷区常盤台７９－５ 045-339-4441

横浜国立大学共同研究推進センター内

学校法人慶応義塾大学知的資産センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 道井  敏 〒108-0073 港区三田２－１１－１５ 03-5427-1678

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 鈴木　泰 三田川崎ビル３階

学校法人東京電機大学産官学交流センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 河村　幸夫 〒101-8457 千代田区神田錦町２－２ 03-5280-3640

タマティーエルオー（株） 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 古瀬　武弘 〒192-0083 八王子市旭町９－１ 0426-31-1325

八王子スクエアビル１１階

学校法人明治大学知的資産センター 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 竹田　幹男 〒101-8301 千代田区神田駿河台１－１ 03-3296-4327

（株）山梨ティー・エル・オー 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 田中　正男 〒400-8511 甲府市武田４－３－１１ 055-220-8760

山梨大学地域共同開発研究センター内

静岡TLOやらまいか(STLO) 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 小野　義光 〒432-8561 浜松市城北３－５－１ 053-412-6703

（（財）浜松科学技術研究振興会）

（株）新潟ティーエルオー 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 梁取　美智雄 〒950-2181 新潟市五十嵐2の町８０５０番地 025-211-5140

新潟大学工学部内

農工大ティー・エル・オー（株） 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 丸井　智敬 〒184-8588 東京都小金井市中町２－２４－１６ 042-388-7254

東京農工大学共同研究開発センター内

（財）名古屋産業科学研究所 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 杉本　勝 〒460-0008 名古屋市中区栄２-１０-１９ 052-223-5691

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 大森　茂嘉 名古屋商工会議所ビル

（株）三重ティーエルオー 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 黒渕　達史 〒514-8507 三重県津市上浜町１５１５ 059-231-9822

三重大学地域共同研究センター内

関西ティー・エル・オー（株） 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 山田　富義 〒600-8813 京都市下京区中堂寺南町１３４番地 075-315-8250

斎田　雄一 京都ﾘｻｰﾁﾊﾟｰｸｻｲｴﾝｽｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ１号館２階

(財)新産業創造研究機構 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 井上　勝彦 〒650-0047 神戸市中央区港島南町１－５－２ 078-306-6805

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 山本　泰 神戸キメックセンタービル６階

(財）大阪産業振興機構 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 有馬　秀平 〒565-0871 大阪府吹田市山田丘２－１ 06-6879-4196

大阪大学先端科学技術共同研究ｾﾝﾀｰ４F

(有)山口ティー・エル・オー 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 松本　孝三 〒755-8611 山口県宇部市常盤台２－１６－１ 0836-22-9768

特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 熊原　尋美 山口大学地域共同研究開発センター内

（株）テクノネットワーク四国 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 佐藤　博正 〒760-0033 香川県高松市丸の内２－５ 087-811-5039

ﾖﾝﾃﾞﾝﾋﾞﾙ別館４階

（財）北九州産業学術推進機構 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 乾　　全 〒804-0003 北九州市戸畑区中原新町２-１ 093-873-1448

北九州テクノセンタービル

（株）産学連携機構九州 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 堀　　浩一 〒812-8581 福岡市東区箱崎６－１０－１ 092-642-4363

九州大学技術移転推進室内

（財）くまもとテクノ産業財団 特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 桂　　真郎 〒861-2202 熊本県上益城郡益城町田原２０８１－１０ 096-214-5311

所在地氏名

○技術移転機関（ＴＬＯ）への派遣
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資料 3-1 

資料３．平成 14 年度 21 技術テーマの特許流通の概要 

 

3.1 アンケート送付先と回収率 

平成 14 年度は、21 の技術テーマにおいて「特許流通支援チャート」を作成し、その中

で特許流通に対する意識調査として各技術テーマの出願件数上位企業を対象としてアンケ

ート調査を行った。平成 14 年 11 月８日に郵送によりアンケートを送付し、平成 15 年１月

24 日までに回収されたものを対象に解析した。 

表 3.1-1 に、アンケート調査表の回収状況を示す。送付件数 372 件、回収件数 175 件、

回収率 47.0％であった。 

 

表 3.1-1 アンケートの回収状況 

 

 

 

 

表 3.1-2 に、業種別の回収状況を示す。各業種を一般系、化学系、機械系、電気系と大

きく４つに分類した。以下、「○○系」と表現する場合は、各企業の業種別に基づく分類を

示す。それぞれの回収率は、一般系 49.1％、化学系 43.5％、機械系 60.0％、電気系 42.6％

であった。 

 

表 3.1-2 アンケートの業種別回収件数と回収率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業種と回収率 業種 回収件数

建設 1

窯業 5

鉄鋼 5

非鉄金属 11

その他製造業 2

サービス 3

その他 1

食品 6

繊維 2

化学 18

石油・ゴム製品 1

機械 17

金属製品 1

精密機器 11

輸送用機器 13

電気系
(78/183=42.6%)

電機 78

一般系
(28/57=49.1%)

化学系
(27/62=43.5%)

機械系
(42/70=60.0%)

送付件数 回収件数 未回収件数 回収率

372 175 197 47.0%
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図 3.1 に、全回収件数を母数にして業種別に回収率を示す。全回収件数に占める業種別

の回収率は電気系 44.6％、機械系 24.0％、一般系 16.0％、化学系 15.4％である。 

 

図 3.1 回収件数の業種別比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.1-3 に、技術テーマ別の回収件数と回収率を示す。この表では、技術テーマを一般

分野、化学分野、機械分野、電気分野に分類した。以下、「○○分野」と表現する場合は、

技術テーマによる分類を示す。回収率の最も良かった技術テーマは吸着による水処理技術

の 70.0％で、最も悪かったのは自律歩行技術の 25.0％である。 

 

表 3.1-3 技術テーマ別の回収件数と回収率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般系 化学系 機械系 電気系 合  計

28 27 42 78 175

電気系
44.6%

機械系
24.0%

化学系
15.4%

一般系
16.0%

分野 技術テーマ名 送付件数 回収件数 回収率

吸着による水処理技術 20 14 70.0%

機能性食品 17 6 35.3%

アルミニウムのリサイクル技術 18 9 50.0%

超音波探傷技術 20 9 45.0%

ナノ構造炭素材料 17 5 29.4%

バイオチップと遺伝子増幅技術 11 6 54.5%

生体親和性セラミックス材料 18 8 44.4%

プラスチック光ファイバ 19 11 57.9%

固体高分子形燃料電池 17 8 47.1%

超臨界流体 18 12 66.7%

ハイブリッド電気自動車の制御技術 20 11 55.0%

自律歩行技術 20 5 25.0%

MEMS（ﾏｲｸﾛ・ｴﾚｸﾄﾛ・ﾒｶﾆｶﾙ・ｼｽﾃﾑｽﾞ）技術 20 9 45.0%

ラピッドプロトタイピング技術 20 11 55.0%

CRM･知的財産管理システム 11 5 45.5%

高速シリアルバス技術 16 8 50.0%

電子透かし技術 19 8 42.1%

ブロードバンドルータ技術 17 7 41.2%

モバイル機器の節電技術 19 5 26.3%

プラズマディスプレイ（PDP）の駆動技術 16 9 56.3%

高効率太陽電池 19 9 47.4%

一
般
分
野

化
学
分
野

機
械
分
野

電
気
分
野
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3.2 アンケート結果 

3.2.1 開放特許に関して 

(1) 開放特許と非開放特許 

他者にライセンスしてもよい特許を「開放特許」、ライセンスの可能性のない特許を「非

開放特許」と定義した。その上で、各技術テーマにおける保有特許のうち、自社での実施

状況と開放状況について質問を行った。 

175 件中 155 件の回答があった（回答率 88.6％）。保有特許件数に対する開放特許件数

の割合を開放比率とし、保有特許件数に対する非開放特許件数の割合を非開放比率と定義

した。 

図 3.2.1-1 に、業種別の特許の開放比率と非開放比率を示す。全体の開放比率は 58.3％

で、業種別では一般系が 46.8％、化学系が 35.3％、機械系が 36.6％、電気系が 77.2％で

ある。電気系企業の開放比率が群を抜いて高い。 

 

図 3.2.1-1 業種別の開放比率と非開放比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.1-2 に、技術テーマ別の開放比率と非開放比率を示す。 

開放比率（実施開放比率と不実施開放比率を加算。）が高い技術テーマを見ると、「ブロ

ードバンドルータ技術」98.7％、「高速シリアルバス技術」97.3％、「経営システム」96.4％、

「モバイル機器の節電技術」が 94.9％である。一方、低い方では「固体高分子型燃料電池」

の 9.4％で、次いで「生体親和性セラミックス材料」の 14.5％、「アルミニウムのリサイク

ル技術」の 28.1%となっている。 

 

実施 不実施 実施 不実施

一般系 55 638 328 459 1,480

化学系 224 252 399 474 1,349

機械系 217 514 432 837 2,000

電気系 1,548 2,186 443 660 4,837

全  体 2,044 3,590 1,602 2,430 9,666

開放特許 非開放特許
業種分類 特許の合計

21.2

32.0

10.9

16.6

3.7

37.1

45.2

25.7

18.7

43.1

16.6

9.2

21.6

29.6
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35.3%

77.2%

36.6%

58.3%
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図 3.2.1-2 技術テーマ別の開放比率と非開放比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施 不実施 実施 不実施

218 220 171 408 1,017

31 42 96 91 260

119 116 113 155 503

78 604 171 203 1,056

64 112 64 85 325

15 46 235 351 647

79 203 153 206 641

0 32 100 88 220

102 44 110 25 281

83 97 18 77 275

82 157 56 61 356

18 50 51 61 180

34 95 29 12 170

104 146 12 147 409

57 310 0 177 544

230 354 160 219 963

216 378 32 0 626

150 166 4 0 320

109 138 18 56 321

155 171 5 4 335

100 109 4 4 217

2,044 3,590 1,602 2,430 9,666
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19.2
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2.3

51.0

5.1

1.0
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1.8

2.9

0.3
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

CRM･知的財産管理ｼｽﾃﾑ

高速ｼﾘｱﾙﾊﾞｽ技術
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ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾙｰﾀ技術

ﾓﾊﾞｲﾙ機器の節電技術
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ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ電気自動車の制御技術
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MEMS(ﾏｲｸﾛ･ｴﾚｸﾄﾛ･ﾒｶﾆｶﾙ･ｼｽﾃﾑｽﾞ)技術

ﾗﾋﾟｯﾄﾞﾌﾟﾛﾄﾀｲﾋﾟﾝｸﾞ技術
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生体親和性ｾﾗﾐｯｸｽ材料

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ光ﾌｧｲﾊﾞ

固体高分子形燃料電池

超臨界流体

吸着による水処理技術

機能性食品

ｱﾙﾐﾆｳﾑのﾘｻｲｸﾙ技術
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実施開放比率 不実施開放比率 実施非開放比率 不実施非開放比率

43.0%

44.0%
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54.1%

64.6%

46.8%
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65.5%
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67.2%

61.1%

75.8%

37.8%

67.5%

60.7%

94.9%

97.3%

98.7%

77.0%
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図 3.2.1-3 は、業種別に、各企業の特許開放比率の構成を示したものである。開放比率

は、一般系で最も低く、機械系で最も高い。電気系と化学系はその中間に位置する。 

 

図 3.2.1-3 特許の開放比率の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.1-4に、業種別の自社実施比率と不実施比率を示す。全体の自社実施比率は 37.7％

で、業種別では化学系 46.2％、機械系 32.5％、一般系 25.9％、電気系 41.2％である。一

般系企業の自社実施比率が低い。 

 

図 3.2.1-4 自社実施比率と不実施比率 
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全 体 2,044 1,602 3,590 2,430 9,666 

26.7

5.2

28.1

64.0

43.7

12.0

25.0

38.8

58.7

31.2

16.0

25.9

6.3

12.5

8.0

8.4

5.2

9.4

6.3

16.0

9.9

5.2

25.0

12.5

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全  体

電気系

機械系

化学系

一般系

開放比率１～25％ 開放比率26～50％ 開放比率51～75％

開放比率76～99％ 開放比率100％

76.0%

21.1

32.0

10.9

16.6

3.7 22.2

29.6

21.6

9.2

16.6

45.2

25.7

18.7

43.1

37.0 25.1

13.6

35.1

31.0

41.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全  体

電気系

機械系

化学系

一般系

実施開放比率 実施非開放比率 不実施開放比率 不実施非開放比率

25.9%

37.7%

41.2%

32.5%

46.2%



資料 3-6 

(2) 非開放特許の理由 

開放可能性のない特許の理由について質問を行った（複数回答）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3.2.1-5 は非開放特許の理由の内容を示す。 

全体で「優位性喪失」が最も多く 30.1％、次いで「ライバル企業排除」が 29.3％と上

位 1,2 位を占めている。これは、特許権を「技術の排他的独占権」として十分に行使して

いることが伺える。 

 

図 3.2.1-5 非開放特許の理由 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

独占的排他権の行使により、ライバル企業を排除するため
（ライバル企業排除）

27.6% 41.2% 21.8% 27.7% 29.3%

ライセンス経験不足等のため提供に不安があるから
（経験不足）

2.9% 0.0% 1.8% 0.0% 1.4%

技術の価値評価が困難なため（技術の価値評価） 4.3% 2.0% 9.1% 14.9% 7.2%

（企業秘密） 13.0% 3.9% 1.8% 4.3% 6.3%

他社に対する技術の優位性が失われるから（優位性喪失） 27.6% 25.5% 29.1% 40.3% 30.1%

相手先を見つけるのが困難であるため（相手先探し） 8.7% 5.9% 7.3% 4.3% 6.8%

共同出願先との調整を必要とするため（共同出願先との調整） 10.1% 7.8% 18.2% 6.4% 10.8%

その他 5.8% 13.7% 10.9% 2.1% 8.1%
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3.2.2 ライセンス供与に関して 

(1) ライセンス活動 

ライセンス供与の活動姿勢について質問を行った。 

 

 

 

 

 

その結果を、図 3.2.2-1 ライセンス活動に示す。175 件中 172 件の回答であった(回答率

98.3％)。 

何らかの形で特許ライセンス提供のための活動を行っている企業は 54.0％を占めた。そ

のうち、電気系をみると 74.4％と高い割合となっている。これは、技術移転を仲介する者

の活躍できる潜在性がかなり高いことを示唆している。 

 

図 3.2.2-1 ライセンス活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

特許ライセンス供与のための活動を行っている。　（積極的） 7.1% 11.1% 2.6% 24.4% 14.5%

特許ライセンス供与のための活動を行っている。　（普　通） 17.9% 14.8% 15.4% 39.7% 26.7%

特許ライセンス供与のための活動を行っている。　（消極的） 3.6% 18.5% 20.5% 10.3% 12.8%

特許ライセンス供与のための活動を行っていない 71.4% 55.6% 61.5% 25.6% 46.0%
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(2) ライセンス実績 

ライセンス供与の実績について質問を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.2-2 に、ライセンス実績を示す。175 件中 169 件の回答があった（回答率 96.6％）。

ライセンス実績有りとライセンス実績無しを分けて示す。 

「ライセンス供与実績が有（①＋②＋③）」は全体の 31.4％（53 件）であり、その内の

42 件にあたる 79.2％が「今後もライセンス供与を行う方針」との高い割合の回答であった。

特許ライセンスの有効性を認識した企業はさらにライセンス活動を活発化させる傾向にあ

るといえる。 

また上記 42 件の内、26 件にあたる 61.9％が電気系の企業であり、他業種の企業に比べ、

ライセンス供与に対する関心の高さを伺わせる結果となっている。 

 

 

図 3.2.2-2 ライセンス実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

①供与実績があり、今後も、行う方針 4.7% 3.0% 1.8% 15.4% 24.9%

②供与実績はあるが、今後は、行わない方針 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

③供与実績はあるが、今後は不明 0.6% 1.8% 0.6% 3.5% 6.5%

④供与実績はないが、今後は、行う方針 4.1% 4.1% 7.1% 11.3% 26.6%

⑤供与実績はなく、今後も、行わない方針 0.6% 1.8% 1.8% 3.5% 7.7%

⑥供与実績はなく、今後は、不明 5.3% 5.3% 12.4% 11.3% 34.3%

全
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(3) ライセンス先の見つけ方 

3.2.2 項の(2)で、ライセンス供与の実績があると回答したテーマ出願人にライセンス先

の見つけ方について質問を行った(複数回答)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その結果を、図 3.2.2-3 ライセンス先の見つけ方に示す。全体としては、「申入れ」が

27.0％と最も多く、次いで侵害警告を発した「権侵発」が 18.4％、「内部情報」「展示会」

によるものが 11.9％、その他「メディア」「学会」によるものが 10.8、10.3％であった。

化学系、機械系において、「申入れ」が 50％ときわだっている。 

 

図 3.2.2-3 ライセンス先の見つけ方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

先方からの申し入れ（申入れ） 34.9% 50.0% 50.0% 21.3% 27.0%

権利侵害調査の結果（権侵発） 17.4% 12.4% 10.0% 19.9% 18.4%

系列企業の情報網（内部情報） 4.3% 6.3% 10.0% 14.0% 11.9%

系列企業を除く取引先企業（外部情報） 4.3% 6.3% 0.0% 0.7% 1.6%

新聞、雑誌、TV、インターネット等（メディア） 8.7% 0.0% 0.0% 13.2% 10.8%

国・公立研究機関（官公庁） 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

特許公報 0.0% 6.3% 0.0% 0.7% 1.1%

イベント、展示会等（展示会） 13.0% 0.0% 0.0% 14.0% 11.9%

弁理士、特許事務所（特許事務所） 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

学会発表、学会誌（学会） 0.0% 0.0% 0.0% 14.0% 10.3%

大学、TLO（技術移転機関）、公的支援機関(特許流通アドバイザー等) 8.7% 6.3% 10.0% 0.7% 2.7%

人的ネットワーク。（相手先に相談できる人がいた等） 8.7% 12.4% 20.0% 0.0% 3.2%

データベース。（民間のDB等） 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

その他 0.0% 0.0% 0.0% 1.5% 1.1%
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(4) ライセンス供与の不成功理由 

3.2.2 項の(1)でライセンス活動を行っていると答えて、ライセンス実績の無いテーマ出

願人に、その不成功理由について質問を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その結果を、図 3.2.2-4 ライセンス供与の不成功理由に示す。約 64.7％は「相手先探し」

と回答している。このことから、相手先を探す仲介者および仲介を行うデータベース等の

インフラの充実が必要と思われる。電気系の「相手先探し」は 75.0％を占めていて他の業

種より抜きんでて多い。 

 

図 3.2.2-4 ライセンス供与の不成功理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

相手先が見つからない 49.9% 57.1% 58.7% 75.0% 64.7%

ロイヤリティーの折り合いがつかなかった 16.7% 0.0% 11.8% 4.2% 7.4%

ロイヤリティー以外の契約条件で折り合いがつかなかった 0.0% 0.0% 11.8% 0.0% 3.7%

相手先がグランド・バックを認めなかった 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 1.9%

相手先の秘密保持に信頼が置けなかった 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

交渉過程で不信感が生まれた 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

相手先の技術消化力が低かった 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

情勢（業績・経営方針・市場など）が変化した 0.0% 0.0% 5.9% 4.2% 3.7%

当該特許だけでは、製品化が困難と思われるから 0.0% 28.6% 5.9% 8.3% 9.3%

競合技術に遅れをとった 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

新技術が出現した 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
供与に伴う技術移転（試作や実証試験等）に時間がかかっており、
まだ、供与までに至らない 16.7% 0.0% 5.9% 0.0% 3.7%

その他 0.0% 14.3% 0.0% 8.3% 5.6%
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3.2.3 技術移転の対応 

(1) 申し入れ対応 

技術移転してもらいたいと申し入れがあった時、どのように対応するかについて質問を

行った。 

 

 

 

 

 

 

その結果を、図 3.2.3-1 ライセンス申し入れの対応に示す。「話を聞く」が 59.4％であ

った。次いで「積極交渉」が 37.0％であった。「話を聞く」と「積極交渉」で 96.4％とい

う高率であり、中小企業側からみた場合は、ライセンス供与の申し入れを積極的に行って

も断られるのはわずか 1.2％しかないということを示している。電気系の「積極交渉」が

他の業種より高い。 

 

図 3.2.3-1 ライセンス申入れの対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

積極的に交渉していく 10.7% 20.8% 36.6% 52.8% 37.0%

他社への特許ライセンスの供与は考えていないので、断る 3.6% 0.0% 0.0% 1.4% 1.2%

とりあえず、話を聞く 82.1% 75.0% 61.0% 44.4% 59.4%

その他 3.6% 4.2% 2.4% 1.4% 2.4%
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(2) 仲介の必要性 

ライセンスの仲介の必要性があるかについて質問を行った。 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.3-2 に仲介の必要性の内訳を示す。「社内機能があるから不要」が 65.5％を占め、

最も多い。アンケートの配布先は大手企業が大部分であったため、自社において知財管理、

技術移転機能が整備されている企業が大半を占めることを意味している。 

次いで「適切な仲介者で検討」が 26.1％、「公的仲介が必要」が 4.8％、「民間仲介が必

要」が 1.2％となっている。これらを加えると仲介の必要を感じている企業は 32.1％に上

る。 

自前で知財管理や知財戦略を立てることができない中小企業や一部の大企業では、技術

移転・仲介者の存在が必要であると推測される。 

 

図 3.2.3-2 仲介の必要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

民間仲介業者に仲介等を依頼することが好ましい 0.0% 4.2% 2.4% 0.0% 1.2%

公的支援機関に仲介等を依頼することが好ましい 14.3% 4.2% 2.4% 2.8% 4.8%

適切な仲介者がいれば、仲介等を依頼することが好ましい 28.6% 37.5% 26.8% 20.8% 26.1%

自社内にそれに相当する機能があるから不要である 53.5% 54.1% 63.5% 75.0% 65.5%

技術が仲介等を依頼するまでに到っていないので不要である 3.6% 0.0% 4.9% 1.4% 2.4%
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3.2.4 具体的事例 

(1) テーマ特許の供与実績 

技術テーマの分析の対象となった特許一覧表を掲載し(テーマ特許)、具体的にどの特許

の供与実績があるかについて質問を行った。 

 

 

 

 

 

図 3.2.4-1 に、テーマ特許の供与実績を示す。 

「有る」と回答した企業が 12.7％であった。「無い」と回答した企業が 55.0％あった。

「回答不可」と回答した企業が 32.3％とかなり多かった。これは個別案件ごとにアンケー

トを行ったためと思われる。ライセンス自体、企業秘密であり、他者に情報を漏洩しない

場合が多い。 

 

図 3.2.4-1 テーマ特許の供与実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

有る 17.9% 20.0% 7.5% 10.8% 12.7%

無い 57.1% 64.0% 70.0% 41.5% 55.0%

回答できない 25.0% 16.0% 22.5% 47.7% 32.3%
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(2) テーマ特許を適用した製品 

「特許流通支援チャート」に収蔵した特許（出願）を適用した製品の有無について質問

を行った。 

 

 

 

 

 

図 3.2.4-2 に、テーマ特許を適用した製品の有無について結果を示す。 

「有る」が 30.0％、「回答不可」が 43.7％、「無い」が 26.3％であった。一般系と化学

系で「有る」と回答した企業が比較的多かった。 

 

図 3.2.4-2 テーマ特許を適用した製品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般系 化学系 機械系 電気系 全  体

有る 46.4% 36.0% 23.1% 25.0% 30.0%

無い 39.3% 24.0% 35.9% 16.2% 26.3%

回答できない 14.3% 40.0% 41.0% 58.8% 43.7%
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3.3 ヒアリング調査 

本調査は、アンケートによる調査において、「供与実績があり、今後も、行う方針」と

いう回答があった 25 出願人（25 社）のうち、ヒアリング調査に応じてくれた 11 社(44.0％)

について、平成 15 年２月中旬から下旬にかけて実施した。 

 

 

3.3.1 ヒアリング結果 

(1) ヒアリング対象 

ヒアリングに応じた出願人（権利者）はすべて大企業であった。 

 

(2) ライセンシー 

ライセンスを与えた相手先は、大企業が４件、中小・ベンチャー企業が２件、海外が

１件、回答なしが４件であった。 

 

(3) 技術移転のきっかけ 

技術移転のきっかけは、権利者側からライセンスを「申し出」ての成約が０件、ライ

センシー側から技術導入（移転）の要請「申し入れ」があって成約したものが７件、回

答なしが４件であった。 

 

(4) 技術移転の形態 

技術移転の形態を見ると、「ノウハウを伴わない」技術移転は６件、「ノウハウを伴う」

技術移転は４件、「回答なし」が１件であった。 

  「ノウハウを伴わない」場合のライセンシーは、６件のうち１件が中小企業、３件が

大企業、２件が回答なしであった。 

  「ノウハウを伴う」場合、権利者の中には、そのノウハウ部分について、不足してい

る技術者の人員や時間を割くようなゆとりはなく、人的ノウハウには含むことは出来な

いとの回答があった。関連して中小企業に技術移転を行う場合は、ライセンシーの技術

水準を重要視するとの回答があった。一方ライセンシー側にとっては、高度技術を有す

る技術者による指導が不可欠の状況にあるにもかかわらず、人的派遣を受けることが出

来ないということが技術移転の際の障壁となっているとの回答もあった。 

 

(5) ロイヤリティー 

  ロイヤリティーの支払方法で、イニシャルフィーとランニングフィーからなるものが

７件である。 

  無償でライセンスしたケースでは、自社の大手顧客であることや、業界標準化のため

の場合があった。 

他にも技術移転を拡大して、ロイヤリティー収入の増加を模索している企業も見受け

られた。 
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(6) 特許の開放方針 

  今回のヒアリングに調査に応じた出願人（権利者）の「特許の開放方針」は、「原則、

開放」であった。以下に各社毎の方針を示す。 

なお、開放の際に考慮している点として、技術内容や競合事業の有無、ノウハウ提供

時の技術者の派遣の有無、ロイヤリティー等があげられる。 

A 社（電気系）：本テーマの保有特許については、原則的に開放であり、今後も継続して

開放する方針である。しかしながら、先端技術等、技術テーマによって

は、特許戦略上の理由から開放しない政策をとっている。 
B 社（電気系）：本テーマの保有特許については、すべて開放している。また、ライセン

スに際しては、ロイヤリティーをできる限り低く抑え、幅広い普及を図

ることにより、当該特許技術の標準化を推進している。 
C 社（一般系）：本テーマの保有特許については、すべて非開放である。これは事業とし

ての立上げを検討している段階で、今後の見通しが分からないためであ

る。自社事業と競合しないものには原則開放、競合事業は非開放という

政策をとっている。 
D 社（電気系）：本テーマの保有特許に係る開放方針については、回答なしであった。原

則的には開放であり、ロイヤリティーも世間相場並に設定している。 
E 社（電気系）：本テーマの保有特許については、開放を維持している。特許流通データ

ベースへ登録するなど技術移転に対しては積極的であり、独自の技術を

もった中小企業との成約例もある。 
F 社（一般系）：本テーマの保有特許については、積極的開放の方針である。技術指導・

人材の派遣を含むノウハウ部分やアフターケアの面で負担となっている。

ロイヤリティーについても、なかなか十分とは言えない。 
G 社（化学系）：本テーマの保有特許については、開放している。ロイヤリティーを得る

ことには積極的であるが、技術者の派遣を中心とするノウハウの供与は

していない。 
H 社（一般系）：本テーマの保有特許については、開放を維持している。ノウハウに係る

技術指導はほとんどない。 

 I 社（化学系）：本テーマの保有特許については、開放を維持している。実績のなかには

将来技術であり、ロイヤリティーの決定が困難なものがあった。 

J 社（一般系）：本テーマの保有特許については、原則開放である。無償での通常実施権

許諾であったため、ロイヤリティー収入の無いものがあった。 

 K 社（一般系）：本テーマの保有特許については、開放を維持し、積極的に開放する。許

諾製品の範囲とロイヤリティーの算定が困難なものがあった。 
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資料４. 特許番号一覧 

20 社以外の技術要素別課題対応特許（1/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日

主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

集
積
・
高
密
度
化

可動部材：増幅回路 特許　3055175
94.09.12

H01L 41/09
インターナショナ

ル
ビジネス

マシーンズ

電気機械変換器
  少なくとも1つの可撓性素子と、この撓みに応答して電圧
を発生する電圧発生手段と、発生する電圧が印加されるｹﾞｰ
ﾄを有する少なくとも１つのFETを含む増幅回路を有し、可
撓性素子は少なくとも2つの層を含み、この2つの層の間に
電圧発生手段と、増幅回路が挟まれて、可撓性素子全体と
してｶﾝﾁﾚﾊﾞｰ構造をなす

製
造
工
数
の
削
減

基板加工：二層構造 特許　2987198
90.09.07

G02B 26/08
ブリティッシュ
テレコミュニ
ケーションズ

マイクロ機械的スイッチ
　基板上に第1の犠牲層を形成し、第1の犠牲層上の島とし
て第2の犠牲層を形成し、第2の犠牲層上に弾性材料のｽｲｯﾁ
素子層を形成し、ｽｲｯﾁ素子層上においてｽｲｯﾁ素子の輪郭を
限定し、窓の輪郭を限定し、ｴｯﾁﾝｸﾞ液を使用して窓を通し
て第2の犠牲層中の穴をｴｯﾁﾝｸﾞしてｽｲｯﾁ素子を形成するｽｲｯﾁ
素子層の部分を横方向にｱﾝﾀﾞｰｶｯﾄし、ｴｯﾁﾝｸﾞされたら第２
の犠牲層中の穴を通して第１の犠牲層をｴｯﾁﾝｸﾞしてｽｲｯﾁ素
子を形成するｽｲｯﾁ素子層の部分の下に空洞を形成する

電
気
的
特
性
向
上

基板構造：振動体 特許　3092480
95.06.27

H01R 13/22
横河電機

マイクロマシンデバイスの電極取出構造
　半導体基板の一面とガラス基板の一面が陽極接合されて
設けられた気密室の電極取り出し構造において、電気素子
に一端が接続され多端が半導体基板の一面に設けられた拡
散抵抗層よりなるリードとリードを覆い半導体基板の表面
に設けられた絶縁膜を経由する

特
性
　
そ
の
他

雄連結部材：雄連結部材 特許　2878537
92.11.26
C23F 1/00
藤倉電線

微小連結装置及びその製造方法
　Ｓｉ単結晶により突出部およびこの突出部先端から突出
方向に直交する方向に張り出した張り出し部が一体的に形
成された第1の連結部材と、回動可能の空間が備えられた第
2の連結部材を持つ

可
撓
性
、

ま
た
は
変
形
可
能
な
要
素
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（2/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日
主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

基板構造：機密接合 特許　3020488
88.04.15
F04B 43/04
科学技術
振興事業団

液体マイクロポンプ
　ガラス基板、中間層シリコン基板、メサとダイヤフラム
を有するシリコン基板を積層し、完全機密接合した構造か
らなり、中間層シリコン基板の液体出口側に相当する基板
表面に逆止弁を有し、ダイヤフラムを可動させ逆止弁を開
閉させるアクチュエータをダイヤフラムの下部に配設する
構造とする

探査：イメージング 特許　3145329
97.02.03
G01B 21/30
科学技術
振興事業団

局所探査顕微鏡
　電気的手段によらない探針ー試料間相互作用の超短時間
での制御技術を用いて、光学的、機械的手段のみを用い、
超短時間スケールで探針ー試料間相互作用を制御する原子
スケールでの時間分解能結像のための局所探査顕微鏡

ス
ラ
イ
ド
、

回

転
可
能
な
要
素

個
別
要
素
の
小
型
化

固定部材料：電極材料 特許　3219470
92.07.21
G02B 21/32
ダイキン工業
神奈川科学技術
アカデミ－

光操作型マニピュレ－タ
　観察物の微粒子に電荷を帯電させたあとに微粒子を固定
部に保持し、光が照射しないようにマスキングし、その光
の照射しないエリアを移動して、微粒子のハンドリングを
行う。

制
御
/
測
定
精
度
の
向
上

可
撓
性
、

ま
た
は
変
形
可
能
な
要
素
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（3/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日

主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

可動板構造：静磁界 特許　2722314
93.12.20
G02B 26/10
日本信号

［被引用1回］

プレ－ナ－型ガルバノミラ－及びその製造方法
　半導体基板に、平板状の可動板と揺動可能に支持するﾄｰ
ｼｮﾝﾊﾞｰとを一体形成し、可動板の周縁部に通電により磁界
を発生する平面コイルを敷設し、可動板の中央部に反射鏡
を設ける一方、ﾄｰｼｮﾝﾊﾞｰの軸方向と平行な可動板の対辺の
平面ｺｲﾙ部のみに静磁界を与える磁界発生手段を備える構成
とした

固定部材料：帯電方式 特許　3219469
92.07.21
G02B 21/32
ダイキン工業
神奈川科学技術
アカデミ－

光操作型マニピュレ－タ及びその駆動方法
　光源からの光照射により固定部の自発分極で電荷を誘起
させ、観察対象物に該電荷と逆の電荷を帯電させ、光源を
シフトさせて観察物を移動させる。

機
械
的
特
性
向
上

可動部構成：可動部材料 特許　2072137
90.04.11

C10M 103/00
島津製作所

マイクロメカニクスの製造方法
　シリコン基板上に成膜したｼﾘｺﾝ膜のﾒｶﾆｸｽ形成部の少なく
とも摺動部に相応する部分に、C,N,BまたはPｲｵﾝを導入し
て、その導入部分にSiとC､SiとNｉ，SiとBまたはSiとPとか
らなる化合物、もしくは混合物を形成する

個
別
素
子
デ
バ
イ
ス
の
小
型
化

ス
ラ
イ
ド
、

回
転
可
能
な
要
素
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（4/45） 
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課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日

主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

機
械
的
特
性
向
上

可動板構造：電圧印加制御 特許　2883822
94.10.18
H02N 1/00

富士電機総合研究
所

マイクロ搬送装置
　ワークを載せて定方向に動かす静電式マイクロアクチュ
エータを搬送要素として、該アクチュエータを二次元的に
集合配列して構成する。

駆動方式：電極配置 特許　2723182
96.10.01
B25J 7/00

独立行政法人
産業技術総合研究

所

非接触マイクロマニピュレ－ション方法及び装置
　微小物体を所定の狭い領域に補足するとともに、超音波
振動子の振動面とほぼ平行な一方向に沿って移動させる。

駆動方式：電極配置 特許　2913031
98.03.13
B25J 7/00

独立行政法人
産業技術総合研究

所

２音源を用いた非接触マイクロマニピュレ－ション方法お
よび装置
　微小物体が分散する液体媒質中に一対の超音波振動子を
配置し、二つの超音波の交差区域近傍に生成する定在波音
場の音圧の節に微小物体を捕捉する。

ス
ラ
イ
ド
、

回
転
可
能
な
要
素

制
御
/
測
定
精
度
の
向
上
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（5/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日
主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

可動部構造：電極配置 特許　2006851
93.02.18
B06B 1/06

インターナショナ
ル

ビジネス
マシーンズ

マイクロアクチュエ－タ
　圧電体膜の表面に形成された壁状部材と、この各側にお
いて圧電膜を挟むよう設けた電極対を有する

電極構造：電極配置 特許　3053069
95.12.23

H01L 41/083
川崎重工業

積層型アクチュエ－タとその配線方法
　圧電層と電極層が交互に多数積層した積層体の側面に形
成された外側電極層が相互に絶縁された底部電極層と導通
し、この底部電極層が基板裏面の接続電極部に接続する。

個
別
素
子
デ
バ
イ
ス
の
小
型
化

可動板構造：配置構造 特許　3234872
97.06.18
B23Q 5/22
セイコ－
電子工業

独立行政法人
産業技術

総合研究所

アクチュエ－タおよびその駆動方法、および、その駆動方
法をコンピュ－タに実行させるためのプログラムを記録し
たコンピュ－タ読み取り可能な記録媒体
　変位することでガイド手段に対する自らの位置を固定可
変自在な第1の変位手段と、第1の変位手段と連結され、少
なくとも第1の変位手段とは異なる方向に変位する第2の変
位手段などを持つ

ア
ク
チ
ュ

エ
ー

タ

個
別
要
素
の
小
型
化
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（6/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日
主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

可動部構造：配置構造 特許　3041608
98.09.18
H02N 2/00
セイコ－
電子工業

バイモルフアクチュエ－タ
　基板上に形成されたダイヤフラムと、ダイヤフラム上に
形成された導電薄膜による電極と、導電薄膜上に形成され
た圧電素子と、二つ以上の電極を有する電極基板などから
なる

光学素子構成：光学素子形
状

特許　2727140
91.06.25

F15B 21/06
三菱電線工業

光アクチュエ－タ－装置
　一端が光源に接続された光ファイバの他端にチューブが
被着され、チューブ内にはチューブの軸方向に移動可能な
駆動片が挿通されている

加
工
の
容
易
化

プロセスエッチング：配置
構造

特許　2744877
93.08.16

H01L 21/306
インターナショナ

ル
ビジネス

マシーンズ

マイクロ・ミニチュア構造の組立方法
　基板材料を選択し、基板材料上に被加工層材料を付着
し、形状を決定するため被加工層をパターン化するステッ
プを含む被加工システムに基づく方法を使用する、フォト
レジスト層の材料を被加工層上に付着し、コントラストを
強調したフォトリソグラフィによってパターン化し、フォ
トレジスト鋳型を形成する

ア
ク
チ
ュ

エ
ー

タ

個
別
素
子
デ
バ
イ
ス
の
小
型
化
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（7/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日
主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

可動板構造：静磁界 特許　2987750
95.05.26

H02K 33/18
江刺　正喜
日本信号

プレ－ナ型電磁アクチュエ－タ
　対をなす静磁界発生手段において、一方の静磁界発生手
段から他方の静磁界発生手段に向かう静磁界は、可動部を
斜めに横切る。この静磁界のﾍﾞｸﾄﾙ成分を分解すると、可動
部の各辺に対して互いに直交する2つの静磁界成分が得ら
れ、これにより、それぞれ外側可動板と内側可動板に対し
て磁気力を作用することが可能となる

光学素子構成：可動部構造 特許　3261458
00.02.22
B81B 3/00

独立行政法人産業
技術総合研究所

光駆動型アクチュエ－タ
　２種の光照射で各光に対応した２相間に可逆的に相転移
を起こし変形する光誘起相転移物質を用い、前記変形で機
構を駆動する。

組
み
立
て
の
容
易
化

可動板構造：接合体 特許　1956701
91.02.28
F03G 7/06

独立行政法人
産業技術総合研究

所

水素貯蔵合金膜を用いるアクチュエ－タ素子
　水素貯蔵合金膜と非水素化膜との接合体からなり、水素
貯蔵合金膜の電気化学的水素吸蔵によって、前記接合体を
湾曲させる。

ア
ク
チ
ュ

エ
ー

タ

製
造
工
数
の
削
減
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（8/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日
主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

歩
留
ま
り
向
上

加工処理：配置構造 特許　2095307
92.10.27
B23Q 3/08

住友電気工業

ウエハ固定装置
　真空室を有する吸引ステージと、吸引ステージに着脱可
能に取り付けられ、かつ真空室と連通する複数の吸引孔を
有する支持板などからなる

可動部構造：配置構造 特許　2725140
93.12.03
H02N 2/00
セイコ－
電子工業

圧電アクチュエ－タ及びその製造方法
　圧電材と平板弾性体からなる振動体と移動子からなる圧
電アクチュエ－タで、平板弾性体の一部を用い、弾性体と
同一面上に作られた張り出し部と、張り出し部に直接接す
る移動子などからなる

可動方式：液体媒体 特許　3026042
92.09.03
H01L 41/08
ニッタ

平井　利博

高速応答ポリウレタンゲル・アクチュエ－タ
　誘電性のポリウレタン・エラストマーに誘電性の溶媒を
含ませたポリウレタンゲル状物で、直流電場を印加し、ゲ
ルの構造が異方的に変化する。

製
造
性
一
般

ア
ク
チ
ュ

エ
ー

タ
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（9/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日

主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

可動部構造：螺旋運動 特許　2971389
96.03.13
H02N 1/00

東芝

静電アクチュエ－タ
　内部に円柱状の空間を形成する所定の直径を有する内周
面と、内周面上に設けられた複数の固定子と、固定子の内
部に配置され、固定子の内周面より小さな直径を有する外
周面を有し、外周面上に円周方向に延びる可動子電極を有
する可動子などからなる

可動部構造：波動弾性板 特許　3354380
96.03.15

Ｈ02Ｎ 1/00
東芝

静電アクチュエータ
　電圧印加装置４５により固定子に順次電圧が印加され、
固定子が順次基体１０側に撓む。これにより固定子上の波
動弾性板３０に進行波が発生する。進行波が発生した波動
弾性板３０と波の頂点部分で接する可動子４０は、波動弾
性板３０から駆動力を受け移動する。

可動部材料：電圧発生 特許　2753185
93.03.12

H02N 11/00
東芝

インチワ－ム型アクチュエ－タ
　非磁性体からなる対象物に所定間隔をおいて配置された
磁性体基板と、この磁性体基板に取り付けられ対象物側に
向かって延びる少なくとも１つの磁性体固定梁および少な
くとも２つの磁性体揺動梁などからなる

電極構造：可動子 特許　3095642
94.11.11
H02N 1/00

東芝

静電アクチュエ－タおよびその駆動方法
　本体部と、これに対向する面上に形成される複数の電極
とを備え、所定の間隔をもって対向配置された一対の固定
子と、所定の電圧が印加される導電体からなる電極などを
有する可動子を持つ

機
械
的
特
性
向
上

ア
ク
チ
ュ

エ
ー

タ
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（10/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日
主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

成分特定：熱処理 特許　2899682
96.03.22

C22C　14/00
独立行政法人

物質・材料研究機
構

Ｔｉ－Ｎｉ系形状記憶合金とその製造方法
　チタン含有量が５０～６６％原子の組成のＴｉ－Ｎｉ系
形状記憶合金で、母相に整合弾性歪を発生させるナノメー
トルスケールの析出物が非晶質の合金の６００～８００Ｋ
での熱処理で生成分布されている。

３次元構造体：ヤング率 特許　3230827
91.11.26
B81B 1/00

東芝
三浦宏文
・下山勲

複合構造物
　平面パターンを折り曲げた３次元立体で、各部材をヤン
グ率の大きい部材で構成し、稜線部に対応する部分をヤン
グ率の小さい部材で構成する

駆動構造：振動数 特許　2849697
93.03.12
H02N 2/00

独立行政法人
産業技術総合研究

所

２自由度振動型マイクロアクチュエ－タ
　駆動板と可動板にそれぞれの弾性連結部材において弾性
的に変位する２自由度の振動系を形成し、外力による励振
振動数を駆動板系の固有振動数に等しく設定して２自由振
動系の反共振振動数で駆動される振動系を形成する。

機
械
的
特
性
向
上

ア
ク
チ
ュ

エ
ー

タ
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（11/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日
主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

電極構造：突起 特許　2928752
95.12.07
H02N 1/00

東芝

静電アクチュエ－タ及びその駆動方法
　第１の本体部と、この面上に形成されて少なくとも２相
の電圧が印加される電極を有する固定子と、第１の本体部
と対向するように配置される第2の本体部などからなる可動
子を持つ

電極構造：可動子 特許　2843292
96.03.27
H02N 1/00

東芝

静電アクチュエ－タ
　固定子と、固定子に対向する面上に設けられ、滑り防止
を形成する複数の電極と、固定子間に配置され、電極に所
定の電圧を印加することによって固定子の一方から他方へ
と交互に吸着される可動子からなる

固定部形式：圧電素子 特許　2760729
93.03.12
H02N 2/00

東芝

インチワ－ム
　構造体に固定されると共に、積層型圧電素子からなる伸
長部と、構造体に対して相対的に移動可能な対象物を凸曲
面にてクランプする部分などからなる

ア
ク
チ
ュ

エ
ー

タ

運
動
的
特
性
向
上
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（12/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日

主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

特
性
　
そ
の
他

知的能力：静磁界 特許　3005972
92.05.19
H02N 1/00

セル
ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

閾動作式半導体型静電力装置
  作用手段と対向手段は互いに相対的に変位する可動子と
固定子を構成し、取り出された静電力を力学的変位に変換
し、制御手段は静電界が閾値を超えない様に制御したと
き、可動子は静電界が存在しても力学的変位を行わず不惑
状態に置かれ、閾値を超える様に制御したとき、可動子は
静電界が応じて力学的変位を行なう

制
御
/
測
定
精
度
の
向
上

可動部構造：サスペンショ
ン

特許　3229606
99.11.12
B81B 5/00
科学技術

振興事業団

梯子型サスペンション機構を用いたマイクロステップアク
チュエ－タ
　シャトルの変位に基づいて動作するコンプライアンスが
Ｃのバネによって相互に接続される梯子型に接続した機械
的ＤＡ変換を行う梯子型サスペンションと、この端部に変
位出力部を具備する

低
電
力
駆
動

/
電
池
駆
動

駆動方式：ポリオール 特許　3026043
92.09.03

H01L 41/08
ニッタ

平井　利博

ポリウレタンエラストマ－・アクチュエ－タ
　誘電性のポリオールを有するポリウレタン・エラスト
マーに、直流電場を印加し、ポリオールが電場方向に配向
する。

ア
ク
チ
ュ

エ
ー

タ
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（13/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日

主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

3
次
元
構
造
体

加
工
の
容
易
化

露出面：半導体微細加工 特許　3118882
91.07.16
B81C 1/00
日産自動車

マイクロメカニカル構造体の製造方法
　複数の露出面を備えた基体を製造する工程と、少なくと
も１つの面を露出させた状態で基体を基板に固定する工程
と、固定工程後、露出された面に対して半導体微細加工を
施す工程を含む。

信
頼
性
一
般

光起電力：リレー 特許　3363606
94.08.05

Ｈ01Ｌ 31/042
三洋電機

光起電力モジュール
　 各光起電力ユニットは、集積型光起電力素子２と、該光
起電力素子の裏面に一体化されて、所定の電圧を印加する
ことによって接点が切り換わるマイクロリレー８と、集積
型光起電力素子２の出力をマイクロリレー８の電極へ開閉
可能に導くスイッチ４とを具えている。

電
気
的
特
性
向
上

光電変換素子 特許　2965901
96.02.15

H01L 31/04
三洋電機

マイクロマシン用光電変換デバイス
　制御信号を検知するための光学センサとして結晶系シリ
コン光電変換素子が設けられ、この上に電力を供給するた
めの光起電力素子としての非晶質シリコン光電気変換素子
を設ける

シ
ス
テ
ム
・
装
置
の
小
型
化

光電変換素子：電極 特許　3081528
96.03.27

H01L 31/04
三洋電機

光電変換装置
　光電変換層と、光電変換層の一面に形成された第1電極
と、光電変換層の他面に形成された第2電極を有する複数の
光電変換素子を直列接続した光電変換ブロックを複数備
え、複数の光電変換ブロックが一体的に並設されている

そ
の
他
の
回
路
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（14/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日
主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

可動構造：容量 特許　2886431
93.10.27
G01C 19/56
住友精密工業

振動ジャイロセンサ－
　基板表面の所要軸方向に磁場中の交流電流にて発振する
振動子とその中に基板厚み方向に振動可能な測定子を半導
体ｼﾘｺﾝｳｴﾊｰの加工ﾌﾟﾛｾｽを用いて形成し、所要軸を回転軸と
する回転力を測定子の厚み方向の振動として静電容量変化
で検出し回転角速度を測定するｾﾝｻｰ構成を1枚の基板に軸方
向を変えて配置する。2軸の角速度の検出を可能とした

材料限定：溶液 特許　3071524
91.10.08
G01N 1/14
福田　敏男
日本電産

マイクロポンプ
　ポンプ外部の溶媒を選択的に透過する半透膜を溶媒吸入
部に有し、ポンプ内部の高濃度溶液とポンプ外部の溶媒と
の濃度差で浸透圧が生じ、外部溶媒はポンプ内部に吸入さ
れる。

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）

個
別
要
素
の
小
型
化



 

資料 4-15 

20 社以外の技術要素別課題対応特許（15/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日

主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

個
別
素
子
デ
バ
イ
ス
の
小
型
化

錘部：変位 特許　3263113
92.03.06

G01C 16/56
東芝

慣性センサ－
　基板上に正方形の４つの頂点に位置するように形成され
た複数の脚部と、アーム部の内側に支持され基板上に浮い
た状態とされた質量部などからなる

基板構造：密閉 特許　3044583
91.06.14
G01P 9/00

本田技研工業

半導体流体センサ
　ガス流の検出をする半導体センサ素子とマイクロポンプ
を基板に実装し、基板をヒータとともにガスが密封された
パッケージ内に収納して、マイクロポンプの駆動により、
パッケージ内でガスを循環させる

圧電材料：光照射 特許　3029450
90.10.30
B25J 7/00
福田　敏男
日本電産

マイクロ・マシン
　光歪効果の圧電素子と、光歪の変位変換手段と、液体の
流入流出開閉可動部からなるバルブ装置

個
別
素
子
デ
バ
イ
ス
の
小
型
化

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）



 

資料 4-16 

20 社以外の技術要素別課題対応特許（16/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日
主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

破
損
・
断
線
の
防
止

特異構造：制御体 特許　3025468
90.12.31
G01L 1/14
ワコ－

静電容量の変化を利用したセンサおよびその製造方法
　２つの基板に電極層と作用体と台座からなり、台座の内
側面と作用体の外側面とが対向して構成され、作用体の横
方向の変位を所定範囲内に制限する。

振動体：単結晶 特許　3037416
91.07.08
G01C 19/56
ロ－ベルト
　ボツシユ

マイクロメカニック式の回転値センサ
　少なくとも１つのカバーとセンサ部材を有する回転値セ
ンサで、センサ部材が互いに直交する２つの方向に振動可
能な振動体などを有する

電子素子：拡散抵抗 特許　3120050
97.03.13
G01P 15/12
エスアイアイ
ｱｰﾙﾃﾞｨｾﾝﾀｰ

半導体加速度センサ
　応力を検出するための拡散抵抗が一平面上に形成されたｾ
ﾝｻ素子と、ｾﾝｻ素子の一端側にを支持する台座とを有する半
導体加速度ｾﾝｻにおいて、2つのP型拡散抵抗は、一平面上の
加速度検出器の近傍に設けられ、2つのN型拡散抵抗は、2つ
のP型拡散抵抗よりも一平面上の内側に設けられ、かつN型
拡散抵抗と加速度検出面との距離はN型拡散抵抗と対向面と
の距離よりも短い

温
度
変
化
へ
の
対
策

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）



 

資料 4-17 

20 社以外の技術要素別課題対応特許（17/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日

主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

付
着
・
粘
着
防
止

基板構造：封止 特許　3292286
96.08.26
H01L 29/84
横河電機

振動式トランスデュ－サとその製造方法
　振動式トランスデューサにおいて、第1の伝導形式を有す
る半導体の基板と、基板の表面に形成された前記伝導形式
とは逆の第2の伝導形式を有するドレインとソースによりは
挟まれたチャンネルなどからなる

長
期
安
定
化

構造限定：流路 特許　3272037
92.05.27
F04B 17/04
下山　勲
三浦　宏文

電磁流体ポンプ
　流路形成板と、環状流路と圧力調整流路と、供給口・排
出口と、導電体からなり、導電体に磁場および電流を作用
させ、導電体挟まれた領域の容積を変化させる。

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）



 

資料 4-18 

20 社以外の技術要素別課題対応特許（18/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日
主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

長
期
安
定
化

可動構造：電子流 特許　3221290
95.06.30

G01P 15/12
双葉電子工業

加速度センサ
　エミッタとゲート電極部と、変位電極部とを真空容器中
に配置し、変位電極部は揺動可能に支持され、４以上の領
域に分割され、分割された領域に流れる電子流を測定す
る。

特異構造：変位 特許　2800111
96.02.27

H01L 29/84
エスアイアイ
ｱｰﾙﾃﾞｨｾﾝﾀｰ

半導体装置
　感歪部を有する半導体ｳｴﾊｰから取り出した直方体の構造
体と、これを固定し支持する支持体と、少なくとも直方体
の構造体の一端を固定する手段からなる

特異構造：変位 特許　2800112
96.02.28

H01L 29/84
エスアイアイ
ｱｰﾙﾃﾞｨｾﾝﾀｰ

半導体装置
　感歪部を有する半導体ｳｴﾊｰから取り出した直方体の構造
体と、これを固定し支持する支持体と、少なくとも直方体
の構造体の一端を固定する手段と、からなる感歪部を有す
る面にﾌﾞﾘｯｼﾞ回路を複数有する半導体加速度ｾﾝｻを含む構成
とする

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）

加
工
の
容
易
化



 

資料 4-19 

20 社以外の技術要素別課題対応特許（19/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日

主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

基板構造：支持梁 特許　3327150
96.12.13

G01C 19/56
豊田中央研究所

共振型角速度センサ
　マス部１のコリオリカ検出方向の側面には延出電極31が
あり、これと対向して容量検出電極30,32が配置されてい
る。励振方向に振動するマス部１にコリオリカが作用する
とマス部１は検出方向へも振動し、これが容量検出電極
30、32で容量変化が検出される。

一体構造 特許　3039860
98.02.27

G01C 19/56
リツトン　システ

ム

モノリシック振動ビ－ム角速度センサ
　シリコンの一体構成になっているビーム、つるす手段、
フレームの組合せと、セレクトロセラミック層を固定し、
電極をビーム表面から分離し、一対の検出電極を対称的に
配置する。

製
造
工
数
の
削
減

配置構造：凹部 特許　3254787
93.01.30
G01J 1/02
日産自動車

赤外線センサの製造方法
　互いに重ね合わされた赤外線フィルタ構成部材と半導体
基板との間に空間が形成され、空間内に赤外線検出部が配
設され、空間を画する面には反射鏡が形成されて、赤外線
フィルタから入射する赤外線を赤外線検出部に向け反射集
光するように構成した。

加
工
の
容
易
化マ

イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）



 

資料 4-20 

20 社以外の技術要素別課題対応特許（20/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日

主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

材料限定：高分子 特許　3145745
91.09.30
F04B 9/00
福田　敏男
日本電産

マイクロポンプ
　吸入バルブ・排出バルブ手段が円錐内面形状の弁座のバ
ルブと、バルブ室の弁手段と、流路を閉塞する弾性膜体か
らなり、弁手段が吸水性高分子ゲル材料の複数個の球状体
から形成される。

構造限定：電極 特許　3077077
94.01.28
G01C 19/56
チャールズ
スターク

ドレイパー　LAB

慣性レ－トセンサ－
　駆動要素としての駆動電極及び被駆動電極のﾌｨﾝｶﾞｰを櫛
の歯状に互いに入り込むように組み合わせた構造とする。
振動要素は、実質的にﾘﾆｱであって、互いに平行に配置さ
れ、撓み体を通る軸の両側に位置する微小構造製造技術に
より製造される

製
造
工
数
の
削
減

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）



 

資料 4-21 

20 社以外の技術要素別課題対応特許（21/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日

主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

歩
留
ま
り
向
上

材料限定：導電性 特許　3173256
93.11.08
G01P 21/00
日産自動車

半導体加速度センサとその製造方法
　加速度検出用重錘部を静電力により変位させるための電
極を設け、その電極に電圧を印加して加速度検出感度を自
己診断できるようにした半導体センサの電極を製造し易く
する。重錘部は、導電性があるシリコンで形成する。

電
気
的
特
性
向
上

特異構造：両面に加速度検
出手段

特許　3117925
97.02.05
H01L 29/84
エスアイアイ
ｱｰﾙﾃﾞｨｾﾝﾀｰ

半導体加速度センサ
　物理量変化を検出する感歪部が加速度を受ける面に対し
両側面に形成された基体と、基体の少なくとも一端を固定
するための半導体集積回路基板と、基体と半導体集積回路
基板を接続する接続手段を備える

機
械
的
特
性
向
上

構造限定：凹部 特許　1937371
92.10.26
G01P 15/02
デルコ

エレクトロニクス

加速度計アセンブリ
　キャビティを有するハウジングを備えており、キャビ
ティは、平面に沿って延展している底面と、平面より更に
下位に位置している凹部とを含む。凹部の中に配設されて
いる出力信号を発生する加速度計用検出ﾃﾞﾊﾞｲｽを備える

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）



 

資料 4-22 

20 社以外の技術要素別課題対応特許（22/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日

主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

配置構造：配置位置 特許　3258483
94.02.16
G01P 9/00

本田技研工業

ガスレ－トセンサ
　ガス流路とガス流路にガスを噴出するためのノズル孔を
有する基体と、ガス流路に設けられて基体に角速度が作用
したときのガス流の偏向の状態を検出する一対のヒートワ
イヤを備えた角速度検出部などを持つ

構造限定：開口幅 特許　3312229
94.03.18
G01P 9/00

本田技研工業

半導体ガスレートセンサ
　半導体ガスレートセンサにあって、そのセンサ本体にお
けるノズル孔の開口幅が３００～１０００μｍの範囲にな
るようにし、また、ノズル孔の長さが２ｍｍ以上となるよ
うにし、さらに、ガス通路内を流れるガスがまっすぐに抜
けることができるガス通路の奥方の位置にガス出口を設け
るようにする。

光
学
的
特
性
向
上

基板構造：測温抵抗体 特許　3309957
97.11.26
G01J 1/02
横河電機

赤外線検出素子
　赤外線検出素子において、凹曲面である窪みが形成され
その窪み部分に第1の反射鏡が形成された第1の基板などか
らなる

熱
的
特
性
向
上

配置構造：外周部に配置 特許　3036681
95.10.24

G01P 15/125
住友精密工業

静電容量型加速度センサ
　可撓基板を支持するﾋﾞｰﾑを相互に対向しないよう外周部
に配置し、重錘体の接合を可撓基板の中央部のみとし、さ
らに電極を各基板の外周部側に配置することにより、周囲
環境温度が変動しても、検出加速度に対する出力が影響を
受けない構成となす。使用温度範囲が広く厳しい自動車等
の用途に適用できる

運
動
的
特
性
向
上

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）



 

資料 4-23 

20 社以外の技術要素別課題対応特許（23/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日
主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

梁構造：間隔変化 特許　3368744
96.03.27

G01P 15/10
豊田中央研究所

振動型加速度センサ
　マス部１と支持基台２の間に接続部３５、３６を介し、
平行ビーム振動体３を点接続する。平行ビーム振動体３
は、２枚のビーム３８、３９を端部３１、３２で接続され
て構成されている。そして、端部３１、３２より平行ビー
ム振動体３を励振手段で励振すると共に、平行ビーム振動
体３の振動数を検出手段で検出する。

構造限定：感圧容量部 特許　3362714
99.11.16
G01L 9/00

豊田中央研究所

静電容量型圧力センサおよびその製造方法
　単結晶シリコン基板５０の主表面に圧力印加により静電
容量が変化する感圧容量部５００と、変化しない基準容量
部６００を設け、感圧容量部５００の可動ダイヤフラム３
００を第１および第２絶縁性ダイヤフラム膜１００、１３
０と、第１の上部電極１１０と、更に単結晶シリコン基板
の熱膨張係数に近い材料を用いて熱応力緩和膜２００（例
えばプラズマＣＶＤによる窒化シリコン膜）を形成する。

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）

熱
的
特
性
向
上



 

資料 4-24 

20 社以外の技術要素別課題対応特許（24/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日

主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

プロセス一般：熱処理 特許　3160782
92.10.06

H01L 29/84
本田技研工業

半導体流体センサの製造方法
　半導体流体センサにおいて、半導体基板上に絶縁膜を形
成する工程と、その絶縁膜上に感熱抵抗体としての金属抵
抗層を形成する工程などを含む

電気・電子回路：温度補償 特許　3189987
92.05.29
G01L 9/12

豊田中央研究所
豊田工機

容量型センサ
　基準キャパシタと、基準周波数発生回路と、信号出力回
路と、出力演算回路を備え、信号出力回路でゼロ点温度補
償、測定周波数発生回路で感度温度補償を行う。

検
出
精
度
の
バ
ラ
ツ
キ

その他：相対運動 特許　2120865
91.11.13

H01L 39/22
テクトロニックス

マイクロメカニカル・センサ
　支持体と素片と、第一、第二の変換素子からなり、第
一、第二の変換素子の一方は磁界を発生し、SQUIDにより素
片と支持体との相対的運動に起因して生じる磁界の変化を
検出する。

熱
的
特
性
向
上

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（25/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日
主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

熱的構造：熱伝達率小 特許　3044582
91.06.14
G01P 9/00

本田技研工業

ガスレ－トセンサ
　ヒートワイヤを用いたガスレートセンサにおいて、半導
体基板のエッチングによるマイクロマシニング加工によっ
てガス通路を形成すると共に、窒素またはアルゴンによる
ガスを使用

熱的構造：リファレンス抵
抗

特許　3258484
94.02.18
G01P 9/00

本田技研工業

ガスレ－トセンサ
　ガスレ－トセンサにおいて、リファレンス抵抗体を、
ヒートワイヤ体より下流側のガス流路に設け、ヒートワイ
ヤを通過する際に加熱されたガスがリファレンス抵抗に接
触するように構成

熱的構造：加熱手段 特許　2848818
88.02.21

G01N 27/00
科学技術

振興事業団

延長ゲートＦＥＴセンサ
　基板上に水素又は水素化合物の分解能を有する金属から
なり、ソース・ドレイン電極部の外側に延長された露出表
面をもつゲート電極部と、これに配設されたマイクロヒー
タ部による加熱手段とを具備する構成にした

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）

制
御
/
測
定
精
度
の
向
上
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（26/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日

主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

特異構造 特許　3051508
91.08.09

G01P 15/125
曙ブレ－キ中央
技術研究所

加速度検出方法および加速度センサ
　作用部、可撓部、固定部から形成されたＳｉ基板と、作
用部に接合した重錘体と、固定部と重錘体と対向する電極
と、電極で構成された静電容量部と、演算部からなる。

特異構造：流量を制御 特許　2599319
91.06.26
G01P 9/00

本田技研工業

ガスレ－トセンサ
　ガスレートセンサにおいて、センサ本体に設けられるフ
ローセンサによってガス流路内に噴出されるガスの流量を
検出する手段と、そのガス流量が設定された流量になるよ
うに流量制御を行う手段からなる

熱的構造：ガス流 特許　2599323
91.08.21
G01P 9/00

本田技研工業

ガスレ－トセンサ
　ガスレートセンサにおいて、ブリッジ回路における各
ヒートワイヤが直列接続された部分の電圧をガス流量検出
信号として取り出して駆動制御を行う

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）

制
御
/
測
定
精
度
の
向
上
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（27/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日

主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

電極 特許　3210966
99.06.29
B81B 3/00

東京工業大学長

静電マイクロアクチュエ－タ
　基板と、基板電極絶縁層と、基板電極と、駆動電極絶縁
層と、過冷却液体域を有する非晶質合金の駆動電極とを積
層し、駆動電極は螺旋状とする。

電極 特許　3327595
92.10.14

G01P 15/125
モトローラ

３軸加速度計
　 一対の固定プレート（１４，２４または５４，６０）と
それらの間に可動的に装着された第３のプレート（１６ま
たは５６）を有しすべての３つのプレートを通る第１の軸
（Ｚ）に沿った加速度を検出する。プレートの内２つ（１
４，１６）はまたお互いに対しかつ前記第１の軸（Ｚ）に
対し垂直な２つの軸（Ｘ，Ｙ）内でそこから外側に延びる
フィンガ（３０，３１，３２，３３，３４）を有する。

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）

制
御
/
測
定
精
度
の
向
上
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（28/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日
主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

制
御
/
測
定
精
度
の
向
上

電極：立体化 特許　3210967
99.06.29
B81B 3/00

東京工業大学長

静電マイクロアクチュエ－タの駆動方法
　過冷却液体域を有する非晶質合金からなる螺旋状の駆動
電極における電圧印加の有無で、前記駆動電極を平面形状
と立体形状に変化させる。

経
済
性
一
般

電子素子：対向２面 特許　3054938
97.03.13

G01P 15/12
エスアイアイ
ｱｰﾙﾃﾞｨｾﾝﾀｰ

半導体加速度センサ
　第１/2検出機能が設けられた基体と、基体の一端側を固
定する支持体とを備える半導体加速度ｾﾝｻであって、第１/2
検出機能は基体の一つの表面上にともに形成され、第１検
出機能は、加速度検出面に対して平行な方向で、かつ、一
つの表面に対して垂直な方向の加速度を検出し、第2検出機
能は、加速度検出面に対して垂直な方向の加速度を検出
し、一つの表面が加速度検出面の側面になるように支持体
が加速度検出面に接合されている

マ
イ
ク
ロ
構
造
装
置
と
協
同
す
る
シ
ス
テ
ム
（

セ
ン
サ
）



 

資料 4-29 

20 社以外の技術要素別課題対応特許（29/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日
主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

個
別
要
素
の
小
型
化

電気回路：制御 特許　3016870
96.04.26

H04R 19/00
ユニバーシティ

オブ
ブリティッシュ
コロンビア

エラストメリック・マイクロ・エレクトロ・メカニカル・
システムズ
　第1の基板と、第1の基板が複数の第1の弾性ﾏｲｸﾛ構造体を
第1の基板の一方の側部上で支持し、各第1のﾏｲｸﾛ構造体上
に設けられた第1のﾏｲｸﾛ電極と、複数のマイクロ電極に対す
る制御された電位の印加を実現すべく同複数のマイクロ電
極に電気的に接続された電源手段を含む

回転可動：静電界 特許　2693065
91.10.30

H01H 11/00
エイチ　イ－

ホ－ルデイングス
ＩＮＣ　デイ－
ビ－　エ－

マイクロ機械加工スイッチおよびその製造方法
　平坦な表面を有する誘電材料の基体と、基体の表面に付
着され、電気信号を導き、分離された第1、第２の伝送ライ
ンセグメントと、基体の表面に付着されたハブと、ハブを
中心に回転可能に取り付けられたスイッチブレードなどか
らなる

圧電材料：圧電素子 特許　3130483
97.03.31

F04B 43/04
セイコ－
電子工業

マイクロポンプ
　流体の通過を制御する二つ以上のバルブ部と、流体の吐
出および吸引を行い、バルブ部の中間に位置する少なくと
も一つのポンピング部などを持ち、複数の圧電素子がダイ
ヤフラム上に接着されている

マ
イ
ク
ロ
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム

個
別
素
子
デ
バ
イ
ス
の
小
型
化
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（30/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日

主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

個
別
素
子
デ
バ
イ
ス
の
小
型
化

回転子：固定子 特許　2660136
92.06.21

H02K 19/10
ウイスコンシン

アラムニ
リサ－チ

フアウンデ－シヨ
ン

マイクロメカニカル磁気デバイス及びその製法
　約200μｍより小さな直径を有しかつ強磁性物質で形成さ
れた円形周囲と、基層と、基層上で回転するために自身を
取り付ける手段とを備え、そこを通じる高い抵抗路と低い
抵抗路とを有するように形成されたロータなどからなる

形状限定：変換素子 特許　2889712
91.01.30
H02N 1/00
三洋電機

静電マイクロモ－タ
　静電マイクロモータにおいて、回転子の複数の翼片と、
その翼片に面対向するように設けられた複数の固定子片か
らなり、これらの翼片の各表面側から同一極性のＰＮ接合
を形成してこれらの翼片に電磁波-電気変換素子を構成する

基板加工：変換素子 特許　2657121
91.02.15
H02N 1/00
三洋電機

静電モ－タ
　静電モータであって、基板に不純物をドープしたｐｎ接
合を主体とする電磁波-電気変換素子を形成し、駆動電極に
印加する電圧によって発生する半導体基板を回転駆動する

マ
イ
ク
ロ
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム

必
要
ギ
ャ
ッ

プ
・
寸
法
の
維
持
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（31/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日
主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

長
期
安
定
化

特異構造：シャッタ 特許　2987976
91.04.01

G02F 1/055
ミノルタカメラ

光シャッタアレイ
　電気光学材料のﾁｯﾌﾟの長手方向に沿って形成した溝状の
共通電極の両端それぞれに、共通電極に交叉する溝で区画
した複数のｼｬｯﾀｴﾚﾒﾝﾄを配設した光ｼｬｯﾀｱﾚｲにおいて、共通
電極の両側それぞれに配設した複数のｼｬｯﾀｴﾚﾒﾝﾄを区画する
溝のうち少なくとも１つに形成した導電部を介してﾁｯﾌﾟの
側方に臨ませる構成とした

加
工
の
容
易
化

特異構造：破断 特許　2087489
91.12.18

H01L 27/10
インターナショナ

ル
ビジネス

マシーンズ

マイクロ・メカニカル・スイッチ
　基板上に形成された電気回路の領域及びｽｲｯﾁ群の領域か
らなる半導体ﾁｯﾌﾟにおいて、各ｽｲｯﾁ領域の基板上の端部に
積層され、所定の空間によって隔離された絶縁体層と、こ
の絶縁体層上に形成され、各ｽｲｯﾁ領域の基板上の一端の絶
縁体層に向かう方向に急激に細くなる任意の形状を有する
接片からなる

形
状
・
寸
法
の
バ
ラ
ツ
キ
低
減

磁気配置：可動子 特許　3215335
96.10.29

H02K 41/03
富士電機総合研究

所

リニア電磁型マイクロアクチュエ－タ
　一次元または二次元に配置される複数の平面コイルと固
定子と可動子からなり、可動子が支持機構を有していない
リニア電磁型マイクロアクチュエータである。

マ
イ
ク
ロ
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（32/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日
主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

マ
イ
ク
ロ
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム

歩
留
ま
り
向
上

プロセス・露光：不活性液
体

特許　2875193
95.09.13

H01L 21/027
江刺　正喜
ソルテック

レジストパタ－ン形成方法
　ﾚｼﾞｽﾄの現像工程で、現像後又は現像・ﾘﾝｽ後、比重1.5以
上で表面張力20dyns/cm以下のﾌｯ素系不活性液体を用い、無
極性の現像液又はﾘﾝｽ液とﾌｯ素系不活性液体とが混ざり合う
ことで、現像液又はﾘﾝｽ液と置換する

マ
イ
ク
ロ
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム

電
気
的
特
性
向
上

梁可動：接点を持つ梁 特許　3207161
98.07.09

H01H　59/00
テイ－　ア－ル
　ダブリユ－

マイクロ電気機械システムスイッチ
　回路基板を含み、基板に回転可能に支えられていてピ
ボット点を形成するピンを含み、ピンは回路基板に対して
回転可能であり、ビームにより支えられている電気接点を
含む
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（33/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日
主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

マ
イ
ク
ロ
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム

運
動
的
特
性
向
上

磁気配置：永久磁石 特許　3337200
98.04.15

H02K 41/03
富士電機総合研究

所

リニア電磁型マイクロアクチュエータ
　平面コイルアレイ３を保護膜６で覆った固定子に対し、
垂直方向に着磁され、中央部を切り抜かれた永久磁石１０
を可動子として用い、例えば１つ以上の平面コイル４を１
相励磁することで、可動子との吸引力を利用して可動子上
に載置される部材等の搬送を行なう。

マ
イ
ク
ロ
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム

特
性
　
そ
の
他

回転可動：回転レバー 特許　2844181
97.08.19
G01N 3/00
セイコ－
電子工業

佐藤一雄・
式田光宏

材料試験デバイス、材料試験装置および材料試験方法
　試験片と、試験片に所定の応力を印加する回転レバー
と、回転レバーの変位を弾性的に支持する弾性支持部と試
験片と弾性支持部を剛体的に支持する剛体支持部からなる



 

資料 4-34 

20 社以外の技術要素別課題対応特許（34/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日

主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

特
性
　
そ
の
他

材料限定：ダイヤフラム 特許　3202643
97.03.25
F04B 43/04
セイコ－
電子工業

マイクロポンプおよびマイクロポンプの製造方法
　流体の通過を制御する二つ以上のバルブ部と、流体の吐
出および吸引を行い、バルブ部の中間に位置する少なくと
も一つのポンピング部と、ポリイミドのパッキンなどを持
つ

検
出
精
度
の
バ
ラ
ツ
キ

集積配置：位置センサ 特許　2682360
92.12.28
G02B 21/32
島津製作所

マイクロマニピュレ－タ
　細胞等の微細操作を行う試料台と、操作を観察する立体
顕微鏡と、左右両眼視野の画像を操作者の眼前に表示する
頭部装着型ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲとからなるﾏｲｸﾛﾏﾆｭﾋﾟｭﾚｰﾀであって、
ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲに位置ｾﾝｻを設け、位置ｾﾝｻの信号に基づき試料台
を移動させる移動機構部を設けた

制
御
/
測
定
精
度
の
向
上

探針：櫛歯 特許　2986280
92.03.09
G01B7/34
科学技術
振興事業団

トンネル電流検知マイクロデバイス
　櫛歯端面の対向構造を有し、トンネル電流を検知する微
細探針を一方の櫛歯端面保有部に配設したトンネル電流検
知マイクロデバイス。微細探針の対向面を、櫛歯端面の対
向構造及び微細探針が形成されている面に集積する。

マ
イ
ク
ロ
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム



 

資料 4-35 

20 社以外の技術要素別課題対応特許（35/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日

主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

制
御
/
測
定
精
度
の
向
上

材料限定：圧力 特許　2702025
91.12.06

G01L 13/06
ウイスコンシン

アラムニ　リサ－
チ　フアウンデ－

シヨン

小型差圧トランスジュ－サ及びその製法
　マイクロマシン差圧トランスジューサにおいて、上側お
よび底側を有する単結晶シリコン基層と、変形可能な多結
晶シリコン膜であって、膜は気層の上部に取り付けられ、
かつ膜の周辺端において基層の上部にシールされているな
どからなる構成

低
消
費
電
力
化
一
般

電気回路：異なる波長 特許　2810549
91.01.24
G05D 1/02
三洋電機

［被引用1回］

マイクロマシン
　複数の機能を持つマイクロマシンにおいて、各機能に対
応して設けられた複数の電磁波受信器と、受信した電磁波
のエネルギーによって駆動される複数の機能手段などから
なる

マ
イ
ク
ロ
光
学
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム

個
別
素
子
デ
バ
イ
ス
の
小
型
化

回転可動：配置構造 特許　2978286
91.06.28

G02B 26/08
テキサス

インスツルメンツ
［被引用1回］

空間的光変調装置とその製造法
　制御可能に回転可能な定められた面積領域を有し、かつ
ベース層と、回転可能層の平面から分離された平面内に配
置されたヒンジなどからなる

マ
イ
ク
ロ
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（36/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日

主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

電気回路 特許　3257813
92.01.30
H02M 7/537
テルモ

光電変換器
  光エネルギーを電気エネルギーに変換する光電変換素
子、得られた直流電気を交流に変える自励発進回路、得ら
れた電気エネルギーをマイクロマシンの駆動体に適した電
圧にする変圧器、蓄電機構を、同一基板上に一体化して形
成する。

可動部：ミラー配置 特許　3153211
99.11.16
G02B 26/08

テイ－　ア－ル
　ダブリユ－

電磁力制御式超小型ミラ－アレイ
　凹所が形成された基材と、基材に回転可能に取り付けら
れたプラットフォームと、プラットフォームに配置された
光学素子などからなる

マ
イ
ク
ロ
光
学
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム

個
別
素
子
デ
バ
イ
ス
の
小
型
化
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（37/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日
主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

シ
ス
テ
ム
・
装
置
の
小
型
化

材料限定：光照射 特許　3333876
00.07.24
B81B 3/00

独立行政法人産業
技術総合研究所

光駆動型集積化学システム
　可動膜の縁部をシリコン製の板上に固定し、中央部は自
由に変形できるようにする。この可動膜で流路の開閉を行
うバルブを構成し、このバルブ３を図１の基板１上に形成
した流路の任意の位置に配置する。各バルブ３に対して
レーザ照射手段６で２種類の光を照射し、そのレーザ光は
ミラー７の傾き調整により、任意のバルブに照射して任意
の流路を構成する。

集
積
・
高
密
度
化

一体構造：ミラー配置 特許　3355375
97.01.17
H01S 5/14
立命館

波長可変半導体レーザ
　 半導体基板２の所定箇所にその長手方向の一端３ｃが固
定される外部共振ミラー３と、該外部共振ミラー３の一面
３ａに共振用光Ａを照射する発振用半導体レーザ４と、前
記外部共振ミラー３の他面３ｂにこの他面３ｂ側を加熱可
能な曲げ励起用光Ｂを照射する曲げ励起用半導体レーザ５
とを前記半導体基板２に集積化した。

歩
留
ま
り
向
上

可動部：電気回路 特許　2599886
93.11.10
G02B 26/02
韓国電子通信

研究所

光開閉装置
　基板上に形成された電極と、この電極と平行に形成され
た選択電極と、これらの間に形成された共通電極と、抵抗
体として機能し、かつ、複数の電極上でこれらを横切る方
向に直接移動可能な移動子と、移動子と各電極とを絶縁す
る絶縁層と、基板上に形成された移動子を案内するフレー
ムとを有し、3つの電極に対する駆動電圧の与え方を変える
ことにより、移動子を光通過位置と光遮断位置との間で直
線移動させることにより光開閉を行う

マ
イ
ク
ロ
光
学
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（38/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日

主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

可動部：電気回路 特許　2588678
93.11.10

G02B 26/02
韓国電子通信

研究所

平面ディスプレイ装置及びその光開閉器の製造方法
　各画素に対応して設けられた複数のﾏｲｸﾛｼｬｯﾀを備え、各ﾏ
ｲｸﾛｼｬｯﾀが静電気力により開閉されることにより、静的また
は動的映像を示すことができる平面ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ装置の光開閉
装置

プロセス・エッチング：
エッチング

特許　2951922
97.07.08

H01L 49/00
韓国電子通信

研究所
［被引用1回］

犠牲層を用いた微細構造体の製造方法
　基板上から隔てられたｼﾘｺﾝ微細構造体を製造するために
犠牲層の酸化膜を用いるﾏｲｸﾛﾏｼﾆﾝｸﾞ工程において、犠牲層
酸化膜の除去時、無水HFとﾒﾀﾉｰﾙとの蒸気を含む蒸気相雰囲
気でｴｯﾁﾝｸﾞして除去する段階を含む

特
性
　
そ
の
他

光学特性：波長変換 特許　3298153
92.06.19

A61B 17/00
島津製作所

マイクロマシン通信装置
　ﾏｲｸﾛﾏｼﾝと外部との通信を行う通信装置を、ﾏｲｸﾛﾏｼﾝ外に
設置される外部通信装置とﾏｲｸﾛﾏｼﾝ内に設置される内部通信
装置によって構成し、通信装置間の通信手段として600kmか
ら1800kmまでの可視光及び近赤外光を使用する

制
御
/
測
定
精
度
の
向
上

電気回路・変換：ミラー配
置

特許　2657769
94.01.31

G02B 26/10
日本信号

江刺　正喜

変位検出機能を備えたプレ－ナ－型ガルバノミラ－及びそ
の製造方法
　半導体基板に反射鏡可動部を形成し、そこに平面コイル
と検出コイルを設け、平面コイルに駆動電流に重畳して検
出電流を通電して両コイル間の相互インダクタンスの変化
を検出する。

マ
イ
ク
ロ
光
学
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム

歩
留
ま
り
向
上



 

資料 4-39 

20 社以外の技術要素別課題対応特許（39/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日
主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

特異構造：ミラー配置 特許　3283881
94.10.25

G02B 26/08
テ－ウ

エレクトロニクス

Ｍ×Ｎ個の薄膜アクチュエ－テッドミラ－アレイ及びその
製造方法
　基板、Ｍ×Ｎ個のトランジスタアレイ、およびＭ×Ｎ個
の接続端子のアレイを持つ能動マトリックスと、電気的に
変改可能な物質からなる薄膜層と、この薄膜層の上下にそ
れぞれ形成した第1、第2の電極などからなる

特異構造：ミラー配置 特許　3165444
94.11.01

G02B 26/08
テ－ウ

エレクトロニクス

Ｍ×Ｎ個の薄膜アクチュエ－テッドミラ－アレイ及びその
製造方法
　基板、Ｍ×Ｎ個のトランジスタアレイ、およびＭ×Ｎ個
の接続端子のアレイを持つ能動マトリックスと、電気的に
変改可能な物質からなる薄膜層と、この薄膜層の上下にそ
れぞれ形成した第1、第2の電極などからなる

特異構造：ミラー配置 特許　3253304
94.11.15

G02B 26/08
テ－ウ

エレクトロニクス

光投射システムで用いるＭ×Ｎ個の薄膜アクチュエ－テッ
ドミラ－アレイ及びその製造方法
　基板、Ｍ×Ｎ個のトランジスタアレイ、およびＭ×Ｎ個
の接続端子のアレイを持つ能動マトリックスと、電気的に
変改可能な物質からなる薄膜層と、この薄膜層の上下にそ
れぞれ形成した第1、第2の電極などからなる

マ
イ
ク
ロ
光
学
電
気
機
械
シ
ス
テ
ム

3
次
元
マ
ト
リ
ク
ス



 

資料 4-40 

20 社以外の技術要素別課題対応特許（40/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日
主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

個
別
素
子
デ
バ

イ
ス
の
小
型
化

特異構造：プロセス改良 特許　3352057
99.08.05

ﾃｨｰ　ｱｰﾙ　ﾀﾞﾌﾞ
ﾘｭｰ

ミクロ光学部材の製造法
　半導体基板42上にエッチストップ層44を付着させる工
程；前記エッチストップ層44上に光学部材層46を付着させ
る工程；前記光学部材層の全表面をフォトレジスト物質で
被覆する工程；前記光学部材層46上の前記フォトレジスト
物質にフォトレジストマスクを施す工程等を含む。

破
損
・
断
線
の
防
止

構造限定：プロセス改良 特許　2952362
90.05.24
C23F 1/00
セイコ－
電子工業

カンチレバ－の製造方法
　ＳｉＮｘをＳｉ基板より突出した構造とするカンチレ
バーの製造において、カンチレバー側のみパターンニング
してＳｉ基板を異方性エッチングしてＳｉ基板の一部を薄
くする工程を含む

材料限定：プロセス改良 特許　2927963
94.09.20

H01L 29/84
ジ－メンス　ＡＧ

集積マイクロメカニカルセンサデバイス及びその製造方法
　基板上に配置された絶縁膜とその上に配置された単結晶
シリコン膜とを備えた基体を形成し、その際シリコン膜は
あらかじめ定められたドーピングを有するようにする工程
を含む

材料限定：プロセス改良 特許　3079355
95.07.10

H01L 29/84
キユ－ニクス

コンピユ－タ－

調節された残留応力を有するシリコンメンブレンの製作方
法
　基板上に砒素注入を遮断する遮断膜でリングパターンを
形成する工程と、高濃度砒素ドーピング層を形成する工程
と、基板の局部的な領域を下面からエッチングする工程な
どからなる

残
留
応
力
低
減

基
層
・
基
板
上
で
の
装
置
と
シ
ス
テ
ム
の
　
製
造
・
処
理
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（41/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日
主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

熱処理：プロセス改良 特許　2796622
96.03.07

B23K 26/00
セイコ－
電子工業

微細加工方法および微細加工構造物
　加熱手段によって局所的に過熱し、局所的に融解させる
ことによって、融解に伴う表面張力を利用して塑性変形を
生じさせる

微細加工 特許　3016129
96.04.02
B23H 3/00
セイコ－
電子工業

微細加工方法
　電解質溶液中で被加工物と探針の間に電気化学反応を生
じさせて加工を行う方法において、探針を被加工物の加工
予定領域を移動させながら、被加工物と探針の間に流れる
トンネル電流を計測することにより、被加工物の表面形状
を計測・記憶する加工領域形状推定工程を含む

基
層
・
基
板
上
で
の
装
置
と
シ
ス
テ
ム
の
　
製
造
・
処
理

加
工
の
容
易
化
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（42/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日

主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

材料限定：プロセス改良 特許　3295870
95.10.31

H01L 21/3205
豊田中央研究所

半導体装置の製造方法
　シリコン半導体基板上に、アルミニウムの層、窒化チタ
ンの層を形成し、テトラメチルアンモニウムハイドライド
水溶液を用いるアルカリ系異方性エッチングを行う

プロセス・放射光：材料限
定

特許　3306974
93.03.25
G03F 7/039
住友電気工業

微細構造体の形成方法およびＸ線マスク
　基板上にレジスト層を形成する工程と、シンクロトロン
放射光によるリソグラフィを用いてレジストパターンを形
成する工程を含み、レジスト材質を特定

基
層
・
基
板
上
で
の
装
置
と
シ
ス
テ
ム
の
　
製
造
・
処
理

加
工
の
容
易
化



 

資料 4-43 

20 社以外の技術要素別課題対応特許（43/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日

主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

加
工
の
容
易
化

基板加工 特許　2950497
96.07.31

H01L 21/304
三菱金属
三菱マテリ
アルシリコン

半導体ウエハおよびその製造方法
　表裏両面を研磨した半導体ウエハで、高平坦度で１μｍ
以下である。

製
造
工
数
の
削
減

プロセス・部材形成：加工 特許　3025313
90.12.31
G01L 1/14
ワコ－

［被引用1回］

静電容量の変化を利用したセンサの製造方法
　基板の一部に重錘体あるいは磁性体が形成され、別に台
座が形成され、切断することにより、作用体と台座との両
方が形成する。

形
状
・
寸
法
の
バ
ラ
ツ
キ
低
減

プロセス・特異層：堆積 特許　3202586
96.03.28
G01N 13/12
セイコ－
電子工業

走査型トンネル顕微鏡用探針の形成方法
　探針の形成において、探針の表面に電気絶縁性を有する
被覆を形成する際に、ＤＣプラズマ重合成膜法を使用し
て、非晶質の高分子薄膜を局所的に堆積させることのみに
より、探針の先端近傍に高分子薄膜で被覆されない露出部
を確保する

基
層
・
基
板
上
で
の
装
置
と
シ
ス
テ
ム
の
　
製
造
・
処
理
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（44/45） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日

主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

歩
留
ま
り
向
上

プロセス・熱処理：ガラス
化

特許　3210968
99.06.29

Bb81C 1/00
東京工業大学長

静電マイクロアクチュエ－タの製造方法
　過冷却液体域を有する非晶質材料薄膜を基板上に形成
し、前記薄膜をエッチングにより渦巻状の平面電極に形成
したのち、加熱により平面電極を螺旋状の駆動電極とす
る。

プロセス・ビーム照射：
エッチング

特許　2791429
96.09.18

H01L 21/02
独立技術法人

産業技術総合研究
所

シリコンウエハ－の常温接合法
　シリコンウエハーとシリコンウエハーとを接合する方法
であって、接合前に真空中で不活性ガスイオンビームまた
は不活性ガス高速原子ビームで照射してスパッタエッチン
グする。

材料限定：プロセス改良 特許　3080986
91.03.23
G01F 1/68

ﾛｰﾍﾞﾙﾄ　ﾎﾞｯｼｭ
テ－ウ

エレクトロニクス

マイクロ機械的センサの構成法
　それぞれが互いに平行な上方主面と下方主面とを有する
第1、第2の単結晶シリコンウエハを形成する工程と、エッ
チングストッパを規定するために、第1のウエハの上方主面
に隣接したウエハの複数の領域にドーピングする工程など
からなる

製
造
性
　
一
般

基
層
・
基
板
上
で
の
装
置
と
シ
ス
テ
ム
の
　
製
造
・
処
理
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20 社以外の技術要素別課題対応特許（45/45） 

 

 

 

 

 

 

技
術
要
素

課
　
題

解　決　手　段

特許番号
出願日

主ＩＰＣ
出願人

［被引用回数］

発　明　の　名　称
概　要

製
造
性
　
一
般

光学配置：ミラー配置 特許　3312294
97.05.15

B23K 26/06
住友重機械工業

複数軸ガルバノスキャナを用いたレーザ加工装置
　レーザ光の導光路に、該レーザ光をその断面積に関して
複数に分割する反射ミラー１１を配置して、分割された複
数のレーザ光で複数のワーク１７ａ，１７ｂに対して加工
を行う。

電
気
的
特
性
向
上

材料限定：プロセス改良 特許　2533272
92.11.17

H01L 21/02
住友電気工業

半導体デバイスの製造方法
　シリコン層の両面にそれぞれ第1、第2のガラス層が陽極
接合され、ガラス層の少なくとも一方とシリコン層との間
に電極が配置され、第2のガラス層の除去すべき部分とシリ
コン層との間にアルミニウムの陽極接合抑止層を介在させ
る

基
層
・
基
板
上
で
の
装
置
と
シ
ス
テ
ム
の
　
製
造
・
処
理
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資料５．ライセンス提供の用意のある特許 

 

 MEMS 技術に関連するライセンス提供の用意のある特許を、特許流通データベース（独立

行政法人工業所有権総合情報館のホームページ参照）により検索した結果を以下に示す。 

 

表 ライセンス提供の用意のある特許リスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   URL http://www.ncipi.go.jp/ 

 

 

 

特許番号 発明の名称 特許権者
特許3265479 光アクチュエータ 独立行政法人産業技術総合研究所

特許2975258 形状記憶性マイクロバネ 三菱電線工業株式会社
新エネルギー・産業技術総合開発機構

特許2965901 マイクロマシン用光電変換デバイス 三洋電機株式会社
新エネルギー・産業技術総合開発機構

特許2952159 マイクロアクチュエータの製造方法 川崎重工業株式会社
新エネルギー・産業技術総合開発機構

特許2878537 微小連結装置及びその製造方法 藤倉電線株式会社
新エネルギー・産業技術総合開発機構

特許3132727 マイクロソレノイドコイル及びその製造方法 西 孝

特許2863828 直径がマイクロメートルオーダのカーボン
ウイスカーの製造方法

工業技術院長

特許2739028 マイクロマシンとして、微小なワークをハン
ドリングするための静電駆動式のマイクロ
グリッパ

新エネルギー・産業技術総合開発機構

特許2899326 マイクロマシン （株）東芝

特許2838363 マイクロマシン部品用の超小型、超薄型の
光歪バイモルフの作成に適した製造方法

新エネルギー・産業技術総合開発機構

特許2747422 管内を走行する微小機械（マイクロマシ
ン）へ、管外から放射線を照射しワイヤレ
スでエネルギーを提供する方法

新エネルギー・産業技術総合開発機構

特許2747421 微小機械（マイクロマシン）へ放射線また
は紫外線によりワイヤレスでエネルギーを
供給する方法

新エネルギー・産業技術総合開発機構

特許2645411 半導体集積回路やマイクロマシンなどの
パターン形成に用いられる多重電子ビー
ム照射装置及び照射方法

工業技術院長
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